




序 文 

 

独立行政法人国際協力機構は、モーリタニア・イスラム共和国の水産訓練センター整備

計画に係る協力準備調査を実施することを決定し、同調査を水産エンジニアリング株式会

社及び株式会社福永設計の共同企業体に委託しました。 

調査団は、2021 年 5 月から 2021 年 12 月までモーリタニア国の政府関係者と協議を行う

とともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業を経て、ここに本

報告書完成の運びとなりました。 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の発展に役立

つことを願うものです。 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げま

す。 

 

2022 年 2 月 

独立行政法人国際協力機構 

経済開発部 

部長  佐 野  景 子
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要 約  

 
①  国の概要  

モーリタニア・イスラム共和国（以下「モ」国）は、アフリカ大陸の北西部に

位置し、面積は 103 万 km2 を有しているが、国土の 90％は砂漠である。人口は 453

万人（外務省、2020 年）で首都のヌアクショットには約 100 万人以上が居住して

いる。1960 年の独立時には牧畜及び南部の農業が主要産業であった。その後 1970

年代からは北東部アルジェリア国境沿いのズエラテ鉱山からの鉄鉱石と主にヌアデ

ィブの北部水域から水産物の輸出が国家経済の基盤を形成するようになった。  

「モ」国北部はカナリア寒流とギニア湾流の潮目により湧昇流の発生があり世

界的に見ても生産性の高い海域である。モーリタニア人は遊牧民が主体であり魚食

の習慣は乏しいため漁業は外国船籍による入漁による企業漁業が先行し、これを国

内の零細漁業が追いかけるという経過をたどることになる。外国船は底魚を対象と

した底引きトロール漁のみであったが、わが国の大手水産会社等が「モ」国のタコ

資源に着目して操業を開始した。「モ」国は企業漁船からの水揚げを奨励し、外国

資本との合弁による加工会社が設立され輸出用の冷凍庫や加工業が整備された。  

一方、零細漁業はセネガル等の漁民が徐々に操業海域を広げて「モ」国沿岸で

操業し、ヌアクショットやヌアディブに水揚げするようになった。  

「モ」国の水産業は比較的歴史が浅く、自国民の水産業への参入は外国企業と

の合弁による加工事業が 1970 年頃から始まり、1990 年初頭には零細漁業へ本格的

に参入し、ヌアディブ漁港が 1996 年に完成するなど、さらに活性化した。  

 

②  背景、経緯及び概要  

「モ」国の零細漁業は、雇用創出、食料安全保障、外貨獲得等の面で極めて重

要な産業であるが、セネガル等  周辺国の漁船や移民労働者によって支えられてお

り、隣国セネガルでは、漁獲量約 50 万トンに対し、約 60 万人が水産業に従事して

いる一方、「モ」国の水産業従事者数は、漁獲量約 80 万トンに対し約 6.6 万人に留

まっている。そのため「モ」国では自国の水産業従事者の育成が課題となっている。

他方、国内には産業が少なく、若者の多くが失業状態にある。こうした状況から

「モ」国政府は、旱魃によって内陸部から都市沿岸部に流入してくる労働人口の吸

収し、若者を育成して外国人漁民と代替し、沿岸部に定住させるとともに、水産業

による雇用人口を 2024 年までに 20 万人に増加させるという目標を掲げている。  

水産訓練センター（以下 CQFMP）は、沿岸漁業に係る技術訓練全般を行う「モ」

国唯一の公共機関として、このような漁業政策を推進するために未経験者を一から

訓練して漁業者として育成する役割を担っており、ヌアクショットを本部とし、全
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国 7 カ所の訓練拠点を持っている。訓練生総数は 2014 年の設立以来、2020 年 11

月 3 日時点での 5,531 名を数え、零細漁業分野におけるさまざま訓練コースを提供

して、国内若者の失業対策・漁業人材育成に貢献してきた。またこれらの訓練は漁

業海洋経済省（MPEM）、海事アカデミー（ACNAV）、国立技術職業訓練振興機関

（INAP-FTP）ら政府予算による他、国際移住機関（IOM）（2018）、スペイン国際

開発協力機構（AECID）（2019）、国連労働機関（BIT）（2020）などの支援により

実施されてきた。  

 

③  調査結果の概要と計画内容(概略設計、施設計画・機材計画の概略 )  

上記の経緯により日本国政府は協力準備調査の実施を決定し、独立行政法人国

際協力機構（Japan International  Cooperation Agency。以下「JICA」という。）は

2021 年 5 月 21 日から 6 月 27 日までの期間、調査団を「モ」国に派遣した。また

2021 年 11 月 26 日から 12 月 5 日までの期間、調査団を派遣し、概略設計の内容及

び「モ」国側負担事項などにつき協議し、合意した。  

本計画で整備される水産訓練センター・ヌアクショット支所はこれまで 4 コース

の訓練しか実施できなかったが、CQFMP 全体が担う 10 コース全ての訓練コース

等を適切な訓練環境で行うこととなり、年間総訓練生数も最大で延べ 525 人が受入

れ可能となる。  

本プロジェクトにおいて、訓練施設、訓練生寮、本部及び支所事務所の建設を

行うとともに、訓練用機材・家具及び事務用機材の整備を行う。設計概要について

は以下のとおりである。  

施設・部門  室構成  
計画面積

（m2）  
センター棟  4,242.6 
－本部管理部門  局長室 ,  秘書室 ,  待合室 ,  接客室 ,  副局長室 ,  訓練管

理室 ,  訓練計画室 ,  会計室 ,  主任講師室 ,  人事課長室 ,  
物資調達室 ,  本部共用職員室  

416.4 

－支所管理部門  支所長室 ,  副支所長室  
訓練長室 ,  訓練生管理室 ,  支所職員室  

221.9 

－訓練実習部門  大講義室 ,  講義室（小）  
ワークショップ(船外機 ,  ロープワーク ,  漁網 ,  漁具 ) ,  生
鮮加工室 ,  加熱加工室 ,  コンピューター室 ,  無線実習

室 ,  講師室  

710.5 

訓練生寮 訓練生寮 ,  屋内体育室 ,  自習室  595.1 
共用施設、 

付帯施設 

訓練生食堂 ,  職員食堂 ,  キッチン ,  保健室 ,  大会議室・

研修室 ,  会議室 ,  礼拝室  
841.4 

その他 廊下、階段、倉庫、受付スペース等  1,457.3 
外構施設 ブロック舗装、エンジンテストタンク、花壇・縁石、旗掲揚台、

外塀・門扉、駐車場、浄化槽・浸透エリア・集水桝等、海上実習

用シャワースペース等  

  



 

iii 
 

機 材 

 主要機材名  数量  概要  

1.  まき網資材  1 式  
まき網漁業実習で用いる零細まき網を製作するための

資材として用いる。  

2.  
漁具製作実習用

機材  
1 式  漁具製作、ロープワーク実習、漁業実習等で用いる。  

3.  救命いかだ  1 隻  海難防止訓練、海上水泳訓練で用いる。  

4.  レーダー  1 台  
沿岸漁船船長の訓練コースで、レーダー実技講習に

用いる。  

5.  ソナー  1 台  
沿岸漁船船長の訓練コースで、魚群（浮魚）探知実技

講習に用いる。  

6.  業務用冷蔵庫  2 台  
まき網・零細漁業・加工・選別訓練で用いる鮮魚、生鮮

食料品の冷蔵保管に用いる。  

7.  真空包装機  1 台  
加工・選別訓練の実習で、水産物加工品の真空包装

実習に用いる。  

8.  製氷機  1 台  
まき網・零細漁業・加工・選別訓練の実習で利用する

水産物の鮮度維持、衛生管理における氷の重要性に

かかる実習に用いる。  

9.  船内機モデル  1 式  
沿岸漁業船長訓練で沿岸漁船搭載エンジンの操作、

点検、修理実習に用いる。  

10. 船外機  13 台  
まき網・零細漁業訓練コース内の船外機整備実習およ

び船外機修理コースの船外機整備実習に用いる。  

11. 特殊工具  1 式  
船外機修理実習において、汎用工具では代替が難し

い船外機の分解・組立に用いる。  

12. サーバー  1 台  
CQFMP の業務管理およびデータ管理のために用い

る。  
13. マイクロバス  1 台  CQFMP の訓練生の送迎や訓練中の移動に用いる。  

14. 
講義室・会議室

カメラ・マイクシス

テム  
1 式  

大会議室に設置し、WEB 会議・各種集会・講義に用

いる。  

 

④   プロジェクトの工期及び概略事業費  

 

⑤  プロジェクトの評価  

本計画の実施により、水産分野の技術習得と雇用を求める「モ」国民に対し、

適切な環境で零細漁業や水産加工に係る訓練を受ける場が提供される結果、自国民

による水産業振興、食糧安全保障と失業率の削減、水産加工業の多様化などを目標

とする「モ」国政府の水産分野の開発計画に寄与すると期待される。従って本プロ

ジェクトを我が国の無償資金協力により実施する妥当性は高いと判断される。  

施工・調達業者契約認証まで非公表 
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もに零細漁業・加工に関する 10 コースの訓練、漁民の再訓練等が計画されており、

本計画の直接裨益人口は、ヌアクショット市及び周辺の訓練生年間 400 人及び職

員・講師約 100 人となる。  

本計画の有効性については、以下の効果が見込まれるため、十分高いと判断さ

れる。  

 

■  定量的効果  

指標名  
基準値  

（2020 年実績値）  
目標値  

（事業完成 3 年後）  

CQFMP ヌアクショットセンター

が提供する訓練コースの種類  
4 種類  

11 種類  
（訓練コース 10 種及

び零細漁業者再訓練）  
CQFMP ヌアクショットセンター

での年間訓練修了者数  
169 人／年  368 人／年  

CQFMP ヌアクショットセンター

での訓練コースの延べ実施日数  
192 日／年  641 日／年  

国際基準(STCW-F)に準拠した沿岸

漁船船長コースを修了した訓練生

の数  
0 人／年  15 人／年  

 

■  定性的効果  

(1) 当該訓練施設での訓練修了者に対する民間企業等からの評価が高まる。  

(2) 当該訓練施設での訓練修了者が新規に水産業従事者として就労する機会が増え

る。  

(3) 零細漁業に係る安全講習・訓練も実施されることから、零細漁業者、漁船乗組

員の安全と海上保安に関する意識、知識、技術が向上し、海難防止に寄与する。  

(4) 全寮制訓練生が、衛生的かつ適切な住環境で滞在できるようになる。  

(5) 保健室、調理場、訓練生寮、衛生設備等の整備により、CQFMP 職員および訓

練生向けの福利厚生が向上する。  
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船外機実習室

CQFMPヌアクショットセンター

加工実習エリア外観訓練生寮・コンピュータ室外観

コンピューター室

加工実習室

局長室

講義室

訓練生寮
居室面積 約56m2（約7×8m）に33名もの訓練生が就寝する（１名=1.7m2） 執務、応接スペースを備える。

屋外スペースは漁網補修・漁具組立等ワークショップに利用。
日射を避けるために一部屋根あり。

建物左側のネットで覆われたスペースは干魚加工エリア兼訓練
生の食事エリア。屋外の砂が建屋内部に溜まる問題もあり。

手狭なうえ、講義机等は老朽化している。
教室内中央には柱があり黒板が見えずらく講義に支障をきたしている。

水産物加工等の講義、また講師による訓練生成績管理等に利用
室内は手狭なうえ、PC機器表面には粉かな砂が確認された。

講義室と同様に手狭なうえ、中央に柱あり。
実習用船外機の状態も悪い。

作業台は複数あるが非常に狭い。
衛生面にも問題あり。

写真

本部棟外観
局長室や会議室など諸室を備える。



所有ピローグ（まき網実習用）

ヌアクショット本部・支所の機材状況

加工実習用干し台

船外機

コンピューター室のプリンター、PC

厨房の釜

保有トラック

まき網実習用の漁網

家具類
既存のものは耐久性が低く、破損等が多く確認できた。一方ヌアディブ支所の
家具は日本調達品で10年以上使用後も不具合が見られなかった（右）

訓練支所間の訓練生移動や機材運搬に使用、老朽化している。
現地調査時はヌアディブに移動中

船外機実習室に保管された船外機。60馬力船外機はまき実習で利
用されるが、破損が認められまた実習中にエンジントラブル等もある
とのこと

フレームは木造で、干し網は漁網修復用材料を利用して作成したもの。
耐久性、衛生面に問題がある。

敷地内の片隅で保管されるまき網、日差しを遮るものはなく直射
日光による劣化対策が出来ていない。

全長約30mのまき網実習用木造ピローグ。ヌアクショット支所から
徒歩15分程度の海岸に保管されている。
訓練生は通常のプロ―グ2隻にて早朝から終日海上実習を行う。

厨房調理器は伝統的なもののみで釜の数も少なく効率的に調理が
できない。また調理場はスペースも狭く、衛生面にも問題がある。

PCやプリンタの表面には砂埃が確認された。
PCは10年以上前のものでありOSはWindows7、スペック不足
からWindows10には移行できない。



ワークショップ（内燃機関）

CQFMPヌアディブ支所に隣接
ワークショップでは長期航海時に必要な一連の技術を習得可能

CQFMPヌアディブ支所、類似施設の海洋科学高等教育機関、海技学校

階 段 教 室

ヌアディブのISSM（海洋科学高等教育機関）の内観①

コンピューター教室

食 堂 厨 房

食堂厨房ではESOのみでなくISSMの訓練生用の給食調理も行う
学生食堂は朝昼晩3食で利用、朝昼は約200人、夜は150人が利用

ヌアディブESO （上級士官学校）

CQFMPヌアディブ支所の内観①

講 義 室 会 議 室

講義室は沿岸船長コースの講義等で利用。

保 健 室

CQFMPヌアディブ支所の内観②

船外機ワークショップ

水産加工実習室

加工実習室は生鮮加工、加熱加工等の実習を行う。
ISSMの訓練にも利用されている。

会議室は大人数の会議に対応できなかったため、2室を
連結・改修した。



ピローグでの乗船実習風景

訓練・実習風景等

漁 網 補 修 実 習 状 況

船外機保守・修理ワークショップ

船外機実習状況

ドミトリーと訓練風景

水 泳 実 習 状 況

CQFMPベラワク支所にてのトレーナーを対象としたワークショップ。

CQFMPプロモーションビデオより

船外機実習は零細漁業コース、零細まき網漁業コース等、複数の訓練コースの構成モジュールとなっており、各拠点で実施される。

CQFMPベラワク支所で水泳技術習得と基礎体力養成を主目的とし
て実施される。海に不慣れな訓練生も含まれており危険が伴う。

漁網修復実習は零細漁業コース、零細まき網漁業コース等、複数の訓練コースの構成モジュールとなっており、各拠点で実施される。

CQFMP所有のピローグにて実施。CQFMP PK144支所（漁村開発センター）での訓練風景
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第1章  プロジェクトの背景・経緯  

1-1 当該セクターの現状と課題  

1 -1 -1  現状と課題  

1-1-1-1   モーリタニア国の水産業の現状と課題 

モーリタニア・イスラム共和国（以下「モ」国という）はアフリカ大陸の北西部

に位置し、面積は 103 万 km 2 を有しているが、国土の 90％は砂漠である。人口は

453 万人（外務省、2020 年）で首都のヌアクショットには約 100 万人以上が居住

している。1960 年の独立時には牧畜及び南部の農業が主要産業であった。その後

1970 年代からは北東部アルジェリア国境沿いのズエラテ鉱山からの鉄鉱石と主に

ヌアディブの北部水域から水産物の輸出が国家経済の基盤を形成するようになった。  

「モ」国北部はカナリア寒流とギニア湾流の潮目により湧昇流の発生があり世界

的に見ても生産性の高い海域である。モーリタニア人は遊牧民が主体であり魚食の

習慣は乏しく漁業は外国船籍による入漁による企業漁業が先行し、これを国内の零

細漁業が追いかけるという経過をたどることになる。外国船は底魚を対象とした底

曳きトロール漁のみであったがわが国の遠洋漁業船団が有望なタコ資源を発見し大

手水産会社もラスパラマス等を基地として操業を開始した。「モ」国は企業漁船か

らの水揚げを奨励し、外国資本との合弁による加工会社が設立され輸出用の冷凍庫

や加工業が整備された。  

一方、零細漁業はセネガルのサンルイの漁民が徐々に操業海域を知先から北部モ

ーリタニアへも操業範囲を広げ「モ」国沿岸で操業し、ヌアクショットやヌアディ

ブに水揚げするようになった。  

「モ」国の自国民の水産業への参入は外国企業との合弁事業により加工が 1970

年頃始まり、零細漁業への本格参入はほぼ 1990 年初頭頃と思われる。ヌアディブ

漁港が 1996 年に完成しさらに零細漁業が活性化してきたもののこのように「モ」

国の水産業は比較的歴史が浅い。  

 

（1）  海洋漁業  

海洋漁業部門は、国民経済の主要な柱の一つである。「モ」国船籍の企業漁業と

沿岸・零細漁業による 2018 年の総漁獲量は 967 ,706 トン（FAO yearbook）であ

った。それに加えて、欧州連合（EU）、ロシア等ライセンスで操業する便宜置籍船

を含む遠洋漁業国（DWFNs）が「モ」国の EEZ でさらに 439 ,000 トンを漁獲した

（FAO yearbook）とされ合計 1 ,406 ,706 トンの漁獲があったと報告されている。  

 

「モ」国で水揚げされる漁獲物はほとんどが零細漁業と地元の工場で加工され輸
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出される企業漁業によるものである。重要な漁業資源のいくつかはモロッコ、セネ

ガルの両隣接国と共有していることから関係国との協調が必要である。最新の資源

評価では、サルデイネーラやタコなどの重要な資源が乱獲にあったとされていた。

しかし、特にタコ資源に関しては 2019 年には乱獲水準を回避した漁獲可能水準に

移行しつつあるとされている。しかし水産資源状態は依然脆弱であり水産資源管理

政策の充実が必要としている（持続的な水産開発戦略 2020-2024）。  

伝統的に、「モ」国の EEZ からの漁獲物の 95％以上が輸出されている。2017 年

の水産物の輸出額は約 8 億 2800 万米ドルと推定されているが、主な商取引は水産

物ではなく、外国漁船への漁業ライセンス（入漁料）の販売によるものである。  

「モ」国は 3 つの主要な漁業に分類できる。企業漁業、沿岸漁業そして、零細漁

業である。ヌアクショットとヌアディブが主な水揚地で港湾設備があるが、それら

以外には海岸沿いには零細漁業による PK28、PK93、PK144、N’Diag 等の砂浜に

直接魚を揚げる水揚場がある。  

 

①企業漁業  

沿岸漁船に近いものから漁獲物の船内加工場を備えた大型漁船まで存在し、漁船

規模は船体長 26m 以上とされ上限はない。「モ」国排他的経済水域内において「モ」

国船籍以外の外国漁船が操業する場合は漁業協約等による政府の許可が必要となり、

これがライセンス漁業と呼ばれている。漁業協約や協定では操業時期や漁獲割当量

などが明記されることが一般的である。企業漁業（遠洋漁業）に分類される大型漁

船は 294 隻が登録されており、「モ」国の海域（排他的経済水域内）で操業が行わ

れている。このうちの、「モ」国船籍は 134 隻で、半数以上の 74 隻が EU の基準を

満たした船上凍結設備を有している。  

企業漁業は、最近までライセンス契約やチャーター船で操業する外国船のみで構

成されていた。漁法としては底曳きトロールやまき網が使われていた。「モ」国の

排他的経済水域（EEZ）で操業する企業型底曳き網漁船団の規模は近年減少してい

るが、これは主に欧州連合（EU）のタコ船団の操業停止、一部の船団（中国、欧

州）の離脱、国内船の活動停止（船齢による老朽化）によるものである。企業漁船

団の漁獲量は頭足類が多く、平均して水揚げ量の 70％を占めていたが、船の数の

減少に伴って減少傾向にある。  

 

②沿岸漁業  

甲板を備えた FRP 漁船の普及が政府外郭団体 CNM（モーリタニア造船所）によ

って進められている。CNM 漁船は零細漁業とは別の「沿岸漁業」に分類され 140

隻が登録されている。零細漁業に分類されるピローグ漁船であっても漁獲強度が高

い「まき網漁業」に従事する漁船は沿岸漁船に含まれる。沿岸漁業カテゴリーに登
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録されている漁船は主にタコを漁獲している。モーリタニア海域で定期的に操業し

ている外国の沿岸漁船は、基本的に小型の浮魚（サルデイネーラ）を対象としたま

き網船（2 隻の船からなるユニット）で構成されている。セネガルとの漁業協定に

基づいてライセンス操業もチャーター船として操業している船もある。  

 

③零細漁業  

モーリタニアの零細漁業は主に「ピローグ（カヌー型漁船）」による小規模な沿

岸漁業を総称し、一般的には 40 馬力相当の船外機を搭載し、水揚場から 3 時間程

度の近距離で操業している。モーリタニア人以外の外国人は基本的に零細漁業に従

事できないことになっているが、チャーター漁業という形式による外国人漁業は許

可されている。チャーター漁業とはモーリタニア人もしくは国内の個人・法人が他

国の漁船や漁業者を傭船して操業する形態をいう。  

零細漁業のピローグは現在約 6 ,000 隻存在するといわれている。セネガルを始め

とした外国船に与えられるライセンス漁業の要件として、マダコについては 2 /3 以

上、浮魚については 10％以上、底魚については 40％以上をモーリタニア国内に水

揚げしなくてはならないと規定している。  

 

零細漁業では、まき網、刺網、トラップ（タコツボ）、延縄等の漁法を行ってい

る。これらの船は、主に水深 20m、距岸 6 マイル以内の海域で漁をしている。小規

模な漁船団（基本的にタコを対象）は継続的に成長してきている。  

零細漁業の水揚量の大半が小型浮魚であるのに対し、金額ベースと漁船数ではマ

ダコ漁業が圧倒しており、零細漁業生産金額の 90％以上がマダコの輸出によって

占められているといわれている。マダコ漁は、タコツボ漁具を海に沈めて引き上げ

るだけという単純な漁法なうえ、漁獲物の単価が高いので実入りがよく、漁業経験

が乏しいモーリタニア人にもうまく適応した。一方、まき網漁法は魚群の動向を見

極めながらチームワークを駆使するため、ある程度の技術と経験が必要となる。そ

の結果、まき網漁業はモーリタニア人にはあまり定着せず、主にセネガル人漁民に

よって操業がなされている。  

 

零細漁業に従事するピローグ型漁船は FRP 製、木造製、アルミ製があるがヌア

ディブではこの 3 種類のピローグが操業しているが、ヌアクショットでは木造製だ

けが操業している。これはヌアディブではマダコ漁が主体でヌアクショットではま

き網漁と漁法による違いから生じている現象と思われる。  

 

④海洋漁業の課題  

海洋漁業の課題としては「持続的水産開発戦略  2020-2024 年（海洋漁業）」によ
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れば以下のような点が上げられている。  

・企業型大型漁船の多くが老朽化している。  

・沿岸浮魚資源を対象とした漁業は、ライセンス漁業による外国籍漁船がほとん

どで、「モ」国船の割合が依然低い。  

・浮魚以外の沿岸漁業においても外国船籍による操業が大半を占めている。  

・「モ」国は 2015 年から水産資源管理の一環として、甲殻類、頭足類、底魚、浮

魚などの重要水産物に漁獲可能量（TAC）を設定した TAC の導入は効果的な

資源管理策ではあるが、「モ」国ではその運用において依然満足できる水準に

至っていない。  

 

（2）  水産物の流通と加工  

①水産物輸出動向  

水産物の年間輸出量は 2013 年から 2018 年にかけて増加傾向を記録し、2013 年

の 39 万 2 ,000 トンから 2018 年には 89 万 7 ,000 トンに上昇した。同期間の輸出額

も同様の傾向を示し、2018 年には 390 億 MRU（11 億 US ドル）のピークに達し

た。国際市場におけるこれらの水産物の価格が上昇したことが、輸出金額の大幅な

上昇につながっている。図 1-1 は、2013 年から 2018 年までの水産物輸出量と輸出

額の推移を示したものである。  

 
出典： I S S M  ( O N I S PA ,  S M P C の情報を整理 )  

図 1-1：  水産物の輸出動向 2013～2018 年 

 

輸出水産物の内訳としては冷凍製品が大半を占めるが魚粉の輸出量が近年増加し

ており 2018 年には約 13 万トンに達している。  
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頭足類の輸出額は 2013 年から 2018 年の間に継続的に成長しており、59 億 MRU

から 158 億 MRU になっている。これは、頭足類の国内漁獲量の増加と国際価格に

起因する。  

甲殻類については、2013 年以降の輸出額の増加は、主に国際市場における生鮮

ロブスターと冷凍エビの価格上昇によるものとされている。また、輸出量も 1 ,066

トンから 2 ,893 トンへと大幅に増加している。これにより甲殻類の輸出額は 19 億

MRU から 82 億 MRU に増加した。  

 

②  水産加工場  

「モ」国の水産加工業に対する民間投資の取り組みは顕著に改善されてきた。こ

の結果として 2013 年から 2018 年の間に認定された加工場の数は 68 から 149 に増

加した。これにより、水産物の貯蔵能力（庫腹量）が大幅に向上し、2013 年の

20 ,000 トンから 2018 年には 3 倍以上の 70 ,  000 トンに増加した（表 1-1）。  

投資額も大幅に増加し、2013 年の 35 億 MRU から 2018 年には 135 億 MRU に

達し 286％の増加率となった。外国からの直接投資の大半が魚粉や魚油の加工工場

の建設に費やされている。  

表 1-1:水産加工場の増加推移と投資額(2013 年～2018 年) 

 
出典：MPEM2018 年 

 

水産加工場の数は 149 工場（2018 年）ありその内訳としては生鮮、加工、冷凍、

魚粉・魚油のすべての種類があり、そのうち 97 の加工場がヌアディブにあり、

65％を占めている（表 1-2）。  

2010 年には全体の 5％程度だった魚粉・魚油の工場は急激に増加し、稼働中の

加工場全体の 27％（40 工場）に達し、その大部分がヌアディブ（29 工場）にあり、

残りの工場はヌアクショット周辺（11 工場）にある。海上における船内加工も行

われており、88 隻の冷凍加工船の稼働が報告されている。  

表 1-2:  水産加工場の種類と場所(2018 年)  

 
出典：DARE2018 年          

 

2013 2014 2015 2016 2017 2018
承認された加工場数 68 102 122 130 140 149
庫腹量(トン) 20,000 22,000 35,000 45,000 60,000 70,000
投資額(百万MRU) 3.5 2.3 3.1 4.6 5.25 13.5

工場/場所 ヌアデイブ ヌアクショット 合計
加工場(生鮮、加工、冷凍) 68 41 109
魚粉工場 29 11 40
合計(陸上工場) 97 52 149
冷凍加工船 88
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③水産物流通・加工の課題  

「持続的水産開発戦略  2020-2024 年（海洋漁業）」では次のような問題を上げて

いる。  

・高品質の原料魚の安定供給が困難である。  

・水産系企業の財務上に問題がある。  

・水産物の高度利用にかかる技術力が不足している。  

・光熱費が高騰しているうえに、供給が不安定である。  

 

(3 )  ピローグと水産業従事者  

①  沿岸漁業と零細漁業のピローグ数  

2018 年に実施された IMROP フレームワーク調査にて報告された沿岸漁業と零細

漁業のピローグ内訳を表 1－3 に示す。  

漁船総数 6 ,809 隻のうち、零細漁業に属する漁船は全体の 94 .8%（木造ピローグ、

FRP ピローグ、甲板船、アルミピローグなど）であり、沿岸漁業（まき網漁船）

に属する漁船は木造ピローグ 40 隻、FRP ピローグ 175 隻および大型沿岸漁業船

140 隻の計 355 隻で、全体の 5 .2%となっている。  

 

表 1-3:  沿岸漁業と零細漁業の材質別ピローグ数 2018 年  

 
 出典：IMROP フレームワーク調査(2018 年)  

これらのピローグは北部ゾーン（ヌアディブ）に集中していて 3 ,801 隻（55 .9％）

を数え、ヌアディブとヌアクショットの間の中央部には 19 .4％、ヌアクショット

では 15 .6％と報告されている。  

 

当フレームワーク調査によれば漁法別では刺し網が 30％を占め次いで釣り漁業

13％、トラップ漁業 3％、曳網漁業（1％）となっている。タコ漁（タコ壺とタコ

トラップ）は 53％を占めていた。  

6 ,809 隻のピローグは零細、沿岸漁船別の数は把握されているものの、ライセン

スに関する情報が記載された零細、沿岸漁船の公式な登録記録は存在していない。  

2018 年の「モ」国沿岸で操業する零細漁船に発行されたライセンスの数に関す

る情報は無かった。この状況は、活動中の零細漁船のリストがまだ存在しないこと

と説明された。この情報は、沿岸・零細漁業従事漁船のセンサスが完了し、リスト

が作成されれば入手可能になると期待されている。一方、コンセッション（ライセ

ンスの申請）の数については、合計 12 ,736 件の件数が記録されている。  

漁業/船種 木造ピローグ FRPピローグ 甲板船 大型沿岸漁船 ランチ アルミピローグ カヌー 合計
零細漁業 4,234          1,889      152    114    52             13      6,454  
沿岸漁業 40              175         140         355     
合計 4,274          2,064      152    140         114    52             13      6,809  
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表 1-4:  漁船コンセッションの件数 

コンセッション  件数  
頭足類  6 , 419  

浮魚類  3 , 836  

底魚類  2 , 438  

その他  43  

合 計  12 ,736  
出典：IMROP フレームワーク調査(2018 年)  

 

②  漁業従事者数  

同 IMROP フレームワーク調査（2018 年）によると零細、沿岸、公海（企業漁

業）の異なる分野の漁船に乗船している漁業従事者の総数は 53 ,890 人 1に達した。

その内、沿岸で小規模漁業に従事する零細、沿岸漁業者は合計 24 ,984 人が確認さ

れその内訳は次の通りである。  

-  83%が零細業従事者（20 ,737 人）  

-  17%が沿岸漁業従事者（4 ,247 人）  

外国人漁師は全体の 9％を占めており、これらの漁民は全員フルタイムで活動し

ている。  

沿岸・零細漁業に従事する漁民の数に関する情報はこれまで公表されておらず、

今回の FiTI（水産業透明性イニシアチブ）レポート作成の過程で初めて公開され

た 2。  

 

1 -1 -1-2   CQFMPの現状と課題 

水産訓練センター（以下「CQFMP」という）は漁師、沿岸漁船船長、水産物加

工（女性対象）、船外機修理工など、零細漁業とその周辺産業の従事者を育成する

ための教育機関としてその本部をヌアクショットに置き、ヌアディブ、ベラワク、

ヌアクショット、PK28、PK93、PK144、フーム・グレイタの 7 ヶ所に訓練所

（支所）を有する。このうち PK93 には訓練施設はなく、漁業実習拠点として機能

している。またフーム・グレイタは内水面漁業の訓練施設となっている。  

 
 

1   「 モ 」 国 の 漁 業 従 事 者 数 に つ い て は 数 々 の数 値 が 示 さ れ てき て い る が、 正 確 な 統 計 はと れ れ て お ら

ずあくまで推定値と思われる。「持続的漁業開発戦略 2 0 2 0 - 2 0 2 4」では直接雇用者 6 6 , 0 0 0 人、間接

雇 用 者 1 0 0 , 0 0 0 人 と し て い る が 、 2 0 1 4 年 の I M R O P の 調 査 で は 直 接 雇 用 4 2 , 0 0 0 人 、 間 接 雇 用

1 3 , 0 0 0 人の計 5 5 , 0 0 0 人と推定している。このような状況の中でこの F i T I レポートはかなり信頼性の

高い数値を示していると思われる。つまり、直接雇用者を約 5 3 , 0 0 0 人、間接雇用者を 1 3 , 0 0 0 人加え

合計 6 6 , 0 0 0 人とするのが現時点で最も信頼できる数値であると推察される。  
 
2  ( P r e m i e r  r a p p o r t  d e  l a  M a u r i t a n i e  à  l ' I n i t i a t i v e  p o u r  l a  Tr a n sp a r e n c e  d e s  P ê c h e s  ( F i T I )  
A n n é e  :  2 0 1 8 ,  L e  G r o u p e  M u l t i p a r t i t e  N a t i o n a l  ( G M N )  F i T I  ( F i s h e r i e s  Tr a n s p a r e n s y  
I n i t i a t i v e )  d e  l a  M a u r i t a n i e ,  E d i t i o n  :  1 8  m a i  2 0 2 1 )  
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図 1-2： CQFMP 訓練所(支所)位置図 

CQFMP は組織図上では国防省の管轄下にあるが、訓練プログラムの構築や訓

練の実施等の面で、漁業・海洋経済省（MPEM）および雇用・職業訓練省と連携

している。このような変則的な運営体制は、同国の教育基盤の脆弱性の克服と、既

存施設・人的資源の有効活用を目的としている。  

以下に CQFMP の関連省庁を示す。  

  
（図中の点線矢印は各訓練機関と各省との連携、計画への関与を示す。）  

図 1-3： CQFMP 関連省庁及び関連訓練機関 

 

海事訓練セン

ターCFN: 
Centre de 
Formation 

Navale

上級士官学校
ESO: Ecole 

Supérieure des 
Officiers

海洋科学高等研

究所
ISSM: Institut 
Supérieur de 

Sciences de la 
Mer

水産訓練セン

ター
CQFMP: Centre 
de Qualification 
et de Formation 
aux Métiers de 

la Pêche

高等教育科学研

究省
Ministère de 

l’Enseignement 
Supérieuret de 
la recherche 
scientifique

(MESRS)

雇用・職業訓練

省
Ministère de 
l'emploi et de 
la formation 

professionnelle

漁業・海洋

経済省
Ministère des 
Pêches et de 
l'Economie 

Maritime
(MPEM)

国防省
Ministère de la 

Défence 
Nationale

国防省 (Ministère de la Défence Nationale

国防参謀本部 (Etat-Major Général des Armées)

海事アカデミー (Accadémie Navale)
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CQFMP は「モ」国の国家開発目標と「漁業開発戦略 2020-2024」の戦略実施

のために次の 4 つを目標として掲げている。  

・漁民のモーリタニア自国民化  

・食料安保と失業率の削減  

・資源の有効利用  

・貧国削減  

 

（1）  CQFMPの役割  

「モ」国の零細漁業は、雇用創出、食料安全保障、外貨獲得等の面で極めて重要

な産業であるが、セネガル等  周辺国の漁船や移民労働者によって支えられており、

隣国セネガルでは、漁獲量約 50 万トンに対し、約 60 万人が水産業に従事してい

る一方、「モ」国の水産業従事者数は、漁獲量約 80 万トンに対し約 6.6 万人に留ま

っている。そのため「モ」国では自国の水産業従事者の育成が課題となっている。

他方、国内には産業が少なく、若者の多くが失業状態にある。こうした状況から

「モ」国政府は、旱魃によって内陸部から都市沿岸部に流入してくる労働人口を吸

収し、若者を育成して外国人漁民と代替し、沿岸部に定住させるとともに、水産業

による雇用人口を 2024 年までに 20 万人に増加させるという目標を掲げている。  

 

CQFMP は、沿岸漁業に係る技術訓練全般を行う「モ」国唯一の公共機関とし

て、このような漁業政策を推進するために未経験者を一から訓練して漁業者として

育成する役割を担っており、2014 年の設立以来、2021 年 5 月 20 日時点での訓練

生総数は 5,572 名を数える。CQFMP の前身となる CASAMPAC 時代を含めた約

19 年間（1995-2014 年） 3の訓練総数が 2,000 人であり、CQFMP となってから

受 け 入 れ る 訓 練 者 数 が 増 え て い る 。 ま た こ れ ら の 訓 練 は 漁 業 ・ 海 洋 経 済 省

（MPEM）、海事アカデミー（ACNAV）、国立技術職業訓練振興機関（ INAP-

FTP）ら政府予算による他、国際移住機関（OIM）（2018 年）、スペイン国際開発

協力機構（AECID）（2019 年）、国連労働機関（BIT）（2020 年）などの支援に

より実施されてきた。  

 
 

3   1 9 9 5 - 2 0 0 7 年 ま で は ア フ リ カ 開 発 銀 行 （A f D B ） に よ る 訓 練 プ ロ ジ ェ ク ト が 、 2 0 0 8 - 2 0 1 4 年 ま で は

C A S M PA C による訓練が実施された。  
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表 1-5:  訓練実績（2021 年 5 月 20 日現在） 

 

 

 

（2）  CQFMPの訓練カリキュラムの概要  

CQFMP での訓練カリキュラムは標準で 10 コースが整備されており、それぞれ

のモジュール（単位）の内容、時間数は下表のとおりである。  

表 1-6:  CQFMP 新カリキュラムにおける訓練コース及びモジュール  

コース・訓練モジュール  
単位数  
(時間 )  

 
コース・訓練モジュール  

単位数  
(時間 )  

零細まき網漁業コース  420H  零細漁業一般コース  450  
M.  1  -  漁船と乗組員の安全  30H  M.  1  -  漁船と乗組員の安全  30H 
1 防火規則  15   1 防火規則  15  
2 水路  6   2 水路  6  
3 緊急時の応急処置  9   3 緊急時の応急処置  9  
M.  2  -漁具仕立て  45H  M.  2：漁具仕立て  45H 
1 ロープワーク  20   1 ロープワーク  20  
2 結索  25   2 結索  25  
M.  3  –  網修理  45H  M.  3  –  網修理  60H 
1 .  直交切断  10   1 .  直交切断  15  
2 .  傾斜切断   15   2 .  傾斜切断   15  
3 .網地内側の補修  10   3 .網地内側の補修  15  
4 .  端部の修理  10   4 .  端部の修理  15  
M.  4  -  漁具の分解組み立て作業  30H  M.  4  -  漁具の分解組み立て作業  45H 
1 .  漁網の連結  6   1 .  漁網の連結  9  
2 .  漁網の分割  6   2 .  漁網の分割  9  
3 .  ボルトロープによる取り付け  6   3 .  ボルトロープによる取り付け  9  
4 .  浮子、沈子、リング等の取り付け  6   4 .  浮子、沈子、リング等の取り付け  6  
5 .  罠、カゴの製作と組み立て  6   5 .  罠、カゴの製作と組み立て  12  
M.  5：まき網の製作  30H  M.  5  -  船外機の準備  15H 
1 .  漁網設計解説  12   1 給油システムの点検   9  
2 .  まき網の製作  18   2 点火システムの点検  6  
M.  6  -  まき網の出漁前準備  30H  M.  6：操船  15H 

MPEM INAP BIT OIM ACNAV ACNAV AECID ACNAV BIT
零細漁業 107 62 1,547 200 150 139 66 100 82 2,453
まき網漁業 180 126 85 50 45 66 33 50 635
内水面漁業 65 15 12 90 182
水産物加工（女性） 60 75 31 50 95 25 336
淡水魚加工（女性） 15 45 60
水産物選別 30 20 20 70
沿岸漁船船長 15 15 15 40 19 19 123
船舶保安システム 91 91
海上安全 283 763 379 1,425
養殖 15 12 27
水産物流通 10 10
船外機修理工 15 20 15 20 70
衛生管理 20 20
水産物加工（準工業） 20 20
協同組合 15 15
船大工 15 20 35

合計 167 412 2,132 778 340 300 200 624 118 40 269 192 5,572

2019-2020 2020-2021
Total

2018-2019
科目

2014-
2015

2015-
2016

2016-
2017

2017-2018

MPEM Ministère des Pêches et de l'Economie Maritime（水産海洋経済省）

INAP Institut National de Promotion de la Formation Technique et Professionnelle（国立職業訓練促進協会）

BIT Bureau International du Travail（国連労働機関）

OIM Organisation Internationale pour les Migrations（国際移住機関）

ACNAV Académie Navale（海事学校）

AECID Agencia Española de Cooperación Internacional para el Desarrollo（スペイン国際開発協⼒機構）
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1 .  まき網の修理、組み立て  12   海図の使用方法  3  
2 .  まき網の網地切断実習  12   GPS 取扱い  6  
3 .  ボルトロープによる取り付け  6   操船術  6  
M.  7  船外機の準備  15H  M.  7：漁業のオペレーション  210H*  
1 給油システムの点検   9   1  引き網  40  
2 点火システムの点検  6   2 刺網  60  
M.  8  -  船外機の準備  15H  3 釣り漁、延縄漁  60  
1 給油システムの点検   9   4 タコカゴ漁、タコツボ漁  60  
2 点火システムの点検  6   M.  8：漁獲物の処理  15H 
M.  9：まき網漁実習  150H  漁獲物の品質管理方法  3  
紡ぎ網漁の出漁準備  60   魚種の分類  4  
まき網実習  90   水産品の処理・包装・梱包  4  
M.  10：漁業実習  30H  漁獲物の保存と保管   4  
釣り漁、延縄漁  15   M.  9  -  船の保守管理  15H 
タコカゴ漁、タコツボ漁  15   艇体の定期点検  12  
M.  11：漁獲物の処理  15H  艇体の塗装  3  
漁獲物の品質管理方法  3     
魚種の分類  4     
水産品の処理・包装・梱包  4     
漁獲物の保存と保管   4     
M .  12：漁船の保守管理  15H    
艇体の定期点検  12     
艇体の塗装  3     
     
沿岸漁船船長コース  585   零細漁業船長コース  570  
M.  01 :  漁業規制、責任ある漁業、

海洋環境の保護   
30H*  

 M.  01 :  漁業規制、責任ある漁業、海

洋環境の保護   
15H 

1 漁業規則  4   漁業規則  6  
2 責任ある漁業  4   責任ある漁業  6  
3 海洋汚染からの環境保護   3   海洋汚染からの環境保護   3  
M.  2  -  漁船と乗組員の安全  45H  M.  2  -  人と船の安全  45H 
1 防火規則  15   1 防火規則  15  
2 水路  6   2 水路  6  
3 救助とサバイバル   9   3 救助とサバイバル   9  
4 緊急時の応急処置   9   4 緊急時の応急処置   9  
5 労働安全  6   5 労働安全  6  
M.  3：航海実習  60H  M.  3 :  航海規則、表示、信号、標識  30H 
海図の使用方法  24   1 航海ルール   10  
コンパス   6   2 灯標、表示、航海信号  10  
航路   30   3 航海標識  10  
M.  4 :  航海規則、表示、信号、標識  30H  M.  4：操船  75H 
1 航海ルール   10   1  海図の使用方法  45  
2 灯標、表示、航海信号  10   2 航路  30  
3 航海標識  10   M.  5：漁具仕立て  90H 
 M.  5  -  操舵操船  15H  1 ロープワーク  30  
出港前準備  3   2 結索  30  
係船  2   3 デッキエイド   30  
接岸  6   M.  6 :  漁具仕立て、装備  90H 
緊急時操船  2   1  漁具仕立て実習  30  
曳航  2     
M .  06：漁具仕立て  90H  2  漁網の製作と取り付け  30  
1 ロープワーク  30   3  釣糸・延縄の組み立て  15  
2 結索  30   4 カゴ、タコつぼの連結・組立  15  
3 デッキエイド   30   M.  7：漁業実習  90H 
M.  07：漁具仕立て、網作業の監修  90H  1  引き網  25  
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1  網修理実習  30   2 刺網  25  
2  漁網の製作と取り付け  30   3 釣り漁、延縄漁  20  
3  釣糸・延縄の組み立て  15   4 タコカゴ漁、タコツボ漁  20  

4 カゴ、タコつぼの連結・組立  15  
 M.  08  -  モーリタニアで流通する魚

種  
30H 

M.  8：零細漁業実習  75H  1 モーリタニアで流通する魚種の識別  12  

1  引き網  20  
 2 モーリタニアの主要魚種の主な特

徴   
12  

2 刺網  20   3 漁獲物の品質保持方法  6  
3 釣り漁、延縄漁  20   M.  09  -  経営と企業家精神  30H 
4 タコカゴ漁、タコツボ漁  15   1  事業体制  6  
 M.  9  -  モーリタニアで流通する魚

種  
30H 

 
2  会社とその環境   6  

1 モーリタニアで流通する魚種の識

別   
12  

 
3  初歩会計管理システム   12  

2 モーリタニアの主要魚種の主な特

徴   
12  

 
4  製品のマーケティング   6  

3 漁獲物の品質保持方法  6   M .  10  –  内燃機関の操作   45H*  
M.  10  -  経営と企業家精神  30H  1  内燃機関   6  

1  事業体制  6  
 2  エンジンの運転パラメーターと日

常の保守管理  
6  

2  会社とその環境   6   3  補助機械の操作   6  
3  初歩会計管理システム   12   4  電気機器   6  
4  製品のマーケティング   6   5  電気モーターと発電機  6  
M.  11  –  内燃機関の操作   30H  M.  11  -  職場でのコミュニケーション  30H 
1  内燃機関   6   1  航海記録の作成   20  
2  エンジンの運転パラメーターと日

常の保守管理  
6  

 
2  技術的な英語コミュニケーション   10  

3  補助機械の操作   6     
4  電気機器   6     
5  電気モーターと発電機  6     
M .  12：漁場でのコミュニケーショ

ン   
60H 

   

航海記録の作成   30     
技術的な英語コミュニケーション   30     
     
水産物加工コース    水産物選別コース   
 M .  01  -  衛生規則実習  10H   M.  01  -  衛生規則実習  30H*  
衛生管理方法  4   衛生管理方法  4  
洗浄・消毒の手順  6   洗浄・消毒の手順  6  
 M.  2 -  漁種の識別  10H   M.  2 -  漁種の識別  30H*  
魚種の識別／俗称・伝統的呼称  6   魚種の識別／俗称・伝統的呼称  6  
魚種の特徴  4   魚種の特徴  4  
M.3 :水産品の処理・加工・保存実

習  
20H*  

 
M.  3 :  水産品の処理・加工・保存実習  10H 

作業場の準備     作業場の準備  1  
原料（魚介類）の準備     原料（魚介類）の準備  2  
冷蔵・冷凍保存実習     冷蔵・冷凍保存実習  2  
零細加工手順実習     零細加工手順実習  2  
包装・梱包実習     包装・梱包実習  2  
保存・保管実習     保存・保管実習  1  
M.  4  –  魚種の分類  30H  M.  4  –  魚種の分類  20H*  
漁種の特徴の把握  10   漁種の特徴の把握  10  
漁種の分類の基準  10   漁種の分類の基準  10  
漁種の選別と分類実習  10   漁種の選別と分類実習  10  
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 M .  5  -  協同組合運営概論  15H   M.  5  -  協同組合運営概論  15H 
協同組合の組織構造解説  5   協同組合の組織構造解説  5  
運営管理と会計の基礎実習  10   運営管理と会計の基礎実習  10  
 M.  6 :  コンピューター基礎実習  10H   M.  6 :  コンピューター基礎実習  10H 
1：WI NDO WS OS 2   1：WI NDO WS OS 2  
2：ワープロ（Word）  3   2：ワープロ（Word）  3  
3：表計算ソフト（Exc e l）  3     
4：インターネットの利用  2   3：表計算ソフト（Exc e l）  3  
     
船大工 -木製コース     船修理 -ポリエステルコース    
M .  1：安全作業  6H   M.  1：安全作業  6H  
1  労働安全衛生上のリスク   2   1  労働安全衛生上のリスク   2  
2  危険防止対策   2   2  危険防止対策   2  
3  怪我人への応急処置   2   3  怪我人への応急処置   2  
M.  2：演算基礎   9H   M.  2：演算基礎   9H  
1  演算処理   4   1  演算処理   4  
2  幾何学概論  5   2  幾何学概論  5  
M.  3：作業内容に応じた機材、道具

の選定  
15H 

 M.  3：作業内容に応じた機材、道具

の選定  
15H 

1  船大工道具  5   1  船大工道具  5  
2  工作機械  10   2  工作機械  10  
M.  4：船大工初歩実習   15H  M.  4：船大工初歩実習   15H 
1  ドリル   3   1  ドリル   3  
2  のこぎり   6   2  のこぎり   6  
3  カンナ   4   3  カンナ   4  
4  釘などによる部品組み立て  2   4  釘などによる部品組み立て  2  
M.  5：船体の製作と切り出し  15H  M.  5：船体の製作と切り出し  15H 
1  木材から船体の切り出し  7   1  木材から船体の切り出し  7  
2  木板による船体加工  8   2  木板による船体加工  8  
M.  6：その他の部品の製作  15H*   M.  6：その他の部品の製作  15H 
1  竜骨・船首の製作  6   1  板張の製作  4  
2  板張の製作  3   2  肋材の作成  4  
3  肋材の製作  3   3  甲板の製作  4  
4  甲板の製作  3   5  その他部品の製作   3  
5  その他部品の製作   3   M.  7：船体の型枠  15H 
M.  7：船パーツの船体への取り付

け   
15H 

 
1  ワックスや塗料の塗布  3  

1  竜骨・船首の組み立てと船体へ

の取り付け  
3  

 
2  ガラス繊維の準備  4  

2  板張の組み立てと取り付け  3   3  樹脂・硬化剤の調製  4  
3  肋材の組み立てと取り付け  3   4  側板と肋材の準備  4  
4  甲板の組み立てと取り付け   3   M.  8：船の脱型  10H 
4  その他の部品の組み立てと取り

付け   
3  

 
1  剥離・仕上げ（切削・研磨 )  3  

M.  8：船体の仕上げ   12H  2  エンジン取付部のトリミング  3  
1  艇体の仕上げ   12   3  内装塗装の切削、研磨、下地処理  4  
M.  9：防水加工・塗装実習  12H  M.  9  –  艇体の仕上げ  12H 
1 止水・防水剤の準備   3   1  艇体の仕上げ  12  
2  止水・防水剤の塗布   3   M.  9：防水加工・塗装実習  15H 
3  塗装  3   1 止水・防水剤の準備   4  
4  装飾  3   2  止水・防水剤の塗布   4  
M.  10：船の修理と保守管理  30H  3  塗装  4  
1  ひび割れの補修   10   4  装飾  3  
2  不良部品の交換   10   M.  10：船の修理と保守管理  30H 
3  補修用防水材   10   1  ひび割れの補修   10  
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   2  不良部品の交換   10  
   3  補修用防水材   10  
     
船外機修理コース     漁具仕立てコース  390  
M.  1：安全作業  22H  M.  1  -  漁具仕立て  30H 
1  労働安全衛生上のリスク   8   1 ロープワーク  15  
2  危険防止対策   6   2 結索  15  
3  怪我人への応急処置   8    M .  2 -  切断  75H 
M.  2 :  電気概論  22H  1 .  直交切断  30  
1  オームの法則  8H   2 .  傾斜切断   45  
2  電流電圧計の仕組みと取扱い  14H  M.  3  -  漁具   45H 
M.  3：職場でのコミュニケーション  45H  1 .  漁具  25  
1 .  オーラルコミュニケーション  15   2 .  漁法の技術と方法   20  
2 .  書面によるコミュニケーション  15   M.  4  -  漁具の修理と保守管理  75H 
3 .  技術的な英語コミュニケーショ

ン  
15  

 
1 .  網地内側の補修   40  

M.  4 -  内燃機関の動作原理  60H  2 .  端部の修理   35  
1 .内燃機関  4   M  5 :  漁具の組み立て   60H 
主要構成部品の役割、名称  20   1 .  漁網の連結  15  
2  2 サイクルの内燃機関  4   2 .  漁網の分割  15  
4 サイクル内燃機関のサイクルのデ

モンストレーション  20  
 

3 .  ボルトロープによる取り付け  9  

内燃機関サイクルの名称   4 .  浮子、沈子、リング等の取り付け  6  
2  4 サイクル内燃機関  12   5 .  罠、カゴの製作と組み立て  15  
M.  5  船外機の保守管理と定期点

検  
12H 

 
M 6 :  数学   60H*  

1 給油システムの点検   4   1 .  計算基礎  15  
2 点火システムの点検  4   2 .  平面幾何学基礎  15  
3  水冷システムの点検  2   3 .  測定単位   9  
4  推進システムの点検  2   M.  7  -  経営と企業家精神  45H 
M.6     1  事業体制について   10  
     2  会社とその環境   10  
M.  7：各種船外機システム修理実

習  
40H 

 
3  初歩管理会計システム  15  

1 給油システムの修理  20   4  製品のマーケティング   10  
2 点火システムの修理  20     
*モジュール数と各カリキュラム数が合致しない部分があるが、今後 CQFMP 内で調整される予定である

ため原資料のまま記載。 

  出典:CQFMP  

 

（3）  訓練の現状・内容  

零細漁業・零細まき網漁業などの訓練生たちは、漁民として集団で漁を行うため

の集団行動の規律や海の仕事の安全性に関する基本的なトレーニングをベラワク支

所で 1 ヶ月受けた後、ヌアディブ、ベラワク、ヌアクショット、PK28 と P144 に

ある CQFMP の支所で、2 ヶ月間にわたり、理論的なコースと実践的なコースを受

講し、漁業の技術、海上の安全、オリエンテーション、応急処置などに必要な基本

的な知識を身につける。その後インサーション（現場実習訓練）と呼ばれるプロの

漁師による 2 ヶ月間の雇用前トレーニングコースでは、漁師の仕事を学び漁業とい

う特殊なライフスタイルを取り入れるために、漁師と共にプロとしての経験を積む
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ことに重点が置かれている。水産加工コースは女性が中心のため集団行動の規律や

海の安全管理に関するベラワク支所での訓練はなく、訓練受講後水産加工工場で 2

ヶ月間の工場での現場実習を行っている。このインサーションは同じ ACNAV 傘

下にある ISSM:海洋科学高等研究所（大学）でも 3 年間の履修期間中 6 ヶ月の民

間水産加工工場でのインサーションを義務付けている。  

 

Promo Pêche の協力の一環として国連労働機関 BIT（ILO）により CQFMP の

新しい訓練カリキュラム 10 コースが 2019 年に作成された。CQFMP 設立（2014

年）以来の旧訓練コース実績と新カリキュラムを比較すると下表のようになる。こ

れまであった 16 のコースが 10 コースに変更されている。また、これまで講師の

技量と経験により行われていた訓練プログラムが新コースではシラバス及びカリキ

ュラムが整備され  より効率的な訓練の実施が期待されている。  

表 1-7:  過去と現在の訓練コース 

 旧訓練コース  訓練日数

(日 )  
 

新訓練コース  
訓練日数

(日 )  

1  零細漁業  6 0  1  零細まき網漁業  6 0  

2  まき網漁業  6 0  2  零細漁業一般  6 0  

3  内水面漁業  3 0  3  沿岸漁船船長  2 7 0  

4  水 産 物 加 工 （ 女

性）  
3 0  4  

水産物加工  3 0  

5＊  淡 水 魚 加 工 （ 女

性）  
-  5  

水産物選別  3 0  

6  水産物選別  3 0  6  船大工 -木製  3 0  

7  沿岸漁船船長  2 7 0  7  船 修 理 -ポ リ エ ス

テル  
3 0  

8＊  船舶保安システム  3 3  8  船外機修理  4 5  

9＊  海上安全  ( 3 )  9  零細漁業船長  9 0  

1 0＊  養殖  3 0  1 0  漁具仕立て  3 0  

11  水産物流通   -  漁業再訓練  ( 3 )  

1 2  船外機修理工  3 0  -  訓練指導者研修  ( 3 0 )  

1 3＊  衛生管理      

1 4＊  水 産 物 加 工 （ 準 工

業）  
    

1 5＊  協同組合      

1 6  船大工      

-  講師研修  ( 3 )～ ( 3 0 )     

注 1：＊印は新訓練コースには含まれない 

注 2：訓練日数は訓練センターでの期間のみ表示 

 

―漁業再訓練―  

モーリタニア政府は長期構想の中で、企業漁業による漁獲努力量を削減し、零細

漁業による資源管理型漁業を振興する水産政策を示しており、零細漁業開発に欠か

せない漁船登録制度の整備と漁民教育の充実が重要としている。この構想の中で
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CQFMP の担う重要な役割として新規に水産業従事者を育成し、雇用促進と漁業

者の「モーリタニア人化」に寄与することに加え既に零細漁業に従事している約

20,000 人の漁民を対象とした漁業再訓練の実行が上げられる。水産物の輸出額の

90％を占めるタコの大半は零細漁業により生産されている。近年水産物の輸出に

は世界的に SDGs14（海の豊かさを守ろう）実現への取組が注目されてきている。

漁業生産分野ではトレーサビリティを含む MSC 認証への動きが加速しており、生

産者の果たす役割はより重要なものになっている。  

 

このような背景により新訓練コースでは既存漁業者への研修・訓練を、旧訓練コ

ースにあった海上安全（3 日間）から新コースではより明確に漁業再訓練と名称を

変えて訓練内容を改善し継続することとなった。  

当訓練の主な目的は救命器具を使ったサバイバル実習、船外機講習、消火実習等

を通じての海難事故防止または減少を目指すことには従来と変わらない部分もある。

しかし、今後重点が置かれるのは漁民の再教育を進めることにより、「責任ある漁

業」の意識付け、漁獲統計精度向上による資源管理の強化また、SMCP（モーリ

タニア水産物通商公社）を通しての輸出品の品質向上等が期待されている。  

他方、漁民はこの漁業再訓練コースを受講するには FNP（全国漁業連盟）を通

じて申請することになっており、漁民の組織化にも役立つ。訓練終了時には漁民登

録証の取得と健康保険加入の権利が与えられる。MPEM はこの漁民再教育の目標

人人数を 20,000 人に掲げていたが、旧コースでは約 1,400 人に対し実施したに留

まっている。新コースではこれまで MPEM 及び ACNAV つまり「モ」国政府だけ

の出資で実施されていたが新コースでは漁業再訓練を外国ドナーも支援することに

なり訓練期間も BIT は現行の 3 日から 14 日間に延長することとしている。モジュ

ールとしては STCW-F が推奨する個人、団体での救難活動、消火作業、海上サバ

イバル訓練等の実技と航海術、GPS、無線の使い方等の座学さらに水産資源管理

に関する講義も含めるとしている。訓練期間中の休業補償については基本的にタコ

漁の禁漁期に合わせ実施することで解決出来る。なお、再漁業訓練には CQFMP

の通常訓練コースにある漁業関連の講義、実習は既に漁業の経験を有しているため

含まれていない。  

この漁業再訓練は CQFMP 卒業生の漁業従事率が低調である現在モーリタニア

の零細漁業を下支えする意味でも非常に重要なコースと位置付けられる。  

 

（4）  訓練実績  

これまでの CQFMP の訓練実績について全国 7 ヶ所の支所での訓練実績を下図

に示す。  
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図 1-4： 支所毎の訓練実績(2014 年～2020 年) 

出典：CQFMP の聴き取り等から調査団が作成 

 

上図のように、訓練の中心はヌアクショト、ヌアディブ、次いでベラワク、

PK144、PK28 となっている。訓練コースの種類でもヌアクショットが 4 コース、

ヌアディブが 6 コース実施しているのに対しベラワクと PK144 が 2 コース PK28

は 1 コース（零細漁業コース）のみとなっている。フーム・グレイタは淡水関連の

コースだけを実施している。PK93 はインサーションのみで訓練は行われていない。

まき網漁業コースは大型ピローグ（本船）と小型ピローグ（網船）の 2 隻で 1 ケ統

として操業するためヌアクショットのみで実施している。これまでの総訓練生数の

約 46%は零細漁業コースで占められている。最も訓練期間の長い沿岸漁業船長コ

ースはヌアディブ支所だけで実施されている。また、ヌアディブは施設、設備が全

支所の中で最も整備されていることから漁民を対象とした 3 日間の海上安全訓練も

この支所のみで行われている。ヌアクショットは本部機能もあることから講師の研

修やヌアクショット商港従事者への船舶安全システムコースのように特殊な訓練実

施の場所としても利用されている。  

表 1-8:  各支所の規模、訓練の概要 

支所 (センター )  対象となる訓練コース  
計画受入

規模 (人 )  
1 .  Nou akchot t  (ヌアクショット )  まき網、加工、選別、船大工、船外機修理、

海上安全、再訓練、講師研修等  
120  

2 .  Nou adh ibo u  (ヌアディブ )  零細漁業、沿岸漁船船長、再訓練等  100  
3 .  Blaw akh  (ベラワク )  漁業基礎訓練、零細漁業、再訓練  360  
4 .  Evern an  (エヴェルナン )  (PK 28 )  零細漁業、 (加工、選別、再訓練 :実績なし )  120  
5 .  Legwe ich i c h  (レグウェイシシュ )  

(PK 93）  
現場実習・実習前訓練  120  

6 .  N'De meych  (デメイシュ )  (PK 14 4)  漁業訓練、再訓練、  120  
7 .  Foum Gle i ta  (フームグレイタ )  内水面漁業訓練、加工、現場実習前訓練  120  
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（5）  訓練生の選考  

訓練生リクルート対象者については、OIT-OIM 主導の場合、コーラン学校でし

か学んだことのない若者を対象に訓練生を選定している。基本的に雇用機会の少な

い内陸部の若者のみでなく都市部の若者も対象としている。ラジオ・TV 等で公募

して志願者は CQFMP に申請する。ヌアクショットやヌアディブなどの都市部の若

者は、CQFMP 訓練センターの存在や訓練について知人や家族、街中での口コミな

どから認知しており、志願者は CQFMP に足を運び連絡先などを前もって CQFMP

サイドに伝えている。このような志願者募集は通年行われており、志願者情報は

CQFMP で管理されている。  

応募者の選考は不定期であるが年間 3～4 回行われ、書類選考後簡単な運動試験

と口頭試験が行われ、合否が決められる。合格者は訓練期間中の授業料、寮費等の

負担は一切ない。  

 

（6）  訓練センターの施設・設備  

CQFMP の支所は、全ての支所が同じような設備が整備されているわけではな

く、ヌアディブ支所を除き、ほとんどの支所が量的にも質的にも基準を満たしたイ

ンフラや設備が整備されていない。各支所にあるのは管理事務所、教室、寮、倉庫

等の基本的な施設と漁業実習用ピローグ程度である。次表に Promo Pêche 4による

全支所の設備状況の評価を示す。  

表 1-9:  CQFMP 支所の設備 

 
出 典 ： P r o m o  P ê c h e  ( D I A G N O S T I C , 2 0 1 8 )  

 
 

4ドイツ、スペイン等の共同出資によって 2 0 1 8 年より実施されているモーリタニア北部自

然保護地域における沿岸零細漁業者、青年、女性の生活環境・雇用促進プロジェクト   

ユニット 

CQFMP ユニットの主な既存設備 

安全装置 
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ヌアディブ      2  2 4       2 10 

ベラワク なし 0 0 0  15      12 5 

ヌアクショット      6 6   4 10 5    52 7 

PK28 なし 5 4 2 6       14 7 

PK93 なし 2      80    3 3 

PK144 なし 2   4       2 10 

フームグレイタ なし             

 

 不備  貧弱  平均的  良好 
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全 7 ヶ所の支所の内 PK93 は漁村コミュニティ開発のモデル漁村であり、

CQFMP 訓練のインサーションのみを漁村に依頼し実施し、フーム・グレイタは

淡水漁業関連訓練を行っている。両支所には訓練に使える講義棟、宿泊寮等の設備

はない。残るヌアクショット、ヌアディブ、ベラワク、PK28、PK144 の 5 支所

は上表で示されるようにヌアディブを除き基本的な訓練設備・機材すら不足してい

ることが分かる。訓練は基本的に CQFMP 全体として訓練コース及び訓練人数に

より各支所の受入れ可能人数を考慮し訓練生を振り分けている。  

本計画施設竣工後は設備・機材の充実度からヌアクショット、ヌアディブが訓練

の中心になり、インサーションは残りの支所で実施していく体制になると推察され

る。また、水産物加工 /水産物選別コースは従来通りヌアクショットで実施される。  

 

 

（7）  CQFMPの抱える課題  

CQFMP 設立当初は各訓練を行う講師が個人の経験に基づき訓練を実施してい

たが、その訓練体制を見直すため、BIT が 2017 年に CQFMP の訓練内容及び支

所・施設に対して評価調査を実施した。その結果、講師の訓練の必要性、訓練コー

スの対象範囲を広げる必要性、またヌアクショット CQFMP 支所が訓練施設とし

ての基準を満たしていないことなどが明らかとなった。その後 BIT は講師研修、

訓練コース開発を実施し、訓練の質向上を図るとともに、CQFMP の各支所の施

設や機材の整備、また各訓練コースの実施を他ドナー支援も受けて進めてきた。運

営面でも、CQFMP に品質管理システムを立ち上げ、各講師に求められる具体的

業務・責任範囲などについての規定体制の整備も現在進められている。また同時に

これまで資金的にも他ドナー頼ってきた訓練実施システムを、将来的にはより安定

した人材育成サイクルとするため、国内全事業者に対する「訓練振興税」を原資と

して CQFMP を含む国内の様々なセクターの職業訓練実施に振り分ける制度が

2020 年より導入されており、CQFMP での訓練実施が今後も継続して実施可能な

仕組みが整えられている。  

 

①  訓練計画  

上記のように訓練資金調達の仕組みが整えられつつある一方で、実際の訓練実施

には、訓練オーダーが入るたびに CQFMP の各支所のスケジュールや受入能力を考

慮して受入人数や時期の調整がなされており、ヌアクショット支所においても既存

施設の訓練受け入れ能力が不足していることが一因となり訓練オーダーがあっても

実施の訓練ができないケースが過去に確認されている。  
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②  施設・機材  

CQFMP のうち、首都ヌアクショットにある訓練所を管理・統括する本部及び

訓練本所施設は手狭であると同時に老朽化が進んでいることや訓練・宿泊施設・機

材の未整備などで、訓練の実施に支障をきたしている。  

 

③  指導者 (講師 )  

訓練講師は CQFMP の卒業生や漁民が採用されているが、ほとんどは必要な講

師研修を受けておらず教育的・技術的なレベルが低いこと。さらに、これまで講師

の再教育や評価するシステムがないため指導レベルが低いままにとどまっている。  

 

④  卒業後の雇用機会  

CQFMP 訓練終了後の進路についてのフォローアップするシステムがなく、実

態が不明になっている。零細漁業コース修了者の約 20％程度が職業的な漁師とし

て漁業に従事していると見積もられているが、80%の卒業生については追跡不可

能な状態となっている。水産加工コースについては、1 回 20 日間程度のコースで

行われているがコース終了後の雇用状況についてはほとんどモニタリングされてい

ない。  

2020 年に MPEM が CQFMP 卒業生の進路についてインタビュー形式による調

査を実施した。本調査の結果は次のように結ばれている。なお、本調査はまき網漁

業、零細漁業及び沿岸漁業船長の 3 つのコースの卒業生を対象に行われた。  

零細漁業コース卒業生の 44％が漁業に従事していたが、残りは短期的に漁業に従

事したものの離職していた。まき網漁業コースについては半数以上の 54％がまき

網漁業に従事しているとの結果を得た。沿岸漁業船長コースでは沿岸漁業に従事し

ている者は 0 人であった。しかし、44％が企業漁業の乗組員として職を得てい

た。  

多くの卒業生は零細漁業に従事することは安定的な収入が見込まれないと認識さ

れているためか、企業漁業に対しより強い関心を示している。また、沿岸漁業船長

コース卒業生に船長として雇用された者がいない現状から CQFMP の訓練内容の

見直しとインターシップ取得までのサポート等の卒業後のフォローの必要性を提案

している。  

 

1-1-2  開発計画（上位計画）  

(1 )  国家開発計画（SCAPP：2016-2030）  

「成長の加速化と共有される繁栄戦略」と称される国家開発計画は、今後 15 年

間に取り組むべきマクロ経済政策の枠組みを示している。同戦略が掲げる目標は、
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競争力を備えた多様な経済活動を奨励して 10％以上の経済成長率を持続すること

であるとしている。15 年の長期計画である同戦略は 5 年ごとに見直され、3 つの

中期計画に分けられる。水産セクターはモーリタニア経済成長を牽引する成長産業

であり、特にバリューチェーンの一環として、水産物の付加価値向上および雇用促

進に資する零細漁業拠点や水産加工場の整備を上げている。また、ガズワニ大統領

による新経済計画は、国家開発計画と調和させた「持続可能な開発のための 2030

アジェンダ」実現の加速化に集中することで、より包摂性のある、環境に配慮した

システムとすることとしている。本新経済計画の中で水産・海洋分野の取り組みと

して漁業資源・  環境の持続性の実現、国内経済への漁業分野の統合、基礎インフ

ラの開発、雇用創出に取り組むこととしている。このように国家開発計画及び新経

済でも水産分野での雇用促進の重要性を説いている。  

 

水産分野において、「モ」国政府は中・短期の目標を次のとおり掲げている。  

①  漁獲量の TAC 及びライセンスの付与プロセスにおける競争システムの導入  

②  ほぼ全ての漁獲の陸揚げを可能とするための貯蔵能力の拡大  

③  零細漁業のための基金設立  

④  付加価値創出のための加工業の奨励及び  若年層のための雇用の創出  

⑤  国内の漁港、主にタニット港とンディアゴ港を活性化させるための特恵関税

システムの整備  

⑥  市場のより効率的な規制を実現するためのモーリタニア水産物通商協会

（SMCP）の組織改革   

 

またインフラ整備に関しては、以下の整備方針を掲げている。  

①  モーリタニア海洋・水産研究所（ IMROP）本部  とモーリタニア沿岸警備隊

（GCM）本部を収容する複合エリアを、沿岸警備隊の船を横付けできる波止

場と共にヌアディブに建設  

②  ヌアディブの水産物  衛生検査公社（ONISPA）本部の整備及び分析研究所を

建設  

③  魚の輸送  プラットフォームの増設  

④  PK144、PK93、PK28 の道路、電力、水道整備  

⑤  PK28 の産業加工団地と漁港の建設  

⑥  ンディアゴ港の機能化の達成  

⑦  ムハイ  ジュラート、トゥイリット、PK93、PK144 の湾岸に 4 つの陸揚げポ

イントの造成  

⑧  南部地域における国営モーリタニア造船所の拡大を行う。  
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上記の計画を受け漁業海洋経済省は「持続可能な水産開発戦略（2020-24）」を

策定した。本開発戦略では 2024 年の達成目標指標が掲げられており、水産業の直

接雇用者数を 66,000 人（2019 年参考値）から 100,000 人に増加させるとしてい

る。  

 

(2 )  持続的水産開発戦略  2020-2024 

「 持 続 的 水 産 開 発 戦 略  2020-2024:Stratégie  d 'Aménagement  et  de  

Développement  Durable  et  Intégré  des  Pêches  Marit imes」は 5 年間の水産

開発長期計画であり、全 3 章から構成され第 2 章では水産セクターの長期ビジョン

として下記の 3 つを挙げ国民の利益に貢献するとしている。  

・持続的開発を基本とした水産振興の実施  

・国家経済を牽引する成長産業  

・雇用促進  

このビジョンの達成のために 3 つの戦略が策定された。  

①水産資源及び環境（海洋・沿岸域、漁場）  

②バリューチェーン  

③ガバナンス  

さらに、以下の 3 つの基本戦略軸が掲げられている。  

戦略軸  1：水産資源および環境（海洋・沿岸、漁場）  

―  課題：TAC（漁獲可能量）の設定と IQ 割当の有効性、沿岸地域およ

び海洋環境の保護、水産資源評価、漁業監視能力強化  

戦略軸  2：バリューチェーン  

―  課題：漁業技術の近代化、水産製品の多様化、零細及び沿岸漁業従事

者の人材育成  

戦略軸  3：ガバナンス  

―  課題：組織・制度改革、法的枠組みの現場適用、対外関係強化、水産

開発戦略モニタリング改善  

 

これらの取り組みによる水産開発戦略の達成目標及び指標は次表のように示され

ている。  
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表 1-10:  「持続的水産開発戦略（2020-2024）」達成目標及び指標 

成長指標  2 0 1 9 年の参考値  2 0 2 4 年の目標値  
水揚高 (百万 M R U )  1 1 , 6 0 0  1 4 , 0 0 0 ( + 2 5 % )  

入漁料 (百万 M R U )  1 4 , 0 0 0  1 6 , 8 0 0  ( + 2 5 % )  

輸出額 (百万 U S $ )  7 1 2  1 , 1 0 0  ( + 2 5 % )  

平均輸出魚金額 ( U S $ / t o n )  1 , 4 7 8  U S $  1 0 - 2 0 %増  
国内水揚量比率  6 7 %  8 0 %  

市場の多様化  E U とアジア  新規に 2 地域の市場開拓  
製品の付加価値向上  加工品の 4 7％の付加価値  加工品の 6 0％の付加価値  

魚粉輸出量 1 2 7 , 9 0 4 トン  魚粉加工 8 0％減  
水産開発拠点数  企業漁業＋沿岸漁業の

1 0 0％、零細漁業の 8 0％が  
ヌアディブ  

沿岸漁業＋零細漁業の 5 0％

以上がヌアディブ以外の拠点

に分散  
直接雇用者数  
間接雇用者数  

6 6 , 0 0 0 人  
1 0 0 , 0 0 0 人  

1 0 0 , 0 0 0 人  
2 0 0 , 0 0 0 人  

年間 1 人当たり魚類消費量  1 2 . 6  k g  1 5 . 0  k g  

 

 

1-1-3  社会経済状況  

1-1-3-1  ヌアクショット市の概要 

「モ」国は 15 の Wilayas（郡）、57 の Mougha taas（行政区）、220 のコミューン

に区分されており、ヌアクショットは西部、南部、北部郡からなる。計画サイトは、

ヌアクショット西部郡の郡都、Tavragh-Ze ina 地区に位置する。  

「モ」国の人口は 4 ,649 ,660 人（2020 年世界銀行）、そのうち都市部の人口は

2 ,572 ,517 人で全人口の 55 .3%が集中している。中でも首都ヌアクショットは経済

活動が低迷する内陸部からの人口流入により人口増加率は 4 .38％と高く、人口は

1 ,372 ,244 人 5、「モ」国全体の約 30%を占めているが、急速な人口流入に起因した

スラム化や失業、インフラ整備の遅れが首都の大きな課題となっている。  

「モ」国経済は、2008 年頃から鉱業の発展に力を入れ、鉄鉱石が主要輸出品に

なっているが、鉱業を含む第ニ次産業の労働人口は全体の 9 .5%を占めるに過ぎな

い。他方、労働人口の約 4 割を占める第一次産業は GDP 全体の 27 .4%（2016 年）

に留まっている。  

「モ」国の国内総生産（Gross  Domes t i c  Produc t、以下「GDP」という。）の推

移は、2016 年に主要輸出物である鉄鉱石の輸出の低迷により、成長率が低迷した

ものの、プラス成長し続け、2019 年には 5 .93%に達した。しかし、2020 年、新型

コロナウィルス感染症（Coronav i rus  d i sease  2019、以下「COVID-19」という。）

の拡大による産業活動の低迷により影響をうけ、経済成長率はマイナス 1 .49%に転

じた 6。とりわけ漁業とサービス業が大きな影響をうけ、当該経済活動に依存傾向

 
 

5  U N  W o r l d  U r b a n i z a t i o n  P r o s p e c t s . 2 0 2 1  
6  W o r l d  B a n k  :  D j i b o u t i ' s  E c o n o m i c  U p d a t e  —  A p r i l  2 0 2 0  
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にあるヌアクショット及びヌアディブでは 4 分 3 に該当する世帯が 2020 年に収入

の減少を実感している。  

表 1-11:  GDP 成長率 

年  2011  2012  2013  2014  2015  2016  2017  2018  2019  2020  2021  
GDP 

成長率  
4 . 17  4 .47  4 .15  4 .27  5 .38  1 .26  3 .50  2 .11  5 .93  -1 .49  4 .17  

出所：Wor ld  Bank  

 

1 -1 -4  ジェンダー配慮  

「モ」国は、女性差別撤廃条約に加入し、国家開発計画である「2016-2030 年

成長の加速化と共有される繁栄戦略（SCAPP Volume I）」では、女性を取り巻く

主な課題として  

( i )   土地などの生産手段へのアクセスが不平等  

( i i )  低い就学率  

( i i i )  男性と比して高い非識字率と失業率  

( iv )  根強く残る社会的偏見  

を挙げ、国家の発展にはジェンダー格差を失くすことや女性の地位向上促進が必

要であるとしている。また、「女性の社会･経済・政治への参加の促進」を重要項

目として、以下のとおり 1995 年以降、行政組織の整備を行い、男女平等参画社会

の実現に向けた取り組みを行っている。  

-  1991 年憲法改正により「全国民は平等な権利を有し出生、民族、性別、社

会状況により差別されない」とした。  

-  1992 年「女性の地位向上及び家族の擁護に関する国家政策を担うこと」を

目的として、女性地位向上庁が設置された。  

-  1995 年 3 月以降、国家開発計画ではジェンダー格差を重要課題として掲げ、

女性の地位向上を主要目標の一つとしている。  

-  2020 年 2 月「社会・子ども・家族省及び中央省庁内部部局」が設置され、

ジェンダー政策の策定・実施、女性の権利の促進と女性に対する差別の撤

廃を担っている。  

 
他方、「モ」国の法令については「性別に関わらず全ての国民は平等であり、法

令そのものの内容も平等の原則にしたがって定立されるべき」という理念から、女

性の地位向上を推進する制度的な仕組みは整備されていない。  
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表 1-12:  ジェンダー配慮の基礎指標 

国際開発指標 7  

年  
人間開発指数  

(指数／順位 ( 1 8 9 カ国 ) )  
ジェンダー開発指数  

(指数 )  
男女格差指数  

( 指数／順位 ( 1 8 8 カ国 ) )  

2 0 1 9  0 . 5 4 6／1 5 7 位  0 . 8 6 4  0 , 6 3 4／1 5 1 位  

2 0 1 5  0 . 5 3 6／1 7 0 位  0 . 8 4 8  0 . 6 4 0  

2 0 1 0  0 . 5 0 5／1 6 6 位  0 . 8 3 7  0 . 6 6 3  
      

労働人口比率 8  

年  

国民総所得  
( p e r  c a p i t a ,  U S D )  

全女性労働者に対す
る第 2 次・第 3 次産業
の就業者が占める割

合  ( % )  

失業率  
(男性に対する女性の

比率 )  
男性  女性  

2 0 1 9  7 4 6 8  2 7 8 2  3 1 . 2  1 . 4 5  

2 0 1 5  N A  N A  3 0 . 1  1 . 4 1  

2 0 1 0  5 , 4 2 2 ※  1 6 0 8 ※  2 8 . 1  1 . 4 2  

※ 2 0 1 1 年データ  

教育  

年  
期待修学年数指数  中等教育就学率（％ )  2 0 - 2 4 歳の女性婚姻

率（％ )  男性  女性  男性  女性  

2 0 1 9  8 . 5  8 . 7  2 5 . 0  1 2 . 7  3 7  

2 0 1 5  8 . 6  8 . 5  2 3 . 5  1 1 . 1  N A  

2 0 1 0  7 . 7  7 . 6  2 0 . 9  8 . 3  N A  
    

意思決定参加
率  

年  国会議員の女性比率（％ )  地方公務員の女性比率（％ )  

2 0 1 9  2 0 . 3  3 1 . 4  
出典：Human Deve lopment  Report  2020 (UNDP)  

 

CQFMP は現在もまた将来的にも「性別に関わらず、能力のある男女が対等な

関係で活動できる公平な労働環境づくり」を理念としており、採用や昇級に女性を

優遇することはせず、能力に見合った人事を行うとのことであった。他方、

Promo Pêche の「ジェンダーに関する参加型調査分析」の報告書では、女性漁業

者の労働環境改善には、①  正しい魚の取扱い（保存方法、捌き方、洗浄方法など）、

②  価値の高い魚種を見分ける知識、③  鮮度・衛生についての知識を女性漁業者が

習得することが必要であり、これらの能力改善は漁業分野や水産加工企業における

女性の貢献度の向上に繋がるとされている。  

鮮魚の購入については、限られた予算の中で、どの魚種を、どれだけ購入すべき

なのか正しい取捨選択ができる知識を習得できれば女性自身の生活向上に役立つ。  

Promo Pêche では上記の能力の向上・知識の習得には、訓練の実施が必要であ

るとしており、CQFMP が女性漁業者の労働環境の改善に重要な役割を果たすも

のと言える。  

 

 
 

7  R a p p o r t  s u r  l e  d é v e l o p p e m e n t  h u m a i n  2 0 1 6  ( H u m a n  D e v e l o p m e n t  R e p o r t )  U N D P  
8  G e n d e r  s t a t i s t i c s   W o r l d  B a n k  
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1-2 無償資金の背景・経緯及び概要  

1 -2 -1  要請の背景・経緯及び概要  

「モ」国では、水産業が国家経済の重要な位置を占めるが、外国船による企業型

沖合漁業や周辺国からの移動漁民による沿岸漁業に牽引されて発展してきた経緯も

あり、実態としては、周辺国の漁船や漁業者によって支えられている。これに対し

「モ」国政府は国家開発計画「成長の加速化と繁栄の共有（ SCAPP） 2016～

2030」において、自国民による水産業の持続的な発展と、内陸部から都市沿岸部

に流出している労働人口を吸収するため、「モ」国出身の漁業従事者を 2030 年ま

でに 20 万人まで増加することを目指している。  

水産訓練センター（CQFMP）は、漁業・海洋経済省（MPEM）及び雇用・職

業訓練省と連携し、零細漁業及び水産加工に係る技術訓練を担っている。このうち

ヌアクショット本部は、全国 7 カ所の訓練所の本部であるとともに、まき網漁・零

細漁業訓練、水産物加工・選別の訓練などを行う中核的な機関である。しかしなが

ら、訓練施設及び機材の不足や老朽化、宿泊施設の不備などの問題を抱え、政府、

訓練希望者、水産業界が必要とする水産訓練の質及び数のニーズに応えることがで

きていない。  

「モ」国政府は上記問題を解決するために CQFMP ヌアクショット本部及び支

所の訓練施設の改善に対する無償資金協力をわが国に要請してきた。  

上記の経緯により日本国政府は協力準備調査の実施を決定し、JICA は 2021 年

5 月 21 日から 6 月 27 日までの期間、調査団を「モ」国に派遣した。また 2021 年

11 月 26 日から 12 月 5 日までの期間、調査団を派遣し、概略設計の内容及び「モ」

国側負担事項などにつき協議し、合意した。  

  

1-2-2  要請コンポーネントの確認  

要請コンポーネントに対し 2021 年 6 月の現地調査において確認された事項、さ

らに 2021 年 10 月の要請書で要望された事項を、下表のとおり整理した。  

表 1-13:  要請コンポーネントの現地調査・要請書での確認結果 

施設・室名  数・規模  備 考  
本部管理部門    
局長室  1  応接スペース、小会議スペース、トイレ、書庫等併設  
秘書室  1   

待合室  1  来訪者用  
接客室   4 0 人程度収容・カフェ対応  
副局長室  1  応接スペース、トイレ付  

個室事務所（幹部室）  6  
訓練管理室、訓練計画室、会計室、主任講師室、人事課長

室、物資調達室  
本部職員室（共用）  1  ※共用事務室、職員 1 5 人  
庶務室 - 1  1    
書庫  1   



 

1-27 

支所管理部門    
支所長室  1  応接スペース、トイレ、書庫併設  
副支所長室  1  応接スペース、トイレ併設  
訓練長室  1   

訓練生管理室  1   

支所職員室  １  ※共用事務室、職員 1 5 人  
就労支援室  1  訓練生の就労相談及びフォローアップ  
図書閲覧室  1   
庶務室 - 2  １   
訓練・実習部門  
大講義室  1  6 0 名収容、座学用  
講義室（小）  2  2 0 名収容、座学用  

ワークショップ  4  
船外機実習・ロープワーク実習  
漁網製作実習・その他漁具製作実習  

資機材倉庫  4  各ワークショップ資機材の収容  
更衣室   加工室入退去時使用、シャワー付き  
生鮮加工室  1  前室・退出所付き  
干場  1  生鮮加工室併設  
加熱加工室  1  前室・退出所付き  
製品梱包室  1  加熱加工室併設、製品倉庫付き  
コンピューター室  1  2 0 名収容、  
I T 管理室  1  コンピューター室の準備室（コピー機・書棚置場付）  
サーバー室  1  本部・支所のネットワーク管理  
無線実習室  1  無線・レーダー・サウンダー設備、機材倉庫付き  
講師室  1  講師の共用での利用  
訓練生寮  
訓練生寮  1 4  5 6 人～8 4 人収容（4 人～6 人共用部屋）、収納庫付  
トイレ・洗面・シャワー

室  
2  男子用、各階 1 カ所  

リネン室  2  各階 1 カ所  
洗濯室  1   
屋内体育室  1   
自習室  1  サービスバルコニー（洗濯物干し場）併設  
その他共用施設、付帯施設  
食堂  2  職員食堂 2 0 名＋訓練生食堂 8 0 - 1 0 0 名  
キッチン  １  職員控室、パントリー付き  
保健室  1  常駐職員 1 名、ベッド 2 台、機材倉庫付き  
大会議室・研修室  1  1 0 0 - 1 2 0 人用、外部訓練利用含む。前室含む。  
会議室  1  本部・支所共用利用、4 0 - 5 0 人用  
礼拝室  1  2 0 - 2 5 人程度収容  
トイレ（男女）  4  1 階 1 カ所、2 階 2 カ所、3 階 1 カ所  
身障者用トイレ  1  1 階に設置  
守衛室  1  夜間警備対応、自火報受信機・防犯カメラモニター設置  
電気室  1  変電設備  
非常用発電機室  1  非常用発電機  
給水ポンプ室  2  給水ポンプ設置  
倉庫  4   
外構  
屋外エリア  1  屋外集会及び実習作業で利用  
屋外機材保管エリア  1  巻き網や大型機材を保管  
構内駐車場  1  外部屋根付き、職員・来客用、乗用車用  
船外機テストタンク  1  ワークショップに併設  
ガスタンク置場  1  厨房・加工室用  
セキュリティ・ウォール  3 面  北・東・南面の防犯塀、ゲート 3 カ所付き  
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機 材  
1 .  零細漁業実習機材  

機材名  数量  備考  
ロープワーク・漁網修復実習機材一

式  
1  ロープ、修理糸、ナイロン編地等  

旋網材料一式  1  ロープ、修理糸、ナイロン編地等  
船外機（60CV）  6  まき網ピローグ用  
その他零細旋網漁業コース機材一

式  
1  レーダー反射板、ハンディ VHF、GPS,救助浮輪等  

沿岸漁船船長コース機材一式  1  
VHF、SSB、GPS、レーダー、サウンダー、ソナー、コ

ンパス等  
船大工訓練、FRP 補修機材一式  1  のこぎり、回転のこぎり等  
海上安全具一式  1  消火器、等  
2 .水産加工実習機材   
作業台・流し台一式  1  ステンレス作業台、流し台等  
水産加工備品一式  1  魚箱、包丁、まな板、秤等  

水産加工機一式  1  
燻製棚、干し台、ぬめり取り機（タコ）、真空包装機、

シーラー等  
保冷機材一式  1  製氷機、冷蔵庫、チェストフリーサー等  
保蔵用機材一式  1  保冷槽、クーラーボックス等  
移動式加熱調理機器一式  1  ガスコンロ等  
清掃道具一式  1  高圧洗浄機、ゴミ箱等  
3 .  船外機実習機材   
作業台一式  1  作業台、船外機スタンド、部品棚、チェーンブロック等  

修理・メンテナンス用品一式  1  
工具類、工具用台車、船外機修理パーツ類、テストタ

ンク等  
4 .  座学実習機材  
講義用家具類一式  1  講義机、椅子、教壇、教卓等  
講義用機器一式  1  ホワイトボード、プロジェクター等  
5 .  コンピューター実習機材  
テーブル・イス一式  1  PC デスク、椅子等  

PC 類一式  1  
デスクトップ PC、プロジェクター、プリンター、無停

電装置等  
サーバー・インターネット関連機器

一式  
1  サーバー、スイッチングハブ、プリンター等  

6 .  講師室 /会議室  /研修室・大会議室 /  倉庫用機材   
講師室デスク類一式  1  講師用デスク、椅子等  
会議室用テーブル・イス一式  1  テーブル、椅子等  

会議室用会議機器一式  1  
プロジェクター、スクリーン、ビデオミーティングツー

ル等  
研修室テーブル・イス一式  1  テーブル、椅子等  

研修室セミナー機器一式  1  
プロジェクター、スクリーン、ビデオミーティングツー

ル等  
倉庫用機材一式  1  重量棚等  
7 .  キッチン・食堂機材   
食堂用テーブル・イス一式  1  訓練生・講師用テーブル、椅子類  
厨房機器式  1  調理台、厨房棚  
8 .  保健室機材   
患者用ベッド  2   パイプベッド   
保健室用家具一式  1   デスク、椅子、戸棚、診察台   
9 .  車両   
マイクロバス  1  訓練生移動用（30 人乗り）  
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1-3  我が国の援助動向  

1 -3 -1  概況  

我が国は「モ」国に対して、1977 年から水産分野への協力を行っており、2009

年の民主的選挙後に一時中断した援助が再開された。社会経済開発及び地域安定化

の促進を ODA 基本方針に据えて、「モ」国政府の「成長の加速化と共有される繁

栄戦略」の３本柱である、「力強く持続的で包括的な成長の促進」、「人的資源の

開発及び基礎的社会サービスへのアクセス強化」及び「あらゆる側面におけるガバ

ナンスの強化」を踏まえ、同国の主要産業である水産業における支援や、経済成長

に不可欠な人材育成，社会基盤整備等への支援及び同国を含む地域の安定に資する

治安分野における支援を行っている。  

 J ICA では①教育を中心とする人的資源開発、②中小企業振興等を中心とする経

済開発、③農業・農村開発、を掲げ、さらに中部アフリカへの広域支援の観点から  

④経済インフラ整備、⑤環境保全分野において重点的に支援を展開するとしており、

本計画もこれらに合致するものといえる。  

 

1-3-2  水産無償資金協力の概要  

我が国の「モ」国に対する関連開発計画・援助動向は次の通りである。  

表 1-14:  我が国による水産分野支援 

案件名  
E / N  
年度  

概要  

沿岸漁業振興計画 (ヌアディブ )   1 9 7 7  5  トン型甲板船及びピローグ船等の供与   

漁業振興計画 (ヌアクショット )   1 9 8 1  冷蔵庫、製氷機等の供与   

沿岸漁業振興計画 (ヌアディブ )   1 9 9 1  F R P  漁船、漁業資材等の供与   

沿岸漁業振興計画 (ヌアディブ )   1 9 9 3  F R P  漁船、漁業資材等の供与   

ヌアクショット魚市場建設計画   1 9 9 4  首都の水揚浜での魚市場建設   

水産調査船建造計画 (ヌアディブ )   1 9 9 5  大型及び小型調査船の供与   

水産物品質検査機材 (ヌアディブ )   1 9 9 6  単独検査用機材供与   

零細漁村開発計画 (イムラゲン )   1 9 9 8  水産+コミュニティ支援施設   

ヌアディブ漁港拡張計画  1    1 9 9 9  浮桟橋、護岸、泊地浚渫   

ヌアディブ漁港拡張計画  2    2 0 0 0  荷捌場、漁具倉庫等の建設   

国立水産海技学校拡充計画    2 0 0 1  零細漁民、加工従事者の育成   

ヌアクショット水産物衛生管理施設整備

計画   
2 0 0 4  輸出検査所等の整備   

ヌアディブ漁港拡張整備計画   2 0 1 3  埠頭、係留桟橋、護岸、泊地浚渫   

水産物衛生検査公社ヌアディブ検査・分

析所建設計画  

2 0 1 9  同国のヌアディブ検査・分析所の老朽化し

た施設建替え及び検査機器の更新  
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表 1-15:  技術協力分野 

協力スキーム  実施年度  案件名／その他  概  要  

技術協力プロ

ジェクト   
1 9 9 9～  
2 0 0 2  年度   

水産資源管理開発計画調査   
同国排他経済水域における底魚漁

業資源の評価   

専門家派遣   
2 0 0 8～  
2 0 0 9  年度   

水産物加工と付加価値化   
未利用の浮魚資源の活用に向けた

水産加工技術・知識の普及   

専門家派遣   
2 0 1 0～  
2 0 1 7  年度   

水産行政アドバイザー  
(延べ  2  人 )   

水産政策立案・実施に関する助言指

導   

専門家派遣   
2 0 1 1～  
2 0 1 2  年度   

水産加工教育   
国立水産学校における水産加工教

育のプログラム、加工技術マニュア

ル等の整備   

専門家派遣   2 0 1 1  年度   頭足類輸出規格・品質管理   
同国産タコの品質管理および選別

技術に係る技術移転   

専門家派遣  2 0 1 8 年度  水産行政アドバイザー   
水産政策立案・実施に関する助言指

導   

専門家派遣  2 0 1 9 年度  
水産教育改善  
(個別専門家 2 名 )  

C Q F M P 及び I S S M における水産教

育・訓練教育に関する指導・助言  

専門家派遣  2 0 2 1 年度  水産行政アドバイザー   
水産政策立案・実施に関する助言指

導   

 

 

 

1-4  他ドナーの援助動向  

他ドナーによる実績を次表に示す。  

表 1-16:  他ドナーによる関連援助動向 

プロジェクト名   ドナー   年   
予算  

( U S D ) /年  
概要   

モーリタニア・西アフリカ  
地域漁業事業 ( P R A O - M R )   

世界銀行   
2 0 1 7 年  1 0 0 , 0 0 0   

I T  技術を用いた水産情報

管理システムの構築と関連

機材供与   

2 0 1 8 年  1 2 0 , 0 0 0   
組織体制監査の実施と関

連機材整備   

西アフリカ地域の品質システム  
プログラム ( P S Q A O )   

ヨーロッパ

連合   
2 0 1 8 年  1 3 , 2 0 0   

I S O  規格の厳守と適合に

向けたワークショップ等の

開催 ( C E F A O  加盟国+
「モ」国 )   

モーリタニア北部自然保護地域に

おける沿岸零細漁業者、青年、女性

の生活環境・雇用促進プロジェクト
( P r o m o - P ê c h e )   

ドイツ国際

協力公社

ほか   

2 0 1 8 年

以降   
－  

「モ」国零細漁業分野の雇

用創出   

第 2 次零細漁業開発計画  
( P D P A - I I )  

アフリカ  
開発銀行  

2 0 0 0～
2 0 0 9  

4 , 3 2 1 , 9 9 0
(実績計 )   

零細漁業分野人材育成に

係る施設・機材整備、村落

開発、人材育成、資源管理

強化 ( C Q F M P 既存施設の

建設を含む )  
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第2章  プロジェクトを取巻く状況  

2-1 プロジェクトの実施体制  

2 -1 -1  組織人員  

2-1-1-1  プロジェクトの責任機関・実施機関 

本事業の実施機関は海事アカデミー傘下の CQFMP であり、本事業の管轄省は漁

業・海洋経済省（MPEM）である。MPEM が CQFMP の事業実施を監督し、モー

リタニア国政府として、本事業の最終的な責任を担う。  

CQFMP 局長は MPEM 大臣の提議により任命されることにより、MPEM の水産

開発計画、人材育成計画を反映させる仕組みとなっている。  

実施機関 CQFMP の上部機関である海事アカデミーは海軍、沿岸警備、漁業及び

海事分野の士官育成を行う高等教育機関である。国防省国防海軍参謀の傘下として、

2014  年 8 月に首相令（Decre t  No157-2014 /PM por t an t  Crea t ion  de  l ’Académie  

Nava le）により設立され、以下 4  つの海事・水産教育訓練機関の総合的な管理と

予算執行を担っている。  

①  ISSM :  Ins t i tu te  supér ieur  des  Sc ience  de  l a  Mer（海洋科学高等教育機関、

修業期間 3  年）  

 ヌアディブ海事アカデミー本部に隣接する水産分野全般の高等教育

機関であり、将来「モ」国の水産行政、研究、民間部門の水産業界

をリードしていく人材を養成する。  

②  ESO:  Eco le  Supér ieu re  des  Of f i ce r s  （海事士官養成学校、修業期間：３年）  

 航海、機関の学部があり、各分野の将来の幹部を養成する。ESO の

入学資 格は、2 年のグランゼコール準備級から公立高等教育研究機

関に合格し、同機関で 2 年間の教育を経た後に取得が可能になる。  

③  CFN:  Cen t re  de  Fo rmat ion  Nava le（海事訓練学校、修業期間：1  年）  

 中下級船員の育成を行う海技学校である。  

④  CQFMP:Cent re  de  Qua l i f i ca t ion  e t  de  Format ion  aux  Mét ie r s  de  la  Pêche

（水産訓練センター、修業期間：3  カ月＋実習 4  ヶ月）  

 

本プロジェクトの実施機関である CQFMP は、零細漁業者の組織化及び能力強化

を目的とする「零細漁業・内水面漁業職業訓練センター（CASAMPAC）」として、

2008 年 4 月 に 首 相 令 （ Décre t  2008-073  por tan t  c réa t ion ,  o rgan i sa t i on  e t  

fonc t ionnement  d ’un  E tab l i s sement  pub l i c  à  ca rac tè re  Admin i s t r a t i f  dénommé:  

Cen t re  d ’Animat ion  Soc ia le  e t  d ’Appren t i s sage  aux  Mét ie r s  de  l a  Pêche  

Ar t i sana le  e t  Con t inen ta le）により設立された。  

現行の CQFMP は、2014  年に海事アカデミーの傘下として編成された。本部を
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ヌ ア ク シ ョ ッ ト に 置 き 、 Nouadhibou 、 Blawakh 、 Evernan （ PK28 ） 、 Foum 

Gle i t a、N'Demeych 及び Legwe ich ich（PK93）の 7 カ所に支所を有する。  

 

図 2-1：CQFMP 現行組織図 

*欄外は主な人員   出所：CQFMP 

 

2-1-1-2  実施機関の職員数 

CQFMP への聞取り調査によると、CQFMP の現状の職員数は以下に示す 86 名

であり、その内 23 名が非常勤の訓練講師である。  

女性職員数は 17 名（2021 年 5 月）、全体の職員数（86 人）の約 19.8%を占め、

女性職員のうち、6 名が訓練講師である。  

表 2-1：CQFMP の人員数 

職位  人数  内、女性職員数  
局長  1 名   
 本部秘書  4 名  4 名  
 副局長／監査  2 名   
訓練管理責任者  1 名   
訓練計画責任者  1 名   
 IT 責任者  1 名   
 IT 技師  2 名   
 支所長  7 名   

 副支所長  2 名  1 名  
人事課長  1 名   
 寮監  1 名   
 庶務  6 名   
 運転手  1 名   
 清掃係  4 名  4 名  

本部秘書

本部庶務係 人事課長 会計 IT責任者

主任講師

訓練管理責任者 支所長

訓練計画責任者 ・副支所長

寮監

支所長

・副支所長

支所長

・副支所長

支所長

支所長

支所長

支所長

その他、講師、調理師、清掃係等

局⻑

秘書部

監査部(ACNAV)

ロジスティクス部 インフラ係 施設管理係 機材管理係

総務部 庶務係 ⼈事係 情報係経理係

Foum Gleita開発拠点

訓練調整部

Legweichich開発拠点 (PK93)

訓練課

Nouadhibou訓練センター

開発室

Evernan訓練センター (PK28)

Blawakh訓練センター

Nouakchott訓練センター

N'Demeych (PK144)

Nouakchott支所 訓練センター

支所長(NKTT)

訓練長副支所長

資機材管理係

海上訓練

担当

船外機

訓練担当

訓練指導

担当

訓練生

管理課
警備係

漁業訓練等担当

警備係

警備員(2)
資機材管理担当

訓練生管理担当

その他： 庶務係・運転手・調理師・清掃係
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職位  人数  内、女性職員数  
 資機材管理係  5 名   
 警備員  14 名   
 雑務係  1 名   
 警備係  4 名   
訓練業務責任者  1 名   
 講師  23 名  6 名  
会計責任者  1 名  1 名  
訓練生管理係  1 名  1 名  
 調理師  2 名   
合計  86 名  17 名  

出所:CQFMP 資料 

CQFMP ヌアクショット本部・支局の人員数については、各支部の訓練に連動

して頻繁に移動、非常勤雇用配置が行われることから流動的であるが、主な常勤職

員数及び業務分掌の現状、後述の施設整備完了後の体制 (計画 )との対比は下表のと

おりである。  

表 2-2：CQFMP ヌアクショット本部・支部の人員数 

部署／役職  業務分掌  
人員  

増減  
現状  完了後  

本部   11  10   

局長  全体総括・責任者  1  1  0  
副局長  局長の補助  0  1  1  
本部秘書  事務、秘書業務  4 ( 交 代 制 )  1  - 1  
庶務・会計等  事務書類作成  1  0  - 1  
訓練管理責任者  訓練実施監督  1  1  0  
訓練計画責任者  訓練計画作成  1  1  0  
会計係  出納、予算・会計報告書作成  1  1  0  
寮監係  寮生の生活管理全般  1  1  0  
人事課長  講師・スタッフ雇用管理  1  1  0  
主任講師  臨時・常勤講師配置計画、指導     

IT 責任者  サーバー、ＰＣ運用・管理  1  1  0  
本部庶務係  雑務全般、会議・集会世話係  1  1  0  
訓練所（支所）    22  29   

支所長  支所責任者・総括  1  1  0  
副支所長  支所長の補助  1  1  0  
就労支援係  訓練生募集・卒業生就労支援・フォローアップ  0  1  1  
訓練生管理係  訓練生生活指導・管理  1  1  0  
訓練長  漁業関連訓練管理者  1  1  0  
船外機訓練担当  講師兼訓練管理  1  1  0  
漁業訓練担当  講師兼訓練管理  1  1  0  
海上訓練担当  講師兼訓練管理  1  1  0  

資機材管理係  
購買、機材・食材・備品等在庫管理  
・発注業務、維持管理監督  

1  1  0  

警備係  警備・安全管理  1  1  0  

保健係  
訓練生・スタッフ健康管理、  
入学生身体測定等  

0  1  1  

庶務  雑務全般・会議集会世話係  1  1  0  
警備係・警備員  警備・安全管理  2 ( 交 代 制 )  2 ( 交 代 制 )  0  
調理師  寮生、スタッフ用食事係  2  2～4  2  
清掃係  施設・トイレ・機材等清掃  1  2～4  3  
運転手  訓練用車両運転・整備  1  1  0  
常勤講師  加工・選別コース講師  6  6  0  
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2-1-2  財政、予算  

（1）  関連省庁予算  

海事アカデミーに国から配分される年間予算の実績は下表のとおり、 2016-

2020 年間平均で約 78 百万 MRU（約 246 百万円）、海事アカデミーから CQFMP 

に配分される予算は 2016-2020 年間平均で約 27 百万 MRU（約 86 百万円）であ

る。ただし、海事アカデミーから CQFMP に配分される予算は、CQFMP の職員

人件費、施設・機材の維持管理等のための予算であり、CQFMP の訓練実施予算

に関しては、国立技術・職業訓練促進機構（ INAP-FTP 9）、漁業・海洋経済省等

が管理する予算等から海事アカデミーを通じて CQFMP に配分される。訓練実施

のための主要な予算は INAP-FTP が管理する訓練予算となるが、2020 年度から、

訓練の原資となる職業訓練振興税の執行権を INAP-FTP が持つこととなった。こ

れにより INAP-FTP が管理する 2020 年度予算は 2018 年度比で約 4 倍と増加し、

2020 年度実績では、全体の訓練実施予算は年間約 1 億 MRU（約 3.3 億円）であ

る。このうち、約 30％の 32 百万 MRU（1.1 億円）が CQFMP の訓練予算として

配分 1 0されている。  

 

表 2-3：海事アカデミーの年間予算(2016～17:10MRO、2018～:MRU) 

会計年度  
海事アカデミー  

予算合計  
C Q F M P への  

割当て分  
内、C Q F M P ヌアクショット本

部支出分  

2 0 1 6  7 2 , 3 9 8 , 9 0 0  2 5 , 9 6 6 , 0 0 0  3 6 %  6 , 4 9 1 , 5 0 0  2 5 %  

2 0 1 7  7 8 , 3 9 8 , 9 0 0  2 5 , 8 2 0 , 0 0 0  3 3 %  7 , 2 2 9 , 6 0 0  2 8 %  

2 0 1 8  7 0 , 3 2 1 , 0 0 0  2 2 , 8 8 2 , 7 5 6  3 3 %  8 , 0 0 9 , 0 0 0  3 5 %  

2 0 1 9  8 0 , 7 1 2 , 0 8 0  2 9 , 0 5 0 , 9 3 2  3 6 %  1 1 , 3 2 9 , 9 0 0  3 9 %  

2 0 2 0  9 0 , 0 7 1 , 8 0 0  3 2 , 6 4 9 , 3 9 2  3 6 %  9 , 4 6 8 , 3 0 0  2 9 %  
（出所：海事アカデミー/CQFMP)  

 

表 2-4：漁業・海洋経済省(MPEM)の年間予算(MRU) 

年度  運営予算  投資予算  予算合計  
2 0 1 9  2 2 3 , 9 5 5 , 3 8 2  1 6 5 , 5 0 0 , 0 0 0  3 8 9 , 4 5 5 , 3 8 2  
2 0 2 0  -  -  -  
2 0 2 1  4 0 1 , 2 4 7 , 0 1 0  8 9 , 0 0 0 , 0 0 0  4 9 0 , 2 4 7 , 0 1 0  

出所：MPEM 

  

 
 

9  I N A P - F T P は技術・職業訓練の円滑な実施を目的として 2 0 0 2 年に設立された公的機関であ

り、管轄省は雇用・職業訓練省である。  
1 0  コロナ禍により訓練実施が遅れたため 2 0 2 2 年訓練費としてアカデミー予算に資金移動、計上

の見込みである。  
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（2）  訓練予算  

「モ」国での職業訓練に関しては、国立技術・職業訓練促進機構（ INAP-FTP）

が主要な原資の管理機関となっている。この職業訓練振興税の税率は課税対象額の

0.6%であり、年間で約 1 億 MRU が持続的、安定的に職業訓練に利用される仕組

みとなっている。  

INAP-FTP は全セクターの職業訓練を管理しているが、水産セクターには多く

の雇用が期待できるとして、水産関連職業訓練には多くの予算を割いており、業種

別の納税額比によらず職業訓練が実施される。なお資金の配分については投資配分

委員会（CAF:  Comité  d ’Attr ibution du Financement）がその分配を決定する。

CAF は 12 名の委員（政府：財務省 2 名、雇用・職業訓練省 2 名、経営者層代表 4

名、労働組合代表 4 名）で構成されるが、このうち経営者代表にはこれまで漁業関

係者が必ず入っている。労働組合の代表は、各労組（全国 530 団体）の組合連合

会（全国 16 団体で産業別）から選出される。委員の任期は 2 年である。CAF 議長

は政府または経営者側から選出される。また政府の独立機構として、監査役が置か

れている。  

INAP-FTP が管理する訓練予算で実施される職業訓練では、加工組合や船主組

合、企業ら (1〜数社 )などがインサーション（現場実習訓練）の受け入れ先となり、

それら受入先は opérateur と呼ばれている。職業訓練実施には事前に NGO、

opérateur が INAP-FTP に職業訓練を依頼、その後 INAP-FTP の Unité  de  

Fond が要望書を取りまとめ、CAF の審議、承認を得て実施される、実施にあたっ

ては opérateur へ採択通知があり、 INAP-FTP、opérateur、訓練機関と 3 者協

定書（Convention）が交わされ、訓練機関に対して前渡金 30%、進捗確認後に中

間金 40%、訓練終了時に最終金 30%が支払われる。漁業セクター以外も同様であ

る。  
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表 2-5：INAP-FTP 訓練予算及び CQFMP への予算割当(MRU) 

年  
INAP の  

訓練用財源  
(MRU)  

職業訓練  
振興税  
(MRU)  

INAP に

よる訓練

人数 (人 )  

INAP によ

る CQFMP
での訓練資

金 (MRU)  

INAP に

よる

CQFMP
での訓練

人数 (人 )  

CQFMP
での訓練資

金割合 ( %)  

CQFMP で

の  
訓練人数割

合  
(%)  

2012  6 , 373 , 807  記録無  380  6 , 249 , 184  400  98 .0%  105 . 3%  
2013  10 ,950 ,966  記録無  590  記録無  記録無  記録無  記録無  
2014  12 ,835 ,946  記録無  770  2 , 204 , 719  125  17 .2% 16 .2% 
2015  73 ,420 ,013  記録無  4 , 259  7 , 919 , 480  375  10 .8%  8 . 8%  
2016  26 ,485 ,516  記録無  1 , 400  記録無  記録無  記録無  記録無  
2017  20 ,461 ,108  記録無  1 , 040  11 ,256 ,000  636  25 .7% 25 .4% 
2018  23 ,322 ,000  118 , 650 ,000  1 , 460  
2019  基金改正  123 , 218 ,232  基金改正のため支出なし  
2020  104 , 352 ,168  89 ,577 ,085  4 , 458  31 ,218 ,400  890  29 .9% 20 .0% 
2021    111 , 791 ,691            

 

2-1-3  既存施設・機材  

CQFMP は前述の 6 支所（センター）とヌアクショット支所を併設する本部から

構成される。ヌアクショット本部では、まき網、加工、船大工等の訓練コースが実

施されているが、既存施設の現状としては、適切な機能配置がなされておらず十分

な訓練・寮関連のスペースがなく、また老朽化が進んでいる。また、本部・支所組

織・体制の強化が計画されていることから、事務スペースについても拡張整備が必

要となっている。Promo Pêche による支援により、PK28、PK93、PK144 及び

ヌアディブ支所においては、関連施設及び漁業支援施設の整備が進んでいる。ヌア

クショット支所では 2019 年に下表の船外機実習棟が改修整備されている。  

現状の施設の構成及び所見は、以下のとおりである。  

表 2-6：CQFMP ヌアクショットセンターの既存施設の概要 

建物名・室名  面積  活用状況  状態  
本部事務所棟  350 ㎡    
－局長室  43 ㎡  局長のデスクのほか、応

接セットや数多くの収納

棚、キャビネットに資料や

書類が収納されている。

３名程度の打合せが可

能。  

資料や書類があちこちに大量に積まれて

いる。書庫の書籍棚は既にいっぱいで明

らかに収納が不足している状況。  

－事務室（8 室）  15 ㎡

～  
19 ㎡  

食品調達、訓練計画、訓

練管理、会計など、どの室

も活用頻度は高い。  

開口部の遮光フィルムが剥がれている。

１室を３名で使う部屋もあり非常に手狭

である。壁、床の劣化、汚れが目立つ。家

具が壊れている。書棚など収納が不足し

ている。  
－会議室  23 ㎡  大きなテーブルで最大１

５名程度の打合せが可

能。大人数で打合せがで

きる、唯一のスペース。  

使用頻度は高く、床、壁（壁に亀裂あり）、

開口部の老朽化が進んでいる。カーペッ

トの痛みが激しい。イスの背もたれが外

れている等、家具に問題あり。  
－庶務室  15 ㎡  給湯室の機能を担ってお

り、ガスコンロでお茶を沸

かしている。換気は窓か

らの自然換気による。  

造り付け作業台の内部でプロパンガスお

よびガスコンロを使用。作業台の老朽化

が激しい。壁面の塗料の剥離が目立って

いる。  
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－トイレ  30 ㎡  センターの職員に使用さ

れている。  
すみずみまで清掃がなされ清潔感がある

が、水がでなかったり、鍵が壊れていた

りなど使用しにくい状況。照明器具も故

障している。  
講師控室棟  21 ㎡    

－講師控室  21 ㎡  通常は１名で使用してい

るが、訓練期間中は派遣

された講師も控室として

使用する。最大で４名が

使用する。  

事務室部分は１５㎡であり３～４名で使

用する際は手狭になる。シャワーとトイレ

があるが、水栓が故障しており使用でき

ない。  

加工実習室棟  109 ㎡    

－加工実習室  55 ㎡  訓練実施中は１日３回分

の食事をここで作る。給

食用食材の保管場所にも

利用されている。  

作業台は複数あるが非常に狭い衛生面

にも問題あり。照明がなく暗い。  
 

－乾燥エリア  54 ㎡  干魚加工用のスペースで

あるが、訓練生の食事エ

リアとしても活用されて

いる。  

屋外の砂が建物内部に溜まる問題あり。

外を覆っているネットが劣化している。

扉の建て付けが悪い。  

コンピューター棟  26 ㎡    

－コンピューター

室  
26 ㎡  水産物加工などの講義や

講師による訓練生成績管

理に利用されている。  

訓練生の人数に対し家具類が不足。室内

は手狭かつ形状が細長いため、効率的な

訓練ができない。P C 機器の表面には細

かな砂が確認された。  
訓練生寮棟  122 ㎡    

－訓練生寮室 -1  56 ㎡  居室面積 5 6 ㎡に対し 3 3
人もの訓練生が使用す

る。コンクリートスラブの

床の上に布を敷いて睡眠

をとる。  

１名あたり 1 . 7 ㎡程と非常に狭い。使用

頻度が高いためか、壁、床の汚れが激し

い。壁に設けられた照明器具はほとんど

が故障している。  

－訓練生寮室 -2  48 ㎡  間仕切りされ半分は倉庫

に使用されている。  
窓がない。  

－機材倉庫  18 ㎡  訓練に使用する器具を保

管している。  
鍵が壊れている。  

支所長室棟  26 ㎡    

－支所長室  18 ㎡  現在１名がこの部屋を使

用している。  
壁、床の汚れや塗料の剥離が目立つ。資

料や書類は多いが十分な収納スペースが

ある。  
－礼拝室  8 ㎡  ５・６名の人数まで使用可

能。  
壁の汚れが目立つ。利用は少人数に限ら

れる。  
船外機実習棟  58 ㎡    

－船外機実習室  26 ㎡  一度に 5 0 人から 3 0 0 人

が参加する零細漁業・旋

網コースにおいて、船外

機ワークショップが行わ

れる。船大工訓練用の道

具も仮置きされている。  

手狭なうえに室内の中央に柱があり使い

づらい部屋である。ピローグ実習用の船

外機保管場所も兼ねており、これらの物

品が多いため収納が大幅に不足してい

る。実習用船外機の状態も悪い。  

－講義室  32 ㎡  一度に 5 0 人から 3 0 0 人

が参加する零細漁業・旋

網コースにおいて講義が

行われる。  

手狭なうえに室内の中央に柱があり使い

づらい部屋である。大人数には対応でき

ず効率的な訓練はできない。  

訓練生トイレ棟  18 ㎡    

－訓練生用トイレ  18 ㎡  訓練生寮から外部に出

て、草むら通ってアクセス

するため夜間は特に使い

づらい位置に配置されて

いる。  

出入り口の扉が外れかけていたり、便器

の中にはゴミが詰まっていたりなど、長

期にわたりメンテナンスがなされていな

い状況。蚊が多いという訓練生の声も有

り。  

施設合計  730 ㎡    
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図 2-2：CQFMP ヌアクショット既存施設 

 

上記の施設内容については、新たな訓練 10 コースに必要な諸室が不足している

ほか、職員、訓練卒業生らへの聴き取りから、以下が課題となっている。これらの

状況から、現敷地内で新カリキュラム及び実施体制を実現するためには、一部の改

修や建替えによって対応することは難しく、全面的な建替えが必要な状況が確認さ

れた。  

  施設の外壁部分、特にパラペット部分に鉄筋の爆裂が見られることから、コ

ンクリート強度、被り厚さ等の構造的仕様が不十分と見られる。また建具、

設備等は老朽化により機能しないものが多く見受けられる。  

  分散型の施設レイアウトで、かつ用途変更などにより機能ごとのまとまりや

訓練生、事務要員、資機材搬出入等の動線が混乱しており、効率の低下が見

られる。  
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  各ワークショップ、教室の数、広さが不足しており、十分な訓練機材、教材

の活用やピーク時の訓練生の収容に問題が生じており、訓練の分割（2 部制）

や過密した訓練とならざるを得ず、また訓練内容の自由度が極めて低い。  

  加工・選別の訓練において、衛生管理フローと入退室管理訓練が実現できて

いない。  

  訓練生寮は倉庫を転用したもので、衛生面（一人当たり面積、床高さ、換

気・採光）で不適切である。またリネンや備品、教材の保管等の付帯スペー

スがない。  

  倉庫等を寮や事務室に転用しているため、事務室は書庫、倉庫等の付帯スペ

ースが不足しており、書類の閲覧、保管管理が効率的にできていない。  

  厨房施設が手狭で訓練生、職員の食事の提供及び衛生管理に問題が生じてい

る。  

  会議室（1 室）が小さく、ドナー・出資団体、現場実習訓練の際の受入団体

との会合、入学、卒業時の式典や訓練生説明会等の大型の集会に対応できず、

外部や他の組織の施設を利用せざるを得ない。また本部、支所事務に係る会

議にも十分対応できていない。特に外部組織を招く集会、会議では現地の習

慣として会議前後の個別の会談が重要な要素となっており、会議スペースに

一般的に設けられている前室、ホワイエ等や、役員事務室に付属する応接室

についても必要である。  

 

2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況  

2 -2 -1  関連インフラの整備状況  

（1）  電気  

「モ」国の供給電気方式は 220V、50Hz である。本プロジェクトサイト周辺

の電力インフラの敷設状況としては、敷地の西側を走る道路（Avenue Abdel  

Nasser）に沿って高圧線（15,000V）が地中敷設されている。本計画施設への

給電は、この高圧線から分岐、地下埋設管により敷地内の電気室で受変電設備

に高圧受電させ、220V に降圧する。定格容量は 250kVA,  400kVA,  630kVA

から選択可能であるが、施設の規模より 400kVA と想定される。  

電力会社は、停電対策として複数の高圧線から電気を引き込むことを推奨し

ていることから、本プロジェクトにおいても 3 本の高圧線から引き込むものと

する。  

（2）  水道  

本プロジェクトサイトの周辺の水インフラの敷設状況は、電気の高圧線と同

様、Avenue Abdel  Nasser に並行して水道本管（管径は 200mm～350mm）
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が敷設されており、現在、この本管から直径 20mm の管を接続させ敷地内に引

き込んでいる。位置は ONISPA の反対側の敷地外壁から 15m 離れた位置で道

路と平行に埋設されている。25mm 管、40mm 管は通常の方法で引き込みが可

能であり、それを超える管径は特殊扱いとなる。水圧については既存施設の利

用上は問題ない。  

本プロジェクト施設への給水は、この水道本管から直径 40mm の埋設管で敷

地内に引き込む。敷地内の地上レベルには受水槽と揚水ポンプを設ける。  

 

（3）  情報通信  

情報通信インフラについては、電気の高圧線と同様、Avenue Abdel  Nasser

に並行して ADSL（電話）と光ケーブル（インターネット）が地下に敷設され

ている。本プロジェクト施設への引き込みは、ADSL（電話）と光ケーブル

（インターネット）を上記の幹線から分岐させ地下を通し、敷地内の電気室に

設ける配電ボックス（ distr ibut ion box ）に接続して引き込む。光回線、

ADSL とも料金は 2020 年に改定されており、光回線は建物の用途にかかわら

ず、回線速度によって料金が異なるが、データ量はいずれも無制限である。

ADSL については建物の用途にかかわらず基本料は（300MRU/回線）で、使用

料は従量制である。  

 

2-2-1-1  既存機材の状況 

ヌアクショット支所の訓練用機材は、まき網漁業訓練の実施に必要な最低限の機

材はあるものの極めて貧弱であり、十分な訓練を提供できていないのが現状である。

訓練用の主な機材は下表のとおりであり、種類、数量ともに不足している状況であ

る。  

表 2-7：CQFMP ヌアクショットの既存機材 

カテゴリー  現況  

零細漁業実習  

まき網用大型ピローグは 6 隻あるが、稼働状態のものは 1 隻で、他は修

理が必要。良好な稼働状態にある同ピローグ用 6 0 馬力船外機は 1 台の

み。まき網 2 ヶ統を補修しながら使用。撚糸、ロープ、網地は在庫が少量

存在。  

船外機修理実習  
修理実習用 2 サイクル 1 5 馬力船外機 5 台は古く、パーツ類、工具類は不

足。  

コンピューター実習  Wi n d o w s 7 モデルのデスクトップ型 P C が 1 0 台存在する。  

水産物加工実習  
卓上秤 1 台、魚干し台 4 台、5 0 0 リットル水槽 1 基が存在。給食用調理器

具を共用。  

船大工実習  ノコギリ、丸ノコ、ドリル、ハンマーが各 1 個用意されている。  

座学一般  プロジェクター等の教室用機器は皆無である。  

訓練生の移動  ダンプ型ドラック 1 台がアカデミー全体で共有されている。  
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2-2-2  自然条件  

2-2-2-1  地形 

CQFMP 既存サイト及び周辺を対象とした地形測量を実施し測量図を作成した。

測量図には解体予定の既存施設、外塀、西側舗装道路を示した。仮設ベンチマーク  

（BM）は敷地外に 4 カ所設け、西側舗装道路沿い 1km 北方にある既知点より座

標、標高を測量した。周囲は ONISPA 側から緩傾斜になっており、敷地内の土間

レベルは EL+1.36～1.39 と、隣接の未舗装道より 40～50cm 高く、舗装道路レベ

ルより 70cm 低い。既存本部棟 1 階レベルは外部土間から 49cm 高い。また

ONISPA 敷地の土間は道路から 15cm 低く、1 階床レベルは 26cm 高くなってい

る。近接する建物は南東の民家（外塀より 12.3m）を除き空地となっている。敷

地面積（外塀の外側）は、測量の結果、3,751,8m 2 である。  

 

2-2-2-2  地質・地盤 

現地再委託により 3 カ所のボーリング調査を行った。深さ 2～5m で軟弱なシル

ト層に遭遇したため、ボーリング深さを当初の 15m から 20m 2 本、30m 1 本と

して確認を行った。この結果、N 値 50 以上が 5m 確認できるのは深さ 24m 以深

の砂礫層となり、N 値 20 程度の固さとなる深さは 10ｍ以深で、その地質は貝殻混

じりの細砂層であった。3 本の地層構成には、ほぼ相違は見られなかった。  

また既存施設の傍で 2 カ所の試掘を行った結果、既存地盤面から 1.3m に塩分を含

む地下水が見られた。潮位による変動はほぼ見られなかった。既存施設は GL-1m

程度の深さの直接基礎を用いている。  

 

さらに、表層の地耐力を確認するため、3 カ所で平板載荷試験を追加した。GL-

1m 程度の深さの直接基礎を用いた場合の支持力（極限支持力の 1/3）は 50kN/m2

～100kN/m2（max）と小さい。調査結果を踏まえると、3 階建ての施設を計画す

る場合、直接基礎の場合は 50kN/m 2 程度の支持力と低く、杭基礎が必要と考えら

れる。また、塩分を含む地下水への対策として、基礎コンクリート部分の塩害対策

を行う必要がある。（3-2-2-8 (4)地盤状況参照）   
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図 2-3：自然条件調査位置図 

 

2-2-2-3  気象 

ヌアクショットにおける過去 11 年間（2009～2020）の気象データを国立気象

局から受領した。ヌアクショットは砂漠気候に属し、11～6 月の降雨はほとんどな

く、年間降水量は 109mm と少ないが、8、9 月頃は集中豪雨も見られる。また年

間を通して細砂の飛散が見られ、2～5 月頃はハルマッタン (砂塵・砂嵐 )が発生す

る。  

風速については 9 年 (2012～2020)のヌアクショット空港観測データを入手した。

瞬間最大風速は 44m/s（ENE）とされている。  

地震の記録及び現地の耐震基準はなく、聞取りによればこれまで被災記録はない。  

 

図 2-4：ヌアクショットの降水量及び気温 

出典:  Off ice  Nat iona l  de  la  Météoro log ie  
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表 2-8:  ヌアクショット空港 月別最大風速 

1 月  2 月  3 月  4 月  5 月  6 月  7 月  8 月  9 月  10 月  11 月  12 月  
最大風速  

(m / s )  
18  20  20  18  20  20  24  27  27  22  17  17  

風向  SE  ESE NE S  NE SE  N  E  SSE NE NE ENE 
平均風速  

(m / s )  
4 . 5  5 . 0  5 . 0  5 . 5  5 . 6  5 . 5  5 . 1  4 . 8  4 . 3  4 . 4  4 . 1  4 . 4  

出典:  Off ice  Nat iona l  de  la  Météoro log ie  

 

2-2-3  環境社会配慮  

2-2-3-1  環境社会影響を与える事業コンポーネントの概要 

本プロジェクトは  CQFMP 既存敷地内で施設の建て替え整備を行うものであり、

環境への望ましくない影響は最小限であると判断される。環境社会配慮の対象とな

るコンポーネントは、「既存 CQFMP ヌアクショット本部施設の取壊しと建築」及

び「仮設ヤードの設置」のみである。  

 

2-2-3-2  相手国の環境社会配慮制度・組織 

「モ」国における環境認可の承認の責任機関は、環境開発省（ Minis tè re  de  

l 'Env i ronnement  e t  du  Déve loppement  durab le）で、環境認可の承認を所管する部

局 は 同 省 環 境 評 価 ・ 規 制 局 （ Direc t ion  de  l ’Eva lua t ion  e t  du  Cont rô le  

Env i ronnementa l  （ 旧 名 称 Direc t ion  du  Cont rô le  e t  Eva lua t ion  

env i ronnementa le）：DECE）である。同局は EIA の審査や廃棄物処理の確認、同

局に割り当てられた環境規制に関連する監督を請け負っている。  

 

（1）  環境認可取得の手続き  

「モ」国では、 2000 年に整備された環境法（ Loi  2000-045  du  27 /07 /2000 ,  

por tan t  code  de  l ’ env i ronnement ）のな かで、環 境影響評 価（ Envi ronmenta l  

Impac t  Assessment。以下「EIA」という。）に言及しており、現行の手続きは政

令（Décre t  2007-105  re la t i f s  aux  é tudes  d ’ impac t  su r  l ’ env i ronnement）に基づ

き行われ、環境への影響のある全ての事業に対し環境影響評価の実施を義務付けて

いる。同政令では代替案の検討、情報公開及び公聴会の実施などが制度化され、

J ICAガイドラインと比べても遜色のない内容である。さらに本制度の特徴として

以下のことが挙げられる。  

・  事業は想定される環境影響の程度により、簡易調査（ no t ice  d ’ impac t  su r  

l ’ env i ronnement）または詳細調査（é tudes  d ’ impac t  su r  l ’ env i ronnement）の

実施が必要になる。本プロジェクトは、既存施設の解体工事が行われることか

ら、解体工事及び建設工事に伴う影響が想定される。ただし、その影響は限定

的であることから、簡易調査の実施が必要である。  
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・  環境影響評価の審査料（①取極め事項（Terms  o f  Refe rence。以下「TOR」と

いう。）の審査及び②EIA報告書の審査）は無料であり、事業者は環境影響評

価を実施する環境コンサルタント会社に対する費用のみを負担する。ただし、

環境影響評価に関する政令は現在、見直し中であり、今後は審査料が有料にな

る可能性もある。  

・  環境コンサルタントに簡易EIAの実施を委託する場合、費用は15 ,000USDから

20 ,000USDと見積もられる。  

・  次表に簡易EIA手続きの概略及び必要期間を示す。  

表 2-9：簡易 EIA 手続きの概略及び必要期間 

 

上記の全工程は3カ月程を要する。  

  

環境認可手続きの手順  所要日数  
1  事業者はD E C Eに技術的内容を取り纏めたプロジェクト概要を提出し、

D E C Eは概要書に基づき、カテゴリー評価を行う  

 

2  事業者はE I A調査のT O R案を作成し、D E C Eに提出する。  
D E C Eは専門家を招集し、  T O R  案のチェックを行い、不足がある場合は修

正を事業者に連絡する。  
T O R内容  

-  基本設計草案（D e s c r i p t i o n  d e  l ' A v a n t - P r o j e t  S o m m a i r e）または

事前実施可能性調査結果概要（É t u d e  d e  P r é f a i s a b i l i t é  ( E P F )  d u  
P r o j e t）  

-  想定される環境・社会への影響項目  

-  E I Aの調査範囲・スコープ  

-  質問票及び事業によって影響がおよぶ環境・社会項目  
 

1 4  日  

3  D E C EによるT O Rの承認後、事業者はプロジェクト概要及びT O R  案を被影

響住民に対して説明する。  
4～5  日  

4  事業者はE I A調査を実施し、調査結果を簡易影響評価報告書案に取りまと

める。  
2 5日  

5  事業者は簡易影響評価報告書案をD E C Eに提出するとともに、報告書案の

概要を被影響住民に公開し、意見を聴取する。  
5  日  

6  事業者は被影響住民の意見を分析し、報告書案に反映させる。  5日  
7  事業者は報告書案を都市開発局や市役所などの関係機関に公開し、意見を

聴取する。  
5日  

8  

簡易E I A調査報告書の内容  

-  ベースライン調査  ;  

-  計画施設の利用計画  ;  

-  環境・社会に影響を与える事業コンポーネントの概要 ;  

-  事業実施により負の影響をうける環境・社会項目 ;  

-  社会・環境が受ける影響の規模・範囲 ;  

-  緩和策とその費用  

事業者は被影響住民や関係機関からの意見を反映させて報告書案を最終化

し、D E C E及び関係機関に提出する  
1 0日  

9  D E C Eは事業者が作成したE I A報告書を審査する  2 0日  
1 0  D E C EはE I A報告書の審査結果を環境大臣に報告する。   
1 1  D E C Eより実施事業者へ環境認可が下りる。   
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2 -2-3-3  代替案の比較検討 

（1）  代替案（ゼロオプション）の比較検討  

事業を実施しない場合、CQFMP ヌアクショット本部の既存施設を今後も活用す

る。新施設建設費用や工事期間中の騒音の影響、事故及び感染症のリスクは発生し

ない。反面、零細漁業従事者の育成を中核的に担っている CQFMP が、訓練施設の

キャパシティ不足から十分な訓練生を受入れることが困難となる。また、施設の老

朽化から訓練活動の安全性が低下し、今後の施設補修コストの増加などの課題が想

定される。  

（2）  代替案の検討  

既存施設を残し、サイト隣地に増築する。  

既存施設の取壊しにより発生する騒音や粉塵の影響は回避できる。ただし、土地

収用が必要になるうえ、水道や電気などのインフラが未整備であることから、引込

み工事が必要であり、それらに係る新たな環境・社会への影響が懸念される。  

供与後は、訓練活動が増築部分と既存部分に分断され、効率的な訓練計画の確保が

困難になる。  

また、訓練活動の一部は老朽化した既存施設で継続され、安全に既存施設を使い

続けるには、修繕工事が必要になるなど施設の維持管理費の増加が想定される。  

 

 

2 -2 -3-4  スコーピング 

『J ICA 環境社会配慮ガイドライン』に基づいたスコーピングの結果を下表に示

す。なお想定される影響の程度は以下の基準に基づき評価した。  

表 2-10：JICA 環境社会配慮ガイドラインに基づくスコーピング結果 

N o  影響項目  工事中  供用後  根拠  
汚染対策  
1  大気汚染  

B -  D  

工事中：取壊しに伴う粉塵の発生、工事用車輛の往来による

砂埃の巻き上げや排気ガスの増加が見込まれる。既存建物

にアスベストが含まれる場合、解体工事に伴う飛散が懸念さ

れる。  
供用後：本施設からの大気汚染物質は発生しない。   

2  水質汚濁  

B -  D  

工事中：工事中の機械油やセメント・モルタル・コンクリート

排水などの発生が懸念される。  
供用後：既存施設の排水は、浄化槽を設置のうえ、地下浸透

式で処理している。既存施設と同様、新設施設でも地下浸透

式を採用する。尚、固形物の汲み取りは民間企業に依頼する  
3  廃棄物  

B -  D  

工事中：既存建物の取壊し工事により廃材が発生する。  
供用後：新設施設からの日常的な廃棄物はあるものの、既

存施設からの廃棄物と比して量や質に大きな変更は見込ま

れない。  
4  土壌汚染  

D  D 
工事中：土壌汚染物質の発生は見込まれない。  
供用後：本施設からは土壌汚染物質は発生しない。  



 

2-16 

N o  影響項目  工事中  供用後  根拠  
5  騒音・振動  

B -  D  
工事中：解体作業及び建設重機の使用に伴う騒音が懸念さ

れる。  
供用後：騒音を発する機材の使用は想定されていない。  

6  地盤沈下  B -  D  工事中：建設サイトは泥質層の軟弱地盤である。  
7  悪臭  D  D 本案件による悪臭の発生は見込まれない。  
8  底質  D  D 本案件による低質への影響は見込まれない。  

自然環境  
9  保護区  D  D 近隣地に保護区はない  

1 0  生態系  D  D 本案件による生態系への影響は見込まれない。  
11  水象  D  D 水象に影響を与える工事・活動は想定されない。  
1 2  地形・地質  

D  D 
地形・地質構造の改変や自然海浜の損失等は想定されな

い。  
社会環境  
1 3  住民移転  D  D 本案件により住民移転及び土地収用は発生しない。  
1 4  貧困層  D  B +  工事中：本案件工事により貧困層への影響は見込まれない。  

供用後：施設が拡張されることで貧困層から訓練生をより

一層多く受入れ、漁業関連業務への就職を促進することが

できる。   
1 5  少数民族、先

住民族  
D  D 

伝統的な生活様式を持つ少数民族の生活区域、もしくは特

別な社会的価値のある地域はない。  
1 6  雇 用 や 生 計

手 段 等 の 地

域経済  

D  B +  工事中：本案件工事により地域経済への影響は見込まれな

い。  
供用後：施設が拡張されることにより、より一層多くの訓練

生を受入れ、漁業関連業務への就職を促進することができ、

地域経済への貢献が見込まれる。  
1 7  土地利用や

地域資源利

用  
D  D 

対象地域で土地利用や地域資源利用への影響はない  

1 8  水利用  
D  D 

本案件により水域利用や水利用に対する影響は想定されな

い  
1 9  既存の社会イ

ンフラや社会

サービス  
D  D 

本案件により既存の社会インフラや社会サービスに対する

影響は想定されない  

2 0  社会関係資

本や地域の

意思決定機

関などの社

会組織  

D  D 

本案件により、社会関係資本や地域の意思決定機関などの

社会組織への影響は想定されない。  

2 1  被害と便益

の偏在  
D  D 

本案件により被害と便益の偏在は想定されない。  

2 2  地域内の利

害対立  
D  D 

本案件により利害対立を引き起されることは想定されない  

2 3  文化遺産  D  D 周辺に保護が必要な文化遺産はない。  
2 4  景観  D  D 周辺に保護が必要な景観はない。  
2 5  ジェンダー  

D  B +  

工事中：ジェンダーに負の影響を与える計画は想定していな

い。  
供用後：女性職員向けの機材、トイレ及び、女性訓練生向け

のトイレやシャワー、更衣室を整備するため、環境が改善さ

れる。  
2 6  子どもの権

利  
D  D 

子どもの権利に負の影響を与える計画は想定していない。  

2 7  H I V / A I D S
などの感染

症  
B -  D  

工事中：工事従事者が新型コロナウィルスに感染することが

懸念される。  
供用後：供用後の施設が原因で感染症が流行ることはない。  
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N o  影響項目  工事中  供用後  根拠  
2 8  労働環境  

B -  B +  

工事中：既存施設解体時にアスベストによる解体業者への影

響が懸念される。工事中は代替施設での教育訓練の実施が

想定される。  
供用後：新設施設内で訓練を継続する。  

その他  
2 9  事故  

B -  D  

工事中：工事中の重機の使用による事故や交通事故の発生

が懸念される。  
供用後：本案件の実施が原因での事故の発生は見込まれな

い。   
3 0  越境の影響

及び気候変

動  
D  D 

本案件による越境の影響や気候変動に対する影響は見込ま

れない。  

A + / -：深刻な影響が見込まれる  
B + / -：深刻ではないが、中程度の影響が見込まれる  
C + / -：影響の程度が不明である  
D + / -：ほとんど影響が見込まれない  

 

2 -2 -3-5  環境社会配慮調査のTOR 

検討した環境社会配慮調査の TOR は下表のとおりである。  

表 2-11：環境社会配慮調査の TOR 

環境項目  調査項目  調査手法  
大気汚染  ・  環境基準  

・  サイト周辺の住居、学校、病院の立地  
・  工事中の影響  

・  現行の法令の確認  
・  現地踏査  
・  工事の内容・期間、仮設ヤード

の位置の確認  
水質汚濁  ・  環境基準  

・  排水や機械油の処理方法  
・  現行の法令の確認  

廃棄物  ・  建設廃棄物の処理方法  
・  工事中の影響  

・  現行の法令の確認  
・  工事の内容・期間の確認  

地盤沈下  ・  地質の確認  
・  地盤の強度の確認  
・  工事中の影響  

・  地 質 調 査 、 地 盤 調 査 、 載 荷 試

験の実施  
・  工法の検討  

騒音・振動  ・  環境基準等  
・  サイト周辺の住居や学校、病院の立地  
・  工事中の影響  

・  現行の法令の確認  
・  現地踏査  
・  工事の内容・期間の確認  

H I V / A I D S などの感染

症  
・  新型コロナウィルス感染症の対策の確

認  
・  現行の規則の確認  
・  新 型 コ ロ ナ ウ ィ ル ス 感 染 防 止

のガイドラインの確認  
労働環境  ・  工事中の代替施設  ・  現行の法令の確認  

・  代替施設の位置・環境の確認  
事故  ・  労働安全対策の確認  ・  工事の内容・期間の確認  

 

2 -2 -3-6  環境社会配慮の調査結果 

前項で作成した TOR 案に基づいて実施した環境社会配慮調査の結果は以下のと

おり。  
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表 2-12：TOR 案に基づく環境社会配慮調査の結果 

環境項目 調査結果 

大気汚染 既設構造物の取壊しによる粉塵の発生が見込まれるが、サイト境界線から 15m の範囲内に

民家は 1 軒であり、粉塵の影響は限定的である。また、仮設ヤードが工事現場に隣接するた

め 、 工 事 車 輛 の 往 来 に よ る 砂 埃 の 巻 き 上 げ や 排 気 ガ ス の 影 響 は 最 小 限 に 抑 え る こ と が 可

能。下図にサイトと民家の位置関係を示す。 

 
 

尚、取壊し対象の既存施設にはアスベストは使われていない 

水質汚濁  「モ」国では、排水基準などの環境基準は整備されていない。現在、国際機関などの技術的

支援や資金援助を受けながら順次に整備されている状況であり、環境基準は国際機関やド

ナーのものを適宜適用している。本プロジェクトでは工事中やモニタリングに適用する国際

基準は E I A 報告書の中で指定される。  
廃棄物  「モ」国では廃材（コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、木材、アスファルト・

コンクリート、ガラス類など）の殆どはリサイクル業者によって回収される。  
業者によって回収がされなかった廃材については、産業廃棄物専門家が有害物質が含まれ

ていないことを確認の上、指定の場所にて処理する。  
廃棄物の処理の手続きについては以下のとおり。  

 
地盤沈下  サイト周辺は軟弱層が存在するが、杭打ち工事で地盤の補強を行う。  
騒音・振動  工事期間中 は重機による騒音・振動 の発生が見 込まれる。この対策として夜間は工事を実

施しないなどの時間制限を設けることで周辺住民への騒音を減少させることが出来る。  

凡例：  
 

サイト境界線  
 
境界線から 1 5 m の範囲  
サイト周辺の民家  

①  
世帯人数：1 0 人  
居住開始年：2 0 1 4 年

②  
世帯家族数：8 人  
居住開始年：1 9 9 8 年

③  
世帯家族数：1 5 人  
居住開始年：1 9 9 0 年

①  

③  

②  
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H I V / A I D S
な ど の 感 染

症  

「モ」国ではコロナの感染対策として、保健省のイニシアティブで啓発活動を行い、2 0 2 0 年

1 2 月には新型コロナウィルス感染症対策計画書（社会・環境部門）が整備された。同計画書

では、工事中のコロナ対策として、2 0 h - 6 h までの外出禁止、金曜日のモスクでの礼拝の禁止

などを提案している。工事従事者は当該計画書に遵守しつつ、工事に従事する。  
労働環境  既 存 施 設 に は ア ス ベ ス トは 使 わ れ て い な い た め 、 解 体 業 者 へ の ア ス ベ ス ト に よ る 影 響 は な

い。  
工事中は、C Q F M P は代替施設で訓練を実施する計画である。  

事故  工事期間中の事故発生を回避するため、工事従事者への安全教育の実施や事項防止柵の設

置、重機や車両運転手への安全運転の徹底を図ることにより事故発生を抑制できる。  

 

2 -2 -3-7  影響評価 

環境社会配慮の調査後の影響評価は以下のとおりである。  

表 2-13：環境影響評価 

N o  影響項目  
スコーピング  調査後評価  根拠  

工事中  供用後  工事中  供用後   

1  大気汚染  

B -  D  D  D  

工事中：サイトから 1 5 m の範囲内に民家は 1
軒であり、既存建物の取壊しに伴う粉塵の影

響 は 限 定 的 で あ る 。 ま た 、 仮 設 ヤ ー ド が 隣 地

で あ り 工 事 用 車 輛 の 往 来 に よ る 砂 埃 の 巻 き

上げや排気ガスの増加は軽微である。既存建

物にアスベストは含まれない。  
供用後：本施設からの大気汚染物質は発生し

ない。   

2  水質汚濁  

B -  D  D  D  

工 事 中 ： 工 事 中 の 機 械 油 や セ メ ン ト ・ モ ル タ

ル ・ コ ン ク リ ー ト 排 水 な ど の 発 生 が 懸 念 さ れ

るが、国際基準に沿って処理する。  
供用後：新設施設からの日常的な排水がある

ものの、既存施設からの排水と比して量や質

に大きな変更は見込まれない。  

3  廃棄物  

B -  D  D  D  

工事中：既 存 建物の取壊し 工事により発 生す

る廃材は、リサイクル業者が回収し、出来る限

り 再 利 用 を す る 。 再 利 用 で き な い 廃 材 は 、 法

令に沿った手順で指定廃棄場に廃棄する。  
供用後：新設施設からの日常的な廃棄物ある

ものの、既存施設からの廃棄物と比して量や

質に大きな変更は見込まれない。  

4  土壌汚染  

D  D  D  D  

工 事 中 ： 土 壌 汚 染 物 質 の 発 生 は 見 込 ま れ な

い。  
供用後：本施設からは土壌汚染物質は発生し

ない。  

5  騒音・振動  

B -  D  B -  D  

工事中：既存建物の取壊しと重機の使用に伴

う騒音が想定される。  
供用後：騒音を発する機材の使用は想定され

ていない。  

6  地盤沈下  
D  D  D  D  

地盤の補強工事を行うため、地盤沈下などの

負の影響は想定されない。  

7  悪臭  D  D  D  D  本案件による悪臭の発生は見込まれない。  

8  底質  D  D  D  D  本案件による低質への影響は見込まれない。  

9  保護区  D  D  D  D  近隣地に保護区はない  

1 0  生態系  
D  D  D  D  

本 案 件 に よ る 生 態 系 へ の 影 響 は 見 込 ま れ な

い。  
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N o  影響項目  
スコーピング  調査後評価  根拠  

工事中  供用後  工事中  供用後   

11  水象  
D  D  D  D  

水象に影響を与える工事・活動は想定されな

い。  

1 2  地形・地質  
D  D  D  D  

地形・地質構造の改変や自然海浜の損失等は

想定されない。  

1 3  住民移転  D  D  D  D  本 案 件 に よ り 住 民 移 転 及 び 土 地 収 用 は 発 生

しない。  

1 4  貧困層  

D  B +  D  D  

工事中：本案件工事により貧困層への影響は

見込まれない。   
供用後：施設が拡張されることで貧困層から

訓練生をより一層多く受入れ、漁業関連業務

への就職を促進することができる。   

1 5  少数民族、先

住民族  D  D  D  D  
伝 統 的 な 生 活 様 式 を 持 つ 少 数 民 族 の 生 活 区

域、もしくは特別な社会的価値のある地域は

ない。  

1 6  雇 用 や 生 計

手 段 等 の 地

域経済  
D  B +  D  D  

工事中：本案件工事により地域経済への影響

は見込まれない。  
供 用 後 ： 施 設 が 拡 張 さ れ る こ と に よ り 、 よ り

一層多くの訓練生を受入れ、漁業関連業務へ

の就職を促進することができ、地域経済への

貢献が見込まれる。  

1 7  土地利用や

地域資源利

用  
D  D  D  D  

対 象 地 域 で 土 地 利 用 や 地 域 資 源 利 用 へ の 影

響はない  

1 8  水利用  
D  D  D  D  

本 案 件 に よ り 水 域 利 用 や 水 利 用 に 対 す る 影

響は想定されない  

1 9  既存の社会イ

ンフラや社会

サービス  
D  D  D  D  

本案件により既存の社会インフラや社会ｻｰﾋﾞ

ｽに対する影響は想定されない  

2 0  社会関係資

本や地域の

意思決定機

関などの社

会組織  

D  D  D  D  

本案件により、社会関係資本や地域の意思決

定 機 関 な ど の 社 会 組 織 へ の 影 響 は 想 定 さ れ

ない。  

2 1  被害と便益

の偏在  
D  D  D  D  

本 案 件 に よ り 被 害 と 便 益 の 偏 在 は 想 定 さ れ

ない。  

2 2  地域内の利

害対立  
D  D  D  D  

本案件により利害対立を引き起されることは

想定されない  

2 3  文化遺産  D  D  D  D  周辺に保護が必要な文化遺産はない。  

2 4  景観  D  D  D  D  周辺に保護が必要な景観はない。  

2 5  ジェンダー  

D  B +  D  D  

工 事 中 ： ジ ェ ン ダ ー に 負 の 影 響 を 与 え る 計 画

は想定していない。  
供用後：女性職員・訓練生用のトイレ、訓練生

用のシャワー 、更衣室及 び 機材を整備 するた

め 、 女 性 職 員 ・ 訓 練 生 の 環 境 が 改 善 さ れ る 。

身 障 者 用 に は 、 ハ ー ト ビ ル 法 に 則 し た 幅 が 広

く、緩やかな、手すりつきの階段の設計や、ス

ロープの設置などバリアフリーに配慮する。  

2 6  子どもの権

利  
D  D  D  D  

子どもの権利に影響を与える計画はない。  

2 7  H I V / A I D S
などの感染

症  
B -  D  B -  D  

工 事 中 ： 工 事 従 事 者 の 新 型 コ ロ ナ ウ ィ ル ス の

感染リスクが懸念される。  
供用後：供用後の施設が原因で感染症が流行

ることはない。  
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N o  影響項目  
スコーピング  調査後評価  根拠  

工事中  供用後  工事中  供用後   

2 8  労働環境  

B -  B +  D  D  

工事中：既存施設には、アスベストは含まれな

い。工事中は代替施設での教育訓練の実施が

想定される。  
供用後：新設施設内で訓練を継続する。  

2 9  事故  

B -  D  B -  D  

工事中：工事中の重機の使用による事故や交

通事故の発生が懸念される。  
供用後：本案件の実施が原因での事故の発生

は見込まれない。   

3 0  越境の影響

及び気候変

動  
D  D  D  D  

本 案 件 に よ る 越 境 の 影 響 や 気 候 変 動 に 対 す

る影響は見込まれない。  

 

（1）  本プロジェクトのJICA 環境社会配慮ガイドラインに基づくカテゴリー  

本プロジェクトによる自然環境面および社会環境面への負の影響項目は工事期間

中の「騒音振動」、「HIV/AIDS などの感染症」、「事故」の 3  項目のみと少なく、影

響規模も限定的である。よって J ICA 環境社会配慮ガイドラインに基づくカテゴリ

ー分類では、カテゴリーC と判断される。  

なお、「モ」国における本事業のカテゴリー分類及び EIA 実施の必要性について

は、実施機関である CQFMP が担当局である DECE にプロジェクト概要を提出し、

同局が EIA 実施の必要性について判断する。プロジェクト概要は 2021 年 6 月 2 日

に MPEM DECE へ提出され、審査の結果、10 月 1 日付で DECE により簡易 EIA に

よるものとの判断がなされている。  

 

2 -2 -3-8  緩和策および緩和策実施のための費用 

本案件の自然環境面、社会環境面の負の影響の緩和策実施に要する費用は下表の

通りである。  

表 2-14：自然環境面、社会環境面の負の影響の緩和策実施に要する費用 

影響項目  負の影響度合い  緩和策  責任機関  実施機関  費用  
騒音・振動  既 存 建 物 の 取 壊 し と 重

機 の 使 用 に 伴 う 騒 音 が

想定される。  

工事を夜間午後 8  時以降の

工 事 を 行 わ な い こ と で 周 辺

への影響を抑制できる。  

C Q F M P ヌ

ア ク シ ョ ッ

ト  

工 事 請 負

業者  
なし  

H I V / A I D S
な ど の 感 染

症  

工 事 従 事 者 の 新 型 コ ロ

ナ ウ ィ ル ス の 感 染 リ ス

クが懸念される。  

工事従事者 は「モ」国の新型

コ ロ ナ ウ ィ ル ス 感 染 症 対 策

計画書を遵守する。  

なし  

事故  工 事 中 の 重 機 の 使 用 に

よ る 事 故 や 交 通 事 故 の

発生が懸念される。  

重 機 の 使 用 や 、 車 両 の 運 行

へ の 安 全 教 育 を 十 分 に 実 施

する。  

なし  
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2-2-4  CQFMPにおけるジェンダー配慮  

現在 CQFMP には、女性用トイレや更衣室は十分整備されておらず、トイレ及

びシャワーには扉も設置されていない。  

また、洗濯機がなく、訓練生の衣類は CQFMP の

女性職員が手洗いをしている。訓練生の食事を調理

する調理場は、不衛生なうえ、調理器具の数や作業

スペースが不足するなど、訓練生の数に対して規模

が合っていない故に効率よく調理することが難し

い。  

 

本案件では、女性職員及び訓練生のニーズを踏ま

えて、以下の施設・機材を整備する。  

①  女性訓練生用  

-  女性用トイレ、シャワー、更衣室を整備  

-  加工実習用機材の供与  

②  女性職員用  

-  女性用のトイレを整備  

-  調理室の整備  

-  洗濯機、調理器具の供与  

 

 

図 2-5：既存の加工コース訓練用シャワー 
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第3章  プロジェクトの内容  

3-1  プロジェクトの概要  

3 -1 -1  上位目標  

「モ」国の零細漁業に従事する自国民の参入、雇用が増加する。  

 

3-1-2  プロジェクト目標  

本事業により CQFMP ヌアクショット本部・訓練施設の再整備を通じて、同組織

による水産訓練実施の能力および機能の強化を図り、もって「モ」国水産セクター

の人材開発に寄与する。  

 

3-1-3  プロジェクトの成果  

（1）  受益地域  

ヌアクショット市  

 

（2）  受益人口  

1）  直接受益人口  

CQFMP ヌアクショット訓練生及び職員  

（訓練生：年間 400 人、職員・講師：100 人 1 1）  

2）  間接受益人口  

ヌアクショットの加工業者：36 社 1 2  

ヌアクショットの低所得者：約 192 ,000 人 1 3  

「モ」国の零細漁業従事者：約 6 万人 1 4  

 

 

 
 

1 1  非正規講師は募集の多寡により増減するため、現在の人数：8 6 人（うち講師が 2 3 人）及び新

たな訓練コースの講師数 ( 推計 )とした。  
1 2  M P E M 統計  
1 3  J I C A「ヌアクショット市都市開発マスタープラン」  
1 4  M P E M 水産戦略 2 0 2 0 - 2 4  
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3-2  協力対象事業の概略設計  

3 -2 -1   設計方針  

3-2-1-1  基本方針 

「モ」国の零細漁業は、雇用創出、食料安全保障、外貨獲得等の面で極めて重要

な産業であるが、セネガル等  周辺国の漁船や移民労働者によって支えられており、

「モ」国では自国の水産業従事者の育成が課題となっている。「モ」国の水産戦略

では、「モ」国政府の「成長の加速化と共有される繁栄戦略」の 3 本柱である，「力

強く持続的で包括的な成長の促進」，「人的資源の開発及び基礎的社会サービスへの

アクセス強化」及び「あらゆる側面におけるガバナンスの強化」を踏まえ，同漁業

セクターにおける雇用の拡大について、2024 年までに直接的雇用 3.4 万人増、間

接的雇用 10 万人増の目標が示され、また、加工産業の付加価値化、多様化を通じ

た 雇 用 機 会 の 拡 大 ・ 促 進 が 謳 わ れ て い る 。 零 細 漁 業 に つ い て の 訓 練 を 担 う

CQFMP は、沿岸漁業に係る技術訓練全般を行う「モ」国唯一の公共機関として、

これらの目標に対して、民間団体・企業による人材育成の要望に基づき、漁業から

加工まで含む人材育成、能力開発に貢献している。CQFMP ヌアクショットセン

ターでは、全国 7 カ所のセンターの本部機能を担うとともに零細漁業・加工に関す

る 10 コースの訓練、漁民の再訓練等が計画されているが、適切な質、規模の施設、

機材が整備されていないことから、これまで 4 コースの訓練しか実施されておらず、

受入訓練生数も限定されているため、中期的な訓練計画に基づいた訓練内容に対応

できる適切な施設、機材の整備が求められている。  

我が国は、「モ」国に対する国別開発協力方針において、水産資源の持続的利用

及び高付加価値化を官民が連携して促進し，同国の持続可能な経済成長に貢献する

ことなどを通し、水産業の振興、人材育成、社会基盤整備等へ支援する方針であり、

TICAD-VII においてもアフリカ地域における我が国支援の方針として、産業人材

育成への支援、ブルーエコノミーにおける産業多角化と雇用創出を重視している。  

これらの方針に基づき、「モ」国の要請による CQFMP ヌアクショットセンター

の本部、支所の建て替え整備を対象として、本プロジェクトにおいて、訓練施設、

訓練生寮、本部及び支所事務所の建設を行うとともに、訓練用機材・家具及び事務

用機材の整備を行う方針とする。  

 

3-2-1-2  自然環境条件に対する方針 

ヌアクショットは砂漠気候に属し、11～6 月の降雨はほとんどなく、年間降水量

は 109mm と少ないが、8、9 月頃は集中豪雨も見られる。また年間を通して細砂

の飛散が見られ、2～5 月頃はハルマッタン（砂塵・砂嵐）が発生する。風速につ

いてはヌアクショット空港観測データより瞬間最大風速は 44m/s（ENE）とされ
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ている。地震の記録及び現地の耐震基準はなく、これまで被災記録はない。砂漠に

囲まれたヌアクショット市では、風により日常的に発生する飛砂は非常に細かな細

砂であるため、室内になるべく侵入しないよう床高、外壁、建具、換気などについ

て配慮を行い、清掃しやすい仕上げとする。また開口については砂塵や日射の影響

を抑制するため、必要最小限の寸法とし、現地の類似施設における仕様を標準とし

て、照明や、冷房、換気扇を適切に配置する。また室外には日除けとなる回廊を巡

らせるなど、強い日差しを軽減する対応を行う。  

建設資材は、高温、乾燥、砂塵等の現地サイトの自然条件に適した耐久性の高い

ものとする。またサイトは海岸より 600m に位置しており、潮風等の塩害には一定

の配慮を行う。  

サイトが位置するエリアは、洪水による浸水が想定される区域であるため、

DGHU の指導、本施設敷地前面の計画道路に接続する西側既存道路の高さ、隣地

の ONISPA の床高さより、敷地全体を現状より約 50cm 程度かさ上げした地盤面

として、隣地施設と計画施設の床高さを同等のレベルとする。  

地盤条件については軟弱なシルト層が確認されているため、杭基礎とする方針と

する。  

 

3-2-1-3  社会経済条件に対する方針 

「モ」国はイスラム教を国教とし、イスラム教徒が 99％を占める。礼拝や接客、

食堂などの現地の習慣を施設計画に反映するとともに、外観には現地の類似施設を

参考として最小限の装飾を施す方針とする。  

また男女や身体的特徴による格差の解消やバリアフリーに可能な限り配慮するも

のとする。対象となる訓練コースにより訓練生の男女比や年齢の幅が異なるため、

トイレ、シャワー、訓練生寮などの施設については、受入実績と訓練計画をベース

として計画を行う。  

 

3-2-1-4  建設事情／調達事情に対する方針 

本プロジェクトは政府事業として政府機関利用の既存敷地における建て替えが行

われることから施主となる政府機関による計画内容の合意が得られれば、都市計画

法 :Code de  l ’urbanisme(2008/3/17)に基づき、建築許可は不要である。海事ア

カデミー（ACNAV）が、住宅都市国土整備省（MHUAT）の助言を受け、設計の

確認を行う。  

本プロジェクトについては、ACNAV、CQFMP では、JICA 報告書及びガイド

ライン等に準じて PQ 審査・入札等による調達手続き、日本のコンサルタントによ

る実施設計・監理が行われることによる品質管理が行われるため、別途第三者によ
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る保証は必要ないとの考え方を示しており、書面による政府内合意形成が行われる

見込みであり、当事業で建設される建物は 10 年瑕疵保証保険の加入及び、その認

証にあたって指定検査機関（Bureau de  Controle）による設計及び施工の審査、

承認は他ドナーによる建設プロジェクトと同様に不要である。設計に際して準拠す

べき基準・規格については、ドナー国または欧州基準等の国際的基準に準じること

が求められるため、これらに準じるものとする。  

機材については、CQFMP の訓練内容及び他の支所における整備機材との整合

性を保つものとする。  

建設用製品や機材の調達はなるべく現地流通品を基本とする。コンクリートにつ

いてはセメント工場、コンクリートプラントが現地に存在し、現地調達が可能であ

る。ただし工業製品の多くが輸入品で、建設市場としては小規模なためプロジェク

ト毎に調達されている状況があり、適時に必要な数量、仕様が調達できない等の課

題もあるため、慎重に選定し、施工、調達計画においては輸送期間等に配慮するも

のとする。  

 

3-2-1-5  現地業者の活用に係る方針 

「モ」国の施工業者は能力、実績による公的なカテゴリー分けがなく、財務状況、

技術面で慎重な確認が必要である。他方、市内では 10 階建て規模の施設は多数建

設中で、これまで日本の無償資金協力での豊富な経験を有する施工業者もあり、一

定程度の技術水準にある企業も存在することから、日本の施工業者による適切な指

導と品質・安全管理のもと各種工事を担当可能であると判断されるため、積極的な

活用を図る方針とする。  

機材については、コンピューターや船外機などはメンテナンスを考慮し、現地代

理店を持つ製品を基本とする。  

 

3-2-1-6  日本企業活用に係る方針 

本プロジェクトの建設、調達については、仏語圏アフリカ地域における経験を蓄

積した建設会社、商社が複数存在することから、プロジェクトの円滑な進行のため、

入札時の資格審査等により、これらの経験の蓄積を生かす方針とする。  

 

3-2-1-7  運営・維持管理に対する対応方針 

CQFMP ではこれまで、Prome Pêche（2018～2021）等の国際的支援により、

訓練カリキュラム開発や講師、職員の能力向上の取り組みの他、各支所（訓練所）

での施設、機材の整備がある程度進んでいる。また、我が国無償資金協力により建

設されたヌアディブ支所では自助努力による追加投資も行われ良好な状態を維持し
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活用している。本プロジェクトによるヌアクショットセンターの整備後はこれらの

実績と経験を活用し、各支所での活動と整合した訓練と、機能の分担や連携が行わ

れる見込みであるため、既存の施設、機材との整合性に配慮した計画とする。  

CQFMP ヌアクショットセンターでは建設・設備の専門技術者の常駐は計画さ

れておらず、外部の技術者、工事会社の調達による維持管理が予定される。このた

め、高度な維持管理を必要としない設備・機器を選定し、保守管理費用の負担を低

減する方針とする。特に、建築設備等は、現地で一般的なシステムを優先し、

LED 照明器具の採用や、冷房室を最小限として天井扇、換気扇を設置することや、

節水型水栓を導入することなど、電力消費、水道水の低減に配慮する計画とする。  

機材の運用については、初期操作指導の期間を設け、講師、職員による操作、維

持管理や部品交換などが適時、適切になされるよう配慮する。また操作を伴う設備

機器及び機材については、管理者、訓練講師がその使用方法、維持管理方法を理解

できるよう、添付するマニュアルや、表示、ラベルはフランス語またはアラビア語

で提供するものとし、仕様書等で規定する。  

 

3-2-1-8  施設、機材等のグレードの設定に係る方針 

本計画施設、機材のグレードは、プロジェクトの目標と上記の方針を踏まえ、現

地の類似施設及びこれまでの我が国無償資金協力による施設の仕様を参考としつつ、

過剰とならないよう、無償資金協力事業として、また職業訓練施設として相応しい

耐久性とグレードを確保するものとする。また機材については、これからの「モ」

国の零細漁業分野の人材育成の水準を達成できるレベルの訓練を行うために必要な

グレード、仕様を計画する。耐久性の求められる訓練用家具についてはこれまでの

我が国支援で実績のある日本製の導入を計画する。  

 

3-2-1-9  工法／調達方法、工期に係る方針 

工法、工期については、高温、乾燥した気候やラマダン、イード休暇などの社会

経済条件に配慮し計画し、また現地の工業製品はほとんどが輸入となるため、調

達・輸送期間、調達先にも十分配慮する。また施工面積が広いため、工種の錯綜を

避けるよう、効率のよい安全で適切な工区分けと施工順序で計画するものとする。  

建設サイト、ヤード及び搬出入・交通における安全確保のための仮設施設を設け、

安全対策措置を講じるものとする。  

工事の安全対策計画については、仮設計画、各工事の施工計画、労働環境・安全

について JICA の「ODA 建設工事安全管理ガイダンス」を準用し、安全対策を策

定し、工事期間中は計画、実施、確認、改善のサイクルを実施し、適宜見直しと改

善を継続する方針とする。  



 

3-6 

3 -2-1-10  施工監理に係る方針 

円滑な建設工事を行うために、詳細設計段階から調達・施工段階を通じて、コン

サルタントは「モ」国側関係者、JICA と常に緊密な連絡を保ち、実施工程に基づ

く遅滞のない施設の完成を目指す。  

施工を円滑に進めるために、コンサルタントは、「モ」国側関係者および建設業

者と十分な打合せを行い、適切な助言や指導を行う。また WEB 会議などを活用し、

定期的な会議には適宜日本側の設計担当者、技術者が参加し、施工監理計画に示す

業務を的確に行う方針とする。  

建設の監理にあたり、工事期間中は日本人常駐監理者（建築技術者）が常駐し、

構造、設備など重点的な監理ポイントや中間検査、竣工検査では建築技術者による

スポット監理を配置する施工監理体制とする。  

 

3-2-1-11  安全対策に係る方針 

我が国外務省による危険情報及び「モ」国政府からの「モ」国及び隣国における

最新の安全・治安情報を入手することに努め、随時安全対策へ反映するものとする。

また緊急時の対応については、JICA 事務所、日本大使館との緊急連絡体制を保持

し、 JICA 安全対策マニュアル等に準じて安全計画を整備するものとする。

COVID-19 の感染状況や予防措置についても最新情報を収集し、必要な感染対策

を講じるものとする。  

 

3-2-1-12  訓練計画 

CQFMP ヌアクショットセンターにおける訓練の規模及びコースは、CQFMP

により 2021 年に計画された新カリキュラムに基づく中期的な訓練計画及び

CQFMP へのヒアリングを通じて確認された内容、規模とし、以下のフローによ

り計画する。  

  
図 3-1：訓練計画策定フロー 

 

(1) 対象訓練コースの内容確定

(3) 一日の訓練スケジュールと利用施設

(4) ピーク期間の訓練規模、利用施設の確認

(5) 利用施設、機材、要員の確定

(2) 年間の訓練スケジュール
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（1）  ヌアクショット支所での対象訓練コースの内容  

・CQFMP の新訓練カリキュラム 10 コースは Promo Pêche の一環として国際労

働機関 (BIT)が支援し、2017 年の訓練成果の分析に基づきシラバス及びカリキ

ュラムが策定され、これまでの 16 のコースが 10 コースに改訂された。

CQFMP ヌアクショット支所では、10 種類の訓練コースを常設コースとして実

施する。また常設コースを妨げない時期に訓練講師研修、漁業再訓練を不定期

に行う。  

・1 回の訓練あたりの受入訓練生人数は、過去実績に基づき、新カリキュラム及び

新運営体制下で受入可能な人数とし、下表のとおりとする。各コースはヌアク

ショットセンターでの講義、実習のほか、ベラワク支所における基礎訓練や現

場実習訓練（インサーション）を行うため、これらの期間を考慮した受入数と

して計画する。また漁業再訓練、訓練指導者研修については不定期であるため、

過去の実績受入人数を対象に年間各 1 回とする。  

・零細まき網もしくは零細漁業一般のコースは年間で計 4 回、水産物選別および水

産物加工のコースは年間で年 6 回開催する。その他のコースは年間 1 回が開催

される。  

表 3-1：ヌアクショット支所における計画対象訓練コース、計画日数、受入人数 

 訓練コース  
訓練総

単位数  
(時間 )  

N K T T 履

修単位数

(時間 )  
訓練日数  

訓練回

数 /年  
人数  

1  零細まき網漁業  1 , 2 0 0  4 5 0  6 0  3  6 0  
2  零細漁業一般  1 , 2 0 0  4 5 0  6 0  1  6 0  
3  沿岸漁船船長  1 , 4 8 0  5 8 5  2 7 0  1  2 0  
4  水産物加工  5 2 5  1 3 5  3 0  3  3 0  
5  水産物選別  5 2 5  1 1 5  3 0  3  3 0  
6  船大工 -木製  6 0 0  1 4 4  3 0  1  1 5  
7  船修理 -ポリエステル  6 0 0  1 5 7  3 0  1  1 5  
8  船外機修理  6 0 0  2 0 4  4 5  1  1 5  
9  零細漁業船長  1 , 4 8 0  5 7 0  9 0  1  2 0  

1 0  漁具仕立て  8 8 5  3 9 0  3 0  1  2 0  
-  漁業再訓練  -  -  ( 3 )  1  ( 5 0 )  
-  訓練指導者研修  -  -  ( 3 0 )  1  ( 5 0 )  
 年間合計    訓練日数合計 9 4 8  5 2 5  

 

（2）  年間の訓練スケジュール  

・施設、機材、要員（講師）を効率的に活用するため、上記の訓練コースを実施時

期に偏りがないようスケジュールを計画する。  

・CQFMP ヌアクショットセンターの訓練生受入れは 9 月から 6 月の 10 ヶ月と

し、7，8 月は訓練計画策定及び準備のための期間とする。  

・長期間を要する沿岸船長コース以外の年間 1 回開催の計 4 コースは同時に開催さ

れないよう計画する。  
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・年間カレンダーは下記のようになり、同時に開催する最大訓練コース数は 4 コー

ス、また不定期開催の 2 コースを除き、一日あたりの受入訓練生数は最大 130

人、1 年当たりの総訓練開催回数は 16 回、総訓練生受入人数は 525 人となる。

なお、訓練生数、回数については、CQFMP との協議に基づき受入可能な規模

でのシミュレーションの結果であり、各年度の計画値は、出資団体及び受入企

業・団体の受容規模を勘案した協議により策定される。  

 

 
図 3-2：ヌアクショット支所の年間訓練計画 

 

（3）  訓練コース毎の一日のスケジュールと利用施設  

上記の各訓練コースの標準的な一日の訓練スケジュールと利用施設は下記の通

りであり、これらに基づき必要な施設・機材の内容と規模を設定するものとする。  

 

-  零細まき網漁業コースでは訓練生全 60 名の半数は午前、午後ともに海上で

ピローグに乗船して漁業実習をしており、残り 30 名は施設内で実習・座学

を行い、1 日おきに交代で訓練を行う。ワークショップでの実習は午前中に

実施され、その際訓練生は 15 名ずつに分かれそれぞれ別の実習室を用いる。

午後は 30 名の訓練生が大講義室にて座学を受ける。  

-  零細漁業一般コースも同様に 60 名の定員とし、1 日おきに半数が午前は、

海上での漁業実習を行い、半数がワークショップでの実習を行う。午後は、

海上実習グループ（30 名）とワークショップ実習グループ（30 名）が合流

し、合計 60 名で大講義室にて座学を行う。  

-  沿岸漁船船長コースは訓練生全 20 名が 2 グループに分けられ、海上にて乗

船実習と施設内での実習・座学を行うが、実習には 5 種類の実習室、座学に

は講義室が使われる。  

-  水産物加工及び水産物選別では訓練生全 30 人が 2 グループに分かれて座学

訓練コース  日数  回数/年  人数 

60 60 60 60 60 60 60 60 60 60 60 60
15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15

60 60 60 60

15 15 15 15
20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15 15
30 30 30 30 30 30

15 15 15 15 15 15
30 30 30 30 30 30

15 15 15 15 15 15
15 15

15 15
15 15

15 15
15 15 15

15 15 15
20 20 20 20 20 20

15 15 15 15 15 15
20 20
15 15

50
3

50 50
15 15

15              

20              

20              

50              

50              

20              

30              

30              

15              

15              

60         

60         

270       

30         

30         

30         

30         

45         

90         

30         

3           

30         

3 沿岸漁船船長

1月

零細まき網漁業1

2 零細漁業一般

60              

60              

4 水産物加工

5 水産物選別

9 零細漁業船長

6 船大工-木製

7 船修理-ポリエステル

8 船外機修理

5月 6月 7月 8月9月 10月 2月 3月 4月11月 12月

訓練指導者研修

10 漁具仕立て

漁業再訓練

1              

3              

1              

1              

3              

3              

1              

1              

1              

1              

1              

1              

60 60 60

60

270

3~33

3

30 30 30

30 30 30

30

30

45

90

20
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と実習及びパソコン実習を行う。ただし 30 日間の実習期間のうちの最初の

1 週間は全員が座学を受講し、2 週目以降は水産加工室を用いた実習を行う。

水産加工室の実習では生鮮加工室にて実習を行うグループと加熱加工室・

干し場等にて実習を行うグループに分かれ後者のグループは少人数での実

習がなされる。なおコンピューター実習は週に 2.5 時間ほどの頻度で実施さ

れる。  

-  船外機実習は訓練生全 15 名が訓練期間中の大部分を船外機実習室にて実習

する。他コースによる船外機実習室利用時は屋外実習エリアなどを用いて

実習がなされる。  

-  零細漁船船長コースは 20 名の訓練生が午前中、ピローグを用いた海上実習

もしくは講義室にて座学を受講し、午後は実習室にて実習を行う。  
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図 3-3：各訓練コースの一日のスケジュール及び利用施設 

 

上記の利用施設は下記のとおり計画する。  

-  施設内の各部屋のうち、各訓練に用いる部屋は座学を行う部屋として大講

義室 1 室と講義室 2 室の合計 3 室を計画する。  

-  ロープ、漁網、漁具・船大工、船外機のワークショップを、零細漁業一般、

零細まき網漁業、船大工 -木製ピローグ、敷船修理 -ポリエステル（FRP）

製ピローグ、船外機修理、沿岸漁船船長コースなどを対象に計画する。  

-  無線実習室は沿岸漁船船長コースを対象に計画する。  

8:00 17:00~18:00
1.零細まき網漁業/ 2.零細漁業一般　( 60日間  60人 ) 

30人 海上実習
海上実習(零細まき網漁業)

X  (零細漁業一般)

30人 A   B (4.5h/週)

C   D (3h/週)

3.沿岸漁船船長( 270日間  20人 ) 

10人

10人
X / Y / Z / B /D /E　
X / Y / Z / A /C /E

X / Y / Z / B /D /E　
X / Y / Z / A /C /E

4.水産物加工 / 5.水産物選別 ( 30日間  30人) 

15人 Y Z 第1週

15人 Z Y

15人 P P  S (2.5h/週)

15人 Q1     Q2      R Q1     Q2      R 第2週～

6.船大工-木製( 30日間  15人 ) 

15人 C / V C / V

7.船修理-ポリエステル( 30日間  15人 ) 

15人 C / V C / V

8.船外機修理( 45日間  15人 ) 

15人 D / V D / V

9.零細漁業船長( 90日間  20人) 

20人 海上実習/ X / S A / B / C / D

10.漁具仕立て( 30日間 20人 ) 

20人 A / B / C / V / Z A / B / C / V / Z

A:ワークショップ（ロープ） P:生鮮加工室

B:ワークショップ（漁網） Q:加熱加工室/Q1:塩蔵 Q2:燻製

C:ワークショップ（漁具/船大工） R:干場

D:ワークショップ（船外機） S:コンピューター室

E:無線実習室

X:大講義室

V:屋外実習エリア Y:講義室-1

Z:講義室-2

海上実習

X

条
件

A条
件

B
条
件

C
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-  水産物選別コース、水産物加工コースに必要となる、水産物加工実習のた

め、生鮮加工室、塩蔵・燻製の実習を行う加熱加工室、干場、製品梱包室、

製品倉庫などを一体的に整備する。  

-  水産物加工コース、水産物選別コース、零細漁業船長コースにおけるパソ

コン実習のため、コンピューター室を計画する。  

 

（4）  ピーク期間の訓練規模と利用施設の確認   

先に示した年間訓練計画では、4 つのコースが重なる期間がピークとなるが、

代表的な下記条件下での必要な施設、機材を確認する。  

 

-  条件 A：零細まき網漁業、沿岸漁船船長、水産物加工、船外機実習コース  

-  条件 B：零細まき網漁業、沿岸漁船船長、水産物加工、零細漁業船長コース  

-  条件 C：零細漁業一般、沿岸漁船船長、水産物加工、漁具仕立てコース  
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図 3-4：CQFMP ヌアクショットの期間ごとの訓練コース及び人数 

 

年間訓練計画のうち、4 つのコースが重なる期間のうち A、B、C それぞれの

条件において、各講義室や実習室などが一日を通してどのように利用されるかを

次図に示す。  

9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉

1.零細まき網漁業

2.零細漁業一般

3.沿岸漁船船長

4.水産物加工

5.水産物選別

6.船大工-木製

7.船修理-ポリエステル

8.船外機修理

9.零細漁業船長

10.漁具仕立て

0
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40
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140

9⽉ 10⽉ 11⽉ 12⽉ 1⽉ 2⽉ 3⽉ 4⽉ 5⽉ 6⽉ 7⽉ 8⽉
1零細まき網漁業/2零細漁業一般 3沿岸漁船船長
4水産物加工/5水産物選別 6船大工-木製ピローグ
7船修理-ポリエステル製ピローグ 8船外機修理
9零細漁業船長 10 漁具仕立て

沿岸漁船船⻑

零細まき網漁業/

零細漁業⼀般

⽔産物加⼯
/⽔産物選別

船⼤⼯-⽊製ピローグ

零細漁
業船⻑

漁具仕⽴て
船外機修理

船修理-ポリエス
テル製ピローグ

条
件

B

条
件

A

条
件

C

条
件

B条
件

A

条
件

C

訓
練
⽣
数
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図 3-5：ピーク期間における利用施設の計画 

 

条件 A、B、C とも各ワークショップ・講義室が複数の訓練コースにより重複

して利用されることはほとんどなく、また重複するケースでも屋外実習エリアの

利用や大講義室と講義室の交換などで対応することが可能である。このため計画

施設の講義室と実習室の規模・数量は計画されている訓練実施条件において過不

足なく利用される。  

上記の訓練計画に必要となる講師は以下のとおりである。ただし講師は、各コ

ースの具体的な開催時期に合わせて臨時講師として雇用、配置される。  

 

表 3-2：訓練講師要員計画(ヌアクショット) 

  訓練コース  

訓
練

回
数

/年
 

講師人数  

海
上

訓
練

 

海
上

訓
練

補
助

 

船
外

機
/機

関
 

座
学

・
漁

業
指

導
 

漁
網

/漁
具

仕
立

/ 
ロ

ー
プ

ワ
ー

ク
 

航
海

技
術

・
無

線
 

加
工

/選
別

 

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

ー
 

造
船

 

F
R

P
船

修
理

 

1  零細まき網漁業  3  2  2  2  2  2            
2  零細漁業一般  1  2  2  2  2  2            
3  沿岸漁船船長  1  1    2  1  1  1          
4  水産物加工  3              6  1      
5  水産物選別  3              6  1      
6  船大工 -木製  1        1          1    
7  船修理 -ポリエステル  1        1            1  
8  船外機修理  1      2                
9  零細漁業船長  1  2  2  2  1  1  1    1      

10  漁具仕立て  1        2  2            
-  漁業再訓練  1  2  2    2              
-  訓練指導者研修  1        2              

  必要講師人数    2  2  2  2  2  1  6  1  1  1  

条件A 条件B 条件C
8:00 12:00 17:00~18:00 8:00 12:00 17:00~18:00 8:00 12:00 17:00~18:00

 A:ワークショップ（ロープ） PA CC CC CC PA CC PP CC
PA
RA

CC
RA

CC
RA

CC
RA

 B:ワークショップ（漁網） CC PA CC CC CC PA CC PP RA PA
CC
RA

CC
RA

 C:ワークショップ（漁具） PA CC CC CC PA CC PP CC
PA
RA

CC
RA

CC
RA

CC
RA

 D:ワークショップ（船外機）
CC
HB

PA(3h/週)
 HB

CC
HB

CC
HB

PA CC
PP
CC

CC
PA

(3h/週)
CC CC

 E:無線実習室 CC CC CC CC CC CC CC CC CC CC CC CC
 P:生鮮加工室 TF TF TF TF
 Q:加熱加工室 TF TF TF TF (TF第1週：講義 ) (TF第1週：講義 )
 R:干場 TF TF TF TF

 S:コンピューター室
TF

(2.5h/週)
PP

 X:大講義室 PA PA
PP
CC

PP
CC

PA PA TF TF PA PA

 Y:講義室-1 CC CC TF TF TF TF CC CC TF TF
 Z:講義室-2 TF TF TF TF RA RA TF TF
 V:屋外実習エリア HB HB HB HB RA RA RA RA

PA: 1.零細まき網漁業/ 2.零細漁業一般 CC: 3.沿岸漁船船長 PP: 9.零細漁業船長

TF: 4.水産物加工 / 5.水産物選別 HB: 8.船外機修理 RA: 10.漁具仕立て
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3 -2-1-13   施設の設計方針 

（1）  施設の現状の問題点と計画施設での対応策  

以下に既存の CQFMP 施設が抱えている問題点と、要請を踏まえたその対応を示

す。敷地が要請内容と規模に比べて狭小であり、敷地拡大の可能性や代替地がない

こと、既存施設の老朽化等により、既存施設を残存したまま拡張配置するのは難が

ある。従って先方との協議の結果、既存施設については先方負担によって撤去・更

地とし、必要施設を再配置する方針とする。  

表 3-3：現状の問題点と施設計画での対応 

既存施設名  面積  課題  施設計画での対応  
事務室  8 5 ㎡  どの室も活用頻度は高く、収

納・打合せスペースが不足、

非常に手狭である。局長室は

資料棚が一杯で、資料の共

有、活用に問題がある。壁、

床、建具の劣化が進み、居住

性が低い。  

新体制における要員に対し、小打合

せスペースと棚を備えた執務室、共

有書庫・倉庫、庶務室等を整備す

る。類似施設や省庁施設の規模、仕

様に準じ、衛生的で耐久性のある設

備、内装仕上げとする。  

支所長室  1 8 ㎡  別棟となっており、職員、講

師との連携、動線が不適切。  
支所の新体制に対応し、支所諸室と

ともに一体的に整備する。  
会議室  2 3 ㎡  1 0 名程度の打合せが可能で

あり、大型の会議やリモート

会議に対応できず、外来者の

対応・待機スペースがなく事

務動線と交錯する。  

本部・支所間、現場実習受け入れ企

業、出資団体、各センターとの会議

に対応できる最大 4 0 人規模の共有

会議室、卒業式等のセレモニーや大

型講義等にも対応できる 1 2 0 人規

模の大型会議室を設け、適切な待合

いと動線を確保する。  
職員トイレ  3 0 ㎡  手狭であり、老朽化、破損し

ており、設備の故障が見られ

る。  

適切な規模、維持管理が容易な仕

様の男女別のトイレを各階に設け

る。  
また身障者用のトイレも地上階に設

置する。  
講師控室  2 1 ㎡  事務室部分は 1 5 ㎡であり約

4 名収容だが、訓練期間中は

派遣講師も使用するが、十分

な訓練準備スペースがなく、

またコース拡大に対応できな

い。  

派遣講師の利用も多いため、対象人

員数の自由度を高めるため共有控

室として計画する。  

加工実習室棟  1 0 9 ㎡  加工実習室は手狭で衛生フ

ローや加工機材設置場所が

確保できていない。乾燥エリ

ア（5 4 ㎡）は半屋外で砂の侵

入が見られる。施設には訓練

生の専用の食堂がないため、

実習室の一角には手狭な厨

房があり、実習室は食事スペ

ースとしても利用されてい

る。  

生鮮・加熱加工、選別、梱包、退出入

衛生管理等のフローが実習できる

実習室を設け、乾燥エリアは開閉可

能なスペースを設ける。  
計画訓練生数に見合った衛生管理

が容易な職員、訓練生用の厨房、レ

ストランを設ける。  

コンピューター

室  
2 6 ㎡  加工訓練や講師による訓練

生管理に利用されている。訓

練生数に対し機材、備品スペ

ースが不足し、平面形状が悪

く適切な講義ができない。砂

の侵入がある。  

計画人数に準じたレイアウト、規模

とし、地表面の砂塵の進入の抑制の

ために上階に設置する。実習室から

管理部分を分離し、サーバー室、 I T
管理室を隣室に併設する。  
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既存施設名  面積  課題  施設計画での対応  
訓練生寮室  
 

5 6 ㎡  
+  

4 8 ㎡  
 

2 室  

コンクリート土間の一室空間

で、1 名あたり 1 . 7 ㎡程と手

狭で非衛生的、居住性が悪

い。  

計画収容人数に対し、収納・換気を

備えた少人数ずつの寮室とし、上階

に設置する。また自習室、体育室、

リネン室、専用の共有トイレ・シャワ

ーを設ける。寮は夜間も仕様するこ

とから、他の管理諸室とは明確に分

離して利用できる計画とする。  
機材倉庫  1 8 ㎡  訓練機材を保管しているが、

面積が不十分でコース毎の整

理が困難である。一部の機材

は外部に野ざらしのまま保管

されている。  

訓練機材の整理保管のために、ワー

クショップ毎の機材倉庫、維持管理

用の倉庫等を、整理棚等が設置で

きる規模として複数設ける。  

礼拝室  8 ㎡  約 5 人収容で職員らに利用

されているが、手狭なために

外部の土間などの屋外にあ

ふれる。  

職員用の礼拝室を設ける。実習生用

は屋外や屋根のある空きスペース

や寮室を利用するものとする。  

船外機実習室  2 6 ㎡  延べ 5 0～3 0 0 人が参加する

零細漁業・まき網コースでの

実習が行われる。船大工訓練

用の道具も仮置きされ、手狭

で中央柱があり、実習の安全

や効率性が確保できていな

い。  

網修理、ロープワーク、漁具仕立、

船外機整備の独立したワークショッ

プを設け、それぞれの機材倉庫を設

ける。船外機整備ワークショップに

はテストタンクを設置する。  

講義室  3 2 ㎡  1 室のみであり、既存訓練コ

ース対象人数においても手狭

で、中央柱があり非効率であ

る。  

大講義室、小講義室を設け、新訓練

計画に準じて同時開催コースに対

応した規模として計画する。  

訓練生トイレ  1 8 ㎡  外部にあり手狭でドア等が破

損しており、非衛生的であ

る。また給水等の設備が十分

機能してない。  

衛生管理・メンテナンスが容易な仕

様で、寮に併設した専用の訓練生用

のトイレを建物内に設ける。  

既存施設合計  7 3 0 ㎡  （※上記以外含む合計）   

 

 

（2）  施設全体の基本方針  

現地調査及び先方との協議の結果、施設計画の基本方針を以下のとおりとする。  

◆施設の機能を大別すると下図のとおり 5 種の機能に整理される。計画に当たって

は要請アイテムをこの機能別に整理し、特に機能が類似して共用できる諸室（本部、

支所機能の会議室や訓練室等）は、経済性の観点等からゾーリング・平面構成など

を工夫して共用する方針とする。また機能別に管理が容易な計画とする。  
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図 3-6：計画施設の機能 

部門別の施設基本方針を次表に示す。  

表 3-4：協力対象施設の基本方針と計画内容 

項目  基本方針／計画内容  

1 .  本部管理部門  
本部組織の拡充計画に沿った事務諸室、職員室、書庫及び支所と共

用の会議室を設ける。基本的本部と支所は各々集約して計画する。  

2 .  支所管理部門  
新カリキュラムによる訓練コース及び支所組織の拡充計画に沿った

事務諸室、職員室、講師室、書庫等を集約して設け、会議室は本部と

共有する。  

3 .  訓練・実習部門  

新訓練コースの実施計画に沿った講義室、ワークショップを設け、適

切な訓練機材、設備の配置や保管が可能なスペースや安全に実習が

行える空間を確保する。加工ワークショップについては生産施設の

各種作業フローを実習できるレベルとする。  

4 .  訓練生寮  
零細漁業、まき網の訓練コースを対象とし、計画人数に見合った寮

施設（男性用）及び付帯施設（衛生・生活施設）を設ける。  

5 .  
その他  
共用施設、  
付帯施設  

職員、寮生、訓練生に対する共用施設として、食堂、キッチン、保健

室、礼拝室、身障者用トイレ、守衛室等の必要最小限の共用施設と設

備等の付帯施設を設ける。会議室は本部・支所が共用で利用できる

ものとして、各々の部門から容易にアクセスが出来る位置に設け

る。  
外部からの来訪者を含む大規模な集会、会議、卒業式等のセレモニ

ーのための大会議室を設ける。  

6 .  外構  

屋外での集会、実習のための中庭の舗装、幹部や来客、管理用の駐

車場、ピローグ等大型機材の一時保管スペースを計画する。また汚

水の浄化設備や適所に雨水の浸透設備を設ける。施設保安用の外

塀、門扉の建て替えを行う。  

 

その他全体計画にあたっての計画上の方針を示す。  

 

（3）  サイトアクセス  

CQFMP との協議により、施設へのアクセスは南側の計画道路側にメイン・エン

トランスを設ける。訓練生の海洋・漁業実習等の場外への出入口やサービスのため

の通用口は運用上適切な位置に別途設けることとする。  
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（4）  訓練諸室の集約  

訓練生の講義室・実習室は訓練生や講師の講義間の移動動線の短縮等の利便性に

配慮して可能な限り地上階に集約して配置する方針とする。  

（5）  避難・安全計画  

訓練生寮は就寝を伴う施設があることから、特に避難計画や消防設備にも十分配

慮し、避難動線は 2 方向避難を原則に平面計画を行うと共に、視覚的にも明確な位

置に配置する。  

（6）  バリアフリー  

生鮮加工・加熱加工の訓練生は高齢な女性や身体障害者も受け入れることから、

施設を円滑に利用できるよう極力バリアフリーに努める。現地にはバリアフリーに

関する法基準等が無いため、日本のハートビル法（高齢者、身体障害者等が円滑に

利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律）を参考とした計画とし、必要な

箇所へスロープ、身障者用トイレを設置する方針とする。  

（7）  現地の慣習  

礼拝や接客室・食堂等の施設などは、現地（イスラム）の慣習に配慮し、現地の

類似施設を参考とした規模を計画する。  

 

3 -2 -1-14  機材の設計方針 

（1）  零細漁業実習関連機材  

まき網漁業を含む零細漁業課程は、CQFMP の主要な訓練課程の一つとして位

置づけられており、訓練卒業生がもっとも多い。訓練生は、1 カ月間のベラワクに

おける基礎訓練後、2 カ月間の漁業技術にかかる基礎知識をセンターで学ぶ。零細

まき網漁業コースでは一日交代で訓練生全 60 名の半数は午前・午後ともに海上に

て漁業実習をしており、残り 30 名は施設内で実習・座学を行う。施設内での実習

は午前中に実施され、その際訓練生は 15 名ずつに分かれそれぞれ別の実習室を用

いる。午後は 30 名の訓練生が大講義室にて座学を受ける。なお零細漁業一般コー

スでは海上での漁業実習が午前中で終了するので、海上実習を終えた訓練生 30 名

は残りの 30 名とともに午後は大講義室で座学を行う。  

まき網漁業実習で使用するまき網は、CQFMP で独自に改良されてきた経緯が

あり、完成品を調達することが困難であることから、製作のための資材を供給する。

資材は、約 400m 長の現地型まき網 1 ヶ統を製作するために必要な以下の材料を

含むものとし、完成したまき網は零細まき網漁業コースで実際に使用する。  

・ナイロンラッセル網：身網（まき網の主部分）として使用 

・ナイロン有結網・ポリエチレン有結網：力網及び三角網（まき網の両端部分）

に使用 
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・ポリプロピレンロープ類：浮子と網地の結索に使用 

・ポリエチレンロープ類：沈子と網地の結索や環綱として使用 

・リング：は環綱を通す際のガイドとして使用 

・その他：浮子、沈子、撚糸類  

零細漁業一般コースでは、各種漁網製作／修理、漁具製作、ロープワーク等の実

習が行われており、これら実習を実施するために必要な資材を計画する。  

ナイロン撚糸類は、漁具の仕立ておよび漁網製作で用いられる。漁具の仕立て実

習後、ロープと網地を結んだ撚糸は元の網地とロープに戻すために切断するため都

度消耗する。また、網地製作実習においても編み上げた網地は訓練生に供与するた

め、その都度消耗する。年間 6 コースで実施（零細まき網 3、零細漁業一般 1、沿

岸漁船船長 1、漁具仕立て 1）し、1 コース当たり各撚糸 5 本使用すると年間 30 巻

必要となり、3 年分で 90 巻、余裕を含めて各規格の撚糸 100 巻を計画する。  

ナイロンテグス類は零細まき網漁業、零細漁業一般および沿岸漁船船長コースに

おいて実施される釣漁業訓練で繰り返し使用される。ただし幹縄として使用する直

径 2mm のナイロンテグスを除けば、他のテグスは必要な長さに切って使用するた

め、一定程度消耗する。ここでは 1 コース当たりナイロンテグス 1 巻消耗すること

を想定し、6 巻／年×3 年＝18 巻、余裕をみて 20 巻を計画する。  

ロープ類は、漁網製作実習およびロープワーク等で使用する。漁網製作実習では、

コース終了後に網地とロープを分離して再利用するが、ロープワークでは適当な長

さに切断して使用するため一定程度消耗する。漁具製作実習で繰り返し使用するロ

ープは 2~3 巻程度であり、消耗を考慮して各種 5 巻を計画数量とする。  

網針は、折れたり消失したりする分が 1 コース実施毎に 10 本と想定した場合、

年間 10 本×6 コース＝60 本、3 年で 180 本程度必要となる。使用頻度が高い道具

であることから、余裕をみて 300 本を計画数量とする。  

六角オモリおよび釣針は漁業実習で再利用されるが、一定程度の消失が見込まれ

る。コース実施毎に 50 個程度消失すると、年間 300 個（50 個×6 コース）、3 年

間で 900 個程度必要となり、余裕をみて 1,000 個を計画する。  

また、網の製作／修理時に用いる網針、ロープをほぐすのに用いるスパイキ、切

断用ナイフ等の機材を整備する計画とする。網地類は、漁網製作・補修実習用兼ス

ペアとして、まき網で使用している 4 種類の網地と同じものを各 2 反 計画する。 

沿岸漁船船長コースは、「モ」国政府が木製ピローグからの転換を推進する

DT46 型沿岸漁船の船長を育成するためのコースである。DT46 型沿岸漁船の開発

には、日本の専門家が深く関わっていた経緯があり、搭載されている機器は日本製

（古野電気）が基準となっている。同コースでは、実習室内でこれら機器の取扱訓

練を行うことから、同型のレーダー、GPS ナビゲーター、SSB 無線装置、VHF 無

線装置、カラー魚群探知機、ソナーを計画する。また、エンジンはヤンマー製が搭
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載されてきた経緯から、保守管理実習用のエンジンモデルとして同型のエンジンを

計画する。  

STCW-F に準拠した海上安全訓練を提供するため、救命用発煙筒、避難信号自

動発信器、個人用遭難信号発振器、救命浮き輪、訓練用水消火器、救命いかだ等を

整備する計画とする。救命いかだは、主に零細漁業コース（まき網を含む）の操業

実習時に随伴して訓練生の安全を確保する目的で使用する。さらに水泳訓練時の監

視、落水者や遭難救護訓練などで使用するが、これには沿岸船長コース、零細漁船

船長、漁民再訓練等のコースが含まれる。また、ライフジャケットは、トレーニン

グウェアと同様に訓練生の個人所有物として 1 名に対して 1 個提供する性格のもの

であり、ここでは当面の必要量を個計画する。  

その他、零細漁業に関連する機材として、ハンディ VHF、レーダー反射板、防

水シートおよび漁網洗浄用の高圧洗浄機等を整備する方針とする。  

 

（2）  水産加工実習関連機材  

水産物加工および水産物選別コースの標準的な訓練生受け入れ数は 30 名であり、

これを 2 グループに分けて一方が座学を行う間、他方が実習を行うことから、実習

で使用する機材は 15 名を対象として計画する。なお、流し台、ガス調理台は、建

築設備に含めて計画する。  

保冷槽（500L）は、主に原魚を氷蔵保管するものであり、1 個必要である。保

冷箱（200L および 100L）は、主に実習用原魚を買い付ける際に使用するもので

あり、15 名を 3 グループに分けて利用できるよう数量を計画する。魚箱、魚カゴ、

ステンレストレー等は、訓練生 1 名にそれぞれ 1 個割り当てるものとして計画す

る。包丁等の専有時間長い機材は、1 名に対して大中小各 1 本を使用できるように

整備する。エプロン、長靴および手袋は、消耗品であるが衛生管理教育上の重要な

品目であるため、初期の訓練が円滑に実施できるよう、30 名分整備する。調理鍋

は現地側負担事項とする。  

原魚等の重量物を計量するための台秤（100kg）1 台、材料の小分け、少量計量

などで利用するための台秤（10kg、1kg および 200g）、重量物運搬用のハンドカ

ートおよびパレットカート、塩干品加工のための干し台、ゴミ箱等を計画する。干

し台は、 ILO によりヌアディブで導入された干し台と同様に現地製品を採用する

計画とする。  

燻製品加工のための燻製棚、冷凍保管用のフリーザー、冷蔵生鮮品保管用の冷蔵

庫、練り製品製作用のミンチ機、タコ加工用のぬめり取り機、包装訓練用の真空包

装機及びシーラー、床洗浄のための高圧洗浄機および製氷機は各 1 台整備する計画

とする。「モ」国水産物処理において氷の活用は喫緊の課題であり、CQFMP の

訓練において氷を常時調達できる体制を整備する必要があり、ヌアディブ支所にお
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いても配備されていることから、同等の日産 300kg 程度の製氷機を整備する計画

とする。  

 

（3）  船外機及び船外機実習関連機材  

零細漁業コースで使用するまき網実習用ピローグは、60 馬力船外機 2 基を搭載

して操業する。既存の 60 馬力船外機はすでに 5 年の耐用年数を超えているものも

あり、刷新が緊急の課題となっていることから、保守整備のための時間を考慮して

2 セット（4 基）を整備する計画とする。船外機は、メカニック育成のための船外

機修理コースについても利用する。エンジンは、「モ」国で現在主流の 2 サイクル

エンジンとし、一定量の予備部品を含むものとする。  

他方、船外機修理コースの標準的な訓練生受け入れ人数は 15 名であることから、

1 組 5 名のグループで訓練が受けられるように 3 セット分の教材を整備する計画と

する。整備する内容は、分解・整備訓練用の 2 サイクル 15 馬力および 40 馬力船

外機、船外機用特殊工具類、一般手工具類とする。グループ間で共用可能なエアコ

ンプレッサー、ボール盤、パーツ・クリーナー等は各 1 台として計画する。なお、

排気ガスによる環境負荷低減のために 2 サイクルエンジンの使用を禁止する国が増

えてきており、この流れがいずれ「モ」国に波及してくることは必至であることか

ら、4 サイクルエンジン船外機の整備技術訓練を取り込む必要があり、訓練モジュ

ールに含まれている。4 サイクルエンジンは自動車で使用されており、修理技術の

習得は就職先の裾野を広げることに寄与すると考えられることから、4 サイクル

15 馬力および 40 馬力船外機を整備する計画とする。  

「モ」国の零細漁業で用いられる船外機の大部分はヤマハ社製船外機であり、同

社製船外機を用いた訓練の実施が望まれていること、ならびに現地における船外機

スペアパーツ類入手の容易性を考慮すると、実質的に選択肢は同社一社に絞られる。

同社はヌアクショットに販売代理店を有していることから、継続的なスペアパーツ

類の入手の便を考慮して、一般的な工具類を除き、原則として現地調達機材として

計画する。  

 

（4）  船大工実習関連機材  

「モ」国南部の零細漁業で一般的に使用される木製ピローグの製作・修理訓練に

加え、ヌアディブの零細漁業で使用される FRP 製ピローグの修理訓練に必要な機

材として、丸ノコ、ジグソー、ディスクサンダー、カンナ、ドリル等の電動工具、

ノコギリ、ノミ、ハンマー、釘抜き等の手工具類を整備する。船大工関連カリキュ

ラムの標準的な訓練生受け入れ人数は 15 名程度であり、これを 2 グループに分け

て、各グループで 1 つの工具を利用できるように計画する。これとは利用状況の異

なる高速切断機およびエアコンプレッサーは各 1 台として計画する。防塵マスク、



 

3-21 

軍手等の消耗品は、初期の訓練実施に必要な分のみ対象とする。  

 

（5）  サーバー及びコンピューター実習関連機材  

水産物加工、選別、零細漁船船長等のカリキュラムには、データ処理を習得する

ためのコンピューター実習が含まれていることから、これらカリキュラムの標準的

な対象人数である 20 名と講師 1 名に対し、各 1 台、計 21 台のデスクトップ型コ

ンピューターを整備する。また、CQFMP のデータ管理を担うサーバー、広報用

パンフレットや教材等を作成するための PC、プリンター類、複写機、ネットワー

ク機器等を併せて整備する計画とする。これら機器の一部は、使用にあたって定期

的な保守管理や消耗品の調達を要することから、原則として現地調達として整備す

る計画とする。  

 

（6）  保健室機材  

訓練生の救護を目的として、診察台、休息用ベッド等を計画する。また、零細漁

業関連の訓練候補生は健康であることが唯一条件付けられており、入所前の身体測

定が不可欠であることから、身長計および体重計を整備する。さらに、救護訓練の

一環として、心肺蘇生訓練用のマネキンおよび模擬 AED を整備する計画とする。  

 

（7）  什器・家具  

什器・家具類のうち、事務管理諸室用の什器・家具類、訓練生寮のベッド、リネ

ン類は「モ」国側の負担事項とし、本プロジェクトにおいては、訓練機能に関わる

諸室（講義室、ワークショップ、食堂、宿泊室等）および会議室に必要な机・椅子、

テーブル、戸棚等を各室の利用形態および収容人数等を踏まえて計画する。  

 

（8）  講義室・会議室用機材  

本機材は、講義および会議で使用するための機器で構成される。2 ヶ月間という

短期間に、訓練生に海洋環境や漁業に関する一般知識を学習させるためには、視聴

覚教材を利用することが有効である。講義で用いるためのビデオ教材はあるものの、

機器がないためにまったく活用されていないのが現状であることから、ビデオプロ

ジェクター等の視聴覚機材を整備する必要がある。また会議室は、国際機関やドナ

ー等との会議が頻繁に行われていることを考慮し、リモート会議に対応するための

カメラシステム、モニター等の機器を整備する計画とする。  

 

（9）  マイクロバス  

CQFMP の訓練生は、ベラワクにおける 1 ヶ月間の基礎訓練修了後、ヌアディ

ブ、ベラワク、PK28、PK144 の各訓練支所に移動する。さらに、各訓練支所に
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おける 2 ヶ月間の技術訓練修了後、現場実習のために漁村に移動し、現場実習修了

後はヌアクショット本部に集合して解散となる。この際の訓練生の移動手段として

トラックが利用されているが、荷台に乗り込んでの悪路走行のため安全性に欠けて

いる。このため、30 人乗り程度のマイクロバスによる移動手段の確保が必要であ

る。マイクロバスは、CQFMP だけではなく、ACNAV 傘下の ISSM、ESO 等で

も利用される計画である。  

 

（10）  厨房用機材  

厨房用機材は、訓練生への食事提供のために不可欠であり、厨房での作業動線、

配置計画、給排水設備等を考慮して機材仕様を決定する必要があることから、建築

設備に含めて計画する。  

 

3-2-2   基本計画  

3-2-2-1   敷地・施設配置計画 

本計画は上述の通り本部、支所、訓練・実習、宿泊、その他付帯機能の 5 種類の

機能から構成される。これらの機能を施設の規模、サイトの条件と敷地面積の制約

から以下のとおり比較検討した結果、機能別に棟を分けず複層と集約化による

「機能集約型」の施設構成・配置案が最適と考えられる。  

 

 

図 3-7：機能別施設の構成・施設配置の検討 
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機能集約型施設として、具体的には以下の事項に留意して計画する。  

◆施設へのアクセスや平面動線を機能別に明確に分離したゾーニングを前提に、敷

地内空地の確保、避難階段や設備系統の共有、施設管理の面でも共通化を図り、効

率化と工事費、維持管理費用の削減を目指す。  

◆施設の複層化により敷地内の空地を広く確保することによって、屋外実習場や大

型機材の保管場所及び内部車輌動線・駐車場の確保が可能である。また訓練生は訓

練期間中、外出を厳格に制限されるため、屋外のコミュニケーション空間を創出す

ることが出来る。敷地内空地は、安全・衛生の観点から避難・消防動線、通風や屋

外設備スペースも同時に計画する。  

 

◆訓練生の講義室・実習室は施設全体の基本方針に従い地上階に集約して配置する。

精密機械を扱うコンピューター室、無線実習室などは常時砂の堆積がある地表面か

らの飛砂の流入を出来るだけ避けるため上階に計画する。  

 

◆施設計画の基本方針に沿って南側の計画道側にメイン・エントランスを計画する。

また海上・漁業実習時などの訓練生のアクセス、大型機材の搬入のために北側にも

サブ・エントランスを設ける。その他厨房のバックヤードへの食材等の搬入のため

東側にも通用口を設ける計画とした。  

 

◆建屋は H 字型形状としメイン・エントランス側に駐車場や屋外実習エリア、集

会スペース機能のある中庭空地を設ける。また後方にも設備関連施設や大型機材保

管エリアのためのスペースを設ける。  

 

◆敷地内の駐車施設はメイン・エントランスから構内道路を設け最小規模の駐車場

を配置する。上級幹部用に 4 台、施設を利用する来客用に 3 台、身体障害者用の駐

車場 1 台の合計 8 台の駐車場を整備する計画とした。なお、ヌアクショット市中の

幹線道路は道路に沿ってパーキングロットを付帯することが通例であるため、前面

の計画道路が整備された場合はメイン・エントランスを挟み計画道路沿いに同様の

駐車場（接道長さから 14～15 台程度）の整備を想定した。  
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図 3-8：CQFMP 施設の配置計画案 
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3 -2-2-2  外構施設 

施設と訓練機材の維持管理や屋外での集会、実習に利用される外構施設を設け

る必要がある。また外塀は保安上現地で必須となるが、既存の塀は基礎が浅く構

造的に脆弱であるため建て替えが必要である。  

 

表 3-5：外構計画の概要 

施 設  摘 要  
屋外集合エリア  式典、集会、避難等  
大型機材保管エリア  実習用ピローグ、漁網等の一時保管スペース  
エンジンテストタンク  船外機試運転用コンクリート製  
花壇・縁石等  植栽 (「モ」国側整備 )、雨水浸透を兼ねる  
旗掲揚台  旗竿 3、援助銘板設置  

外塀・門扉  
保安用ブロック壁 ( H 2 . 8 m、北・東・南の 3 面）、出入

口門扉 3 カ所（隣地境界塀は既存のまま）  
駐車場  職員、来訪者用 8 台分  
浄化槽・浸透エリア・集水桝等  汚水、雨水排水用  

外構設備等  
受 水 槽 、 キ ッ チ ン ・ 加 工 実 習 排 水 用 グ リ ー ス ト ラ ッ

プ、照明等  
海上実習用シャワースペース  訓練生の海上実習時の更衣・シャワー設備  

 

 

3-2-2-3  ゾーニング・動線計画 

 

◆方針に従って機能集約型の複層案とし、平面計画によって各機能別に明確な分離

と機能間の連携をはかる事を基軸にゾーニング・動線計画とする。  

◆内部の主動線は中庭側に開放した片廊下を配置して各諸室にアクセスする。  

◆本部、支所、訓練生寮は機能別に区画が可能となるように、共用廊下の適所に建

具を用い各々が独立区画できる平面計画とした。  

◆寮室は開放廊下に面した明快な同平面の二層とする。就寝を伴うことから特に火

災等の災害に対応して、視認性の高い階段を寮室両翼に設置し、二方向避難が可能

な避難路を設ける計画とする。  

 

次図に階層別のゾーニング図を示す。  
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図 3-9：機能別の施設ゾーニング図 

 

 

3-2-2-4  計画諸室の設定 

講義室、ワークショップ、実習室等は前項の本調査で定めた中期的な訓練計画の

内容に従った規模とし、本部及び支所の管理部門については、幹部、一般職員別の

職員数により規模を計画する。幹部は現状の通り個室とし一般職員の場合は共用事

務室として計画する。また訓練生寮および共用諸室は年間を通した訓練計画で諸室

数・規模を設定する。  



 

3-27 

訓練実習部門については、各訓練コースの必要な室は下表のとおりである。零細

漁業ワークショップ（漁具、漁網、ロープ、船外機）については、各コースの講師、

スケジュール、使用機材が異なることから、それぞれ分離して設けたい CQFMP

の意向が確認されており、これらのワークショップの一体的利用や可変性は求めら

れていないことから、独立した室として計画する。  

表 3-6：訓練コースと必要施設の検討 

 訓練コース  
年間  

開催数  
作業  
日数  

訓練  
人数 /回  

必要施設  

1  零細まき網漁業  3  6 0  6 0  ロープ W S、漁網 W S、漁具 W S、

船外機 W S、大講義室、訓練生寮  2  零細漁業一般  1  6 0  6 0  

3  沿岸漁船船長  1  2 7 0  2 0  
ロープ W S、漁網 W S、漁具 W S、

船外機 W S、無線 W S、大講義室、

小講義室  

4  水産物加工  3  3 0  3 0  大講義室、小講義室、生鮮・加熱加

工 W S、干場、コンピューター室  5  水産物選別  3  3 0  3 0  

6  船大工 -木製  1  3 0  1 5  船外機 W S、小講義室  

7  船修理 -ポリエステル製  1  3 0  1 5  船外機 W S、小講義室  

8  船外機修理  1  4 5  1 5  船外機 W S、小講義室  

9  零細漁業船長  1  9 0  2 0  
ロープ W S、漁網 W S、漁具 W S、

船外機 W S、大講義室、小講義室  

1 0  漁具仕立て  1  3 0  2 0  
ロープ W S、漁網 W S、漁具 W S、

小講義室  

11  漁業者再訓練  不定期  3  
2 0～

5 0  
大講義室、小講義室、保健室  

1 2  訓練指導者研修  不定期  3～3 3  
2 0～

5 0  
大講義室、小講義室、  
各対象コース W S  

WS:実習室(ワークショップ)  

3-2-2-5  主要諸室の概要と諸室規模の検討 

主要諸室の利用形態、諸室の計画員数と現地類似施設や国内の事例から想定した

規模を下表のとおり検討した。  

表 3-7：主要諸室の概要と所用規模の検討 

室名  室

数  
利用形態  計画人

数等  
類似施設規模  計画面積

（m 2 ）  
【本部管理部門】       

局長室  1  

応接スペース、小会議スペ

ー ス 、 ト イ レ ・ ミ ニ キ ッ チ

ン ・ 書 庫 付 ,  防 犯 カ メ ラ モ

ニター設置  

1  
* 1：①＋④+⑥+⑨  
= 8 8～1 0 2 ㎡  

9 2 . 1 6  

秘書室  1  
秘 書事 務 机 、 書 棚・ 事 務機

器・打合せスペース  
1  

* 1：②＋⑧  
= 1 9～２４㎡  

2 4 . 5 0  

待合室  1  来訪者用 1 0～1 5 名収容  1 0 - 1 5  
* 1：⑯  
= 1 5～3 0 ㎡  

2 2．5 4  

接客室  1  
出 資 組 織 、 受 入 団 体 と の

協議  
3 0 - 4 0  

* 1：⑮  
= 3 6～4 5 ㎡  

3 4 . 3 0  

庶務室 - 1  1  
本 部 付 け 庶 務 担 当 者 作

業・控室  
1  * 1 及び什器設置寸法  1 8 . 2 0  

書庫  1  
訓 練 資 料 書 庫 、 閲 覧 ス ペ

ースを含む、職員利用  
-   1 6 . 7 4  
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室名  室

数  
利用形態  計画人

数等  
類似施設規模  計画面積

（m 2 ）  

副局長室  1  
副 局 長 執 務 、 応 接 ス ペ ー

ス、トイレ付  
1  

* 1：②＋⑥+⑧＋⑨  
= 3 5～4 1 ㎡  

3 6．8 6  

訓練管理室  1  

訓 練 管 理 責 任 者 事 務 、 受

入 団 体 と の 協 議 、 各 支 所

の 訓 練 備 品 な ど 調 整 ・ 調

達業務、外注管理等  

1  
* 1：②＋⑧  
= 1 9～2 4 ㎡  

1 5 . 8 7  

訓練計画室  1  

訓 練 計 画 責 任 者 事 務 、 訓

練出資組織・海事アカデミ

ー と の 協 議 、 各 支 所 の 訓

練カリキュラム計画管理  

1  
* 1：②＋⑧  
= 1 9～2 4 ㎡  

1 5 . 8 2  

会計室  1  
会 計 責 任 者 事 務 、 海 事 ア

カ デ ミ ー 会 計 担 当 と の 作

業  
1  

* 1：②＋⑧  
= 1 9～2 4 ㎡  

1 6 . 1 0  

主任講師室  1  
主 任 講 師 事 務 、 講 師 間 打

合せ  
1  

* 1：②＋⑧  
= 1 9～2 4 ㎡  

1 6 . 1 0  

人事課長室  1  
人 事 課 長 事 務 室 、 O J T 受

け入れ先との連絡業務（加

工女性コースなど）  
1  

* 1：②  
= 1 5～2 0 ㎡  

1 0 . 5 0  

寮監室  1  
訓 練 生 管 理 要 員 事 務 、 調

達業務等、給食管理  
1  

* 1：②  
= 1 5～2 0 ㎡  

1 0 . 5 0  

本 部 職 員 室 （ 共

用）  
1  

各 支 所 か ら の 出 張 職 員 を

含め 1 5 名収容  
1 5  

* 1：1 . 8 - 2 . 5 m 2 ／人  
= 2 7～3 7 . 5 ㎡  

3 5．7 0  

I T 管理室  1  
I T 管 理 責 任 者 事 務 室 、 各

支所でのイベントの外部宣

伝など広報関連資料作成  
1  * 1 及び什器設置寸法  1 3 . 6 0  

サーバー室  1  
サ ー バ ー ・ ネ ッ ト ワ ー ク 機

器収容  
1  * 1 及び什器設置寸法  1 0 . 2 0  

【支所管理部門】       

支所長室  1  

応接スペース、小会議スペ

ー ス 、 ト イ レ ・ ミ ニ キ ッ チ

ン ・ 書 庫 付 、 支 所 で の 訓 練

備品調達・維持・管理等  

1  
* 1：①＋⑥+⑧+⑨  
= 5 0～6 1 ㎡  

5 7 . 4 0  

副支所長室  1  

応接スペース、小会議スペ

ー ス 、 ト イ レ ・ ミ ニ キ ッ チ

ン ・ 書 庫 付  支 所 で の 訓 練

備 品 調 達 ・ 維 持 ・ 管 理 等 、

寮生窓口  

1  
* 1：②＋⑥+⑧+⑨  
= 3 5～4 1 ㎡  

3 5 . 0 0  

訓練長室  1  

応接スペース、小会議スペ

ー ス 、 ト イ レ ・ ミ ニ キ ッ チ

ン ・ 書 庫 付 、 日 常 的 な 訓 練

カ リ キ ュ ラ ム の 調 整 、 支 所

訓練生の管理窓口  

1  
* 1：②＋⑧  
= 1 9～2 4 ㎡  

2 0 . 3 0  

図書閲覧室  1  
管 理 書 類 書 庫 、 閲 覧 ス ペ

ー ス を 含 む 、 講 師 ・ 訓 練 生

も利用  
-  * 1 及び什器設置寸法  1 4 . 0 0  

庶務室 - 2  1  
支 所 付 け 庶 務 担 当 者 作

業・控室  
1  * 1 及び什器設置寸法  9 . 0 0  

訓練生管理室  1  
訓 練 生 管 理 、 セ ン タ ー 施

設・機材維持管理  
1  

* 1：②＋⑧  
= 1 9～2 4 ㎡  

1 6 . 2 0  

支所職員室  １  
各 支 所 か ら の 出 張 職 員 を

含め 1 5 名収容、  
1 5  

* 1：1 . 8 - 2 . 5 m 2 ／人  
= 2 7～3 7 . 5 ㎡  

3 4 . 0 6  

講師室  1  
講 義 ・ 実 習 準 備 、 事 務 、 控

室  
1 2 - 1 5  

* 1：1 . 8 - 2 . 5 m 2 ／人  
＋⑧  
= 2 5 . 6～4 1 . 5 ㎡  

3 5 . 0 0  
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室名  室

数  
利用形態  計画人

数等  
類似施設規模  計画面積

（m 2 ）  

就労支援室  1  
訓練生の就労相談・フォロ

ーアップ、広報活動  
1  

* 1：②＋⑧  
= 1 9～2 4 ㎡  

2 5 . 2 0  

【訓練実習部門】       

大講義室  1  6 0 名収容、座学用  6 0  
* 1：⑪  
= 6 0～9 0 ㎡  

8 7 . 6 8  

講義室（小）  2  2 0 名収容、座学用  2 0  
* 1：⑩  
= 2 4～4 4 ㎡  

6 8 . 4 7  
( 3 4 . 3 9 )  

ワークショップ  
(船外機 )  

1  船外機実習・  2 0  
* 1：⑫  
= 3 6～6 0 ㎡  

5 2 . 2 0  

ワークショップ  
(ロープワーク )  

1  ロープワーク実習  2 0  
* 1：⑫  
= 3 6～6 0 ㎡  

3 6 . 8 6  

ワークショップ  
(漁網 )  

1  漁網製作実習・  2 0  
* 1：⑫  
= 3 6～6 0 ㎡  

3 6 . 0 3  

ワークショップ  
(漁具・船大工 )  

1  その他漁具製作実習  2 0  
* 1：⑫  
= 3 6～6 0 ㎡  

3 5 . 0 0  

生鮮加工室  1  加工・流通実習  3 0  
* 1：⑫  
= 5 4～9 0 ㎡  

6 0 . 2 0  

加熱加工室  1  製品梱包室付き  3 0  
* 1：⑫  
= 3 6～6 0 ㎡  

3 8 . 5 0  

コ ン ピ ュ ー タ ー

室  
1  2 0 名収容、  2 0  

* 1：⑫  
= 3 6～6 0 ㎡  

7 0 . 4 8  

無線実習室  1  
無 線 ・ レ ー ダ ー ・ サ ウ ン ダ

ー設備、機材倉庫付き  
2 0  

* 1：⑫  
= 3 6～6 0 ㎡  

4 6 . 2 0  

【訓練生寮】       

訓練生寮  1 4  
5 6 人～8 4 人収容、居室部

分  
4 - 6  

* 3：4 . 9 m 2 ／人  
= 1 9 . 6～2 9 . 4 ㎡  

4 8 9 . 5 1  
( 3 5 . 0 0 )  

屋内体育室  1  自主トレーニング用  3 0  
* 3：1 . 8 - 2 . 5 m 2 ／人  
= 5 4～7 5 ㎡  

7 1 . 4 0  

自習室  1  カウンター設置  2 0  
* 1：⑩  
= 2 4～4 4 ㎡  

3 7 . 1 0  

洗 面 ・ シ ャ ワ ー ・

トイレ  
2  寮生、訓練生用 2 カ所  -  * 1 及び機器設置寸法  7 8 . 2 9  

リネン室 1 . 2  2  訓練生寮リネン・備品保管  -  * 1 及び什器設置寸法  11 . 5 2  

洗濯室  1  
リネン・加工訓練資材等洗

濯用  
-  * 1 及び機器設置寸法  6 . 3 0  

サ ー ビ ス バ ル コ

ニー  
1  

屋 根 付 屋 外 ス ペ ー ス と す

る。洗濯物干等  
-  -  3 4 . 3 0  

【その他共用施設、付帯施設】     

訓練生食堂  1  訓練生利用  8 0 - 1 0 0  
* 1：1 . 2 - 1 . 5 m 2 ／人  
= 9 6～1 5 0 ㎡  

9 5 . 6 6  

職員食堂  1  講師、幹部・一般職員利用  2 0  
* 1：1 . 2 - 1 . 5 m 2 ／人  
= 2 4～3 0 ㎡  

3 9 . 2 0  

キッチン  １  
厨房機器配置、キッチン職

員 控 室 、 パ ン ト リ ー を 設 け

る  
4 - 5  

* 1：食堂の 3 0 - 4 0 %  
= 4 3 . 6～5 8 . 2 ㎡  

7 5 . 5 7  

保健室  1  
常駐職員 1 名、機材倉庫付

き  
健康診断等実施  

1  * 1：3 5～4 5 ㎡  4 0 . 5 0  

大会議室・  
研修室  

1  
外 部 訓 練 利 用 含 む 。 本 部 ・

支 所共 用 利 用 、入 学 ・ 卒 業

式等実施  

1 0 0 -
1 2 0  

* 1：⑬  
= 1 2 0～2 0 4 ㎡  

1 8 7 . 8 6  

会議室  1  本部・支所共用利用  4 0 - 5 0  
* 1：⑭  
= 7 2～1 2 5 ㎡  

8 4 . 0 0  
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室名  室

数  
利用形態  計画人

数等  
類似施設規模  計画面積

（m 2 ）  

礼拝室  1  講師、幹部・一般職員利用  2 0 - 2 5  
* 1：1 . 2 - 1 . 5 m 2 ／人  
= 2 4～3 7 . 5 ㎡  

3 6 . 4 0  

守衛室  1  
守 衛 ( 昼 夜 交 代 ) 、 警 報 ・ 警

備カメラモニター管理  
 * 1 及び什器設置寸法  2 1 . 7 0  

トイレ  5  
男 女 別 各 階 ４ カ 所 及 び 身

障者用 1 カ所  
 * 1 及び機器設置寸法  11 9 . 0 3  

ガ ス タ ン ク 置 場
1 , 2  

2  キッチン・加工室用   タンク設置寸法  7 . 8 0  

電気室  1  分電盤・トランス設置   機器設置寸法  3 5 . 7 0  

ピロティ  1  
発 電 機 置 場 、 保 守 管 理 ス

ペース  
  3 4 . 3 0  

階段室 1～4  4  
避難経路、本部、支所受付

スペースを兼ねる  
  1 2 4 . 8 0  

消火充水槽 (補給

水槽 )置場  
 

1  
階 段 室 塔 屋 を 利 用 ( 屋 上

階 )  
 機器設置寸法  1 4 . 1 4  

貯水槽  1  地下水槽    1 5 . 8 6  
* 1：C Q F M P 既存施設及びヌアクショット支所、国立ヌアクショット公衆衛生学校、ヌアディブ海技

学校等の以下諸室参考とした。  
①幹部個室（上級）：3 0 - 4 0 m 2 、 ②幹部個室（一般）：1 5 - 2 0 m 2  
③会 議 室 （2 - 8 人 ） ：2 0 m 2 、  ④* 1 - 4 会 議 室 （9 - 1 8 人 ） ：4 2 - 4 5 m 2 、  ⑤会 議 室 （1 9 - 3 2 人 ） ：6 4 -
7 3 m 2 、  
⑥応接（6 人）：1 5 m 2 、 ⑦応接（4 人）：9 m 2 、 ⑧打ち合わせスペース（4 人）：4 m 2  
⑨幹部室付属便所・洗面付：4 - 5 m 2  
⑩講義室・教室（座学 : 2 0 - 3 0 人規模）：1 . 2 - 2 . 2 m 2 ／人、 ⑪講義室・教室（座学 : 3 0 - 6 0 人規模）：

1 . 0 - 1 . 5 m 2 ／人  
⑫実 習 室 （ ワ ー ク シ ョ ッ プ 等 ） ：1 . 8 - 3 . 0 m 2 ／ 人  ⑬講 堂 ・ 大 教 室 等 （1 0 0 - 1 5 0 名 収 容 規 模 ） ：1 . 2 -
1 . 7 m 2 ／人  
⑭大会議室（4 0 - 8 0 名収容規模）：1 . 8 - 2 . 5 m 2 ／人 ⑮接客・ラウンジ等：1 . 2 - 1 . 5 m 2 ／人 ⑯待合

室等：1 . 5 - 2 . 0 m 2 ／人  
* 2：「建築設計資料集成」（日本建築学会編）を参考、 * 3：日本の基準、 * 4：日本の事例  

 

3-2-2-6  平面計画 

平面計画は前項の利用形態、諸室の計画員数から現地類似施設や国内の事例から

想定した規模を目安に経済的な柱スパンに合致させた上、人の動きや使い勝手、各

室の特性を考慮し収容する家具、什器及び機材を配置して計画した。以下に主要諸

室の平面計画と各室の利用概要を示す。  

 

（1）  本部・支所管理部門  

本部及び支所の管理部門諸室について、以下のとおり計画する。  

 

1）  上級幹部室【局長室、支所長室】  

局長は 7 支所全てを統括する役職である。既存施設では日々の事務業務、幹部会

議、来客対応等の内業は局長室及び隣接する小規模な会議室で行われている。既存

の局長室は 43 ㎡で隣接して秘書室、会議室、湯沸かしスペース、専用トイレがあ
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る。什器は局長デスクの他、キャビネット収納があるが、膨大な資料や書類は収納

に収まらず明らかに不足していることや、応接等含めた執務面積が狭いため、多人

数の来客の対応等が出来ず、効率的な適切な広さの事務空間の構築が望まれている。

従って現在の業務形態を踏襲しつつ、より効率的な執務空間を計画する。  

計画する局長室は、局長デスクの横に応接スペースを配置して少人数の来客に対

応し、日々の幹部との打合せや多人数の来客の対応のために小会議・打合せを行う

ための会議スペース（10 名程度）を室内に取り込み、多忙な局長の業務の効率を

高める計画とする。  

 

「モ」国では幹部（局長、副局長等）の執務室には専用のトイレ・洗面等を設け

ることが通例となっているため、本計画でも本部・支所の上級幹部室にはこれらを

設置することを踏襲する。従って局長室には専用のトイレ・洗面と大量の書類の整

理のための専用の書庫を併設させる。また局長室と接続した秘書室及び来客や連続

して行う会議のための待合室を設ける計画とした。  

 

 
室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

局長室  9 2 . 2 ㎡  1  
監視カメラモニター（設備工事）  

※机、椅子、応接セット、会議テーブル・椅子、  
書棚・収納家具等【※家具類は「モ」国側負担】  

図 3-10：局長室の平面と計画内容 

 

支所長室も同様な業務を行う事から、デスクの前に応接スペース、小会議・打合

せを行う会議スペース（8 名程度）を室内に取り込み、専用のトイレ・洗面及び書

庫を併設させる計画とした。  
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室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

支所長室  5 7 . 7 ㎡  1  
※机、椅子、応接セット、会議テーブル・椅子、  
書棚・収納家具等【※家具類は「モ」国側負担】  

図 3-11：支所長室の平面と計画内容 

 

2）  幹部室【副局長室、副支所長室】  

局長、支所長を補佐する副局長及び副支所長室は職員間の少人数の打合せや来客

が想定されるため、これらのスペースを確保した計画とする。また現地の通例に倣

い幹部室には専用のトイレ・洗面を併設する。  

 

（本部）副局長室                副支所長室  

室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等 

副局長室  3 6 . 9 ㎡  1  ※机、椅子、応接セット、打合せテーブル・椅子、 

書棚・収納家具等【※家具類は「モ」国側負担】 副支所長室  3 5 . 0 ㎡  1  

図 3-12：幹部諸室の平面と計画内容 
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3）  個室事務室（大）【訓練管理室、会計室、訓練長室  等】  

副局長、副支局長直下の部長クラスの事務室は、現地の通例に従い個室として計画

する。部長クラスも職員間の打合せが頻繁に行われているため、4 名程度の小規模

な打合せスペースを計画する。また訓練長室には外部で行う訓練、集会用に放送設

備のアンプを設置する。  

 

訓練管理室             訓練生管理室      

室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  
訓練管理室  1 5 . 9 ㎡  1  

※机、椅子、打合せテーブル・椅子、  
書棚・収納家具等【※家具類は「モ」国側負担】  

訓練計画室  1 5 . 8 ㎡  1  
会計室  1 6 . 1 ㎡  1  

主任講師室  1 6 . 1 ㎡  1  
訓練生管理室  1 6 . 2 ㎡  1  

訓練長室  2 0 . 3 ㎡  1  
放送設備アンプ（設備工事）  

※机、椅子、打合せテーブル・椅子、  
書棚・収納家具等【※家具類は「モ」国側負担】  

図 3-13：個室事務室（大）の平面と計画内容 

 

4）  個室事務室（小）【人事課長室、寮監室】  

課長クラスの事務室までは既存施設や現地の通例に従い個室とした。椅子・机、

書棚等を配置し既存施設や類似施設に倣った規模として計画する。  

 
    寮監室 

室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等 

人事課長室  1 0 . 5 ㎡  1  ※机、椅子、書棚・収納家具等 

【※家具類は「モ」国側負担】 寮監室  1 0 . 5 ㎡  1  

図 3-14：個室事務室（小）の平面と計画内容 
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5）  共用職員室（本部職員室、支所職員室）  

本部職員用及び支所の職員用の事務室を各々15 名対応として計画する。常勤で

ない支所間の出張職員や組織改編等による職員数の増減にもフレキシブルに対応で

きるように職員室は共用の執務室として計画する。  

 

本部職員室 

 

室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  
本部職員室  3 5 . 7 ㎡  1  ※机・椅子（1 5 名+予備席）、書棚・収納家具等  

【※家具類は「モ」国側負担】  支所職員室  3 4 . 6 ㎡  1  

図 3-15：共用職員室の平面と計画内容 

 

 

（2）  訓練実習部門  

訓練実習部門の諸室は、前述の訓練計画の項で示した講義室、実習室、ワークシ

ョップについて以下のとおり計画する。  

 

1）  大講義室  

座学を行う既存の講義室は 1 室しかなく手狭で訓練計画上支障が出ている。計画

の訓練コースの座学を行うため、大小の講義室を計画する。  

大講義室は主に「零細まき網漁業」「零細漁業一般」の各訓練コースの 60 名が一

斉受講できる規模の講義室を 1 室計画する。  

講義室の収容家具は可動式の 2 人掛け机を連結して配置する。その他講義に必要

な教壇、教卓、黒板を据え付ける計画とした。黒板は CQFMP 側の希望により既

存施設でも利用しているチョークボードとする。  
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室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

大講義室  8 7 . 7 ㎡  1  
受講机（2 人用）、椅子、  

教壇、教卓、黒板（チョークボード）  

図 3-16：大講義室の平面と計画内容 

 

2）  講義室（小）  

講義室（小）は訓練コースの要員、スケジュールに合わせ 20 人規模の講義室を

2 室計画する。  

講義室（小）の収容家具は可動式の 3 人掛け机を配置する。その他講義に必要な

教卓、黒板（チョークボード）を据え付ける計画とした。  

 

室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

講義室 - 1、2  3 4 . 3 ㎡  2  
受講机（3 人用）、椅子、  

教卓、黒板（チョークボード）  

図 3-17：講義室（小）の平面と計画内容 

 

3）  ワークショップ (船外機 )  

船外機修理コースの訓練生（15 名）が訓練期間中の大部分、連続して利用され

る実習室として計画する。ここでは、船外機の仕組みや日常のメンテナンスを習得
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するため、実機を用い修理・組立て実習が行われている。ワークショップ外部には

船外機の運転試験を行うテストタンクを設ける。  

またワークショップに接続して実習機材・工具等の保管を目的とした倉庫を併設

した計画とする。  

 

 
室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

ワークショップ  
（船外機）  

5 2 . 2 ㎡  1  
作業台（4）、黒板（チョークボード）  

船外機、船外機スタンド、工具類、パーツ等  
船外機テストタンク（外部・建築工事）  

船外機倉庫  1 4 . 0 ㎡  1  木製造作棚（建築工事）  

図 3-18：ワークショップ(船外機)及び船外機倉庫の平面と計画内容 

 

4）  ワークショップ (ロープワーク )  

主に零細まき網漁業／零細漁業一般コースの訓練生が実習グループ 15 人程度に

分かれてロープワークの実習で利用される。壁面には実習用のパイプを取り付ける。

また、ロープなどの実習機材を保管する倉庫をワークショップエリアに計画する。  
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室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

ワークショップ  
(ロープワーク )  

3 6 . 9 ㎡  1  
作業台（2）、角椅子（2 0）、教卓、黒板（チョークボ

ード）  
実習用鋼製パイプ（建築工事）  

ロープワーク機材倉

庫  
8 . 8 ㎡  1  木製造作棚（建築工事）  

図 3-19：ワークショップ(ロープワーク)の平面と計画内容 

 

5）  ワークショップ (漁網 )  

主に零細まき網漁業／零細漁業一般コースの訓練生が実習グループ 15 人程度に

分かれてまき網などの仕組みや日常の網修理の習得のため、製網などの実習で利用

される。  

 

 
室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

ワークショップ  
(漁網 )  

3 6 . 0 ㎡  1  
作業台（2）、角椅子（2 0）、教卓、黒板（チョークボ

ード）  
漁網倉庫  1 7 . 5 ㎡  1  木製造作棚（建築工事）  

図 3-20：ワークショップ(漁網)及び漁網倉庫の平面と計画内容 

 

6）  ワークショップ (漁具・船大工 )  

零細まき網漁業／零細漁業一般コース及び船大工 -木製、船修理 -ポリエステル製

（FRP）のコース訓練生が実習グループ 15 人程度に分かれて、漁具の知識、木造

船、FRP 船体の日常のメンテナンスを習得するため、修理の基本的な技術実習が

行われている。船大工コースではまき網木造船の精巧な模型製作等も行われている。

従ってワークショップより中庭側前面に大型模型の制作などを行う屋外実習エリア

を設ける。  

またワークショップに接続して漁具や実習で使う工具・塗料などの保管を目的と

した倉庫を併設した計画とする。  
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室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  
ワークショップ  
(漁具・船大工 )  

3 5 . 0 ㎡  1  
作業台（2）、角椅子（2 0）  

教卓、黒板（チョークボード）  
漁具／工具倉庫  8 . 8 ㎡  1  木製造作棚（建築工事）  

図 3-21：ワークショップ(漁具・船大工)の平面と計画内容 

 

7）  生鮮加工室・加熱加工室  

水産物加工、水産物選別コースの各 30 人が 2 グループ 15 人程度に分かれて実

習を行う。実習は水産物の加熱加工と生鮮加工別に行われるため、この 2 つの加工

室は用途別に計画する。このコースでの訓練生は女性を対象としており、ここでの

訓練が終了した後は同国民間の加工会社への就労を目的としていることから、実際

の加工工場を模擬的に再現する設備やレイアウトが要求されている。従って加工室

への動線、製品の動線は HACCP 管理に倣った区画区分を行い「汚染作業区域」

「清潔作業区域」を明確にした動線を計画する。更衣室から清潔作業区域には前室

を設け手洗い機器、消毒水槽を設置し、作業後は前室とは別の退出所を設ける平面

計画として訓練生に衛生管理の基本を訓練、取得する場とする。また加工加熱室に

から製品の出荷の基本的な梱包方法、製品出荷の管理方法も訓練の対象とする。  
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室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

更衣室  1 8 . 4 ㎡  1  
木製造作棚（建築工事）  

シャワーブース付き  
前室 - 1、2  5 . 8 ㎡  2  手洗器、消毒水槽（設備工事）  

退出所  6 . 0 ㎡  1  手洗器（設備工事）  

生鮮加工室  6 0 . 2 ㎡  1  
ステンレステーブル、冷蔵庫、フリーザー、保冷

箱、保冷水槽、プラスチックパレット等加工機材  
流し台（設備工事）  

加熱加工室  3 8 . 5 ㎡  1  
ステンレステーブル、その他加工機材  

流し台・ガスクッカー（設備工事）  

製品梱包室  1 0 . 0 ㎡  1  
ステンレステーブル  
手洗器（設備工事）  

製品倉庫  3 . 8 ㎡  1  ステンレス棚  

干場  3 4 . 1 ㎡  1  
干し台、燻製棚  

乾燥用天井扇、換気扇（設備工事）  
機材倉庫 - 1  3 . 8 ㎡  1  ステンレス棚、高圧洗浄機等保管  

図 3-22：生鮮加工室・加熱加工室関連諸室の平面と計画内容 

 

 

8）  コンピューター室、 IT管理室、サーバー室  

水産物加工、水産物選別コースのグループ分けした訓練生 15 人程度及び零細漁

業船長コースの訓練生 20 人の実習で利用する。実習内容はこれらコースの訓練生

が独立した個人の零細事業主となる場合や組合管理のためにコンピューターの基礎

的な操作方法を習得する訓練が計画されている。  

コンピューター室に接続し IT 管理室を計画する。IT 管理室は訓練教官の実習講

義の準備室であり実習資料の作成や、プリント・コピー等を行う。訓練教官は本施

設の本部及び支所のネットワーク管理者も兼ねていることから隣接してサーバー室

を設け、これら IT 関連の諸室を効率的に纏めた平面計画とした。  

コンピューター室の収容家具は可動式の 2 人掛け机を配置して実習に合わせて移
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動が可能な計画とした。従ってコンピューター専用の LAN・コンセントのマルチ

アウトレットを床の適所に配置する。その他講義に必要な、教卓、黒板を据え付け

る計画とした。  

 

 
室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

コンピューター室  7 0 . 5 ㎡  1  
受講机（2 人用）、椅子、黒板、教卓、  

プリンターデスク、デスクトップ P C、プリンター、

無停電装置等 I T 資機材  

I T 管理室  1 3 . 5 ㎡  1  
机、椅子、多目的機材用デスク、コピー機、  

プリンター、無停電装置等 I T 資機材  

サーバー室  1 0 . 1 ㎡  1  サーバー、H U B 等ネットワーク機材  

図 3-23：コンピューター室、IT 管理室、サーバー室の平面と計画内容 

 

9）  無線実習室  

沿岸漁船船長コース及び零細漁業船長コースの訓練生各 20 人が 2 グループ 10

人程度に分かれて無線機器等の実機を使った実習を行う。  

部屋周囲は、漁船の操舵室に見立てたハイカウンターを設け、無線機、GPS ナ

ビゲーター、レーダー等を設置する。中央にはチャートテーブルを配置してチャー

トの読解実習を行う計画とした。  

また実習室に接続して実習で使う機材の保管を目的とした鍵付きの倉庫を併設し

た計画とする。  
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室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

無線実習室  4 6 . 2 ㎡  1  

チャートテーブル、チャートケース、ハイチェア、  
G P S ナビゲーター、S S B・V H F 無線機  

その他実習機材  
木製造作ハイカウンター（建築工事）  

機材倉庫 - 3  6 . 3 ㎡  1  －  

図 3-24：無線実習室の平面と計画内容 

 

（3）  訓練生寮  

1）  訓練生寮  

訓練生寮は訓練計画から、男性訓練生を対象とした寮を計画する。  

零細まき網漁業コース（60 人）、零細漁業一般コース（60 人）、沿岸漁船船長コ

ース（20 人）などで寮が使用されるが、それらのコースが重複する期間での同時

受入れ寮生数は最大 80 人程度となる。  

既存施設の訓練生の就寝場所は、倉庫を転用した 1 部屋に 30 人を超える訓練生

が共同で生活しており、一人あたりの面積もマットレス 1 枚の 1.7 ㎡程度と劣悪な

共同生活を送っている。訓練期間は長いもので 2 ヶ月～3 ヶ月に及ぶものであるこ

とから、これら生活環境及び衛生環境の改善は重要課題である。  

本計画では、少人数の共同宿舎として 1 室あたり原則 4 人部屋として 14 室を計画

する。ただし宿泊を伴う訓練生はコースの集中があった場合や今後コース数や定員

が若干増えた場合でも対応出来るように、寮室内はベッド等の固定家具を配置せず、

就寝時は既存施設を踏襲してマットレス式として就寝部分をフレキシブルに対応で

きるように計画した。  

「モ」国においては基準がないが日本の法令等による寄宿舎等の 1 人あたりの最

低面積（収納部分を除く）は 4.8 ㎡程度であることから、1 室あたりの最大定員を

概ね 6 人まで対応出来る規模として計画とした。従って収容要員は原則 56 人（1
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室定員 4 人）から最大 84 人（1 室定員 6 人）まで収容可能な計画とした。  

 
 

室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

訓練生寮  ※ 3 5 . 0 ㎡  1 4  
寝具（マット式）  

【※寝具類は「モ」国側負担】  
木製造作収納棚（建築工事）  

※実就寝室面積 2 7 . 0 ㎡＋前室収納部分 8 . 0 ㎡  

図 3-25：訓練生寮室の平面と計画内容 

 

 

2）  自習室  

寮で生活をする訓練生を対象に自習室を計画する。寮内は机等の固定家具は設置

しないことから、自習室において放課後や夜間に予習、復習等の学習が出来る部屋

を計画する。  

設置規模としては寮定員の概ね半数が一度に利用できる概ね 30 人規模とした。

寮生が多い時期や混雑時の運用としては時間ごとに利用時間を区切る事で対応する。  

また、自習室の活用方法としては、訓練生は訓練期間中においては原則施設内の

みでの生活を強いられるため、TV ニュースの視聴や訓練生同士の情報交換、コミ

ュニティの場としても運用可能な部屋として計画した。  

自習室の収容家具は、部屋周囲にカウンターテーブル及び可動式のテーブル、椅

子を配置して、目的に応じて可変可能なレイアウトとした。  
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室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

自習室  3 7 . 1 ㎡  1  
テーブル、スツール  

木製造作カウンターテーブル（建築工事）  
T V アウトレット（設備工事）  

図 3-26：自習室の平面と計画内容 

 

（4）  その他共用施設、付帯施設  

1）  訓練生食堂・職員食堂・キッチン（厨房）  

現在既存施設では訓練生への食事は、1 日 3 回の調理、給食されている。朝はパ

ンとコーヒー程度、昼食及び夕食は温かいスープ、魚のグリルや鶏や牛の煮込み料

理、主食は米やパンといったもので現在は大皿で盛られたものを取り分けて食して

いる。専用の食堂はなく、テーブルや椅子のない加工実習室の傍ら車座で食事をし

ている。  

本計画では CQFMP の食堂施設がある他の支所や類似施設を踏襲し、食事開始

時に訓練生が厨房の配膳カウンター並び、順番に皿を受け取りテーブルにて食する

スタイルで計画する。  

類似施設や現地の慣習から訓練生と講師を含む職員の食堂は分離して設ける計画

とした。キッチンは双方の料理を調理することから平面的に両室の中央に配置し、

厨房に付属して食材の保管庫（パントリー）、調理要員の休憩等のための控室を設

ける計画とする。パントリーへの食材の供給のため通用口を設け食材等の搬入の利

便性を確保した。  

訓練生数は年間のスケジュールによって可変するが計画では、一時期の訓練生数

は最小で 50 人、最大で 150 人、年間平均で 105 人となっている。本計画では訓練

生食堂は 80 人規模として、最大で 2 回転で利用できる計画とする。職員食堂は、

本部・支所の職員及び講師を対象とするが、幹部職員は執務室内で食事をとること

が多いこと、昼間の利用に限られることから 20 人程度の利用を計画する。  
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これら施設の下表による収容家具・機材、什器を配置して、調理・配膳の効率を

考慮し下図のとおりレイアウトとした。  

 

 
室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

訓練生食堂  9 5 . 7 ㎡  1  テーブル、椅子  
職員食堂  3 9 . 2 ㎡  1  テーブル、椅子  

キッチン  7 5 . 6 ㎡  1  

調理台、食器棚、パンラック、冷蔵庫、フリーザー、

製氷機  
配膳カウンター（建築工事）  

シンク、ガスクッカー（設備工事）  
パントリー  9 . 6 ㎡  1  ステンレス食材棚  

キッチン職員控室  9 . 6 ㎡  1  
※テーブル、椅子等  

【※家具類は「モ」国側負担】  

図 3-27：訓練生食堂・職員食堂・キッチンの平面と計画内容 

 

2）  保健室  

既存施設には保健室はないが、ヌアディブ支所等には保健担当要員を常駐させた

保健室があり、計画施設でも保健要員の配属、常駐させる計画であることから、類

似施設に倣った規模の保健室を計画する。  

ここでは、訓練生の入学時の身体検査や訓練生活上でのけがや疾病の応急的な処

置を行う。保健室の収容家具は、保健要員のデスク・椅子、診察台、書棚、鍵付き

薬品庫、パイプベッドでありこれらを配置してレイアウトとした。  

ベッドの設置は感染症対策として部屋を簡易な間仕切りで区画するが、保健要員

が常時容態を監視できる窓を設置し、個別に換気扇・給気口を設置する計画とした。  

身長計などの計測機器用に小規模な機材倉庫を併設させる。  
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室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

保健室  4 0 . 5 ㎡  1  
机、椅子、診察台、書棚、薬品庫、パイプベッド  

身長計、体重計、保健機材  
機材倉庫 - 2  3 . 0 ㎡  1  －  

図 3-28：保健室の平面と計画内容 

 

3）  大会議室・研修室  

民間の漁業関係者等を招いた研修や入校説明会や入学後の教科ガイダンスなどの

学校行事、訓練生の入校式や修了式（学校の卒業式にあたる）などのセレモニーを

行う場として大会議室・研修室を計画する。またここでは漁業組合や加工業者組合

の会合、入校や就職に関する説明会なども行う計画である。  

入校式や修了式は原則コースごとに行われるが同時期のコースの場合は共同で行

う計画である。従って居室規模としては、セレモニー参加の訓練生は最大で 90 人

程度、CQFMP 関係者及び講師 20 人、訓練生の家族の参加 27～45 人（訓練生の

30～50％）を想定するとセレモニー参加者は 137～155 人程度となることから、

140～150 人程度の収容を計画する。  

大会議室は主に研修、セレモニーでの利用であるため、ステージを設置した講演

スタイルであるため机、椅子は教室型配置とする。CQFMP の要望により掃除等

の管理がしやすい固定式講義机、跳ね上げ可動式椅子を計画する。  
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室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

大会議室・研修室  1 8 7 . 9 ㎡  1  
固定一体式椅子・机、黒板、教卓、  

教壇（ステージ）  
プロジェクター、スクリーン等  

図 3-29：大会議室・研修室の平面と計画内容 

 

4）  会議室  

会議室は施設計画の方針のとおり、経済性や部屋の稼働率の適正化をはかること

を目的に、本部、支所が共同で利用する計画とした。設置位置は本部、支所部門双

方からアクセスしやすい 2 階に設ける。  

会議室の利用としては、本部及び支所職員の全体会議や定期連絡会議、本部及び

7 つの支所の関係者を招いた運営や訓練計画にかかる定期会議、国際機関や援助機

関等の会合に利用することを計画する。  

規模としては CQFMP 全体の運営会議を想定すると、本部幹部級職員及び担当

職員 9～10 人、7 支所からの幹部及び担当職員 28～35 人（各支所幹部及び担当者

4～5 人×7 支所）を計画すると収容規模としては 37～45 人となるため 40 人収容

出来る規模の会議室を計画する。  

会議形態は「モ」国では他の省庁、民間企業等ほとんどの場合円卓形式での会議

が一般的であるため、それに倣った平面計画とした。ただし円卓形式を基本とする

が会議用テーブルは固定式のものではなく容易に稼働出来る製品を選定することで、

会議形式の柔軟性を保つ計画とする。  
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室名称  計画規模  室数  収容家具・機材・什器等  

会議室  8 4 . 0 ㎡  1  
会議用テーブル（可動式）、椅子  

会議用マイク、リモート会議システム等  

図 3-30：会議室の平面と計画内容 

 

 

3-2-2-7  断面計画 

現地の自然条件、周辺環境、類似施設の状況から計画諸室の機能に合致した天

井高さ、天井内への設備配管、自然採光・通風・換気の確保を配慮し断面計画と

する。  

（地盤面と床高）  

計画サイトの位置するエリアは稀にある集中豪雨時の洪水が想定される区域で

ある。施設の床高さは前面道路から 45cm 以上高くすることを DGHU より指導

されている。このことから計画道路面の想定高さ、隣接する ONISPA 施設の床

高さ等から、計画施設の GL を EL（標高）＋1.8m とし、1 階床高さ 1FL を EL

＋2.4m とする計画とした。したがって現状の地盤面から平均 50cm 程度高く設

定し、隣接する ONISPA 敷地と同様な地盤高さを設定する。  

（階数と階高）  

建築計画上、屋外訓練エリアや給排水設備、駐車場、漁船修理場、避難場所等

に必要な一定の外部空間が求められることから、外構に必要なスペースを確保し

て所要室を配置するため、計画施設の階数は地上 3 階とする。類似施設の教室、

実習室の教室天井高さは 3.0～3.5m である。これらを参考に、講義室・実習室

等は 3.2m、一般事務所室は 2.7m として、階高は梁成や天井設備等を考慮して

1 階 3.7m、2、3 階は 3.5m とする。なお機械室、開放廊下、倉庫等天井を必要

としない室に関しては、天井は設けない。  
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図 3-31：地盤面と床高さ、階高の関係図 

 

 

3-2-2-8  構造計画 

計画施設の構造計画については、構造計算および構造規定はユーロコード（仏

国基準を含む）に準ずる。また耐久年数を 50 年として計画する。  

 

（1）  準拠図書  

設計、施工は基本的に以下の基準に準拠する。  

構造設計基準は欧州基準（Eurocode01278）を用いるものとする。  

 

（2）  上部構造計画  

上部構造は、耐火・防錆・断熱への配慮から鉄筋コンクリートラーメン構造と

する。鉄筋コンクリート構造は現地で一般的であり、施工性においても問題がな

いと考えられる。  

 

（3）  各種荷重  

1）  積載荷重  

固定荷重については、鉄筋コンクリートについて 25N/m 2 とする。  

積載荷重は室の用途により以下のように設定した。  
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表 3-8：施設各部位の積載荷重 

対象部位  
積載荷重  

( k N / m m 2 )  
事務室・訓練生寮・食堂・トイレ  2 . 5  

廊下・会議室・講義室  4 . 0  

ワークショップ・キッチン  5 . 0  

サービスデッキ  6 . 0  

倉 庫  7 . 0  

屋 根  1 . 0  

 

2）  地震荷重  

地震の記録及び現地の耐震基準はなく、聞取りによればこれまで被災記録はな

い。  

地震力（日本の耐震設計基準における標準層剪断力係数）Co は 0.05 とする。  

 

3）  風荷重  

ヌアクショット空港（サイトの 20km 北方）で観測された最大瞬間風速は

44m/s（ENE）である。基準風速は、17m/s とする。  

 

（4）  建設予定地の地盤状況と基礎構造計画  

基礎構造について、下記の検討を行った結果、計画施設の規模及びサイトの地

質条件及び調達事情より、アースドリル工法の現場造成コンクリート杭を用いた

杭基礎を採用する。支持層は、下図の 3 点においてボーリング調査を行ったが、

SPT3 において深度 25m 以深で確認されている N 値 50 以上の砂層とし、杭長

は約 25m となる。また基礎形状は、独立基礎方式を採用する。  

 

(サイトの地盤条件 )  

サイトにおけるボーリング調査の結果（BH3）は次図のとおりである。また

現地盤面から約 1m に地下水位が確認された。地下水の塩分濃度は 0.1%、pH は

7.5 である。  
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図 3-32：地盤調査結果(BH3 標準貫入試験結果) 

 

建物は、敷地条件から 3 層となり、相応の軸力を支持する地耐力が求められ

る。ボーリング調査の結果、深さ 2～5m の軟弱なシルト層が確認されている

ため、基礎構造については、シルト層以深の砂礫層を支持層とした杭基礎、ま

たは地盤改良について検討のうえで採用するものとした。  

 

【現場造成コンクリート杭】  

「モ」国には杭工事、地盤改良を行える業者がおらず、高層構造物など限ら

れた条件で海外業者による施工が行われている。杭施工業者の調達先としては

セネガル等近隣国からの可能性もあるが、現時点ではコロナ禍の影響 (移動制

限等 )を大きく受け見通しが立たない状況であり、施工能力、保有機材、品質

について十分な評価ができないため採用は難しい。機械、技術者は本邦調達で

の計画が妥当と考えられる。現場造成杭による場合、本邦業者で海外対応可能

で実績ある業者が複数あり、コンクリート材料、鉄筋加工を現地調達とできる

コストメリットがあるため、他の工法との比較において現実的と判断されるた

め、採用するものとする。  

 

【表層地盤改良】  

表層改良については下層の軟弱層（N 値 2～8）により二層地盤となり十分

E.L. Depth 地層 Symbol N‐SPT

0.8 0.0

‐0.2 1.0 細砂 16

‐1.2 2.0 4

‐2.2 3.0 貝殻混シルト 2

‐3.2 4.0 5

‐4.2 5.0 貝殻シルト混暗色砂 17

‐5.2 6.0 貝殻砂混シルト 11

‐6.2 7.0 15

‐7.2 8.0 締まった貝殻混細砂 12

‐8.2 9.0 白細砂 15

‐9.2 10.0 24

‐10.2 11.0 21

‐11.2 12.0 22

‐12.2 13.0 28

‐13.2 14.0 細砂・礫 19

‐14.2 15.0 30

‐15.2 16.0 50

‐16.2 17.0 41

‐17.2 18.0 38

‐18.2 19.0 29

‐19.2 20.0 35

‐20.2 21.0 28

‐21.2 22.0 32

‐22.2 23.0 37

‐23.2 24.0 43

‐24.2 25.0 50

‐25.2 26.0 50

‐26.2 27.0 50

‐27.2 28.0 50

‐28.2 29.0 50

‐29.2 30.0 40
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な支持力が得られないこと、冠水対策のため床レベルを上げた部分の盛土荷重

や基礎底板の荷重をさらに見込む必要があること、地下水位が高く施工性に課

題があることから、採用しないものとする。  

 

【深層地盤改良 (柱状地盤改良 )】  

深層改良については、六価クロム溶出による地下水汚染が懸念される。現地

には基準値がなく、周辺は塩分を含み地下水利用は行っていないが、環境当局

は WHO その他の国際的基準値での対応を指導していることから一定の配慮が

求められるため六価クロム対応型改良材料が必要となる。六価クロム対応型の

改良材料は日本調達となるため、材料、輸送コストの点から採用しないものと

する。  

 

【H 鋼杭】  

土木の橋梁柱脚や仮設施設等の実績があり資材、建設機械等の費用面におい

てメリットがあるためこれを建築に応用した例もあるが、建築用の本設杭とし

ての評価が十分定まっていない。また工期、騒音の観点から打設にはバイブロ

ハンマーを用いることが想定されることから、打設直後の周面摩擦力が十分に

期待できず深い支持層を必要とする、多数の杭の継ぎ杭の手間が大きい等の施

工上の課題もあるため、不採用とする。  

 

【鋼管杭】  

鋼管杭による場合、鋼管杭について、直管をバイブロ工法で打設する打込み

杭方式と、先端羽根付き杭を回転させながら打設する回転埋込杭方式があり、

直管に比して 1 本当たりより大きな先端支持力を得ることが出来る後者を浅い

支持層に定着するのが効率的であること、また現場造成杭等に比べ現場工期が

短く、品質管理の手法も認定工法により確立されていることから、施工性に優

る。先端羽根付き鋼管杭メーカーは複数あるが、海外工事、特にアフリカ諸国

での対応は難しい。また日本調達の材料・機材、輸送コストが高額となるほか、

持込可能な杭打機の仕様、海上輸送、継手に要する工期、費用についても考慮

する必要がある。  

直管の鋼管杭による場合、現場造成杭と同等の深度での支持が必要となり鋼

材量が嵩むため、材料の鋼材費、輸送コストの点から高額となり、採用は難し

いと考えられる。  

 

次表に各工法の比較を示す。  
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表 3-9：主な基礎型式の比較検討 

 H 鋼支持杭  現場造成杭  柱状地盤改良  先端羽付き鋼管杭  
仕様  H - 3 0 0 - 3 0 0 - 1 0 -

1 5  
L 2 6 m ( 3 本継 )   

アースドリル工

法、φ 8 0 0～1 2 0 0  
L 2６m  
主筋 D 2 5・フープ

Ｄ1 3  

スラリー (セメント

系 )による深層混

合処理工法  
φ 1 , 8 0 0 × 1 0 m  

φ 2 6 7・羽根径 7 0 0
～8 0 0 m m  
L 11 m  

支持層  E . L . - 2 5 m ( N 値≒
4 0 )  

E . L . - 2 5 m ( N 値≒
4 0 )  

E . L . - 9 m ( N 値≒
2 0 )  

E . L . - 11 m ( N 値≒
2 1 )  

使用機械  クローラ―クレー

ン 5 0 トン  
バイブロハンマー
6 0 k W  
ドロップハンマー

3 トン  
発電機、2 0 t 吊ト

ラッククレーン、4 t
ダンプトラック  

クローラ式アース

ドリル掘削機 7 . 5
トン吊  
バックホウ・表層

ケーシング材  
 

深層混合処理機 2
基：短軸式 9 0 K W  
スラリプラント 1
基  2 0 ㎥ / h  
 
発電機、2 0 t 吊ト

ラッククレーン、4 t
ダンプトラック  

クローラ式杭打機  
バックホウ  
発電機  

品質管理  モンケン打ち動的

支持力試験 (全箇

所を標準 )  

配筋検査、コンク

リート試験、スライ

ム処理検査、杭頭

処理確認  

コアサンプル圧縮

試験 (頭部・深層

各 1 カ所／5 0 コ

ラム  
六価クロム溶出試

験 (満足しない可

能性が高い )  

認定工法に準じた

施工の確認  

技能工  世話役 1・鳶工  世話役 1・鳶工・特

殊作業員  
世話役 1・特殊作

業員 2  
世話役 1・鳶工・ (溶
接工 )  

工期  中  長  長  短  

調達  
容易  容易  難  難  

評価  ×  〇  ×  △  

 

以上より、現場造成コンクリート杭を選定するものとし、以下の仕様とする。  

・アースドリル工法、直径φ800～1200、杭長 L26m、主筋 D25・フープ筋

D13 

・定着層は E.L. -25m(N 値≒40)とする。  

・コンクリート設計基準強度は Fc24MPa とする。  

・セメントは、耐塩害性のある高炉セメント B 種同等以上とする。  

・鉄筋のかぶり厚さは 100mm とする。  

・ケーシング長は軟弱層以下までとし、10m とする。  

なお、実施設計段階で設計建物位置における追加ボーリング調査を実施し、詳

細設計に反映するものとする。  

 

（5）  材料の質  

鉄筋コンクリートはユーロコードのほか、基本的に建築工事標準仕様書

（JASS5）に準じるものとする。コンクリート強度は、設計基準強度、耐久設計
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基準強度とも 24MPa とし、暑中コンクリートとしての構造体強度補正値 2 8S9 1

は 6N/mm 2 として現場水中養生での供試体でσ 2 8=30MPa 以上を確認する。ま

た水セメント比は 55％以下とする。  

セメントは、EN197-1（EURO CODES）、JIS R-5210 同等以上が求められ、

基礎については現地流通の耐酸セメント（CEM I 42.5R SR:  TS EN 197-

1:2012 同等）、杭については CEM-II 同等以上を確保する。鉄筋は、D13 以下：

SD345、D16 以上：SD390（JIS）同等とする。  

構造用コンクリートの鉄筋被り厚の確保は、以下とする。計画供用期間は日本

の基準における標準以上とし、塩害環境ではないが地下水の塩分濃度は 0.1％と

若干の塩分を含むため、埋設部はこれを考慮する。  

 

表 3-10：構造用コンクリートの鉄筋被り厚 

構造部位  構造コンクリートの鉄筋被り厚  

柱・梁  5 0 m m  

床スラブ  4 0 m m (内部 3 0 )  

土に接する柱・梁・基礎・土間  6 0 m m  

基 礎  8 0 m m  

 

また外壁等に用いるコンクリートブロックは 20cm 厚の中空コンクリートブロ

ック（全断面の圧縮強度 4MPa）とし、補強鉄筋を縦横 40cm 毎に配筋する。  

 

（6）  エキスパンションジョイント、目地  

欧州基準より、収縮や温度変化の影響を受けないエキスパンションジョイント

間距離は 25m（乾燥地域）～50m（温暖な地域）が必要とされている。対象地域

は乾燥地帯ではあるが、構造計画上無理のない位置に最小限のエキスパンション

ジョインを設け、同時に温度応力の影響を考慮した解析を行う。上記より、上部

構造は、X9 通で 2 カ所に 30mm 幅のエキスパンションジョイントを設け、3 棟

に分離する計画とする。また施工時にコンクリートを後打ちにする施工目地を設

けることによって乾燥収縮への対応を行う。施工目地によって分けられた二つの

工区は、施工後に構造上一体となる。  
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図 3-33：エキスパンションジョイント・施工目地 

構造目地 (誘発目地 )は、温度ひび割れ対策として各柱型両端に縦目地、スラブ

上端に横目地を設け、シーリングで保護する。  

 

 

3-2-2-9  設備計画 

（1）  電気設備計画  

1）  受変電設備  

配電方法は現地配電方式（三相四線 380V/220V 50Hz）とする。引き込みは、

サイト西側の幹線道路沿いに埋設されている電力公社（SOMELEC）送電線

（15KV の高圧線）から計画施設電気室に引き込む。電気室に変電設備を設け

施 設 内 に 低 圧 電 力 を 給 電 す る 計 画 と す る 。 な お 、 幹 線 の 引 き 込 み は 、

SOMELEC の工事所掌となり、モーリタニア側の責任範囲となる。また、敷地

境界部分から本プロジェクトの電気室までの電路埋設工事及び変電設備（3 相 4 

線式約 400kVA のトランス）は日本側の負担工事とする。  

 

2）  自家用発電機設備  

現地では短時間の停電がしばしば発生し、既存・類似施設でも整備されてい

るため、停電時施設機能を最低限カバーする非常用発電機を計画する。  

停電時に計画施設の運営に著しく問題となる範囲及び消火設備の非常用電源

として発電機を設置する。カバー範囲は避難路である階段や主要室の照明回路、

監視カメラ設備、火災報知設備、屋内消火栓ポンプ、給排水ポンプ類とする。
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冷房設備、天井扇は除外する。容量は最低限のものとし（約 100kVA 程度）、自

動又は手動起動／停止回路、最低 4 時間分程度のオイルタンクを備えた低騒音

型ディーゼルエンジン駆動発電機とする。  

表 3-11：非常用電源のバックアップ対象 

部位・階  部屋名  回路  バックアップ対象  
共用部分／1 階  外廊下  照明  照明器具  

共用部分  階段 1 - 4  照明  照明器具  

1 階  守衛室  コンセント  
監視カメラモニター  
火災報知機受信盤  

1 階  キッチン  コンセント  冷蔵庫・フリーザー・製氷機  

2 階  支所長室  
照明  照明器具  

コンセント  パソコン等  

2 階  会議室  
照明  照明器具  

コンセント  
リ モ ー ト 会 議 シ ス テ ム ・ 換 気 扇

等  

2 階  大会議室・研修室  
照明  照明器具  

コンセント  プロジェクター・換気扇等  

3 階  局長室  
照明  照明器具  

コンセント  
監 視 カ メ ラ モ ニ タ ー 、 パ ソ コ ン

等  
3 階  コンピューター室  コンセント  パソコン等  
3 階  I T 管理室  コンセント  パソコン等  
3 階  サーバー室  コンセント  サーバー等  

主要設備  
外部  

動力  
給水ポンプユニット  
浄化槽ポンプ等  

ポンプ室 - 1  消火ポンプ  

 

3）  幹線設備  

各階の分電盤から単相 220V、50Hz の電力を電灯およびコンセント回路に給

電する。また、水を扱う実習室、キッチン等に設置する機器への回路はアース

及び漏電遮断器付きとする。  

定電圧装置（AVR）は必要箇所に個別に設置するが、保護機器の多いコンピ

ューター室や無線室などは電気盤内の一次側へ設置する。  

 

4）  電灯・コンセント設備  

照明器具は省電力で長寿命である LED 照明で計画する。  

室内の照明器具の照度は実情にあわせて次表を標準とする。できるだけ自然

採光を取り入れ、設置する照明の照度は実状にあった最低限の照度とする。外

構照明（外灯）は安全・保安上、敷地出入口、中庭に設置する計画とする。  
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表 3-12：室内計画照度 

実習室  3 0 0 L u x 程度  

講義室・管理事務室・会議室  2 5 0 L u x 程度  

食 堂  2 0 0 L u x 程度  

廊下・便所等  1 5 0 L u x 程度  

電気室・ポンプ室等  5 0～1 0 0 L u x 程度  

 

コンセント設備は、管理・一般諸室用にコンセントを計画する。負荷電圧は、

単相 220V／50Hz とする。  

 

5）  非常照明・誘導等設備  

計画施設は夜間の利用もある寮施設を含んでいるため、停電時に最低限の照

度を確保するため、廊下、階段室に蓄電池内臓の非常用照明器具を設置する。

また、階段室および避難口に避難誘導灯を設置する。  

 

6）  放送設備  

災害時・非常時の誘導放送、屋外集会等での拡声放送、業務上の連絡、訓練

実習に関する一般連絡のために館内放送設備を計画する。本部局長秘書室及び

支所の訓練長室に放送用アンプを設置し、各階の廊下、中庭に面してスピーカ

ーを設ける。また、屋外集会エリアで利用出来るワイヤレスマイクを計画する。  

 

7）  通信設備  

電話については、電話配電盤（MDF）を各階に設け、電話は配線・配管を計

画する。電話回線の引き込み工事はモーリタニア側の負担範囲となる。  

コンピューターネットワーク構築にあたり施設内に LAN 配管・配線を計画す

る。LAN 配管・配線敷設個所は、コンピューターを扱う事務諸室とする。  

TV 配線については、屋上から会議室、局長室、支所長室、食堂までの TV 配

線用の空配管を設置する。TV アンテナおよび配線、TV の設置工事は「モ」国

側の負担とする。  

 

8）  監視カメラ設備  

防犯を目的に監視カメラ設備を計画する。監視対象は施設の出入り口（3 カ

所）、諸室の出入りが確認できる廊下、中庭及び大型機材保管エリアとし監視カ

メラを設置する。監視映像は局長室及び守衛室にモニターを設ける。  
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9）  避雷設備  

無線アンテナの保護および周辺に 2 階を超える建物が存在しないことから突

針、パラペット上に避雷針設備を設置する。  

 

10）  防災設備  

必要諸室に煙感知器、熱感知器、ガス漏れ検知器を設置し、火災を表示／警

報する。火災報知機受信盤は夜間も常時監視できるように守衛室に設置する。

なお、現地には詳細な防災規定がないため、日本の建築規制および消防法規定

を考慮するものとする。  

 

（2）  機械設備計画  

1）  空調・換気設備  

各室用途に応じての適正な換気回数を計画し、砂塵の影響も考慮して、倉庫

等を除き機械換気設備と新鮮空気取り入れのための給気口を設置する計画とす

る。給気口からの細砂の進入を防ぐため、給気口には防砂フィルターを設ける。

フィルターは、樹脂製サランネットとし水洗浄や現地での交換が可能なものを

採用する。  

調理器具を設置するキッチンは、第 1 種換気システムとし吸排気に各換気扇

を設け、生鮮・熱加工実習室は衛生管理上、第 2 種換気とし室内正圧とする。

その他の室については第 3 種換気システムとし自然吸気とする。  

冷房設備については、現地の官庁施設、類似施設の設置状況に準じ、ヒート

ポンプ式の個別冷房方式で計画する。対象室は、事務諸室・会議室等とし、訓

練諸室ではコンピューター室、生鮮加工室、加熱加工室のみとして、訓練生が

利用する寮や講義室等の居室には設置せず、天井扇を設ける。会議室は冷房設

備と天井扇を併用する。  

2）  給水設備  

本プロジェクト施設への給水は、西側幹線道路（Avenue Abdel  Nasser）に

並行して敷設されている水道公社 SNdE の水道本管（管径 200mm～350mm）

から直径 40mm の埋設管で敷地内に引き込む。敷地内の地上レベルには受水槽

と加圧給水ポンプを設ける。建物の平面形状が H 型であり水平方向の給水管が

長くなるため、高置水槽方式と加圧（圧送）給水方式の比較、検討の結果、イ

ニシャルコストの低減、維持管理が必要なポンプ台数の低減等の観点から「加

圧（圧送）給水方式」を採用した。  

3）  排水設備  

機械ばっき式浄化槽を設置し、処理した汚水・雑排水を地表面に浸透処理を
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する計画とする。処理済み排水の BOD の目安を 50mg/L 以下とする。汚水の

浸透処理は、砂利浸透層、埋設有孔管で行う計画とする。近傍は下水道網が未

整備であるが、南西 1km の位置に魚市場、近隣加工施設を対象とした世銀

PRAO 計画による排水処理施設が着工しているため、将来的に当該敷地への排

水網が整備されれば、ポンプアップによる接続の可能性もあるため、処理水は

ポンプにより浸透槽に導く。  

4）  衛生器具設備  

訓練生用トイレはスクワット (トルコ )式、職員用トイレは西洋式便器とする。

洗面台、シャワー、鏡、ハンドシャワー等を計画する。トイレ内の水栓につい

ては節水のため設定した吐水が経過すれば止水する自閉式水栓を計画する。  

5）  ガス設備  

ガス設備は屋外 2 カ所に現地で一般的に使用されている液化ブタンガスボン

ベ置場を設置し、ガス配管によってキッチン施設及び加熱加工室へ供給する。  

6）  消火設備  

現地には詳細な防災規定がないため、既存類似施設の整備状況と CQFMP の

維持管理能力を勘案した上で、日本の建築規制および消防法規定に準じるもの

とする。  

建物内部を防護範囲半径 25m でカバーするホースリール式の屋内消火栓を各

階の適切な場所に配置する。  

初期消火用の ABC 型火災用粉末式小型消火器を、火気使用室、電気室、発電

機室、会議室、および避難経路部分に設置する。なお、消火器は消火液の交換

など定期的に維持管理が必要であるため、現地調達品を採用する。  

ポンプ室基礎部を有効 5m 3 の消火用水槽として消防用水を確保する。約

0.5m 3 消火用充水タンクは屋上階に設置する。消火栓箱の上に設置されている

自動火災報知設備の押しボタンを押す事により消火栓ポンプが起動する方式と

する。消火ポンプは電動式とし停電時には発電機でバックアップする計画とす

る。  

 

3-2-2-10   維持管理計画 

維持管理については以下の点に留意する。  

  運営体制の未熟性に配慮してメンテナンスフリー、運営コストのかからない施

設とするように留意する。  

  計画施設は、完成後の維持管理が容易で、管理費が低廉なものとなるように設

定する。  
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3 -2-2-11   建築資材計画 

内外装仕上げについては、現地、サイトの自然条件を踏まえて以下の方針により

計画する。  

  現地の技術で施工、補修が可能なものとする。  

  清掃、洗浄しやすく衛生状態を良好に保持しやすい仕上げとし、かつ維持

管理の負担がなるべく少ないものとする。  

 

3 -2 -2-12   機材計画 

上述の方針より、計画機材の内容は下表のとおり計画した。  

表 3-13：計画機材の内容 

 主要機材名  数量  概要  

1  まき網資材  1 式  
まき網漁業実習で用いる零細まき網を製作するための

資材として用いる。  

2  
漁具製作実習用

機材  
1 式  漁具製作、ロープワーク実習、漁業実習等で用いる。  

3  救命いかだ  1 隻  海難防止訓練、海上水泳訓練で用いる。  

4  レーダー  1 台  
沿岸漁船船長の訓練コースで、レーダー実技講習に用い

る。  

5  ソナー  1 台  
沿岸漁船船長の訓練コースで、魚群（浮魚）探知実技講習

に用いる。  

6  業務用冷蔵庫  2 台  
まき網・零細漁業・加工・選別訓練で用いる鮮魚、生鮮食

料品の冷蔵保管に用いる。  

7  真空包装機  1 台  
加工・選別訓練の実習で、水産物加工品の真空包装実習

に用いる。  

8  製氷機  1 台  
まき網・零細漁業・加工・選別訓練の実習で利用する水産

物の鮮度維持、衛生管理における氷の重要性にかかる実

習に用いる。  

9  船内機モデル  1 式  
沿岸漁業船長訓練で沿岸漁船搭載エンジンの操作、点

検、修理実習に用いる。  

1 0  船外機  1 3 台  
まき網・零細漁業訓練コース内の船外機整備実習および

船外機修理コースの船外機整備実習に用いる。  

1 1  特殊工具  1 式  
船外機修理実習において、汎用工具では代替が難しい船

外機の分解・組立に用いる。  

1 2  サーバー  1 台  C Q F M P の業務管理およびデータ管理のために用いる。  

1 3  マイクロバス  1 台  C Q F M P の訓練生の送迎や訓練中の移動に用いる。  

1 4  
講義室・会議室カ

メラ・マイクシス

テム  
1 式  

大会議室に設置し、W E B 会議・各種集会・講義に用い

る。  
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3 -2-2-13   プロジェクトの全体規模 

プロジェクト全体の規模は、次表のとおりである。  

表 3-14：計画規模 

施設  
延床面積

(㎡ )  
建築面積

(㎡ )  

CQFMP 本部棟  4 , 242 .6  1 ,445 .5  

1 階  
ワークショップ、講義室、倉庫、保健室、食堂、キッチ

ン、守衛室、電気室、ポンプ室、トイレ  
1 , 397 .0   

2 階  
支所事務諸室、会議室、大会議室、屋内体育室、訓練

生寮諸室、トイレ・シャワー室  
1 , 406 .0  -  

3 階  
本部事務所室、コンピューター室、無線実習室、訓練

生寮諸室、自習室、礼拝室、トイレ・シャワー室、サー

ビスバルコニー  
1 , 406 .0  -  

R 階  階段室、消火栓充水タンク置場  33 .6  -  

外構  
コンクリートブロック舗装、コンクリート舗装、砂利舗装、縁石、旗竿台、  
FRP 浄化槽、外塀・門扉  

主要機材  

1  まき網資材  1 式  

2  漁具製作実習用機材  1 式  

3  救命いかだ  1 隻  

4  レーダー  1 台  

5  ソナー  1 台  

6  業務用冷蔵庫  2 台  

7  真空包装機  1 台  

8  製氷機  1 台  

9  船内機モデル  1 式  

10  船外機  13 台  

11  特殊工具  1 式  

12  サーバー  1 台  

13  マイクロバス  1 台  

14  講義室・会議室カメラ・マイクシステム  1 式  

  



 

3-61 

3-2-3   概略設計図  

 

 

 

図番号  図面名称  

A-01  配置図兼 1 階平面図  

A-02  2 階平面図  

A-03  3 階平面図  

A-04  屋階平面図  

A-05  断面図 (1 )  

A-06  断面図 (2 )  

A-07  立面図 (1 )  

A-08  立面図 (2 )  

A-09  立面図 (3 )  
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3-2-4  施工計画／調達計画  

 

3-2-4-1  施工方針／調達方針 

①  本計画が日本の無償資金協力によって実施される場合は、工期の厳守が前提と

なるため、交換公文の期限内に契約上の条件を満たすように適切な工期計画を

策定する。  

②  ヌアクショットの気候、海象、周辺の自然条件に配慮した施工計画とする。特

に現地の気候は常時高温となることから工程管理においては配慮が必要である。  

③  建設費のうち資機材、人員の調達が大きな比重を占めるため、経済的な施工・

調達計画とし、現場工期が短縮できる構造、工法を選択する。  

④  施工に当たっては近隣施設の活動を極力妨げないよう、また、工事中の近隣住

民、沿道施設利用者の安全を図るよう最大限配慮し、特に工期の短縮、安全性

を重視した施工計画とする。  

⑤  計画対象は、既存施設サイト内での建て替えであり、工事期間中の訓練、本部

機能の維持に係る負担が生じるため、全体工期が短縮できるような工区、工程

の設定とする。  

⑥  建設資機材に関して、現地生産品及び輸入流通品で品質的、数量的に問題なく

調達が可能なものに関しては現地調達とする。但し、輸入品や、内陸北部で生

産されている骨材等については国内在庫や調達期間に留意した調達計画とする。

また日本や第 3 国からの輸入品については定期船を効率的に用いて工事が中断

することなく搬入できるよう適時の輸送に留意する。  

⑦  現地の建設機械については、杭打機などの特殊機械以外は「モ」国調達が可能

であるが、長期貸出しの見込みについて十分留意し、必要に応じて第 3 国調達、

日本調達を組み合わせて計画する。  

⑧  責任機関 MPEM 及び海事アカデミー、CQFMP と、コンサルタントおよび建

設業者との間で十分な意見交換を行い、意思の疎通に努め、円滑な工事の実施

を図る。  

⑨  本プロジェクトにおいて日本側が調達する機材は、実習、座学、就職活動、生

活等において訓練生に裨益する機材、ならびに教材、広報資料等の作成など、

訓練に直接携わる講師陣が用いる機材とする。一方、主に CQFMP 管理職員が

使用するための什器・家具類については、モーリタニア側負担事項として計画

する。  

⑩  計画機材は、漁業資材、航海機器、無線機器、水産食品加工用機材、船外機、

機械修理用工具類、舶用エンジンモデル、船大工用手工具類、サーバー、コン

ピューターおよび周辺機器、什器・家具類、視聴覚機器、マイクロバス等を含
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む多種多様な品目で構成される。このため、漁業、航海機器等の分野で機材調

達に精通した専門業者を調達先として選定する。ただし什器・家具類について

は、大口需要に対応可能な代理店を選定する。  

⑪  消耗品の入手の容易性、保守管理や修理等の便を考慮し、以下の機材は現地調

達として計画する。  

・船外機、船外機修理用特殊工具類および修理用部品類  

・サーバーおよびコンピューター実習関連機材（周辺機器を含む）  

・マイクロバス  

 

3-2-4-2  施工上／調達上の留意事項 

本プロジェクトに使用する「モ」国産の資材は、対硫酸塩セメントを含むセ

メント、砂利、砂、コンクリートブロック等である。設備配管材、電設材料等

についても存在するが、品質・規格が低いものが一部に含まれているため、コ

スト面でも比較を行いつつ、全体として安定したシステムを構築するためには

主要な部分については日本製品の調達が望ましいと考えられる。なお輸入品で

あっても現地市場で恒常的に出回っている資機材は現地製品扱いと判断する。 

  塩分を含む地下水、高温な気候に十分留意し、品質管理の対策を行う。コ

ンクリート工事や左官工事の養生には十分注意し、ひび割れ、剥離を避け

る方策をとる。  

  建設資機材、工事機械の一部は本邦からの調達が必要となるため、調達期

間を十分見込んで工程を計画する。  

  JICA 安全ガイダンスに留意した仮設計画とし、安全対策を行う  

  CQFMP、現地関連省庁、機関と綿密に連携しつつ工事を行うものとする。  

  環境社会配慮事項に留意した施工計画とする。  

  調達機材のうち、レーダー、VHF 無線機器、製氷機、燻製棚、船内機モ

デル等は、電気・給排水設備工事を含む据付工事が必要となる。また、家

具は組立工事を伴うものであると同時に、その他機材の搬入前に設置を完

了しておく必要がある。このため、建設工事の進捗状況に合わせた工程管

理を行うものとする。  

 

（1）  免税手続き  

現行の税法は、2019 年税法（Loi-N.2019-018 du 29 Avri l  2019 portant 

Code General  des  Impôts）に基づく。また、関税法については 2017 年関税法

（Code des  Douanes  JO 1403 du 30.12.2017）が現行法となっている。企業の

法人税について、産業企業法人税・非商業組織 2 種の税が法人税 Impôt  sur  
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Société（IS）として統合されたが、税率、課税範囲にこれまでと変更はなく、付

加価値税 TVA（16%）、その他の間接税について税率に変更はない。また、免税手

続きについては、事前免税となる。免税申請には、免税プロジェクト合意文書

（E/N、G/A、契約書）を、管轄する財務省へ提出する。所得税については、日本

企業職員に対しては免税となるが、下請け企業については課税される。なお地域関

税はなく、「モ」国法への対応のみで免税手続きが可能である。  

 

輸入資機材の免税手続きは以下のとおりである。  

①  日本企業は免税プロジェクト合意文書、全輸入品のマスターリストおよび免

税申請レターを、ACNAV 経由で財務省に提出する。  

②  財務省は、税関総局（Direct ion  Générale  des  Douanes）に技術的見解

（Avis  Technique）を求める  

③  税関総局長は、免税適格の見解（Avis  Favorable）を発行し、財務省が免税

許可レターを作成し財務大臣が署名する（①～③所要約 2 週間）  

④  日本企業は免税許可書式に署名し、各船毎に輸入書類（B/L、送り状、パッ

キングリスト等）、ACNAV 署名の免税許可レターを ACNAV 経由で税関総局

に提出する。  

⑤  日本企業は、税関総局長署名の免税証明を通関業者・フォワーダーに提出し、

貨物の免税引き取りを行う。（④～⑤所要約 1 週間）  

 

付加価値税 (TVA)については、以下の手続きとなる。  

①  日本企業は免税プロジェクト合意文書、マスターリスト、免税申請レター

を ACNAV 経由で財務省に提出し、税金控除クレジット（Credit  d ’ Impôt）

の承認を依頼する。  

②  財務省傘下の税務委員会（Commission Fiscale）による審査、承認がな

される。  

③  財務省は、契約額の 10%の金額で日本企業名義の税金控除クレジットを設

定し、Credit  d ’ Impôt 証明書が発行される。（①～③所要約 2 週間）  

④  日本企業は購買毎に税金控除クレジット証明、下請け契約・販売契約、領

収書等（Proforma Invoice）を提出する。  

⑤  財務省は各購買に対する免税証明（Attestat ion d ’Exonérat ion）を発行

する。  

⑥  日本企業は取引先に免税証明を示し、免税での購入を行う。（④～⑥所要約

1～2 週間）  
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3 -2-4-3  施工区分／調達・据付区分 

本計画の事業負担区分を、日本側負担と「モ」国負担に分けて次表に示す。 

表 3-15：日本側と「モ」国側の負担事項区分 

N o  負担事項  日本  「モ」国  

1  
プロジェクト実施に必要な土地の区画の確保、整備（敷地内の既存建

屋・工作物等の撤去及び整地）  
  

  1 )  既存施設・工作物の撤去及び整地   ○ 

 2 )  
工事期間中の本部機能・訓練機能維持のための移転及び移転先

施設  
 ○ 

 3 )  工事期間中の仮設ヤードの確保   ○ 

2  以下の建設    

  1 )  建築施設  ○  

 2 )  サイト内及びその外周における門やフェンス  ○  

  3 )  構内駐車場、舗装  ○  

3  
電気設備、給排水設備及びプロジェクト実施に必要なその他の付帯設

備など当該用地の外にある施設への供給  
  

  1 )  電気    

    a  サイトまでの引き込み（高圧受電）・電力メーター   ○ 

    b  サイト内配線  ○  

    c  メイン・ブレーカーおよび変圧器の設置  ○  

  2 )  給水    

    a  サイトまでの水道本管引込み・水道メーター    ○ 

  b  サイト内給水システム (受水槽、*高架水槽 )  ○  

  3 )  排水    

    a  将来整備される下水道処理施設への排水網整備  ○  

  b  サイト内の排水システム (雨水、下水 )の設置  ○  

  4 )  竣工後の造園・植栽   ○ 

  5 )  電話・インターネットの契約、引き込み    

  a  建物の受信盤までの電話線・インターネット回線の引込み    ○ 

  b  受信盤の供給、それ以降の電話・L A N 配線  (○) (○) 

  6 )  家具及び機材    

  a  
管理事務室の一般家具 (カーテン、机、椅子など )、事務機器、

什器類  
 ○ 

  b  訓練用机・椅子、造作物（棚等）  ○  

  c  プロジェクト関連機材  ○  

4  
「モ」国の荷揚地 (港 )での製品の迅速な荷降しと通関の確実な実施、製

品の円滑な国内輸送  
   

  1 )  日本から受益国への製品の海上 (空路 )輸送  ○  

  2 )  荷揚地 (港 )からプロジェクト・サイトへの国内輸送  ○  

 3 )  計画実施に必要な資機材の輸入通関手続き   ○ 

5  
  

製品やサービスの購入において「モ」国で賦課される可能性のある関

税、内国税、その他税負担が確実に免除される。あるいは、無償援助を

使わずに当局により負担される。  
 ○ 

 
  施工業者名の「C r e d i t  d ' I m p o t」の割り当てによる付加価値税 ( T V A )
免税措置を行う   

 ○ 

6  
製品やサービスの提供に必要な業務をおこなう日本人あるいは第三国

人に対し、彼らが自らの仕事ができるように、その入出国および滞在に

おいて必要な便宜をはかる。  
 ○ 

7  
プロジェクトの実施において施設および製品を確実に  適切かつ適正に

保全・使用する。  
 ○ 

8  
無償資金協力によりカバーされる費用以外で、プロジェクト実施に必要

な費用を負担する。  
 ○ 

9  
銀行取極 ( B / A )に基づく金融サービスに対し、日本の外為銀行の以下の

手数料を負担する  
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 1 )  
日本の銀行に対する銀行取極め ( B / A )  口座開設費用及び支払い

手数料  
 ○ 

 2 )  支払授権書 ( A / P )発給手数料   ○ 

  3 )  支払手数料   ○ 

1 0  プロジェクトの実施において環境社会配慮事項に配慮する。   ○ 

1 1  実施設計、入札業務の補助および工事監理等のコンサルタントサービス  ○  

1 2  
本計画に係る一切の「モ」国内での許認可の申請と取得 (建築確認、電

気・水道インフラ使用、工事許可等 )  
 ○ 

( B / A  :  銀行取極、  A / P  :  支払授権書 )    

 

3-2-4-4  施工監理計画／調達監理計画 

（1）  施工監理計画  

コンサルタントの実施設計、入札管理業務は、次のとおりである。  

 

（2）  実施設計及び業者選定業務計画  

本事業は、日本国と「モ」国政府間で本計画に係わる交換公文 (E/N)及び

JICA との贈与契約 (G/A)の締結後、実施機関である CQFMP と日本のコン

サルタントの間で、実施設計および施工監理に係わるコンサルタント業務契

約が締結され、下記の業務が実施されることになる。  

 

（3）  実施設計業務  

コンサルタントは準備調査の結果に基づき、詳細調査、実施設計を実施する。

実施設計では下記の項目を含む業務を行う。  

－設計条件および基準の選定  

－設計報告書の作成  

－設計図書の作成  

－数量計算および積算  

－施工計画の作成  

－機材仕様書の作成  

－入札図書の作成  

設計条件については、計画建物位置における追加ボーリング調査により地盤

条件を詳細に把握して詳細設計に反映するものとする。  
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(Ext .BH1~3：既存調査地点) 

図 3-34：実施設計時の地盤調査計画位置 

 

（4）  契約業者選定業務  

建設工事について、それぞれの詳細設計図書の完成後、CQFMP は建設工事

を請け負う日本の建設業者の入札による選定をコンサルタントの補佐を受け

て実施する。コンサルタントは、下記の役務に関し CQFMP を補佐し実施

する。  

－入札公示  

－事前資格審査  

－入札図書説明  

－開札  

－入札評価  

－契約交渉  

 

調達・施工監理業務は、次のとおりである。  

 

（5）  調達契約・工事契約締結への協力  

入札実施に必要となる入札資格審査方法案、建設契約書案、技術仕様書、設

計図書からなる入札図書、および事業費積算書を作成する。入札・契約時に

立会い、事業費積算の説明、施工業者の選定や請負契約条件についての評
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価・助言を行う。  

 

（6）  施工業者に対する指導  

施工計画を検討し、施工方法や工程などに対して、適宜必要な指導を行う。  

施工図、製作図、材料及び仕上げ見本の検討と承認を行う。  

 

（7）  工事監理業務  

常駐監理および短期専門技術監理によって、施工方法の確認、品質管理を行

う。現地施工期間の全期に渡り建設技術者による常駐監理を行い、主要な時

期に必要に応じ構造・設備技術者をスポット監理として短期間の派遣を行う。  

 

（8）  検査への立会い  

施設工事の途中段階で、適宜、中間立会い検査を行う。工事完了時に竣工検

査を実施する。  

 

（9）  工事進捗状況の報告  

施設工事の進捗状況、問題点とその対策方法・結果等を報告書にまとめ、適

宜「モ」国政府関係機関、在モーリタニア国日本国大使館および JICA に対

して報告する。  

 

（10）  引渡しの立会い  

工事竣工および引渡し時において、引渡し書類等の提出立会いを行う。  

 

（11）  支払い承認手続きへの協力  

契約書にのっとり支払われる工事費に相当する出来高または工事完了の確

認・承認、支払い請求書類の検討および手続きに対する協力を行う  

 

 

3-2-4-5  品質管理計画 

コンサルタントの施工監理者は、本計画で調達される資機材の品質及び建設

された出来形について、契約図書における仕様書及び設計図等に示された品

質・精度が確保されているかを確認する。「品質管理会議」については設けな

いが、必要に応じ、先方政府機関及び JICA との協議の場を設ける。  

 

  設計思想及び施工上の留意点等に関する情報共有  
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  工事品質の確保に必要な対応策の確認  

  コンサルタント、施工業者の工事安全管理対策の確認、「モ」国側への

必要な対策の依頼  

  設計変更に関する技術的な協議  

  引き渡し（部分引き渡しを含む）と完了検査に係る確認と協議  

  先方負担事項の履行にかかる進捗状況確認及び必要に応じ実施促進  

 

（1）  自然条件による品質管理の要点  

開けた市街地に位置する構造物であるが、海域とも近い状況にあり、塩分を

含む地下水が存在するので、構造物の塩害および防錆対策についての配慮は必

要である。特に構造躯体コンクリートでは、使用する骨材、練混ぜ水等に含ま

れる塩分濃度、セメントの種類、コンクリートの調合および品質、コンクリー

トの鉄筋被りを現場で確実に検査できる態勢を確立する。  

 

（2）  杭工事  

場所打ちコンクリート杭地業については、以下の確認等により品質管理を行

う。  

表 3-16：場所打ちコンクリート杭の品質管理項目 

鉄筋カゴ  径、本数、長さ、間隔、継手長さ、帯筋、スペーサー、溶接  

施工  
管理技術者資格、位置、深さ、径、支持地盤への根入れ (検
尺 )、 継 手 重 ね 長 さ ・ 結 束 状 況 、 ス ラ イ ム 処 理 、 安 定 液 品

質、掘削孔の垂直度  
コンクリート  材料・配合、トレミー管先端位置、強度等、天端位置確認  

杭頭処理  杭頭処理状況確認  
試験練り  スランプ・強度・配合・品質の確認  

 

（3）  鉄筋コンクリート工事  

構造用の鉄筋コンクリート工事についての品質管理は、「建築工事標準仕様

書・同解説  JASS5 鉄筋コンクリート工事」の適用を標準とし、次の確認や試

験を実施して、各配合別にコンクリート強度管理表・グラフ等を作成し、品質

の維持と管理を行う。  

表 3-17：コンクリートの品質管理項目 

セメント  種類・規格・性能の確認  
混和剤  試験成績表の確認  

練り混ぜ水  有害物の含有量  

骨   材  
粒 度 ・ 比 重 ・ 吸 水 量 の 確 認 、 細 骨 材 に つ い て は 塩 化 物 量 の

確認  
試験練り  スランプ・強度・配合・品質の確認  
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（4）  補強コンクリートブロック工事  

建物外壁等に用いるコンクリートブロックは、20cm 厚の中空ブロックとし、

受入時に材料、配合毎に圧縮強度試験、寸法確認を行い品質を確保するものと

する。また施工にあたって位置・精度、配筋、間詰めモルタル等の管理を行う。  

 

3-2-4-6  資機材等調達計画 

（5）  調達方針  

調達資機材はコストおよび品質を十分検討し、品質や供給能力が同程度であ

れば、現地調達・日本調達および第三国からの調達を比較してコストの安い方

を採用する。現地調達の資機材については、特にその品質・供給能力を十分検

討し採用を決定する。  

 

（6）  建設用資材の調達  

現地調査の結果、本工事に使用する一般資材  (セメント、骨材等 )  について

は、「モ」国内で生産されている。鉄筋は、輸入品が市場に流通しており国内

調達が可能であるが、品質にばらつきが大きく、かつ価格が高額なため、日本

調達とした場合の総合的な価格・品質の観点から調達先を決定する。以上から、

主要資材の調達区分は、次の方針に基づき、次表に示すとおり計画した。  

①  可能な限り現地生産品を調達する。  

②  輸入品が当該国の市場に恒常的に流通している場合は、これを調達する。  

③  現地調達が困難・品質が不十分な資材については、本邦または第三国から

の調達とする。調達先については、価格、品質及び供給能力（納期）等に

留意して決定する。  

表 3-18：主要資材の調達区分 

資機材  現地 ※ 1  日本  第 3 国  備考  

セメント  ○   現地調達可能で、廉価のため  

コンクリート用骨材  ○   〃  

鉄筋  ○ ○  価格・供給・品質の観点から比較検討  

型枠材  ○   現地調達可能で、廉価のため  

コ ン ク リ ー ト ブ ロ ッ

ク  
○   現地調達可能で、廉価のため  

木材・合板類  ○   〃  

建具類  ○   〃  

電設関連資機材  ○ ○  
現地流通品は品質、流通量が不安定

であるため、調達が容易なものを除

き、原則日本調達とする  

給排水衛生設備・資

材類  
○ ○  

仮設足場材   ○  

※1)現地生産されているもの及び輸入品であるが現地で調達可能なものを含む 
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（7）  主要建設機械  

本計画の建設機械として現地民間建設会社の保有機械の借り上げについては、

特殊な機材を除いて「モ」国内での調達が可能である。  

以上から、主要工事用機械調達区分は、次の方針に基づき、次表に示すとおり

計画した。  

・  現地建設業者が保有する建設機械をリースする。  

・  現地調達が困難な場合は、本邦または第三国からの調達とする。調達先に

ついては、調達の容易性、輸送費及びリース料に留意して決定する。  

・  杭施工に要する建設機械は現地調達が困難なため、杭施工業者の要する機

器を資材とともに第三国から調達する。  

 

表 3-19：主要工事用機械調達区分 

機械名称  規格・諸元等  調達先  
[陸上工事機械 ]  現地  日本  第三国  
バックホウ  0 , 4 5 m 3  ○    
バックホウ  0 . 8 m 3  ○    

モーターグレーダー  1 , 0 m 3  ○    

ダンプトラック  1 0  t o n  ○    

トラック  4  t o n  ○    

トラッククレーン  2 0  t o n  ○    

発電機  1 3 K V A  ○    

発電機  5 0 K V A  ○    

振動ローラー  2 . 4 ~ 2 . 8  t o n  ○    

タンパ  6 0 ~ 1 0 0  k g  ○    

コンクリートポンプ車  ブーム式  ○    

エアーコンプレッサー  1 1  m 3 /  m i n  ○    

コンクリートブレーカー  4 0  k g 級  ○    

水中ポンプ  1 0 0 φ  ○    

アースドリル掘削機  7 . 5 トン吊    ○  
フォークリフト  1 t～5 t  ○    
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（8）  機材調達  

機材の調達先は、次表のとおり計画する。  

表 3-20：機材の調達先 

機材  数量  
調達先  概略仕様等  

現地  日本  第三国   

1  零細漁業関連実習機材  1   1   
漁 具 製 作 実 習 用 資 材 、 潜 水 器

具 、 避 難 信 号 自 動 発 信 器 、 救 命

挺等  

2 - 3 2  干し台  3  3    
1 , 1 5 0 W  x  7 5 0 D  x  2 , 2 0 0 H  m m ,  
8 段  

2  
そ の 他 の 水 産 物 加 工 実

習用機材  
1   1   

保 冷 箱 、 台 秤 、 冷 蔵 庫 、 シ ー ラ

ー 、 真 空 包 装 機 、 高 圧 洗 浄 機 等

等  
3 - 1  船外機  4  4    2 ストローク 6 0 馬力  
3 - 2  船外機  1  1    4 ストローク 4 0 馬力  
3 - 3  船外機  3  3    2 ストローク 1 5 馬力  
3 - 4  船外機  3  3    4 ストローク 1 5 馬力  

3 - 5  特殊工具類  1  1    
油 圧 プ レ ス 、 ド ラ イ ブ ロ ッ ド 、 ゲ ー

ジ等  

3 - 6  修理用予備パーツ類  1  1    O リング、ガスケット、アノード等  

3  
そ の 他 の 船 外 機 尾 実 習

関連機材  
1   1   

一 般 工 具 セ ッ ト 、 バ ッ テ リ ー チ ャ

ージャー、エアコンプレッサー等  
4  船大工実習関連機材  1   1   電動丸ノコ、高速切断機、万力等  

5  
サ ー バ ー 及 び コ ン ピ ュ

ーター実習関連機材  
1  1    

デスクトップ P C 、サーバー、無停

電 装 置 、 プ リ ン タ ー 、 カ ラ ー コ ピ

ー機等  
6  保健室機材  1   1   体重計、身長計等  
7  什器・家具  1   1   机、テーブル、椅子、棚等  
8  講義室・会議室用機器  1   1   プロジェクター、ディスプレイ等  
9  車両  1  1    3 0 人乗りマイクロバス  

 

（9）  輸送計画  

日本から現地までの定期便の輸送ルートは、通常、日本から中国、モロッコ

を経由し、ヌアクショット港まで入港している。日本からヌアクショット港ま

での輸送所要日数は約 2.5 ヶ月である。また建設サイトへの直接の荷揚げはで

きないため、商港から約 14km の陸上輸送が必要となる。  

 

（10）  仮設ヤード、土捨て場の候補地  

仮設ヤードについては、当該サイト内は狭隘であるため、隣接道路及び未利

用国有地の利用を候補とする。CQFMP より現地関係機関への使用手続きを行

うものとする。土捨て場、ガラ廃棄については市内の指定区域への処理とする。  



 

3-83 

 

図 3-35：CQFMP ヌアクショット敷地(プロジェクトサイト)及び仮設ヤード 

 

3-2-4-7  初期操作指導・運用指導等計画 

レーダー、VHF 無線機、ソナー等の機器の取り扱い説明および初期操作指

導のために、メーカー技術者の派遣を計画する。また、製氷機、船内機モデル、

会議室用カメラ・マイクシステム等の機材については、据付工事を伴うととも

に初期操作指導が必要であることから、操作指導要員の派遣を計画する。  

 

 

3-2-4-8  実施工程 

本プロジェクトが日本国政府の無償資金協力により実施される場合、両国の

交換公文（E/N）及び JICA との贈与契約（G/A）締結後、「モ」国政府と日

本法人のコンサルタントとの間で設計監理契約が結ばれる。その後、詳細設計、

入札図書の作成、入札、請負業者契約および建設工事ならびに機材の調達が行

われる。  

無償資金協力によるプロジェクトでは、日本の予算制度に則った工期の設定が

必要であり、資材、労務の調達状況および自然条件等を考慮した綿密な工程計

画を策定することにより、期限内の完工を厳守することが要求される。  
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（1）  詳細設計業務  

詳細設計業務では、準備調査報告書に基づき、コンサルタントにより各施設

および機材の詳細設計が行われ、詳細設計図、仕様書ならびに入札要項等を含

む入札図書類一式が作成される。作業所要期間は 4 カ月が見込まれる。  

 

（2）  入札業務  

本計画の請負業者（日本法人企業）は、一般競争入札により決定される。入

札業務は、入札公示、入札参加願いの受理、事前資格審査、入札図書の配布、

入札、入札結果評価および業者契約の順に行われ、その所要期間は 4 カ月と見

込まれる。  

 

（3）  建設工事  

工事契約調印後、請負業者は速やかに業務に着手する。準備期間として建設

機械の調達、海上輸送、通関等及び現地準備工事に 3 カ月を要する。全体の工

事期間は 22 カ月が見込まれる。  

 

（4）  機材調達  

調達準備に 1 カ月、製作・調達に 5 カ月、海上輸送と通関に約 2.5 カ月を要

することから、ヌアクショット港到着までに合計 8.5 カ月、据付・初期操作指

導に 1.0 カ月を要する。建設工事の進捗に合致した調達、輸送スケジュールと

する。  

 

（5）  輸送計画  

日本から現地までの定期便の輸送ルートは、通常、日本から香港・タンジェ

（モロッコ）を経由し、ヌアクショット港まで入港している。日本からヌアク

ショット港までの輸送所要日数は約 2.5 カ月である。また建設サイトへの直接

の荷揚げはできないため、商港から約 13km の陸上輸送が必要となる。  
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図 3-36：事業実施工程表 

3-2-5  安全対策計画  

工事の安全対策計画については、仮設計画、各工事の施工計画、労働環境・

安全について JICA の「ODA 建設工事安全管理ガイダンス」を準用し、安全

対策プラン、各工事の安全施工プランを策定する。また計画、実施、確認、改

善のサイクルを実施し、適宜、工事中も見直しを行うものとする。  

プロジェクトサイトは市街地に位置し、近隣に住居が散在するため、工事期間

中は敷地外周の仮設ヤードを高さ 2m の鋼板仮設塀で覆い、工事区域への関係

者以外の立入り禁止を徹底し、警備員を昼夜交代配置するなど、特にゲート周

りでの車両接触事故防止など安全対策措置を講じる。また工事に伴う砂塵飛散

防止対策等（散水等）、飛来落下防止のための足場への養生シートや騒音低減

対策（仮囲い等）等を適切に講じる。  

工事に伴う移動、滞在については、工事関係者の治安に対する安全対策を十

分に行い、安全行動を心掛ける。  

施工業者の行うべきコロナ感染予防対策としては、特に定めがなく、保健当

局から一般市民に対し奨励されている予防対策と同様、マスク着用、手洗い励

行、社会的距離の確保、発熱等の症状の際の受診・検査などが求められる (環

境省による )。実施中の他ドナー建設案件 (PRAO)の例では、安全衛生担当者

が体温測定や健康チェックを行っている状況であるが、感染症予防及び緊急時
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対応についても安全計画に盛り込むものとし、適切な感染防止行動及び仮設計

画上の対策を講じ、感染爆発時の工事中断などの措置についてはその条件を着

工前後で「モ」国側、CQFMP とも事前に協議し、事象発生時に円滑に対策実

行が行われるよう準備する。  

なおヌアクショットは調査開始時点では外務省の危険レベル 2 であったが、

2021 年 8 月にレベル 1 に引き下げられた。このため安全対策は一般的なレベ

ルで設定しているが、隣国マリ等からのテロ組織の流入など情勢には備えを怠

らないように、定期的に安全情報の収集に努める。  

 

3-3  相手国側分担事業の概要  

 

本プロジェクトが実施される場合に必要な「モ」国側の分担事業は、以下のとお

りであり、「モ」国側がその経費を負担する。なお、これら項目については先方と

合意しており、概略設計説明での協議議事録にて確認した。  

1)  建設予定地の確保と保全  

計画施設建設予定地は、既存 CQFMP 敷地であるが、今後も土地問題に関

する対応は全て「モ」国側が責任を持って対応する。  

2)  既存物の解体、撤去及び整地  

建物、道路沿いの外塀、地下構造物、樹木を含む敷地内の既存物を解体、

撤去し整地する。またサイトを仮囲いで保全する。  

3)  本部、支所、訓練機能の一時移転と機能の維持  

既存施設撤去後、工事の完了までの期間、本部、支所の事務所スペースを

借り上げ、訓練を他のセンターに振り分けて、輸送手段を準備することで

その機能を維持する。  

4)  仮設サイトの確保  

隣接道路部分及び近隣敷地を工事・資材ヤードに供する仮設サイトとして

確保する。また事前に関連の自治体、近隣住民の理解を得る。  

5)  電力、電話、インターネット、上水道のサイトまでの引き込み  

計画サイトへの電力・電話・インターネット回線及び上水道については、

「モ」国側が費用を負担し、サイト内までの引き込みをする。電力・上水

道引込工事は本計画の工事着工時までに完了する。  

6)  本計画に係る一切の許認可の申請と取得  

建設工事にかかる許認可・申請手続き（建築確認、電気水道等使用、工事

許可など）は「モ」国側により手続きされ、入札手続前までに必要な許認

可をとる。  
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7)  環境影響評価の実施と許可の取得  

「モ」国側は JICA 環境ガイドライン及び「モ」国環境手続きに沿って環境

影響評価を実施し、環境影響評価報告書及び JICA 環境ガイドラインに沿っ

て、緩和策やモニタリングを行う。  

8)  計画実施時の各種便宜（免税措置、資機材輸入通関、滞在手続き）  

「モ」国側は、本計画に関連して「モ」国に輸入される全ての資機材の関

税等免除と迅速な通関手続き及び、本計画の建設工事業者が「モ」国で調

達する資機材ならびに役務の提供に対して課せられる税金または課徴金の

免除を行う。免税にかかる財務省の税金控除クレジット (Credit  d ’ Impôt)

を設ける。プロジェクトに従事する日本人及び第 3 国人の労働、滞在のため

の許認可を速やかに発給する。  

9)  供用後の施設維持管理・運営の実施  

増員される運営維持管理組織の職員は新施設の運用開始前までに任命、雇

用し、必要な訓練、指導を行う。  

10)  建設中の近隣住民などへの安全に係る注意、情報の周知  

「モ」国側は近隣の住民や交通の安全確保のため、工事範囲内への立ち入

り禁止や交通制限等、安全に係る注意、情報を近隣住民に周知する。  

11)  本協力対象事業に含まれない、運営、訓練に必要な家具、備品、什器、事

務機器、機材等の既存の移設または、新規調達及び据え付け  

12)  計画された回数、人数を訓練するための訓練資金拠出のための予算措置  

13)  本計画の契約に関わる支払いのための日本の銀行との銀行取極めの締結と

これに基づく支払い授権書の速やかな発給および、発給時、各支払い時の

銀行手数料の負担  

14)  その他、本計画の実施に必要で、日本国政府の負担事項に含まれていない、

その他の経費の負担  

 

3-4  プロジェクトの運営・維持管理計画  

3 -4 -1  維持管理・運営主体  

維持管理、運営主体は、実施機関である水産訓練センター（CQFMP）となる。

本計画の施設・機材はヌアクショットの本部及び支所により運営され、訓練の実施

は本部による計画に従って支所が担う。  

 

CQFMP での訓練開始の仕組みは Opéra teu r と呼ばれる水産訓練生受け入れ団

体・組合（加工組合や船首組合）・企業ら（1〜数社）などが訓練要請書（リクエ

スト）を出すことで始まる。その際の訓練実施資金は、政府機関やドナーの他、
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「モ」国企業（Pat rona t  maur i t an iens パトロナモーリタニア）が収める訓練振興

税を原資として資金を運用する、公共組織 INAP-FTP（国立技術職業訓練振興機

関 )から拠出される。  

このように法人税を原資とした産業振興活動の一環として訓練が実施される上記

の仕組みは、政府の法令でもあることから、事実上 Opéra teu r が訓練の注文を出す

ことを政府が強制しているので訓練が将来的になくなることはない。  

他方で海事アカデミーの予算については、漁業生産額の 0.4%に当たる漁業者か

らの協力金が海事アカデミーに直接入るようになっており、それが海事アカデミー

の予算全体の 40%を占めている。後述の CQFMP の新施設の支出については、海

事アカデミーからの CQFMP への割当で十分賄えると考えられる。  

 

3-4-2   運営計画  

現行の体制において、CQFMP ヌアクショット本部には全体を総括する局長のも

とに、8 名の職員が配置されており、CQFMP 全体の組織・事業運営の管理を行っ

ている。本事業完了後は本部機能の強化のために、局長を補佐する副局長が新たに

配置される計画である。CQFMP ヌアクショット支所（訓練所）は、訓練所を総括

する支所長、それを補佐する副支所長のもとに、19 名の職員が配置されており、

当訓練所の訓練実施を運営している。本事業完了後は訓練を修了した訓練生の就業

を支援するための就労支援係 1 名、保健係 1 名が配置されるほか、訓練コース・受

け入れる訓練生数が増加するため、非常勤の調理師・清掃係がそれぞれ数名増員さ

れる計画である。非常勤管理要員については雇用創出の観点から、これまで同様に

交代制（ワークシェア）が検討されている。建物・設備の維持管理については、専

門技術を有する民間業者へ外部委託する計画であるが、CQFMP 全体の維持管理を

担う内部職員の雇用や ACNAV からの配置転換も含め検討される予定である。訓練

機材については、CQFMP ヌアクショット支所の常勤の講師と資機材管理係で、日

常の保守管理も行っており、新たな訓練機材もこれまでと同様の体制で維持管理を

行う計画である。  
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図 3-37：整備後の CQFMP ヌアクショットセンター組織図 

*(＊)は新たに設ける役職、増員を示す。特記ない役職は各 1 名を計画。  出所:CQFMP 

 

計画施設の完工後は訓練コースの増加に伴い、講師数も増加することが見込まれ

る。整備後の各コースの訓練講師については、前出の表  3-2：訓練講師要員計画表

のとおりである。   

べラワク支所

ヌアディブ支所

IT責任者

ヌアクショット支所長

PK28支所

NKTT副支所長

就労支援係＊

警備係

船外機訓練担当

保健係＊

海上訓練担当

訓練管理責任者

訓練計画責任者

会計

寮監

人事課長

主任講師

PK93支所

PK144支所

フームグレイタ支所

訓練長

訓練生管理係

資機材管理係

漁業訓練担当

CQFMP局長

副所長＊

本部秘書

本部庶務係

支部庶務係・運転

手・調理師(2～4)

＊・清掃係(2～4)＊

警備員(2)
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3-5  プロジェクトの概略事業費  

3 -5 -1  協力対象事業の概略事業費  

 

（1）  日本側負担経費  

 

表 3-21：日本側負担概算事業費 

 

（2）  「モ」国側負担経費  

本計画を日本の無償資金協力により実施する場合の「モ」国側負担事業費は、約

14 .65 百万 MRU（約 44 .51 百万円）と見込まれ、その内訳は以下のとおりである。  

 

表 3-22：「モ」国側負担経費 

項目  責任機関  
費用  

( 百万 M R U )  
円換算  

( 百万円 )  

既存施設・外塀撤去、サイトクリアランス、整地  
C Q F M P  
/ A C N A V  

0 . 8  2 . 4 3  

本部、N K T T 支所の移転費用  
C Q F M P  
/ A C N A V  

0 . 3  0 . 9 1  

本部移転に係る市内事務所の借上げ  
C Q F M P  
/ A C N A V  

0 . 9 8  2 . 9 8  

第三者評価機関にかかる費用の負担 (必要な場合 )  
C Q F M P  
/ A C N A V  

-  -  

簡易 E I A の実施 (コンサルタント雇用等 )  
C Q F M P  
/ A C N A V  

0 . 8  2 . 4 3  

施工・調達業者契約認証まで非公表 

施工・調達業者契約認証まで非公表 
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項目  責任機関  
費用  

( 百万 M R U )  
円換算  

( 百万円 )  

プロジェクトサイト及び仮設ヤードに対する立ち入

り制限措置の実施、仮囲い設置  
C Q F M P  
/ A C N A V  

0 . 2  0 . 6 1  

「モ」国陸揚港等における通関・免税手続きに係る手

数料  
M E F /  D . G .  
D o u a n e s  

1 . 0  3 . 0 4  

電気、上下水道、その他設備  

C Q F M P  
/ A C N A V  

  
1 )  上水道サイトまでの上水配管接続  0 . 3  0 . 9 1  
2 )電気・サイトまでの配電設備接続・変圧器・主回路

遮断機  
1 . 6 2  4 . 9 2  

3 )通信回線インターネット、電話のサイトまでの接続  0 . 4  1 . 2 2  
4 )  訓練生寮リネン類、マットレス  0 . 2 5  0 . 7 6  
5 )  事務室家具・備品・カーテン・外部植栽  3 . 0  9 . 1 1  
6 )  事務機器等  1 . 7  5 . 1 6  
無償資金協力に含まれない訓練機材・消耗品、備品

の調達  
C Q F M P  
/ A C N A V  

1 . 0  3 . 0 4  

無償資金協力による供与施設及び機材の適正かつ

効果的な使用・維持。  

C Q F M P  
/ A C N A V  

    

1 )メンテナンス費用の措置 (機材の保守管理契約を

含む )  
0 . 3  0 . 9 1  

2 )  運用・維持体制の構築  1 . 5  4 . 5 6  
3 )  日常的な点検と検査  0 . 3  0 . 9 1  
4 )  機材等の交換部品の調達  0 . 2  0 . 6 1  

合計   1 4 . 6 5  4 4 . 5 1  
( *B/A、A/P に係る銀行諸費用は含まない) 

本部、支部組織の改編に係る採用手続きについては、基本的には ACNAV 傘下機

関の職員の異動、配置換えにより対応する計画であり、外部からの新たな雇用は想

定されない。  

 

（3）  積算条件  

1) 積算時点  2021 年 7 月  

2 ) 為替交換レート  1 米ドル  (USD)＝110.51 円  

1  ユーロ (EUR)＝133.43 円  

1 モーリタニアウギア (MRU)=3.0379 円  

3) 施工・調達期間  事業実施工程表に示したとおりである。  

4 ) その他本計画は、日本国政府の無償資金協力の制度に従って実施される。  
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3-5-2  運営・維持管理費  

新設施設は独立した収支で運営される計画とし、施設使用料や機材の貸出料など

の運営収入により運営管理経費と施設、機材、設備の維持管理費を賄う。運営計画

に基づく収支計画は以下のとおりになる。  

（1）  収入  

CQFMP の収入は本部及び各支所での年間の予算計画に従い ACNAV からの予算

割当によるほか、各関連機関からの訓練資金となるが、訓練資金は、訓練の実施に

伴う支出に全て割り当てられるため、定期的な収入は見込まれない。  

 

（2）  支出  

CQFMP ヌアクショットセンターにおける訓練費用を除く支出は ACNAV より支

出され、下表のとおりと見込まれる。  

なお施設機械・機材等の更新費用は、現行の財務枠組に準じ、必要に応じて

ACNAV 投資予算 (Budge t  Conso l idé  d ' Inves t i s sement :BCI)に計上され執行され

る。  

表 3-23：CQFMP ヌアクショットセンター年間支出 

費

目  
細目  摘要  数量  

単価  
( M R U )  

単

位  
費用 /年  
( M R U )  

人

件

費  

本部役職員  公務員  9  -  /年  8 4 5 , 0 0 0  
本部職員  〃  2  -  /年  1 4 9 , 5 0 0  
支所役職員  〃  5  -  /年  4 4 8 , 5 0 0  
支所職員  〃  1 5  -  /年  1 , 0 1 4 , 0 0 0  

公

共

料

金

支

払

い  

電力 ( k W H )   2 6 4 , 8 9 3 k W H  -  /年  
1 , 8 0 3 , 9 2 1  

水道 ( c u . m . )   5 9 3 4 m 3  -  /年  
2 2 0 , 9 8 2  

電話   1  3 , 5 0 0  /月  4 2 , 0 0 0  

インターネット   1  1 8 , 5 6 0  /月  2 2 2 , 7 2 0  

直

接

管

理

費  

文房具、印刷、コピー   1  1 0 , 0 0 0  /月  1 2 0 , 0 0 0  
発電機燃油   3 0 L  3 9  /月  1 4 , 0 4 0  
管理車両燃油   3 0 0 L  4 5  /月  1 6 2 , 0 0 0  
ゴミ処理  毎週  1  5 , 0 0 0  /月  6 0 , 0 0 0  
便槽定期清掃  年間  1  1 2 , 0 0 0  /年  1 2 , 0 0 0  
直接管理費予備費    1  6 , 0 0 0  /月  7 2 , 0 0 0  

外

注  
設備維持管理担当会社    1  1 5 , 0 0 0  /月  1 8 0 , 0 0 0  

A C N A V 投資予算の確保  
機械更新費用 (機材、発電機、ポンプ、照明、

機械、防水等 )  
1  2 , 0 0 0 , 0 0 0  

/年  
平

均  
2 , 0 0 0 , 0 0 0  

年間支出            7 , 3 6 6 , 6 6 3  
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1）  電力料金  

1 カ月あたりの電力使用量は、以下のように試算される。  

 

表 3-24：電力使用量の概算 

対象エリ

ア  
設備種類  

使用量  
( k W h /

日 )  

利用

率  

使用量  ( k W h )  

訓練期間
1  

訓練期間
2  

訓練期

間 3  
非訓練期

間  
休日等  

日数      3 6 5  1 5 4  5 2  5 2  4 7  6 0  

訓練生

寮  

寮部屋＋自習室

＋洗濯室＋屋内

体育室＋洗面 /シ
ャワー / W C  1 , 2  

11 6  

1 . 0  1 7 , 8 6 4  6 , 0 3 2     

加工室  
生鮮＋加熱加工

＋梱包＋更衣室

＋干場  

1 2 5  
0 . 6  1 1 , 5 5 0      

ワークシ

ョップ  

ワークショップ

（漁網、漁具、ロ

ープ、船外機、無

線、 I T、P C）  

2 7 3  

0 . 7  2 9 , 4 2 9  9 , 9 3 7  9 , 9 3 7    

食堂・厨

房  
食堂、厨房、控室  

1 4 5  
0 . 7  1 5 , 6 3 1  5 , 2 7 8  5 , 2 7 8  4 , 7 7 1   

講義室  
講義室 x 2＋大講

義室  

2 3  
0 . 8  2 , 8 3 4  9 5 7  9 5 7    

事務諸

室  
本部・支所諸室  

5 1 2  
0 . 7  5 5 , 1 9 4  1 8 , 6 3 7  1 8 , 6 3 7  1 6 , 8 4 5   

会議室  
大・小会議室・付

室  
4 5  0 . 3  2 , 0 7 9  7 0 2  7 0 2  6 3 5   

共有部・

その他  

廊下灯＋非常照

明＋W P＋守衛

室＋外灯  
1 0 2  0 . 8  1 2 , 5 6 6  4 , 2 4 3  4 , 2 4 3  3 , 8 3 5  6 , 1 2 0  

小計       1 4 7 , 1 4 7  4 5 , 7 8 6  3 9 , 7 5 4  2 6 , 0 8 6  6 , 1 2 0  
合計           2 6 4 , 8 9 3  

訓練期間 1 :  まき網・零細漁業・加工・他コース開催  
訓練期間 2 :  まき網・零細漁業・他コース開催  
訓練期間 3 :  その他コース開催  
 

 年間使用量  
( k W h )  

単価  
( M R U / k W h )  

合計  
( M R U )  

年間電気使用料金  2 9 3 , 7 7 5  6 . 8 1  2 , 0 0 0 , 6 0 8   
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2）  水道料金  

1 カ月あたりの水道使用量は、以下のように試算される。  

表 3-25：水道使用量の概算 

建築用途  利用対象  
使用量

( L )  
水量  
(㎥ )  

訓練施設  1 4 2 人  3 0  4 . 3 ㎥ /日  
訓練生寮施設  6 0 人  8 0  4 . 8 ㎥ /日  

厨房・食堂  2 0 4 ㎡  5 5  11 . 2 ㎥ /日  
  1 6 5  2 0 . 3 ㎥ /日  

 

対象エリア  設備種類  
使用量  
( m 3 /日 )  

期間利

用率  
訓練期

間 1  
訓練期

間 2  
訓練期

間 3  
非訓練

期間  
休日等  

日数      3 6 5  1 5 4  5 2  5 2  4 7  6 0  

訓練生寮  
シャワー / W C  1 , 2、

外部シャワー  
4 . 8  1 . 0 0  7 3 9  2 5 0        

加工室  
加工室水栓・シャワ

ー  
0 . 6  0 . 5 0  4 6          

ワークショッ

プ  
W C - 1 , 3 ,身障者 , W S
水栓  

2 . 0  1 . 0 0  3 0 8  1 0 4  1 0 4      

食堂、厨房  室内水栓  1 1 . 2  1 . 0 0  1 , 7 2 5  5 8 2  5 8 2  5 2 6    

事務諸室  
W C - 1 ,  2 ,  4  室内

W C・シャワー、内外

水栓  
1 . 7  0 . 9 0  2 3 6  8 0  8 0  7 2    

小計    2 0 . 3    3 , 0 5 4  1 , 0 1 6  7 6 6  5 9 8  0  
その他  
(年間 )  

洗浄・維持管理・テ

ストタンク  
5 0 0 . 0       5 , 4 3 4  

合計         5 , 9 3 4  

訓練期間 1 :  まき網・零細漁業・加工・他コース開催  
訓練期間 2 :  まき網・零細漁業・他コース開催  
訓練期間 3 :  その他コース開催  
 

  年間使用量 ( m 3 )  
単価  

( M R U / m 3 )  
合計  

( M R U )  

年間水道使用料金  5 , 9 3 4  3 7 . 2 4  2 2 0 , 9 8 2   
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3）  訓練費用  

上記の支出とは別途、実施する訓練に対する訓練費用が必要となる。年間

の訓練回数は、各年度・各支所の訓練計画により決定されるが、ヌアクショ

ット支所における受入可能な訓練を行った場合の概算は、過去の訓練費用よ

り以下のように試算される。  

表 3-26：訓練費用の概算 

訓練コース  回数 /年  訓練月数  人数 /回  
訓練費
( M R U )  

1 .  零細まき網漁業  3  3 . 0  6 0  7 , 6 7 1 , 6 0 0  
2 .  零細漁業一般  1  3 . 0  6 0  2 , 3 7 3 , 0 0 0  
3 .  沿岸漁船船長  1  9 . 0  2 0  2 , 3 7 3 , 0 0 0  
4 .  水産物加工  3  1 . 5  3 0  3 , 2 0 8 , 5 0 0  
5 .  水産物選別  3  1 . 5  3 0  3 , 2 0 8 , 5 0 0  
6 .  船大工 -木製  1  1 . 5  1 5  7 0 5 , 0 0 0  
7 .  船修理 -ポリエステル製  1  1 . 5  1 5  7 0 5 , 0 0 0  
8 .  船外機修理  1  2 . 0  1 5  7 8 7 , 5 0 0  
9 .  零細漁業船長  1  3 . 0  2 0  9 0 0 , 0 0 0  
1 0 .  漁具仕立て  1  1 . 0  2 0  5 2 8 , 0 0 0  
1 1 .  漁業再訓練  1  3 . 0  5 0  2 5 0 , 0 0 0  
1 2 .  訓練指導者研修  1  1 . 0  5 0  2 , 0 0 0 , 0 0 0  

合計     2 4 , 7 1 0 , 1 0 0  

 

（3）  収支  

訓練の実施については、MPEM、ACNAV、 INAP-FTP 等による訓練資金

により賄われる。運転資金（職員給与、公共料金、直接経費など）について

は、ACNAV 予算による継続的な予算配分が必要である。  
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第4章  プロジェクトの評価  

4-1 事業実施のための前提条件  

本計画の事業実施にあたっては、「モ」国側による以下の負担事項が確実に行

われることが前提条件となる。  

 

・「モ」国政府が、CQFMP ヌアクショットセンターの既存施設解体・撤去及び

整地、本部・支所機能の一時移転、環境影響評価手続、建設許可取得、運営維持

管理体制の整備、免税手続等、「相手国側分担事業の概要」及び協議議事録に示

された負担事項についてそれぞれ適切な時期までに確実に実行すること。  

・「プロジェクトの運営・維持管理計画」に記載されている人員の確保  

・「プロジェクトの概算事業費」に記載されている運営維持管理に必要な予算の

確保  

 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項  

本プロジェクトの全体計画達成のために「モ」国側が取り組むべき負担事項は以

下のとおりである。  

 

・CQFMP ヌアクショットセンターにおいて新カリキュラムに沿った適切な訓練

を実施できる講師及び運営要員を確保する。  

・「モ」国側関連機関との調整を行い、訓練計画に基づいた訓練予算を継続的に

確保すること。  

・日本側協力事業の対象外となる家具、事務機器、備品、機材を既存施設から移

設または調達すること。  

・施設、機材、設備の保守・更新のための維持管理費用の資金貯蓄・予算措置を

適切に行い、財務状況を監査により適切に監視すること。  

・利用者に利用規則を周知して施設・機材を正しく使用し、衛生状態を良好に保

つこと。  

 

4-3 外部条件  

プロジェクトの効果を発現、持続するための外部条件は、以下のとおりである。  

・「モ」国における治安と安全が確保されること。  

・「モ」国政府の零細漁業セクターの人材育成を重視する政策が変わらないこと。  
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4-4 プロジェクトの評価  

4 -4 -1  妥当性  

「モ」国の水産戦略では、政府の「成長の加速化と共有される繁栄戦略」の３

本柱である，「力強く持続的で包括的な成長の促進」，「人的資源の開発及び基礎

的社会サービスへのアクセス強化」及び「あらゆる側面におけるガバナンスの強

化」を踏まえ，同漁業セクターにおける雇用の拡大について、2024 年までに直

接的雇用 3.4 万人増、間接的雇用 10 万人増の目標が示され、また、加工産業の

付加価値化、多様化を通じた雇用機会の拡大・促進が謳われている。零細漁業に

ついての訓練を担う CQFMP は、これらの目標に対して、民間団体・企業による

人材育成の要望に基づき、漁業から加工まで含む人材育成、能力開発に貢献して

いる。  

 

本プロジェクトの直接受益人口は、CQFMP ヌアクショット訓練生及び職員：

訓練生・年間 400 人、職員・講師 100 人 1 5、また間接受益人口は、ヌアクショッ

トの加工業者：36 社 1 6、ヌアクショットの低所得者：約 192,000 人 1 7、「モ」国

の零細漁業従事者：約 6 万人 1 8となる。  

 

我が国の国別開発協力方針において、水産資源の持続的利用及び高付加価値化

を官民が連携して促進し，同国の持続可能な経済成長に貢献することなどを通し、

水産業の振興、人材育成、社会基盤整備等へ支援する方針が示され、TICAD-

VII においてもアフリカ地域における我が国支援の方針として、産業人材育成へ

の支援、ブルーエコノミーにおける産業多角化と雇用創出を重視していることか

ら、これらの方針にも合致している。また本プロジェクトにおける本部機能の強

化により、我が国が支援した CQFMP ヌアディブセンター整備の持続的な効果発

現にも寄与する包括的な支援となるため、事業実施の妥当性は高い。  

 

4-4-2  有効性  

本プロジェクトの有効性については以下の効果が見込まれるため、十分に高いと

判断される。  

 
 

1 5  非正規講師は募集の多寡により増減するため、現在の人数：8 6 人（うち講師が 2 3 人）

及び新たな訓練コースの講師数 (推計 )とした。訓練生数、回数については、C Q F M P との

協議に基づき受入可能な規模でのシミュレーションの結果であり、各年度の計画値は、出

資団体及び受入企業・団体の受容規模を勘案した協議により策定される。  
1 6  M P E M 統計  
1 7  J I C A「ヌアクショット市都市開発マスタープラン」  
1 8  M P E M 水産戦略 2 0 2 0 - 2 4  
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（4）  定量的効果  

1)  CQFMP ヌアクショットセンターが提供する訓練コースの種類が 4 種類 (過

去の実績 )から 11 種類（訓練コース 10 種及び零細漁業者再訓練）に増加す

る。  

2 )  CQFMP ヌアクショットセンターでの訓練修了者数が年間 169 人から年間

368 人に増加する。 1 9  

3 )  CQFMP ヌアクショットセンターでの訓練コースの延べ実施日数が、年間

169 日から年間 368 日に増加する。 2 0  

4 )  国際基準（STCW-F 2 1）に準拠した沿岸漁船船長コースを修了した訓練生の

数が年間 0 人から年間 15 人に増加する。  

 

（5）  定性的効果  

1)  当該訓練施設での訓練修了者に対する民間企業等からの評価が高まる。  

2 )  当該訓練施設での訓練修了者が新規に水産業従事者として就労する機会が

増える。  

3 )  零細漁業に係る安全講習・訓練も実施されることから、零細漁業者、漁船

乗組員の安全と海上保安に関する意識、知識、技術が向上し、海難防止に

寄与する。  

4 )  全寮制訓練生が、衛生的かつ適切な住環境で滞在できるようになる。  

5 )  保健室、調理場、訓練生寮、衛生設備等の整備により、CQFMP 職員および

訓練生向けの福利厚生が向上する。  

 

 

 
 

1 9  基準値は 2 0 1 5 年から 2 0 1 9 年 (コロナ禍の影響のある 2 0 2 0 年を除く )における 5 年間の

平均値 ( C Q F M P 統計 )、目標値は年間受け入れ可能訓練生数の 7 0 %とする。  
2 0  基準値は 5 年間 ( 2 0 1 5～2 0 1 9 年の平均値 ( C Q F M P 統計 )、目標値は 1 0 コースの年間実施

可能訓練における訓練延べ日数の 7 0 %とする。  
2 1  漁船員の訓練及び資格証明並びに当直に関する国際基準  
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1. 調査団員氏名、所属

１．調査団員

（１） 第 1 次現地調査

No 氏名 所属 担当業務

1 杉山 俊士 JICA 国際協力専門員 総括

2 西山 健太郎 JICA 経済開発部 計画管理１

3 小川 雅 水産エンジニアリング㈱ 業務主任者／建築計画

4 深田 裕也 ㈱福永設計 副業務主任／施工計画／積算

5 江端 秀剛 水産エンジニアリング㈱ 訓練・施設運営計画／人材育成計画 2 

6 内田 昭 水産エンジニアリング㈱ 建築設計／自然条件調査

7 鳥居 道夫 水産エンジニアリング㈱ 機材・調達計画／積算／訓練計画 2 

8 高橋 悠一 水産エンジニアリング㈱ 建築設計 2/設備計画 

9 安井 京子 水産エンジニアリング㈱ 環境社会配慮／ジェンダー配慮

10 松沼 ナタシャ 株式会社テクノ・スタッフ 仏語通訳

（２） 概要設計協議

No 氏名 所属 担当業務

1 杉山 俊士 JICA 国際協力専門員 総括

2 袴田 麗香 JICA 経済開発部 計画管理１

3 松野 雅人 JICA セネガル事務所 計画管理 2 

4 小川 雅 水産エンジニアリング㈱ 業務主任者／建築計画

5 歳原 隆文 水産エンジニアリング㈱ 訓練・施設運営計画／人材育成計画

6 生熊 恵美 株式会社テクノ・スタッフ 仏語通訳
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2. 調査日程

（１） 第 1 次現地調査

行程

JICA：
(杉山団長・西山・松

野・Fatou)

①業務主任者／建築
計画

(小川)

②副業務主任者／施
工計画／積算

(深田)

③訓練・施設運営計
画／人材育成計画2

(江端)

⑤機材・調達計画／
積算／訓練計画2

(鳥居)

④建築設計／自然条
件調査
(内田)

⑥建築設計2／設備
計画

(高橋)

⑦環境社会配慮／ジ
ェンダー配慮

(安井)

1 5/21 金
TK199/HND（22：5

0）→
TK199/HND（22：50）→

2 5/22 土
→（05:20） 

TK595/IST（12:25）
→NKC（16:20）

→（05:20） TK595/IST（12:25）→NKC（16:20）

3 5/23 日
漁港・衛生学校等視

察・団内協議
漁港・類似施設視察・団内協議

漁港・衛生学校等視
察・団内協議

4 5/24 月
大使館表敬、相手国
機関ICR、質問書説

明

基礎情報収集・確認、訓練・既存施設・機材
利用状況調査

大使館表敬、相手国
機関ICR、質問書説

明、地盤調査

5 5/25 火
CQFMP協議、地盤

調査
CQFMP協議、訓練計画・機材利用状況調査

CQFMP協議、地盤
調査

6 5/26 水
CQFMP協議、サイ

ト調査、Promo
Peche協議

CQFMP協議、サイト既存施設・機材調査、
訓練計画調査

CQFMP協議、地盤
調査

7 5/27 木 施設計画、地盤調査 訓練・既存施設・機材利用状況調査 施設計画、地盤調査

8 5/28 金
施設計画調査、測量

調査
TK199/HND（22：5

0）→
訓練・既存施設・機材利用状況調査

インフラ調査・施設計
画協議、測量調査

TK199/HND（22：50）→

9 5/29 土 施設計画、地盤調査
→（05:20） 

TK595/IST（12:25）
→NKC（16:20）

訓練・既存施設・機材利用状況調査 施設計画、地盤調査
→(05:20) 

TK595/IST(12:25)→NKC(16:20)

10 5/30 日

ヌアクショット(9:30)→
(10:10)
ヌアディブ 
海事アカデミー、類似施
設視察

施工・調達事情調査 資料分析

11 5/31 月
ヌアディブ視察・協議 
ヌアディブ(18:50)

施工・調達事情調査
サイト調査、ジェンダ

ー調査

12 6/1 火
環境・建設・解体手続

担当機関協議
施工・調達事情調査

施設計画協議・自然
条件調査

既存施設調査 ジェンダー調査

13 6/2 水 施設計画調査 施工・調達事情調査 訓練状況調査 機材・訓練生調査
施設計画協議・自然

条件調査
既存施設調査 サイト周辺住民調査

14 6/3 木 施工・調達事情調査 施工・調達事情調査 訓練状況調査 機材・訓練生調査
施設計画協議・自然

条件調査
既存施設調査 環境法規手続確認

15 6/4 金 移動
インフラ調査・施設計

画協議
施工・調達事情調査 訓練計画調査 機材・訓練生調査

施設計画協議・自然
条件調査

既存施設調査 環境法規手続確認

16 6/5 土 移動
インフラ調査・施設計画協議・漁港・魚市場

視察
訓練計画調査

施設計画協議・自然
条件調査

魚市場視察 環境法規手続確認

17 6/6 日 団内協議　資料整理

18 6/7 月
AM: MPEM・ＣＰＭＥ表敬

サイト視察、CQFMP表敬・MD協議
訓練計画調査 建築施設関連調査 設備設計調査 ジェンダー調査

19 6/8 火 AM: CQFMP ヒアリング・ミニッツ協議 訓練計画調査 機材・調達事情調査 建築施設関連調査 設備設計調査 環境影響評価調査

20 6/9 水
AM:EU,ILO面談

ＰＭ：CQFMP　MD協議
訓練計画調査

積算関連調査
ドナー面談

建築施設関連調査 設備設計調査 環境影響評価調査

21 6/10 木
AM:ミニッツ協議（MPEM、CQFMP)
PM:ミニッツ署名（MPEM、CQFMP) 

運営維持管理調査・
訓練生アンケート

積算関連調査
ミニッツ協議

関連法規・規制確認
ミニッツ協議

設備設計調査
PCR検査

環境影響評価調査

22 6/11 金
PCR検査

大使館報告
計画省協議、免税手

続調査
施工・調達事情調査 運営維持管理調査 積算関連調査 建築施設関連調査 設備設計調査

環境影響評価調査
TK583/NKC(17:30)

23 6/12 土 移動 施工・調達事情調査 訓練計画調査 積算関連調査
建築施設関連調査・

自然条件調査
設備設計調査 →IST(06:30)

24 6/13 日 移動 団内協議　資料整理
TK198/IST(01:4
0)→HND(19:20)

25 6/14 月 施設計画調査 施工・調達事情調査
訓練計画・実施体制

調査
機材・訓練生調査

施設計画協議・自然
条件調査

既存施設調査

26 6/15 火
施設計画調査
PRAO調査

施工・調達事情調査
訓練計画・実施体制

調査
機材・訓練生調査

施設計画協議・自然
条件調査

既存施設調査

27 6/16 水
施設計画・免税手続

調査
施工・調達事情調査

訓練計画・実施体制
調査

機材計画協議 施設・設備計画協議

28 6/17 木
施設計画・通関手続

調査
施設計画調査

訓練計画・実施体制
調査

PCR検査、
積算関連調査

建築施設関連調査
PCR検査、

設備設計調査

29 6/18 金 施設計画・免税関連調査 運営維持管理調査
TK583/NKC(17:

30)
建築施設関連調査

TK583/NKC(17:
30)

30 6/19 土 施設計画調査、PRAO建設現場視察・協議 運営維持管理調査 →IST(06:30) 建築施設関連調査 →IST(06:30)

31 6/20 日 団内協議　資料整理
TK198/IST(01:4
0)→HND(19:20)

団内協議　資料整理
TK198/IST(01:4
0)→HND(19:20)

32 6/21 月 施設・設備計画協議 施工・調達事情調査 運営維持管理調査 施設・設備計画協議

33 6/22 火
施設計画・免税手続

調査
施工・調達事情調査

運営維持管理調査
MPEM統計調査

建築施設関連調査

34 6/23 水 施設計画調査 施工・調達事情調査 運営維持管理調査 建築施設関連調査

35 6/24 木

PCR検査・免税手続
調査

テクニカルノート協
議

PCR検査
調達事情調査、テクニカルノート協議

PCR検査
テクニカルノート協

議

36 6/25 金

大使館報告
テクニカルノート手

交
衛生学校・INAP調

査
TK583/NKC(17:

30)

大使館報告
施工・調達事情調査
TK583/NKC(17:

30)

INAP調査
TK583/NKC(17:

30)

テクニカルノート手
交

INAP調査
TK583/NKC(17:

30)

37 6/26 土 →IST(06:30) →IST(06:30)

38 6/27 日 TK198/IST(01:40)→HND(19:20)
TK198/IST(01:4
0)→HND(19:20)

ヌアディブ漁港・魚市場、FRP造船所、CQFMP協議 
ヌアディブ(18:50)→(19:30)ヌアクショット

ヌアクショット(9:30)→(10:10)ヌアディブ 海事アカデミー、ESO、類似施設視察

日付
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（１） 概要設計協議

日付 行程 

JICA 団員
業務主任者 

／建築計画 

訓練・施設運営計

画／人材育成計画 
仏語通訳 

1 11/26 金 移動 羽田→ 

2 11/27 土 乗継→ヌアクショット

3 11/28 日 団内協議 団内協議、CQFMP 補足調査 

4 11/29 月 先方政府と準備調査報告書案についての説明・協議

5 11/30 火 準備調査報告書案についての説明・協議(MPEM・CQFMP)

6 12/01 水 ミニッツ協議、補足調査

7 12/02 木 PCR 検査、ミニッツ協議・署名、MPEM 次官表敬、補足調査 

8 12/03 金
大使館報告・ONISPA 視察 

ヌアクショット→

補足調査 

ヌアクショット→

9 12/04 土 乗継 

10 12/05 日 →羽田
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3. 相手国関係者リスト

所属 氏名

漁業海洋経済省(MPEM) 
漁業海洋経済大臣 M. Dy Ould Zein

 次官 Mme. El Aliya MENKOUSS

計画協力局長 Dr. Mohamed Ely Barham

漁業経済社会監視室(OESP)コーディネーター  M. Abderrahmane Boujoumaa

JICA 専門家 M. TSUBAKI Hiromi

海事アカデミー

 総長 M. Aboubekrine Sidi Hanena

水産訓練センター(CQFMP) 
 局長 M. Mohamed Malainin HAYE

カリキュラムコーディネーター M. Ahmed Ravaa

ロジスティックコーディネーター M. AbdNour Horma

ヌアクショット支所長 M. El Wely O. Cheikh

ヌアディブ支所長 M. Mohamed Saad Bouh Elemine

住宅・都市・国土整備省(M.H.U.A.T) 住宅都市総局 / 
公共施設・機材総局 (DGBEP) 局長 M. Yahafdou Oherrf

住宅・都市局(DGHU) M. Yahye Babaue

国立職業訓練推進機構 (INAP-FTP) 
理事長 M. Mohamed Lemine Seyed

ドナー

PRAO 専門家 Dr. Sidi Mohamed Moine 

AECID プロジェクトコーディネーター Mme. Gemma Perez Arroyo 

モーリタニア国水産物衛生検査公社(ONISPA) ヌアクショット

所長 Dr. Aly Yahya Dartige 

海洋科学高等教育機関(ISSM) 
所長 M. Mahfoudh Taleb Sidi

研究教授 M. Khalihena Groune Ahmed Levdhil

国家教育職業訓練・改革省

Assistant Port Facility Safety Officer Dr Mohamed Ely Barham 
税務総局

公共組織局長 M. Diallo Mamadou Abdoulaye

公共組織副局長 M. Aboubakine KANE

ヌアクショット関税局

所員 M. Adama Sao

所員 M. Diallo Kalidou

漁業組合

全国零細漁業協会 M. Bou Hou Beyni Abdarrhman Chenif

在モーリタニア国日本大使館

特命全権大使 M. EBATA Isao

書記官 Mme. KATO Anri
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4．協議議事録（M/D）

第1次現地調査　協議議事録
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1 

Minutes of Discussions  

on the Preparatory Survey for the Project for  

Improvement of Facilities of the Centre de Qualification et de Formation aux 

Métiers de la Pêche 

Based on the preliminary discussions between the Government of the Islamic 

Republic of Mauritania (hereinafter referred to as “Mauritania”) and the country office of 

Japan International Cooperation Agency (hereinafter referred to as “JICA”) in Senegal, 

JICA dispatched the Preparatory Survey Team  (hereinafter referred to as “the Team”) 

for the outline design of the Project for Improvement of Facilities of the Centre de 

Qualification et de Formation aux Métiers de la Pêche (hereinafter referred to as “the 

Project”) to Mauritania. The Team held a series of discussions with the officials of the 

Government of Mauritania and conducted field surveys. In the course of the discussions, 

both sides have confirmed the main items described in the attached sheets.   

Nouakchott, 10 June, 2021 

Mr. SUGIYAMA, Shunji Dr. Mohamed Ely BARHAM 

Leader Director of Planning and Cooperation 

Preparatory Survey Team 

Japan International Cooperation Agency 

Japan 

Ministry of Fisheries and Maritime Economy 

Government of the Islamic Republic of Mauritania 

For the Académie Navale 

Mr Mohammed Malainine HAYE 
Director 

Centre de Qualification et de Formation aux Métiers 

de la Pêche, Académie Navale 

Government of the Islamic Republic of Mauritania 

第1次現地調査　協議議事録(英訳)
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ATTACHMENT 

1. Title of the Project

Both sides confirmed the project title as the Project for Improvement of Facilities of

the Centre de Qualification et de Formation aux Métiers de la Pêche (hereinafter

referred to as “CQFMP”).

2. Objective of the Project

The objective of the Project has been redefined as follows

“To enhance the technical competency and the function of CQFMP through

reconstruction of its training and administrative facilities, thereby contributing to the

human resource development in the fisheries sector of Mauritania”.

It was noted that tacking the social issues of unemployment and poverty by offering

quality vocational training to the youth is one of the important political directions in

Mauritania.

3. Project site

It was confirmed by the Mauritanian side that the Project site, together with the

temporary construction/stock yard, shall be secured in the areas as indicated in the

Annex 1.

It is required for the Mauritanian side that proper notification on the use of area for

temporary construction/stock yard be given to the neighbors and the relevant local

authorities including the city council (La Mairie de Tevragh Zeina, Conseil régional)

and that their consent be obtained in time for the implementation of the Project.

4. Responsible authorities for the Project

It was affirmed that the authorities responsible for the Project shall be designated as

follows:

4.1. The CQFMP, on behalf of the Académie Navale, will be the executing agency for 

the Project (hereinafter referred to as “the Executing Agency”), which takes the 

responsibility to coordinate with all the relevant authorities for the smooth 

implementation of the Project. The organization chart of CQFMP is shown in the 

Annex 2. 

4.2. As the supervising authority of the Executing Agency of the implementation of the 

Project, the Ministry of Fisheries and Maritime Economy (hereinafter referred to 

as “MPEM”) shall oversee the overall implementation of the Project on behalf of 
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the Government of Mauritania. It was reported that the CQFMP is administratively 

under the Académie Navale; however, it is also in the position to be technically 

supervised by the MPEM and the director of CQFMP is appointed by the proposal 

of the Minister of the Fisheries and Maritime Economy. 

 

5. Items requested by the Government of Mauritania 

5.1. After thorough review of necessary facilities of CQFMP, the composition of 

requested items for the Project has been determined as specified in the Annex 3. 

The Mauritanian side shall submit an official request of the Project to the 

Government of Japan through a diplomatic channel before the end of October 2021. 

5.2. It was agreed that the list of requested items shall be limited only to those facilities 

required by the CQFMP in Nouakchott. Furthermore, FRP pirogues for artisanal 

fishers’ course have been excluded from the requested items. 

5.3. JICA will assess the feasibility of the above requested items through the survey and 

will report the findings to the Government of Japan. The final scope of the Project 

will be decided by the Government of Japan. 

 

6. Procedures and Basic Principles of Japanese Grant 

6.1. The Mauritania side agreed to adhere to the procedures and basic principles of 

Japanese Grant (hereinafter referred to as “the Grant”) as described in the Annex 4.  

6.2. As for the monitoring of the implementation of the Project, Mauritanian side is 

required to submit the Project Monitoring Report, the form of which is attached as 

the Annex 5. 

6.3. The Mauritanian side agreed to take the necessary measures, as described in Annex 

6, for smooth implementation of the Project. The contents of the Annex 6 will be 

elaborated and refined during the Preparatory Survey and be agreed in the mission 

to be dispatched for explanation of the draft preparatory survey report. 

The contents of the Annex 6 will be updated as the preparatory survey progresses, 

and eventually, will be used as an attachment to the Grant Agreement. 

 

7. Further schedule of the Survey 

7.1. The Team will continue its survey work in Mauritania until 25 June, 2021. 

7.2. JICA will prepare a draft preparatory survey report in French and plan to dispatch 

a mission to Mauritania in December, 2021 in order to explain its contents. 

7.3. If the contents of the report are accepted and the undertakings for the Project are 

fully agreed by both sides, JICA will finalize the preparatory survey report and send 
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it to Mauritania around March, 2022. 

7.4. The above schedule is tentative and subject to change. 

 

8. Environmental and Social Considerations 

8.1. The Mauritania side ensured to give due environmental and social considerations 

before and during implementation, and after completion of the Project, in 

accordance with the JICA’s Guidelines for Environmental and Social 

Considerations (April, 2010). 

8.2. The Project is categorized as “C” from the following considerations: 

Not located in a sensitive area, nor has it sensitive characteristics, nor falls it into 

sensitive sectors under the Guidelines, and its potential adverse impacts on the 

environment are not likely to be significant.  

8.3. It is confirmed that necessary procedures of the environmental assessment shall be 

conducted as follows.  

 

i. Japanese side sends the draft outline of the Project (composition and basic 

design of the CQFMP facilities) to Mauritanian side. 

ii. The Académie Navale submits the draft outline of the Project to the relevant 

authority for the necessary of the Environmental Impact Assessment (EIA) 

and the purpose of identifying the procedure of the whether it is conducted by 

simple procedure or by detailed procedure. 

iii. The Académie Navale assigns a local consultant who prepares the Terms of 

Reference (TdR) for the identified EIA procedure 

iv. The Académie Navale submits the TdR to the Direction of Inspection and 

Environmental Evaluation (Direction du Contrôle et Evaluation 

Environmentale), Ministry of Environment and Sustainable Development, 

v. The Académie Navale follows up to ensure the issuance of the approval of 

the Project. 

 

8.4. The Mauritania side explained that EIA by simple procedure is expected for the 

Project in accordance with the Law 2000-045 of 27th July, 2000, on the environment 

code, Decree 2007-105 on environmental impact studies.  

 

8.5. The necessary duration for the approval of EIA by simple procedure is about three 

months after CQFMP receives the information related to the draft outline of the 
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Project. In the case of the detailed procedure, it would take about 6 months 

9. Other Relevant Issues

9.1. Site clearance: it was assured by the Mauritanian side that the existing buildings, 

structures and boundary walls found in the project site be demolished and properly 

cleared in advance of the tender process of the Project. The Académie Navale shall 

take charge of this task and will secure the necessary budget for timely completion 

of the task. The Académie Navale shall ensure that the necessary permission be 

obtained from the supervising authority: CQFMP.  

9.2. Continuation of the CQFMP function during implementation of the Project: The 

Mauritania side explained that, after demolition of the current training and 

administrative facilities of CQFMP in Nouakchott, their functions will be 

transferred to the rented office in Nouakchott and/or other centers of CQFMP to 

continue the offering of vocational training to the populations of Mauritania.  

9.3. It was informed that the construction permit is not required for government projects; 

however, the basic design of facilities shall be notified from the Académie Navale 

to the Ministry of Housing and Urban Development and Land-Use Planning.  

9.4. The Mauritania side explained that the 10-year insurance, along with the 

inspections by a local control bureau, is not obligatory for national government’s 

projects according to the (Code d’Assurance Chap.2, Article 186, Sect.2), and it 

was affirmed that this code shall be applied to the Project. The decision shall be 

further confirmed by a written consent.  

9.5. Considerations for gender issues and persons with disabilities 

Both sides confirmed that following aspects shall be duly reflected in the scope and 
design of the Project. 

i. Incorporation of gender-disaggregated data in the appraisal of the Project.

ii. Facility design that reflects gender-specific needs.

iii. Selection of equipment that reflects gender-specific needs and ensure

usability by different gender groups and persons with disabilities.

iv. Incorporation of barrier-free design as far as possible.

END 
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Annex 1 Project Site 

Annex 2 Organization Chart 

Annex 3 Composition of the Requested Items for the Project 

Annex 4 Japanese Grant 

Annex 5 Project Monitoring Report (template) 

Annex 6 Major Undertakings to be taken by the Government of Islamic Republic of 

Mauritania 
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Annex 1 Project Site 

Site boundary coordinates 

No X Y 

145 392024.839 2002350.513 

113 391971.911 2002336.295 

154 391989.357 2002269.553 

152 392041.421 2002283.422 

SITE (CQFMP) 

R

-資料 45-



Annex 2 Organization Chart 

CQFMP 

CQFMP Nouakchott 

Directeur

Secrétariat 
Central

Surveillant 
Central

Coordinateur 
Logistique

Cellule 
Infrastructure

Cellule Moyens 
Généraux

Cellule Comptabilité
Matériels

Service 
Administratif Plantons Cellule RH

Cellule 
INFO

Cellule 
Comptabilité

Pôle Dév. 
Voum legleita

Coord. pédagogique 
Centres et pôles

Pôle Dév. 
Legweichich

Service formation

Centre de Formation
Nouadhibou

Cellule 
Développement

Centre de Formation
Evernan

Centre de Formation
Blawakh

Centre de Formation
Nouakchott

Personnel

Directeur CQFMP

Coord. Pédag.Coord. Logist.

Comptable

Chef Centre NKTT

Resp. form. TechAdjoint

Resp. Magasin

Resp.Sortie en merResp. Moteurs HB

Encadrement

Resp. InternatGardien
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Annex 3 Composition of the Requested Items for the Project 

FACILITIES 
Headquarters and Administration Area 

Name of facility Quantity 
/Scale Remarks 

Director's office 1 
With Reception space, small meeting space, toilet, 
kitchenette and library 

Secretary's office 1 With Security camera and monitor 
Waiting room 1 For visitors 
Deputy director's office 1 With reception space, toilet, 
Accountant's office 1 

Staff office 6 
For 15 staff members, 5 private rooms and shared 
offices 

Meeting room 1 For 40-50 people, for staff and visitors 
Drawing room 1 Capacity: About 40 people, with café function. 

Toilets as 
appropriate For men and women 

Planton's Room 1 with Kitchenet 

Storage as 
appropriate Materials / Store room 

Lecture Area 
Class room( large) 1 Capacity: About 60 trainees, for lecture 
Class room(small) 2 Capacity: About 20 trainees, for lecture 

Workshop 4 
Outboard engine, rope work ,net mending and fishing 
gear. 

Storage 4 Storage for each workshop equipment 

Computer room 1 
Capacity: About 20 people, with Preparation room(copy 

machine・library) 

Radio training room 1 Radio, Radar, Sounder equipment 
Administrative office 4 For Chief, Deputy chief, Chief trainer, Chief Engineer 
Trainer's office 2 

Graduate follow-up room 1 
chairperson of Public relation, support and follow up of 
graduates 

Toilets as 
appropriate For men and women, universal 

Planton's Room 1 with Kitchenet 
Fisheries Processing Training Area 

Locker room 1 For women 
Preparation room 1 For hand washing, changing shoes etc. 
Processing room for fresh fish 1 
Processing room for cooking 1 With external roofed drying space 
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Trainee's Dormitory   

Name of facility Quantity 
/Scale Remarks 

 Dormitory 14 
Capacity: About 56-84 people, （share room for 4-6 

people each）,With storage 

 Bathroom as 
appropriate For men 

 Trainee's Lounge 1 With kitchen 
Other incidental facilities   

 Kitchen and canteen 1 
Canteen for trainer/staff 20 person,  
and Canteen for trainee 80-100 person 

 Infirmary 1 1 medical staff, 2 beds 

 Conference room 1 
Capacity: About 100-120 people, including external 
training use, including 

 Praying room 1 Capacity: About 20-25 people 
 Indoor training room 1  
 Watchman room 1 With shower, mini kitchen 
 Electrical room 1  
 Generator room 1  
 Pump room 2  
 Gas bin space 1 For Kitchen and Workshop (cooking) 

 Parking lot 1 
With external roof, for staff and visitors, for passenger 
cars 
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EQUIPMENT 
1. Equipment for artisanal fisherman training

Name of equipment Quantity Remarks 
A set of equipment for ropework and fish 
net mending  

1 Rope, Repair thread, Nylon knitted fabric, etc. 

A set of purse seine net 1 Length: 600m 
Outboard engine (60CV) 6 For  purse seine fishing pirogue 
Others equipment for Artisanal Purse 
seine net fisherman 

1 
 Reflecting radars, Radio VHF portable type, 
GPS portable type, etc.   

A set of equipment for Captain of coastal 
fishing boat 

1 
 Radio VHF, GPS, SSB, Radar, Sounder, Sonar, 
Compass, etc.  

A set of equipment for maritime safety 1 Fire extinguisher, Lifesaving buoy, etc. 
2. Equipment for fish processing training
A set of work table and sink 1 Work table, Sink, etc. 

A set of fish processing equipment 1 
Cold storage tank, Plastic Fish Crate, Cooking knife, 
Cutting board, Platform scales, Smoking cabinet, 
Drying stand, etc.  

A set of storage equipment 1 Refrigerator, Cooler Box, Chest freezer, etc. 
A set of cooking equipment 1 Gas cooker, etc. 
A set of cleaning tools 1 High-pressure cleaners, Garbage box, etc. 
3. Equipment for outboard motor training
A set of  work table and work chair 1 Workbench, Outboard motor stand, Parts shelf 
A set of repair and maintenance 
equipment 1 

Tools, Tool trolleys, Outboard repair parts, Test 
tanks, etc. 

4. Equipment for class room

A set of furniture for lectures 1 
Classroom desk, Chair, Teaching platform, 
Teacher's lectern, etc. 

A set of lecture equipment 1 Whiteboard, Projector, etc. 
5. Equipment for computer room
A set of furniture for Computer room 1 Computer room table, Chair etc. 

A set of PCs 1 
Desktop PCs, Large screen display, 

Uninterruptible Power Supply, etc. 
A set of equipment for server / internet 
connection 

1 Server, switching hub, printers, etc.. 

6. Equipment for Trainer's office / meeting room / conference room / storage
A set of desks for the trainer's room 1 Trainer's room desk, Chair, etc. 
A set of conference room tables and chairs 1 Conference room table, Chair, etc. 
A set of meeting equipment for conference 
room 

1 Projector, screen, microphone speaker system, etc. 

A set of seminar room tables and chairs 1 Tables, Chairs, etc. 
A set of seminar equipment for seminar 
room 

1 Projector, Screen, P.A. system, etc. 

A set of equipment for warehouse 1 Heavy duty storage rack, etc. 
7. Equipment for canteen and kitchen
A set of tables and chairs 1 Tables and chairs for trainees and trainers, etc. 
A set of cooking equipment 1 Cook tables, Sinks, etc. 
8. Equipment for Infirmary
Nursery bed 2 Steel pipe bed 
A set of Infirmary equipment 1 desk & chair, shelf, examination bed 
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Annex 4
JAPANESE GRANT

The Japanese Grant is non-reimbursable fund provided to a recipient country (hereinafter referred to 
as “the Recipient”) to purchase the products and/or services (engineering services and transportation 
of the products, etc.) for its economic and social development in accordance with the relevant laws 
and regulations of Japan. Followings are the basic features of the project grants operated by JICA 
(hereinafter referred to as “Project Grants”). 

1. Procedures of Project Grants

Project Grants are conducted through following procedures (See “PROCEDURES OF JAPANESE 
GRANT” for details):

(1) Preparation
- The Preparatory Survey (hereinafter referred to as “the Survey”) conducted by JICA

(2) Appraisal
-Appraisal by the government of Japan (hereinafter referred to as “GOJ”) and JICA, and
Approval by the Japanese Cabinet

(3) Implementation
Exchange of Notes

-The Notes exchanged between the GOJ and the government of the Recipient
Grant Agreement (hereinafter referred to as “the G/A”)

-Agreement concluded between JICA and the Recipient
Banking Arrangement (hereinafter referred to as “the B/A”)

-Opening of bank account by the Recipient in a bank in Japan (hereinafter referred to as
"the Bank") to receive the grant

Construction works/procurement
-Implementation of the project (hereinafter referred to as “the Project”) on the basis of

the G/A
(4) Ex-post Monitoring and Evaluation

-Monitoring and evaluation at post-implementation stage

2. Preparatory Survey

(1) Contents of the Survey

The aim of the Survey is to provide basic documents necessary for the appraisal of the the Project
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made by the GOJ and JICA. The contents of the Survey are as follows:

- Confirmation of the background, objectives, and benefits of the Project and also institutional
capacity of relevant agencies of the Recipient necessary for the implementation of the
Project.

- Evaluation of the feasibility of the Project to be implemented under the Japanese Grant from
a technical, financial, social and economic point of view.

- Confirmation of items agreed between both parties concerning the basic concept of the
Project.

- Preparation of an outline design of the Project.

- Estimation of costs of the Project.

- Confirmation of Environmental and Social Considerations

The contents of the original request by the Recipient are not necessarily approved in their initial 
form. The Outline Design of the Project is confirmed based on the guidelines of the Japanese
Grant.

JICA requests the Recipient to take measures necessary to achieve its self-reliance in the 
implementation of the Project. Such measures must be guaranteed even though they may fall 
outside of the jurisdiction of the executing agency of the Project. Therefore, the contents of the 
Project are confirmed by all relevant organizations of the Recipient based on the Minutes of 
Discussions.

(2) Selection of Consultants

For smooth implementation of the Survey, JICA contracts with (a) consulting firm(s). JICA selects
(a) firm(s) based on proposals submitted by interested firms.

(3) Result of the Survey

JICA reviews the report on the results of the Survey and recommends the GOJ to appraise the 
implementation of the Project after confirming the feasibility of the Project.

3. Basic Principles of Project Grants

(1) Implementation Stage

1) The E/N and the G/A

-資料 51-



After the Project is approved by the Cabinet of Japan, the Exchange of Notes (hereinafter referred 
to as “the E/N”) will be singed between the GOJ and the Government of the Recipient to make a 
pledge for assistance, which is followed by the conclusion of the G/A between JICA and the 
Recipient to define the necessary articles, in accordance with the E/N, to implement the Project, 
such as conditions of disbursement, responsibilities of the Recipient, and procurement conditions.
The terms and conditions generally applicable to the Japanese Grant are stipulated in the “General 
Terms and Conditions for Japanese Grant (January 2016).”

2) Banking Arrangements (B/A) (See “Financial Flow of Japanese Grant (A/P Type)” for details)

a) The Recipient shall open an account or shall cause its designated authority to open an account
under the name of the Recipient in the Bank, in principle. JICA will disburse the Japanese
Grant in Japanese yen for the Recipient to cover the obligations incurred by the Recipient
under the verified contracts.

b) The Japanese Grant will be disbursed when payment requests are submitted by the Bank to
JICA under an Authorization to Pay (A/P) issued by the Recipient.

3) Procurement Procedure

The products and/or services necessary for the implementation of the Project shall be procured in 
accordance with JICA’s procurement guidelines as stipulated in the G/A.

4) Selection of Consultants

In order to maintain technical consistency, the consulting firm(s) which conducted the Survey will 
be recommended by JICA to the Recipient to continue to work on the Project’s implementation 
after the E/N and G/A.

5) Eligible source country

In using the Japanese Grant disbursed by JICA for the purchase of products and/or services, the 
eligible source countries of such products and/or services shall be Japan and/or the Recipient. The 
Japanese Grant may be used for the purchase of the products and/or services of a third country as 
eligible, if necessary, taking into account the quality, competitiveness and economic rationality of 
products and/or services necessary for achieving the objective of the Project. However, the prime 
contractors, namely, constructing and procurement firms, and the prime consulting firm, which 
enter into contracts with the Recipient, are limited to "Japanese nationals", in principle. 

6) Contracts and Concurrence by JICA

The Recipient will conclude contracts denominated in Japanese yen with Japanese nationals. Those 
contracts shall be concurred by JICA in order to be verified as eligible for using the Japanese 
Grant. 

7) Monitoring
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The Recipient is required to take their initiative to carefully monitor the progress of the Project in 
order to ensure its smooth implementation as part of their responsibility in the G/A, and to
regularly report to JICA about its status by using the Project Monitoring Report (PMR).

8) Safety Measures

The Recipient must ensure that the safety is highly observed during the implementation of the 
Project.

9) Construction Quality Control Meeting

Construction Quality Control Meeting (hereinafter referred to as the “Meeting”) will be held for
quality assurance and smooth implementation of the Works at each stage of the Works. The
member of the Meeting will be composed by the Recipient (or executing agency), the Consultant,
the Contractor and JICA. The functions of the Meeting are as followings:

a) Sharing information on the objective, concept and conditions of design from the Contractor,
before start of construction.

b) Discussing the issues affecting the Works such as modification of the design, test,
inspection, safety control and the Client’s obligation, during of construction.

(2) Ex-post Monitoring and Evaluation Stage

1) After the project completion, JICA will continue to keep in close contact with the Recipient in
order to monitor that the outputs of the Project is used and maintained properly to attain its expected
outcomes.

2) In principle, JICA will conduct ex-post evaluation of the Project after three years from the
completion. It is required for the Recipient to furnish any necessary information as JICA may
reasonably request.

(3) Others

1) Environmental and Social Considerations

The Recipient shall carefully consider environmental and social impacts by the Project and must 
comply with the environmental regulations of the Recipient and JICA Guidelines for 
Environmental and Social Considerations (April, 2010).
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2) Major undertakings to be taken by the Government of the Recipient

For the smooth and proper implementation of the Project, the Recipient is required to undertake
necessary measures including land acquisition, and bear an advising commission of the A/P and
payment commissions paid to the Bank as agreed with the GOJ and/or JICA. The Government of
the Recipient shall ensure that customs duties, internal taxes and other fiscal levies which may be
imposed in the Recipient with respect to the purchase of the Products and/or the Services be
exempted or be borne by its designated authority without using the Grant and its accrued interest,
since the grant fund comes from the Japanese taxpayers.

3) Proper Use

The Recipient is required to maintain and use properly and effectively the products and/or services 
under the Project (including the facilities constructed and the equipment purchased), to assign staff 
necessary for this operation and maintenance and to bear all the expenses other than those covered 
by the Japanese Grant.

4) Export and Re-export

The products purchased under the Japanese Grant should not be exported or re-exported from the
Recipient.

Attachment-1 Procedures of Japanese Grant
Attachment-2 Financial Flow of Japanese Grant
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Stage Procedures Remarks
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Official Request Request for grants through diplomatic channel Request shall be submitted before
appraisal stage. x x

1. Preparation (1) Preparatory Survey
Preparation of outline design and cost estimate x x x

(2)Preparatory Survey
Explanation of draft outline design, including
cost estimate, undertakings, etc.

x x x

(3)Agreement on conditions for
implementation

Conditions will be explained with the
draft notes (E/N) and Grant Agreement
(G/A) which will be signed before
approval by Japanese government.

x x
(E/N)

x
(G/A)

(4) Approval by the Japanese cabinet x

(5) Exchange of Notes (E/N) x x

(6) Signing of Grant Agreement (G/A) x x

(7) Banking Arrangement (B/A) Need to be informed to JICA x x

(8) Contracting with consultant
and issuance of Authorization to Pay (A/P) Concurrence by JICA is required x x x

(9) Detail design (D/D) x x

(10) Preparation of bidding documents Concurrence by JICA is required x x

(11) Bidding Concurrence by JICA is required x x x

(12) Contracting with contractor/supplier
and issuance of A/P Concurrence by JICA is required x x x

(13) Construction works/procurement
Concurrence by JICA is required for
major modification of design and
amendment of contracts.

x x x

(14) Completion certificate x x x

(15) Ex-post monitoring To be implemented generally after 1, 3,
10 years of completion, subject to change x x

(16) Ex-post evaluation To be implemented basically after 3 years
of completion x x

notes:

1. Project Monitoring Report and Report for Project Completion shall be submitted to JICA as agreed in the G/A.

2. Concurrence by JICA is required for allocation of grant for remaining amount and/or contingencies as agreed in the G/A.

4. Ex-post monitoring
& evaluation

3. Implementation

PROCEDURES OF JAPANESE GRANT 

2. Appraisal
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PMR prepared on DD/MM/YY

1

Project Monitoring Report
on

Project Name
Grant Agreement No. XXXXXXX

20XX, Month

Organizational Information

Signer of the G/A
(Recipient)

Person in Charge (Designation)

Contacts Address:
Phone/FAX:
Email:

Executing
Agency

Person in Charge (Designation)

Contacts Address:
Phone/FAX:
Email:

Line Ministry 
Person in Charge (Designation)

Contacts Address:
Phone/FAX:
Email:

General Information:

Project Title

E/N Signed date:
Duration:

G/A Signed date:
Duration:

Source of Finance Government of Japan: Not exceeding JPY mil.
Government of (          ):   

Annex 5
G/A NO. XXXXXXX
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G/A NO. XXXXXXX
PMR prepared on DD/MM/YY

2

1:  Project Description

1-1 Project Objective

1-2 Project Rationale
- Higher-level objectives to which the project contributes (national/regional/sectoral

policies and strategies)
- Situation of the target groups to which the project addresses

1-3 Indicators for measurement of “Effectiveness”

Quantitative indicators to measure the attainment of project objectives
Indicators Original (Yr ) Target (Yr )

Qualitative indicators to measure the attainment of project objectives

2:  Details of the Project

2-1 Location

2-2 Scope of the work

Reasons for modification of scope (if any).
(PMR)

Components Original
(proposed in the outline design)

Actual

1.

Components Original*
(proposed in the outline design)

Actual*

1.
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G/A NO. XXXXXXX
PMR prepared on DD/MM/YY

3

2-3 Implementation Schedule

Items
Original

Actual(proposed in the 
outline design)

(at the time of signing 
the Grant Agreement)

Reasons for any changes of the schedule, and their effects on the project (if any)

2-4 Obligations by the Recipient
2-4-1 Progress of Specific Obligations

See Attachment 2.

2-4-2 Activities
See Attachment 3.

2-4-3 Report on RD
See Attachment 11.

2-5 Project Cost

2-5-1 Cost borne by the Grant(Confidential until the Bidding)

Components Cost
(Million Yen)

Original
(proposed in the outline design)

Actual
(in case of any 
modification)

Original1),2)

(proposed in 
the outline 

design)

Actual

1.

Total
Note: 1) Date of estimation:

2) Exchange rate: 1 US Dollar = Yen

2-5-2 Cost borne by the Recipient

Components Cost
(1,000 Taka)

Original
(proposed in the outline design)

Actual
(in case of any 
modification)

Original1),2)

(proposed in 
the outline 

design)

Actual

1.
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G/A NO. XXXXXXX
PMR prepared on DD/MM/YY

4

Note: 1) Date of estimation:
2) Exchange rate: 1 US Dollar =

Reasons for the remarkable gaps between the original and actual cost, and the countermeasures 
(if any)
(PMR)

2-6 Executing Agency
- Organization’s role, financial position, capacity, cost recovery etc,
- Organization Chart including the unit in charge of the implementation and number

of employees.
Original (at the time of outline design)
name: 
role:
financial situation: 
institutional and organizational arrangement (organogram): 
human resources (number and ability of staff): 

Actual (PMR)

2-7 Environmental and Social Impacts
- The results of environmental monitoring based on Attachment 5 (in accordance with Schedule
4 of the Grant Agreement).
- The results of social monitoring based on in Attachment 5 (in accordance with Schedule 4 of

the Grant Agreement).
- Disclosed information related to results of environmental and social monitoring to local

stakeholders (whenever applicable).

3: Operation and Maintenance (O&M)

3-1 Physical Arrangement
- Plan for O&M (number and skills of the staff in the responsible division or section,
availability of manuals and guidelines, availability of spareparts, etc.)

Original (at the time of outline design)

Actual (PMR)

3-2 Budgetary Arrangement
- Required O&M cost and actual budget allocation for O&M

Original (at the time of outline design)
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G/A NO. XXXXXXX
PMR prepared on DD/MM/YY

5

Actual (PMR)

4: Potential Risks and Mitigation Measures

- Potential risks which may affect the project implementation, attainment of objectives,
sustainability

- Mitigation measures corresponding to the potential risks

Assessment of Potential Risks (at the time of outline design)

Potential Risks Assessment
1. (Description of Risk) Probability: High/Moderate/Low

Impact: High/Moderate/Low
Analysis of Probability and Impact:

Mitigation Measures:

Action required during the implementation stage:

Contingency Plan (if applicable):

2. (Description of Risk) Probability: High/Moderate/Low
Impact: High/Moderate/Low
Analysis of Probability and Impact:

Mitigation Measures:

Action required during the implementation stage:

Contingency Plan (if applicable):

3. (Description of Risk) Probability: High/Moderate/Low
Impact: High/Moderate/Low
Analysis of Probability and Impact:

Mitigation Measures:

Action required during the implementation stage:
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G/A NO. XXXXXXX
PMR prepared on DD/MM/YY

6

Contingency Plan (if applicable):

Actual Situation and Countermeasures
(PMR)

5:  Evaluation and Monitoring Plan (after the work completion)

5-1 Overall evaluation

Please describe your overall evaluation on the project.

5-2 Lessons Learnt and Recommendations
Please raise any lessons learned from the project experience, which might be valuable for the
future assistance or similar type of projects, as well as any recommendations, which might be
beneficial for better realization of the project effect, impact and assurance of sustainability.

5-3 Monitoring Plan of the Indicators for Post-Evaluation
Please describe monitoring methods, section(s)/department(s) in charge of monitoring,
frequency, the term to monitor the indicators stipulated in 1-3.
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G/A NO. XXXXXXX
PMR prepared on DD/MM/YY

7

Attachment

1． Project Location Map
2． Specific obligations of the Recipient which will not be funded with the Grant
3． Monthly Report submitted by the Consultant
Appendix - Photocopy of Contractor’s Progress Report (if any)

- Consultant Member List
- Contractor’s Main Staff List

4． Check list for the Contract (including Record of Amendment of the Contract/Agreement and 
Schedule of Payment)

5． Environmental Monitoring Form / Social Monitoring Form
6． Monitoring sheet on price of specified materials (Quarterly)
7． Report on Proportion of Procurement (Recipient Country, Japan and Third Countries) (PMR

(final )only)
8． Pictures (by JPEG style by CD-R) (PMR (final)only)
9． Equipment List (PMR (final )only)
10. Drawing (PMR (final )only)
11. Report on RD (After project)
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Annex 6 

Major Undertakings to be taken by the Government of the Islamic Republic of Mauritania 

1. Specific obligations of the Government of the Islamic Republic of Mauritania which will not
be funded with the Grant

(1) Before the Tender

NO Items Deadline In charge Estimated 
Cost Ref. 

1 To sign the banking arrangement (B/A) with
a bank in Japan (the Agent Bank) to open
bank account for the Grant  

within 1 month after 
the signing of the G/A 

BCM 
MPEM 

2 To issue A/P to the Agent Bank for the 
payment to the consultant 

within 1 month after 
the signing  of the 
contract(s) 

BCM 
MPEM 

ACNAV/ 
CQFMP 

3 To bear the following commissions to the 
Agent Bank for the banking services based 
upon B/A 

BCM 
MPEM 

ACNAV/ 
CQFMP 1) Advising commission of A/P within 1 month after 

the signing of the 
contract(s)  

2) Payment commission for A/P every payment 
4 To arrange proper notification of the 

demolition and construction of the Project to 
local authorities and neighbors.  

2 months before the 
implementation  

ACNAV/ 
CQFMP 
DGHU 

5 To secure the following lands 

1) project site (CQFMP NKTT)
2) temporary construction yard and stock

yard adjacent to the Project site

before notice of the 
pre-qualification 

ACNAV/ 
CQFMP 

6 To Identify and allow access to sand and 
aggregate removal sites 

7 To confirm the categorization of the EIA before notice of the 
pre-qualification 

ACNAV/ 
CQFMP 
DCEE 

8 To give a technical approval of all projects 
plans 

before notice of the 
bidding documents 

ACNAV 
CQFMP 
DGHU 

9 To clear, level and reclaim the project site 
which inculdes demolishing and removal of 
the exsiting buildings, structures, pavement, 
boundary walls and trees. 

before notice of the 
bidding documents 

ACNAV/ 
CQFMP 

10 To submit Project Monitoring Report (with 
the result of Detailed Design) 

before preparation of 
the bidding documents 

ACNAV/ 
CQFMP 

BCDM: BANQUE CENTRALE DE MAURITANIE (CENTRAL BANK OF MAURITANIA),  

MF : Ministère des Finances 

ACNAV : Academie Navale 

CQFMP: Centre de Qualification et de Formation aux Métiers des Pêches (Qualification and Training 

Center for Fishing Professions) 

DGHU Direction Générale de l’Habitat et de l’Urbanisme 

DCEE : Direction du Contrôle et Evaluation Environnementale 
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(2) During the Project Implementation

NO Items Deadline In charge Estimated 
Cost Ref. 

1 To issue A/P to the Agent Bank for the 
payment to the supplier and the contractor 

within 1 month after 
the signing of the  

contract(s) 

BCM, 
MPEM 

ACNAV/ 
CQFMP 

2 To bear the following commissions to the 
Agent Bank for the banking services based 
upon the B/A 

BCM, 
MPEM 

ACNAV/ 
CQFMP 

3 1) Advising commission of A/P within 1 month after 
the signing of the 

contract(s)  

BCM, 
MPEM 

ACNAV/ 
CQFMP 

2) Payment commission for A/P every payment BCM, 
MPEM 

ACNAV/ 
CQFMP 

4 To ensure prompt unloading and customs 
clearance at ports of disembarkation in the 
country of the Recipient and to assist the 
Supplier(s) with internal transportation 
therein 

To ensure prompt customs clearance and to 
assist the Supplier(s) with internal 
transportation in the country of the Recipient 

during the Project ACNAV/ 
CQFMP 

5 To accord Japanese physical persons and/or 
physical persons of third countries whose 
services may be required in connection with 
the supply of the products and the services 
such facilities as may be necessary for their 
entry into the country of the Recipient and 
stay therein for the performance of their 
work 

during the Project MPEM 
ACNAV/ 
CQFMP 

6 To ensure that customs duties, internal taxes 
and other fiscal levies which may be 
imposed in the country of the Recipient with 
respect to the purchase of the products and/or 
the services be exempted by its designated 
authority without using the Grant 
100% VAT exemption through a tax credit 

during the Project MPEM 
MF 

ACNAV/ 
CQFMP 

7 To bear all the expenses, other than those 
covered by the Grant, necessary for the 
implementation of the Project 

during the Project MPEM 
ACNAV/ 
CQFMP 

8 To notify JICA promptly of any incident or 
accident, which has, or is likely to have, a 
significant adverse effect on the 
environment, the affected communities, the 
public or workers. 

during the construction ACNAV/ 
CQFMP 

9 To submit Project Monitoring Report every month ACNAV/ 
CQFMP 

10 To submit Project Monitoring Report (final) 
(including as-built drawings, equipment list, 
photographs, etc.) 

within 1 month after 
issuance of Certificate 
of Completion for the 

ACNAV/ 
CQFMP 
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works under the 
contract(s) 

11 To submit a report concerning completion of 
the Project 

within 6 months after 
completion of the 
Project 

ACNAV/ 
CQFMP 

12 To provide facilities for distribution of 
electricity and water supply and other 
incidental facilities necessary for the 
implementation of the Project outside the 
site(s) 

ACNAV/ 
CQFMP 

1) Electricity
The distributing line to the site and the
tranformer

before start of the 
construction 

ACNAV/ 
CQFMP 

2) Water Supply
3) The city water distribution main to the

site

before start of the 
construction  

ACNAV/ 
CQFMP 

13 To provide equipment, furniture, facilities 
necessary for the implementation of the 
Project in the site(s)  

before start of the 
construction 

ACNAV/ 
CQFMP 

14 To ensure the safety of persons engaged in 
the implementation of the Project 

during the Project ACNAV/ 
CQFMP 

15 To implement EMP(Environmental 

Management Plan ) and EMoP 

(Environmental Monitoring Plan) 

during the construction MPEM 
ACNAV/ 
CQFMP 

16 To submit the reports of EMP and EMoP to 

DCEE, by using the monitoring form, on a 

quarterly basis during the construction 

during the construction ACNAV/ 
CQFMP 

(3) After the Project

NO Items Deadline In charge Estimated 
Cost Ref. 

1 To maintain and use properly and effectively 
the facilities constructed and equipment 
provided under the Grant Aid 
1) Allocation of maintenance cost
2) Operation and maintenance structure
3) Routine check/Periodic inspection

After completion of 
the construction 

MPEM 
MP 

ACNAV/ 
CQFMP 

2 To assign training and administrative staff 
for the operation and management of 
CQFMP NKTT  

After completion of 
the construction 

MPEM 
MF 

ACNAV/ 
CQFMP 
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2. Other obligations of the Government of the Islamic Republic of Mauritania funded with the
Grant

NO 
Items 

Deadline Amount 
 (Million 

Japanese Yen)* 
1 

1) To construct the following facilities
- Training center facilities
- Ausiliary facilities

2) To provide facilitie for the distribution of electricity, water
supply, drainage and other incidental facilities within the
project site

3) To procure the equipment for training and management
with installation and commissioning

4) To conduct the following transportation
a) Marine(Air) transportation of the products from Japan

to the country of the Recipient
b) Internal transportation from the port of disembarkation

to the project site
2 To implement detailed design, bidding support and 

construction supervision (Consulting Service) 
3 Contingencies 

Total 
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概略設計協議　協議議事録
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1 

Minutes of Discussions  
on the Preparatory Survey for  

the Project for Improvement of Facilities of the Centre de Qualification et de 
Formation aux Métiers de la Pêche 

（Explanation on Draft Preparatory Survey Report） 

With reference to the minutes of discussions signed between Ministry of 
Fisheries and Maritime Economy, Government of the Islamic Republic of Mauritania, 
Centre de Qualification et de Formation aux Métiers de la Pêche, Académie Navale and 
the Japan International Cooperation Agency (hereinafter referred to as "JICA") on 10th 
June 2021 and in response to the request from the Government of Government of the 
Islamic Republic of Mauritania (hereinafter referred to as " Mauritania") dated 14th Oct 
2021, JICA dispatched the Preparatory Survey Team (hereinafter referred to as “the 
Team”) for the explanation of Draft Preparatory Survey Report (hereinafter referred to as 
“the Draft Report”) for the Project for Improvement of Facilities of the Centre de 
Qualification et de Formation aux Métiers de la Pêche (hereinafter referred to as “the 
Project”).  

As a result of the discussions, both sides agreed on the main items described in 
the attached sheets. 

Nouakchott, 2 Dec, 2021 

Mr. SUGIYAMA, Shunji Dr. Mohamed Ely BARHAM 
Leader Director of Planning and Cooperation 
Preparatory Survey Team Ministry of Fisheries and Maritime Economy 
Japan International Cooperation Agency Government of the Islamic Republic of Mauritania 

Mr Mohamed Malainine HAYE 
Director 
Centre de Qualification et de Formation aux Métiers 
de la Pêche, Académie Navale 
Government of the Islamic Republic of Mauritania 

概略設計協議　協議議事録(英訳)
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ATTACHEMENT 

1. Objective of the Project
The objective of the Project is to enhance the technical competency and the function
of CQFMP through reconstruction of its training and administrative facilities,
thereby contributing to the human resource development in the fisheries sector of
Mauritania.

2. Title of the Project
The French version of the Project title was revised as “Projet d’Amélioration des
Installations du Centre de Qualification et de Formation aux Métiers de la Pêche”.

3. Site of the Project
It was reconfimed that the site of the Project including the area of temporary
construction yard is located in Nouakchott as indicated in Annex 1.

4. Responsible authorities for the Project

4.1. The CQFMP, on behalf of the Académie Navale, will be the executing agency for
the Project (hereinafter referred to as “the Executing Agency”). The Executing 
Agency shall coordinate with all the relevant authorities to ensure smooth 
implementation of the Project and ensure that the undertakings for the Project shall 
be taken by relevant authorities in a proper and timely manner. The organization 
charts of the Executing Agency are shown in Annex 2. 

4.2. As the supervising authority of the Executing Agency of the Project, the Ministry 
of Fisheries and Maritime Economy (hereinafter referred to as “MPEM”) shall 
oversee the overall implementation of the Project on behalf of the Government of 
Mauritania.  

5. Contents of the Draft Report
Detailed explanation of the Draft Report was given by the Team and the Mauritanian
side agreed on the contents of the report. JICA will finalize the report based on the
discussions during this survey. The report will be sent to the Mauritanian side around
March, 2022.

6. Cost estimate for the Project
It is understood that the estimated cost of the Project including the contingency is
provisional and will be examined further by the Government of Japan for its approval.
The contingency would cover the additional cost against natural disaster, unexpected
natural conditions, etc.

7. Confidentiality of the cost estimate and technical specifications
It was assured by both sides that the cost estimate and technical specifications of the
Project should never be disclosed to any third parties until all the contracts under the
Project are concluded.
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8. Procedures and Basic Principles of Japanese Grant
The Mauritanian side agreed that the procedures and basic principles of Japanese
Grant (hereinafter referred to as “the Grant”) as described in Annex 3 shall be applied
to the Project. In addition, the Mauritanian side agreed to take necessary measures
according to the procedures of the Grant.

9. Timeline for the project implementation
The Team explained to the Mauritanian side that the expected timeline for the project
implementation is as attached in Annex 4.

10. Expected outcomes and indicators
Both sides agreed that key indicators for expected outcomes are as follows. The
Mauritanian side will be responsible for the achievement of target values after 3 years
of operation and shall monitor the progress for Ex-Post Evaluation based on those
indicators.
[Quantitative indicators]

Indicators 
Reference value 

（Actual status in 2021） 
Target value 

(After 3 years of operation) 

Types of vocational training courses 
provided by CQFMP Nouakchott 

4 types 11 types 

Number of trainees obtained a 
certificate of completion 

169 person/year *1 368 person/year 

Number of training days conducted 
in CQFMP Nouakchott 

192 aggregated 
days/year *1 

641 aggregated 
days/year 

Number of fishing vessel personnel 
obtained a seafarer’s certificate 
compatible with the international 
standard (STCW-F*2) 

0 person/year 15 person/year 

*1:  Average number of trainees completed the course from 2016 to 2020

*2:  The International Convention on Standards of Training, Certification and Watchkeeping for
Fishing Vessel Personnel (STCW-F) 

[Qualitative indicators] 
（1） Ex-trainees of CQFMP are highly valued by private companies for their skills

and competency

（2） Ex-trainees of CQFMP have higher chances for employment in the fisheries
sector

（3） Ex-trainees of CQFMP contribute to the prevention of maritime accidents with
their improved knowledge and skills on safety at sea.

（4） General conditions of living in the dormitory are improved。

（5） Welfare for the CQFMP’s staff and trainees is improved with the availability
of infirmary, canteen, dormitory and sanitary facilities within the premises

11. Ex-Post Evaluation
JICA will conduct ex-post evaluation after three (3) years from the project completion,
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in principle, with respect to five evaluation criteria (Relevance, Effectiveness, 
Efficiency, Impact, and Sustainability). The result of the evaluation will be publicized. 
The Mauritanian side is required to provide necessary support in information and 
data collection for this purpose. 

12. Undertakings of the Project
Both sides confirmed the undertakings of the Project as described in Annex 5.
With regard to the exemption of customs duties, internal taxes and other fiscal levies
as stipulated in (2) .5.6 of Annex 5, it shall be specified in the bid documents for
primary contractor(s) for the implementation of the Project.
Pertaining to the operation budget of the training facilities, the Mauritanian side
assured the consistent allocation of the required budget. It was noted that the
estimated costs of operation given in the Draft Report are still indicative and more
accurate estimate of the costs will be done at the Detailed Design stage.
The information provided in the Annex 5 will form a part of the attachments of G/A.

13. Monitoring during the implementation
The Project will be monitored by the Executing Agency and reported to JICA by
using the standard form of Project Monitoring Report (PMR) as attached in Annex 6.
The timing of submission of the PMR is described in Annex 5.

14. Project completion
Both sides confirmed that the project completes when all the facilities are constructed
and equipment procured by the Grant are operational. The completion of the Project
will be reported to JICA promptly by the Executing Agency, but in any event not later
than six months after completion of the Project.

15. Measures to be considered for the smooth implementation of the Project
Both sides confirmed the items and measures to be considered for the smooth
implementation of the Project as follows:

15.1 To conduct the environmental assessment for the Project in a timely manner: The 
Executing Agency shall immediately initiate the prosess of the environmental 
assessment once it receives the information on the draft outline of the Project. It is 
presumed that the time required for the approval of EIA is about three(3) months 
and the necessary procedure of the environmental assessment is as follows; 
i. The Académie Navale assigns a local consultant who prepares the Terms of

Reference (TdR) for the identified EIA procedure
ii. The Académie Navale submits the TdR to the Direction of Inspection and

Environmental Evaluation (Direction du Contrôle et Evaluation
Environmentale), Ministry of Environment and Sustainable Development,

iii. The Académie Navale follows up to ensure the issuance of the approval of
the Project.

iv. It is expected that EIA by simple procedure would be applied for the Project
based on the Law 2000-045 of 27th July, 2000, on the environment code,
Decree 2007-105 on environmental impact studies.

15.2. To notify the Ministry of Housing and Urban Development and Land-Use Planning 
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on the basic design of facilities by the Académie Navale: this process is required even 
though the construction permit is not required for government projects. 

15.3. To confirm that the 10-year insurance, along with the inspections by a local control 
bureau, is not obligatory for national government’s projects according to the (Code 
d’Assurance Chap.2, Article 186, Sect.2), and to inform the JICA Senegal Office 
that this code shall be applied to the Project.  

15.4.To demolish and properly clear the existing buildings, structures and boundary 
walls in the project site in advance of the tender process of the Project: The 
Académie Navale shall take charge of this task and will secure the necessary 
budget for timely completion of the task.  

15.5 To ensure continuation of vocational training provided by the CQFMP Nouakchott: 
After demolition of the existing training and administrative facilities of CQFMP 
in Nouakchott, their functions will be transferred to the rented office in Nouakchott 
and/or other centers of CQFMP. The overall plan to maintain their function and 
operation during the project period will be formulated by CQFMP considering the 
overall project implementation schedule.  

16. Environmental and Social Considerations
It is affirmed that the Project shall be implemented by adhering to the ‘JICA
Guidelines for Environmental and Social Considerations (April 2010)’ (hereinafter
referred to as “the Guidelines”). The Project is categorized as “C” under the
Guidelines because the Project is likely to have minimal adverse impact on the
environment.

17. Other Relevant Issues
17-1. Disclosure of Information

Both sides confirmed that the Preparatory Survey Report from which the project cost
is excluded will be disclosed to the public after completion of the Preparatory Survey. 
The comprehensive report including the project cost will be disclosed to the public 
after all the contracts under the Project are concluded. 

17-2. Gender Mainstreaming
It was noted that administrative and training facilities of CQFMP was designed with
due considerations on the gender-specific needs as well as those of the disabled 
person. This design concept was well accepted by the Mauritanian side.  

17-3.    Additional geotechnical survey
It is found that an additional geotechnical survey on eight(8) boring points is
necessary during the detailed design stage in order to confirm the soil condition 
beneath the planned construction area. It is hence requested to the CQFMP to provide 
necessary assistance for the survey as well as to ensure the security around the survey 
points.  

-資料 113-



6 

17-4.    Permission for Demolition
The Mauritanian side confirmed that no permission or approval is required for the
demolition of the existing facilities of CQFMP. However, it is urged that the naval 
academy /CQFMP notify the local government (Tarve Zeina) and the neighbors of 
the demolition work prior to its commencement. 

17-5  Maintenance and management of facilities
As a normal practice of maintenance and management of facilities, some equipment
and building elements (e.g. pumps, ice-making machine, waterproofing, anti-rust 
paint etc.) need to be replaced/repaired once they have reached their lifetime in the 
long run. In this connection, it is affirmed that CQFMP shall monitor the conditions 
of such items/elements periodically and request the annual necessary budget for their 
replacement and repair through “Budget Consolidé d'Investissement”in a timely 
manner. 

Annex 1: Project Site 
Annex 2: Organization Chart 
Annex 3: Japanese Grant 
Annex 4: Project Implementation Schedule 
Annex 5 :Major Undertakings to be taken by the Government of the Islamic Republic of 
Mauritania 
Annex 6: Project Monitoring Report (template)  
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Annex 5 

Major Undertakings to be taken by the Government of the Islamic Republic of Mauritania 

1. Specific obligations of the Government of the Islamic Republic of Mauritania which will not
be funded with the Grant

(1) Before the Tender

NO Items Deadline In charge 
Estimated 

Cost (million 
MRU) 

1 To sign the banking arrangement (B/A) with
a bank in Japan (the Agent Bank) to open
bank account for the Grant  

within 1 month after 
the signing of the G/A 

BCM 
MPEM 

MF 
2 To issue A/P to the Agent Bank for the 

payment to the consultant 
within 1 month after 
the signing  of the 
contract(s) 

BCM 
MPEM 

ACNAV/ 
CQFMP 

MF 
3 To bear the following commissions to the 

Agent Bank for the banking services based 
upon B/A 

BCM 
MPEM 

ACNAV 
/CQFMP 

MF 
1) Advising commission of A/P within 1 month after 

the signing of the 
contract(s)  

0,1% of the 
remittance 

amount 
2) Payment commission for A/P every payment 

4 To arrange proper notification of the 
demolition and construction of the Project to 
local authorities and neighbors.  

2 months before the 
demolition  

ACNAV/ 
CQFMP 
DGHU 

5 To secure the following lands 
1) project site (CQFMP NKTT)
2) temporary construction yard and stock

yard adjacent to the Project site

before notice of the 
pre-qualification 

ACNAV/ 
CQFMP 

6 To Identify and allow access to sand and 
aggregate removal sites 

ACNAV/ 
CQFMP 
MPEM 

7 To implement the simplified EIA (Notice) 
(with an environment consultant, etc.) 

before 3 months from 
the G/A 

ACNAV/ 
CQFMP 
DCEE 

MF 

0.8 

8 To give a technical approval of all projects 
plans 

before notice of the 
bidding documents 

ACNAV 
CQFMP 
DGHU 

9 To clear, level and reclaim the project site 
which inculdes demolishing and removal of 
the exsiting buildings, structures, pavement, 
boundary walls and trees. 

before notice of the 
bidding documents 

ACNAV/ 
CQFMP 

MF 

0.8 

10 To relocate the headquarter and NKTT 
center 

before 5 months from 
the G/A 

ACNAV/ 
CQFMP 

MF 

0.3 

11 To rent an office in the city for the 
headquarter 

before 5 months from 
the G/A 

ACNAV/ 
CQFMP 

MF 

0.98 

12 To limit the access to the site and the 
temporary construction yard, to protect the 
site 

before notice of the 
pre-qualification 

CQFMP 
/ACNAV 

MF 

0.2 

13 To submit Project Monitoring Report (with 
the result of Detailed Design) 

before preparation of 
the bidding documents 

ACNAV/ 
CQFMP 
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BCDM: BANQUE CENTRALE DE MAURITANIE (CENTRAL BANK OF MAURITANIA),  
MF : Ministère des Finances 
ACNAV : Academie Navale 
CQFMP: Centre de Qualification et de Formation aux Métiers des Pêches (Qualification and Training Center for 
Fishing Professions) 
DGHU Direction Générale de l’Habitat et de l’Urbanisme 
DCEE : Direction du Contrôle et Evaluation Environnementale 
B/A :Banking Arrangement  
A/P :Authorization to payment 
G/A: Grant Agreement 

(2) During the Project Implementation

NO Items Deadline In charge 
Estimated 

Cost (million 
MRU) 

1 To issue A/P to the Agent Bank for the 
payment to the supplier and the contractor 

within 1 month after 
the signing of the  

contract(s) 

BCM, 
MPEM 

ACNAV/ 
CQFMP 

MF 
2 To bear the following commissions to the 

Agent Bank for the banking services based 
upon the B/A 

BCM, 
MPEM 

ACNAV/ 
CQFMP 1) Advising commission of A/P within 1 month after 

the signing of the 
contract(s)  

2) Payment commission for A/P every payment 0.1% of the 
remittance 

amount 
3 To ensure prompt unloading and customs 

clearance at ports of disembarkation in the 
country of the Recipient and to assist the 
Supplier(s) with internal transportation 
therein 

To ensure prompt customs clearance and to 
assist the Supplier(s) with internal 
transportation in the country of the Recipient 

during the Project ACNAV/ 
CQFMP 
MPEM 

MF 
D.G.

Douanes 

4 To accord Japanese physical persons and/or 
physical persons of third countries whose 
services may be required in connection with 
the constraction and with the supply of the 
products, the services such facilities and as 
may be necessary for their entry into the 
country of the Recipient and stay therein for 
the performance of their work 

during the Project MPEM 
ACNAV/ 
CQFMP 

5 To ensure that customs duties, internal taxes 
and other fiscal levies which may be 
imposed in the country of the Recipient with 
respect to the purchase of the products and/or 
the services be exempted by its designated 
authority without using the Grant 
To create the tax credit (crédit d’impôt) for 
the contractor/supplier(s) to ensure smooth 
exemptin procedure of VAT 

during the Project MPEM 
MF 

ACNAV/ 
CQFMP 

1.0 
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6 To bear all the expenses, other than those 
covered by the Grant, necessary for the 
implementation of the Project 

during the Project MPEM 
ACNAV/ 
CQFMP 

MF 
7 To notify JICA promptly of any incident or 

accident, which has, or is likely to have, a 
significant adverse effect on the 
environment, the affected communities, the 
public or workers. 

during the construction ACNAV/ 
CQFMP 

8 To submit Project Monitoring Report every month ACNAV/ 
CQFMP 

9 To provide facilities for distribution of 
electricity and water supply and other 
incidental facilities necessary for the 
implementation of the Project outside the 
site(s) 

ACNAV/ 
CQFMP 
MPEM 

1) To connect with public power grid and to 
install ascociated equipment such as 
transformer and main breaker 

before start of the 
construction 

ACNAV/ 
CQFMP 
MPEM 

1.62 

2) The city water distribution main to the
site, piping to the site 

before start of the 
construction  

ACNAV/ 
CQFMP 
MPEM 

0.3 

10 To ensure the safety of persons engaged in 
the implementation of the Project 

during the Project ACNAV/ 
CQFMP 

11 To implement EMP(Environmental 
Management Plan ) and EMoP 
(Environmental Monitoring Plan) 

during the construction MPEM 
ACNAV/ 
CQFMP 

12 To submit the reports of EMP and EMoP to 
DCEE, by using the monitoring form, on a 
quarterly basis during the construction 

during the construction ACNAV/ 
CQFMP 

13 Procedure of recruiting and the budget 
arrangement for expanding the organization 
and additional staff  

Before completion of 
construction 

CQFMP 
/ACNAV 

4.6 
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(3) After the Project

NO Items Deadline In charge 
Estimated 

Cost (million 
MRU) 

1 To maintain and use properly and effectively 
the facilities constructed and equipment 
provided under the Grant Aid 
1) Allocation of maintenance cost
2) Creation of a maintenance service

(Maintenance contract or hiring a
technitian for electrical and mechanical
equipment)

3) Routine check/Periodic inspection
4) Supply of spare parts for equipment etc.

After completion of 
the construction 

MPEM 
MP 

ACNAV/ 
CQFMP 

2.3 

2 To assign training and administrative staff 
for the operation and management of 
CQFMP NKTT  

After completion of 
the construction 

MPEM 
MF 

ACNAV/ 
CQFMP 

3 Communication wiring – Internet and 
telephone connection at the site 

Ditto ACNAV/ 
CQFMP 

MF 

0,4 

4  To procure training equipment, various 
consumables, and furniture that are not 
covered by the grant, together with linens & 
matress of dormitories, office furniture, 
curtains, office devices 

Ditto ACNAV/ 
CQFMP 

MF 

5,95 

5 To submit a report concerning completion of 
the Project 

within 6 months after 
completion of the 
Project 

ACNAV/ 
CQFMP 

6 To submit Project Monitoring Report (final) 
(including as-built drawings, equipment list, 
photographs, etc.) 

within 1 month after 
issuance of Certificate 
of Completion for the 
works under the 
contract(s) 

ACNAV/ 
CQFMP 
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2. Other obligations of the Government of the Islamic Republic of Mauritania funded with the
Grant

NO 
Items 

Deadline Amount 
 (Million 

Japanese Yen)* 
1 

1) To construct the following facilities
- Administrative and training facilities of CQFMP
Nauakchott

2) To provide facilities for the distribution of electricity,
water supply, drainage and other incidental facilities
within the project site

3) To procure the equipment for training and management of
facilities

4) To conduct the following transportation
a) Marine(Air) transportation of the products from Japan

to the country of the Recipient
b) Internal transportation from the port of disembarkation

to the project site
2 To implement detailed design, bidding support and 

construction supervision (Consulting Service) 
3 Contingencies 

Total 
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5. 参考資料

水産

Stratégie d'Aménagement et de Développement Durable et Intégré des Pêches Maritimes 
(Ministère des Pêches et de l’Economie Maritime) 
持続的水産開発戦略 2020-2024  

コピー

STRATEGIE NATIONALE DE CROISSANCE ACCELEREE ET DE PROSPERITE 
PARTAGEE SCAPP 2016-2030 
国家開発計画：成長の加速化と共有される繁栄戦略（SCAPP：2016-2030） 

コピー

DECRET CAS 2FTP (2021 年) 
技術・職業訓練基金（2FTP）と呼ばれる特別会計の政令 

コピーﾄ

Etude de diagnostic du Centre de Qualification et de Formation aux Métiers de la Pêche (CQFMP) 
(2018 年) (PROME PECHE) 
PROME PECHE による CQFMP の全体評価報告書 

コピー

Rapport de l’enquête sur l’insertion professionnelle des sortants du Centre de Qualification et de 
Formation aux Métiers de la Pêche (CQFMP) 
(Ministère des Pêches et de l’Economie Maritime) 
CQFMP 卒業生の進路調査報告書 

コピー

Centre de Qualification et de Formation aux Métiers de la Pêche CQFM 
(CQFMP/ACADEMIE NAVALE) (2021 年) 
CQFMP の人員、支所の概要等報告書、付属資料に訓練実績表等有り 

コピー

税法

Code general des impots, Edition 2020 
(Ministere des finances, Direction Generale des Impots) 
モーリタニア国税法 2017 年

コピー

Journal Officiel de la République Islamique de Mauritanie 30 Décembre 2017 (Code des Douanes
J.O. 1403 du 30.12.2017)
モーリタニア国関税法に係る 2017 年 12 月 30 日官報

電子データ

統計年鑑

Rapport annuel des statistiques de pêche en Mauritanie 2017 
(Ministère des Pêches et de l’Economie Maritime, Observatoire Economique et Social des Pêches) 
モーリタニア国水産統計年鑑 2017 年

パンフレッ

ト
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6．テクニカルノート  
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7．測量図
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Investigations géotechniques du projet de reconstruction du Centre de Qualification et de Formation aux Métiers de la Pêche à Nouakchott 

Rapport Géotechnique 

8. 地盤調査結果
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Investigations géotechniques du projet de reconstruction du Centre de Qualification et de Formation aux Métiers de la Pêche à Nouakchott 

Rapport Géotechnique 
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Investigations géotechniques du projet de reconstruction du Centre de Qualification et de Formation aux Métiers de la Pêche à Nouakchott 

Rapport Géotechnique 26 
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8．漁業者・船主等インタビュー結果 

ヌアクショットおよびヌアディブの零細漁業乗組員の構成に関す

るアンケート/インタビュー調査結果報告書 

2021年 6月 

Fisheries Engineering Co., Ltd. 

Agence Japonaise de Coopération Internationale 

(JICA) 
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ヌアクショットおよびヌアディブの零細漁業乗組員の構成に関するアンケート/インタビュー
調査結果報告書

1. タイトル
ヌアクショットおよびヌアディブでのピローグ乗組員の構成等に関する調査

2. ⽬的
この調査は、ヌアクショットの CQFMP の訓練施設改善に寄与するために、現在零細漁業

に従事しているピローグの乗組員の⼈数、国籍、卒業資格、雇⽤期間、発⽣した問題、訓練
に対する要望や意⾒などの現状について調査を⾏った。

3. 調査期間
2021 年 4 ⽉ 13 ⽇〜4 ⽉ 20 ⽇(オリエンテーション及びテストインタビューを含む)

4. 調査対象地
A. ヌアディブ

今回の調査では、ヌアディブ漁港を⺟港としている 113 隻のピローグにアンケートを実施
した。

B. ヌアクショット
ヌアクショットではヌアクッショット中央⿂市場近くの浜を基地としている 103 隻のピロ

ーグにアンケートを実施した。

5. 調査⽅法
ISSM の⼤学⽣ 4 名が調査員として調査を実施した。彼らは 2 つのグループに分かれ、⼀⽅

はヌアディブの漁港で、もう⼀⽅はヌアクショットの⽔揚場で調査を⾏った。
インタビューは、これらの調査員が直接ピローグ係留地に出向き、出港前と帰港後のどち

らかで、ランダムにインタビューを実施した。

6. 回収状況
この調査への回答を拒否した漁師も⼀部にはいたが、最終的には合計 216 隻のピローグか

ら回答を得ることができた。この調査では、インタビューを受けた外国⼈漁師（主にセネガ
ル国籍）が、当初は質問への回答を拒否していたが、通訳を雇い調査の⽬的を説明すると⼤
半から回答を得ることができた。

7. インタビュー調査結果
調査は 2 つのパートに分かれており、パート 1 ではピローグの仕様・諸元に関する⼀般的

な情報を、パート 2 では乗組員についての質問を⾏った。
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7-1. ピローグの仕様・諸元等 (パート 1) 
(1) 回答者の名前：インタビューを受けたすべての回答者が 100％名前を公表した。 
(2）役職(役割)：ピローグの所有者、ピローグの船⻑、ピローグの乗組員のいずれかであっ
た。      
(3) 住所・電話番号：この質問（特に電話番号）は、ヌアディブの職⼈港の回答者全員が
100％回答したが、ヌアクショットでは、回答者がこの質問に否定的であったためこの質問
は取りやめた。 
(4) 回答者のピローグでの役割： 

ヌアディブ: 回答者の 73%が船⻑、20%がオーナー、4%がクルー（漁師）、3.5%が漁労⻑。 
ヌアクショット：回答者の 24.5％が船⻑、5.7％がオーナー、45.3％がクルー（漁師）、

24.5％が漁労⻑、0.9％が雇われ船⻑などであった。 
(5) 船名： 

ヌアディブでは、ほとんどの漁師が⾃分のピローグに名前をつけていない。回答者の 15%
だけは船名を付けていた。⼀⽅、ヌアクショットの港では、ほとんどのピローグに名前が付
けられていた。 
(6)登録番号： 

漁船登録番号はヌアディブでは 96％を確認できた。ヌアクショットでは 33％しか登録番号
が確認できなかった。 
(7) ピローグの全⻑ 

ヌアディブでは、⼀般的に 5m から 40m までの⻑さの船が使われている。最も多いのは
12m、16m、14m、15m、17m のサイズであった。 
 

 ヌアデｲブピローグ全⻑ ヌアクショットピローグ全⻑ 
図ー 1 ピローグ全⻑ 

 
ヌアクショットでは⼀般的に 5m から 24m までタイプがる。最も多いのは 12m、10m、

20m、15m、13m、11m、16m、9m、24m、5m、8m の順で、20m 前後のピローグが 12m ク
ラスに次ぎ多数を占めている。後術するようにヌアクッショットでは⽊製ピローグが主流な
ためピローグ全⻑に規格がないため全⻑にバラツキが⾒られると推察される。 
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(9) ピローグの材質
ヌアディブでは、86.8%が FRP 製で、13.2%がアルミ製。
ヌアクショットでは、全てのピローグが⽊製。

(10) 船外機出⼒(Hp)：
ヌアディブでは 89.3％、ヌアクショット 88.67％の回答があった。

エンジン出⼒は、ピローグのサイズによって異なる。ヌアディブの場合、⼀般的に 15〜
50Hp が使われており、ほとんどが 40Hp のエンジンを搭載し、次に 15Hp のエンジンを搭載
している。

ヌアクショット港の場合、エンジンの出⼒（Hp）は⼀般的に 15〜60Hp で、15Hp が圧倒
的に多く次に 40Hp、60Hp のエンジンとなっている。

ヌアディブ船外機⾺⼒ ヌアクショット船外機⾺⼒
図ー 2 船外機⾺⼒⽐較

(11) 漁法：
ヌアディブでは、約 50％のピローグがタコツボ漁とその他(まき網以外)の漁法を使⽤してい
る。また、約 23.85％のピローグはタコツボ漁のみである。その他 10.09%はタコツボとまき
網を漁期に合わせ使⽤している。ほとんどタコ漁に従事しているが禁漁期には浮⿂を対象に
まき網等の漁法に移⾏すると思われる。
ヌアクショットでは、約 43.44%のピローグがタコツボとその他(まき網以外)の漁法を使⽤
している。また、タコツボ＋まき網を同時に使⽤している⼈は 9.02%で、頭⾜類と浮⿂の両
⽅を漁獲対象としている。

18Hp 
50Hp 
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ヌアディブ漁法 ヌアクショット漁法
図ー 3 漁法⽐較

(12) 漁獲対象⿂の種類：
ヌアディブの零細漁業では 67.26%のピローグが頭⾜類（タコ）と浮⿂（オオニベ、イワシ、

ボラ等）の漁に興味を持っている。13.27％が頭⾜類だけを対象としているとの回答があった。
⼀⽅、18.58%は沿岸浮⿂だけを対象にしている。
ヌアクショットの場合は 67.26%が浮⿂(オオニベ、イワシ、ボラ等）だけを漁獲対象にする
としている。頭⾜類（タコなど）と浮⿂の両⽅を対象とするのは全体の約 14.29%であった。
頭⾜類（タコ）だけに興味を持っているのは 15.24％であった。

ヌアディブ対象⿂ ヌアクショット対象⿂
図ー 4 漁獲対象⿂の⽐較

(13)カテゴリー：
零細漁業を中⼼とするヌアディブ港の場合、インタビューしたピローグ漁船はほとんどが

零細漁業従事船であった。本インタビューは禁漁期に⾏われたため、沿岸漁業従事者へのイ
ンタビューは出来なかった。

ヌアクショットの場合、インタビューしたピローグの 87％が零細漁業に従事していた。調
査対象のピローグの内、約 10％がチャーター漁船であり、約 3％が沿岸漁業に分類されるも
のであった。

7-2 乗組員等
(1) 乗組員の数について

タコツボ＋まき網
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ヌアディブの場合、ピローグの乗組員数は 7 ⼈を超えず、⼀般的には船⻑を含めて 5〜6 ⼈
程度である。乗組員の年齢層は 20 代から 30 代が中⼼だが、中には 40 代のもいる。セネガル
⼈はヌアディブでは数が少なく、主に全⻑ 16〜17 m のピローグに乗っており、乗組員は 3〜
5 ⼈で、⼀般的に 20 代の若者が多い。

ヌアクショットでは、ピローグの乗組員の数はピローグの⼤きさにより 1 ⼈から 35 ⼈の間
であった。乗組員の年齢層は 20 代から 30 代が中⼼だが、中には 40 代のクルーもいる。調査
対象となったピローグ乗組員のうち、モーリタニア⼈は 78.18％を占めていた。⼀⽅、セネガ
ル⼈は調査対象となったピローグの乗組員の 21.81％を占めてた。⼀般的にセネガル⼈は 20
代、30 代の若者が⼤半を占めている。

ヌアデｲブ漁⺠年齢構成 ヌアクショット漁⺠年齢構成
図ー 5 漁⺠年齢構成⽐較

(2）Q4：乗組員の募集について
ヌアディブでは 100％「縁故関係で募集している」との回答を得た。ヌアクショットでは、

回答は異なり、採⽤は主に仲介、または公募によって⾏われ、CQFMP に依頼することもあ
るが、⽐較的まれであると回答している。全体からすると不⾜の乗組員の募集は縁故、仲介、
公募、CQFMP 依頼等のあらゆる⼿段を使って⾏っているようである。

(3) Q5：再教育について
ヌアディブで調査した 112 隻のピローグのうち、CQFMP（または CASAMPAC）の再教

育トレーニングを受けた乗組員が 1 名以上が乗組員として乗船していたのは約 40%であった。
内訳は 51 ⼈が船⻑、68 ⼈が乗組員の計 119 ⼈であった。

ヌアクショットでは、調査対象となったピローグ（106 隻）の約 15％に CQFMP（または
CASAMPAC）の再教育トレーニングを受けた乗組員がいた。これら再教育を受けた乗組員
の 1 名が船⻑、16 名が乗組員であった。

(4) Q6：乗組員に対する問題(回答はポイント式とし最も重要な問題：3 点、次の問題：2 点、
⼤きくはない問題：1 点)

ヌアディブでは 100％の回答を得た。この質問には、重要度に応じてランク付けするため
の 10 の質問が含まれており、最も重要な回答には 3 ポイント、2 番⽬に重要な回答には 2 ポ
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イント、その他には 1 ポイントとして集計した結果である。
- 質問は乗組員にどのような問題があるかについて

表ー 1 漁⺠の資質に関する質問
番号 項⽬ 3 点(%) 2 点(%) 1 点(%)

-1 技術不⾜ 56.25 42.85 0.89
-2 コミュニケーション能⼒ 59.82 39.28 0.89
-3 体⼒不⾜ 50 37.5 12.5
-4 新規雇⽤の困難度 22.32 43.75 33.92
-5 喧嘩 2.67 11.67 85.71
-6 盗難 33.03 23.21 43.75
-7 泳げない 23.21 34.82 41.96
-8 ⾼齢 26.78 59.82 13.39
-9 怠慢 0.89 6.25 92.85

この結果から技術不⾜、コミュニケーション能⼒不⾜及び体⼒不⾜の 3 点が⼤きな問題と
して取り上げられているが、喧嘩、盗難及び怠慢との回答は少なく⽐較的真⾯⽬な乗組員が
多いと思われる。

ヌアクショットでは、この質問の回答に⾮協⼒的でほぼ 20％以下の回答を得たのに留まっ
た。この中で次の 3 つの質問には回答があったが、定量的に評価するには不⾜していたため
定性的な回答内容として判断する、回答の多かった順は次の通りであった。
① 新規雇⽤が困難
② 技術不⾜
③ コミュニケーション能⼒の⽋如

(5) Q7：質問内容は今後、CQFMP の卒業⽣を採⽤する予定はあるか否か。
ヌアディブでは、すべての回答者が「はい」と答えていた（可能な限り）。113 の回答中 20

件が無回答であったが残りの 93 件は雇⽤したいと回答していた。その理由は、1）CQFMP
卒業⽣または CAPM 認定者であること、2）仕事に精通した漁師がいること、3）また、多く
の外国⼈がモーリタニアの EEZ で漁をしていること等であった。

ヌアクショットでは、この質問にはあまり回答がなかった。少数を含め雇⽤すると回答し
たのは 103 件中 20 件に留まり、雇⽤を全く考えていないとしたのは 6 例と⾮常に少なかっ
た。残りは無回答であった。CQFMP 卒業⽣を雇⽤したいとした理由の 1 つは、外国⼈が多
数を占めている現状を変えるためにも CQFMP の卒業⽣を採⽤した⽅が良いと考えている。

(6)Q8：CQFMP のトレーニングや卒業⽣について、要望や意⾒があるかという質問で、質
問は選択式でなく⾃由なコメントを求めた。

ヌアディブでは、要望や意⾒は次のようなものがあげられた。
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コメントの多かった順には並べると以下のようになる。
・漁業技術に関するトレーニング
・海上での安全と救助に関するトレーニング
・メカニックのトレーニング
・流通に関する研修
・コミュニケーション能⼒に関する研修
・航海技術に関する研修

ヌアクショットではこの質問に対する回答はほとんどなかったがインタビューアーが聞き
取ったコメントの中で印象的であったのが次の 2 点であった。
・CQFMP の卒業⽣は⾮常に弱く、スキルが不⾜している。
・CQFMP の卒業⽣は、海で働くことに対する意欲に⽋けている。

7.3. 結論
アンケートの最初の部分については、インタビュー対象者が⾮常に協⼒的で、ヌアディブ

またはヌアクショットの係留地にいるピローグの乗組員についての⼀般的な情報を得ること
ができた。
例えば、ヌアディブの漁師はタコに興味があり、ヌアクショットの漁師は沿岸浮⿂に興味が
あるといったことである。また、ヌアデｲブでは、86.8%のピローグが FRP 製で、13.2%がア
ルミム製である。⼀⽅、ヌアクショットでは、使⽤されているピローグはすべて⽊製であっ
た。

インタビュー調査の第 2 部では、ヌアディブの漁師はヌアクショットの漁師に⽐べて各質
問への回答に協⼒的であり、専業漁師としての意識が⾼いと感じられた。ヌアディブの漁師
は、現在抱えている問題をあえて浮き彫りにし、今後専業漁師の職業意識を⾼めるための役
⽴つと思われるコメントを提⽰した。

ヌアディブとヌアクショットの零細漁業従事者の現状については、過去にあまり調査が⾏
われていないと思われるが、このような調査を継続的に⾏うことで、モーリタニアの職⼈漁
業の改善につながる可能性があると思われる。
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